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イントロダクション 
 
第1章 序章 
1.1. はじめに 
建築という人工物（以下、建築物と呼ぶ）は、個人や法人が所有するサービス資源1の 1
つである。その中で建築物は、大型で不動、一品生産で現地施工という他の人工物と異な
る特質を持つ。また、建築物は街並みや景色の構成要素となり、人々の記憶に長く留めら
れる。建設当時の時代を象徴し、長きに亘り守られ続けてきた建築物の中には、文化財と
して社会的価値が見出されるものもある。しかし民間の領域で、未来の文化財を建設しよ
うと考える発注者はほとんどいない。建築物は発注者の事業システムを構成するコンポー
ネントの 1 つである。これから生まれようとする、あるいは装いを変えようとする建築物
は、その意味における発注者の価値基準で評価を受ける。建築業に身を置く我々は、その
価値基準が唯一不変ではないことを認識しておく必要がある。 
日本の建築業は、長期にわたる成長の中で、受注者2が発注者の取引リスクを引き取りな
がら契約を遵守することにより、受注者が発注者との長期的関係を築こうとする取引慣行
や行動様式を形成してきた[1]。安藤によれば、成長期には、発注者から転嫁された取引リス
クによる損失を補って余りある利益が関係レントによってもたらされるという見通しを受
注サイドは常に持つことができた。このため受注者は、絶えざる成長の存在による好循環
の中で繰り返された関係特殊投資により、研究開発、設計、生産設計、工費、工期、品質
に関する能力や技術力を蓄積してきた。 
今日の発注者は、継続的な内需の停滞、建築技術者の発注サイドへの人材移転、金融工
学的アプローチの応用などにより、建築物に求める性能、工期、コストに関する明確な計
画目標を持てるようになってきた。その目標に対して発注者や設計者、総合建設業は、共
同で建築物に関する課題を抽出し、それを総合建設業が保持している能力や技術力で解決
していくケースが多くなっている。近年、ある目標を達成しようとすればこの技術が必要
というように、建築技術と建築計画は不可分な関係にある。 
一方で、長期にわたる市場の縮小圧力は、関係特殊レントによる受注サイドの利潤縮小
を後押しする。日本の経済が停滞期に転換して久しい今、総合建設業はこれまでに蓄積し
てきた保有資源（技術、能力、資本、サービス、生産組織）の新結合を試行錯誤して、従
来の軌道と異なる企業発展のパターンを見出すことが課題になりつつある。 
本論文の問題意識は、建築物を供給する側が、発注者と建築物の関係から建築生産シス
テムを再認識する必要があるのではないかという点にある。人工物としての建築物は、多
くの材料や部品、他産業の最終製品が統合的に組み合わされて成立する。そして、材料・
                                                  
1 ここでいうサービスとは、企業の生産活動に対してこれらの資源が果たしうる貢献と生産プロセスのな
かで人や機械などが提供する実際のサービスの両方を含む[109]。 
2 ここでいう受注者とは、総合建設業のほか、総合建設業に対する受注者である専門工事会社も含まれる。 
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部品・製品と躯体との取り合いであるインターフェイスの工夫に、設計や施工といった建
築ものづくりの生産性を左右する鍵がある。このことは、建築物の発注者にとっても同じ
で、事業システムのコンポーネント間のインターフェイスの工夫が収益に影響する。した
がって建築を提供する側は、建築物と他の構成要素の関係が発注者の事業におよぼす影響
を理解する必要がある。 
このような発注者の事業システムと建築物の関係、あるいはそれらのコンポーネントと
企業の関係は、分譲集合住宅を例にすると理解しやすい。図 1 は、分譲集合住宅のバリュ
ーチェーン3をあらわしている。分譲集合住宅の発注者であるディベロッパーは、最終消費
者に販売する商品である住戸を含む建築物の設計や施工を設計事務所や総合建設業（ここ
では総称して建築ものづくり企業と呼ぶことにする）に外注する。同時に、総合建設業や
住宅部品メーカーのによる研究開発の成果は、ディベロッパーの事業企画、すなわち商品
企画に組み込まれる。建築ものづくり企業は、発注者と調整しながら住戸の空間構造を設
計し、住宅部品を組み合わせる。そのバリュエーションが多く、調整手間が少ないほど発
注者の生産性（価値／コスト）が上昇する。ここでの価値は、商品価格と建築原価の差分
である。この事業システムでは、発注者の生産性をなるべく大きくすることと、売れ残り
のリスクをなるべく小さくすることに、あらゆる選択の価値基準がある。 
本論文では建築物を取り巻く複雑なシステムを階層化、つまりモジュール化のフィルタ
ーを通して理解しようとする。このような分析の枠組みは経済学の分野で研究が進んでい
る「アーキテクチャ」の概念で提供される。アーキテクチャとは、「構成要素間の相互依存
関係のパターンによってあらわされるシステムの性質[2]」である。本研究は、日本の総合建
設業が蓄積してきた技術や能力をアーキテクチャの枠組みに依拠した分析・検討を展開し、
モジュール化という観点で建築生産システムを再解釈することにより、建築業が抱える問
題や将来のありかたに対する新たな知見を得ようとするものである。中でも、日本の総合
建設業の特徴や強みとされる、技術、生産設計、施工に焦点をあてる。 
 
 
図 1 分譲集合住宅のバリューチェーン 
                                                  
3 製品やサービスを顧客に提供するという企業活動を、調達／開発／製造／販売／サービスといったそれ
ぞれの業務が、一連の流れの中で順次、価値とコストを付加・蓄積していくものととらえ、この連鎖的活
動によって顧客に向けた最終的な“価値”が生み出されるとする考え方（@IT情報マネジメント用語辞典、
http://www.atmarkit.co.jp/aig/04biz/valuechain.html）。 
建築ものづくり企業
総合建設業
設計事務所
住宅部品メーカー
発注者
ディベロッパー
最終所有者
個人消費者
管理会社
外注（設計/施工）
販売納品
選択 選択研究開発 遡及
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1.2. 研究の背景と目的 
1.2.1. 研究の背景 
発注者の利用目的への注目 
建築物の分類は、一般的に建築主（公共／民間）や用途（住宅／非住宅）の別を軸にす
ることが多い。用途はさらに、事務所、店舗、工場及び作業場、倉庫、学校の校舎、病院・
診療所、その他などと細分される4。このような分類は、建築学的な観点からすればわかり
やすい。これに対し、発注者の事業システムからみた別の分類を提案できる。本研究では、
発注者を中心とした商取引の形態と利用者の所有形態を組み合わせた分類に注目する。こ
の分類では、受注者（施工者）－発注者－利用者5の間におけるビジネスの観点から建築物
を認識することになる。表 1 は、これらの関係を整理したものである。 
商取引の分類では、B：Buisines（法人）、C：Customer（消費者）と略記して、法人同
士の商取引を B to B、法人と消費者間の商取引を B to C などと呼ぶ。建築業の受注者はい
ずれの場合も「B」である。発注者は、「B」が総合建設業の手掛ける一般的なケースで6、
「C」が小規模で住宅系に限定される7。発注者が「B」のケースは、発注者と利用者の商取
引形態で 3 類型できる。1 つ目は発注者と利用者が同一の「B to B」、2 つ目は法人と消費
者による商取引の「B to B to C」、3 つ目は法人同士による商取引の「B to B to B」である。 
さらに利用者の所有形態の属性（所有／賃貸）を加えるとこれらは 5 種類に細分される。
1 つ目は「B to B」の発注者と利用者が同一の場合である。この場合、利用者の所有形態は
「所有」しかあり得ない。このケースには、自社ビルや工場、病院、公共建築が該当する8。 
2 つ目は「B to B to C」で利用者である消費者が建築物あるいはその一部を「所有」、つ
まり法人から消費者に建築物が販売される場合である。このケースには分譲集合住宅（マ
ンション）が該当する。3 つ目は「B to B to C」で利用者である消費者が建築物を「賃貸」
する場合である。このケースにはアパートなどの賃貸集合住宅が該当する。 
4 つ目は「B to B to B」で発注者の法人から利用者の法人へと建築物の所有権が移転する
場合である。このような例は、BOT（Build-Operation-Transfer）9方式による PFI（Private 
Finance Initiative）、建築した物件の REIT 事業者への販売10などがある。5 つ目は「B to B 
to B」で利用者の法人が建築物あるいはその一部を借りる場合である。この例は、賃貸オフ
                                                  
4 この分類は国土交通省の建築着工統計調査における用途分類の例である。 
5 ここでは建築物や空間を占有して利用する者を指すことにする。したがって商業施設の顧客など一次的
な利用者は該当しない。 
6 Bは Buisines の略だが、ここでは消費者ではないという意味で公共発注者も含む。 
7 個人が発注者でも建築物が何らかの事業に用いられるならば、その発注者は「B」である。 
8 BOO（Build-Own-Operation）方式の PFI もこの分類に該当する。 
9 民間が資金調達、施設を建設し、一定期間施設を運営することにより得られる収入により整備費用を回
収、その後公共に施設を譲渡する。BOTに似た方式として BLT（Build-Lease-Transfer）方式がある。この
方式は、民間が資金調達、施設を建設後、公共に施設をリースする点で BOTと異なる。しかし、整備費用
を回収後に所有権が譲渡される点は双方とも共通した考え方である。 
10 例えば竹中工務店では、老朽化した商業施設を買い取り、自社事業として企画からテナント・リーシン
グ、開業準備支援までトータルでプロデュースを実施し、完成後、日本リテールファンド投資法人に売却
した例がある（http://www.takenaka.co.jp/solution/needs/immovables/service13/index.html）。 
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ィス事業やショッピングモール、BTO（Build-Transfer-Operation）11方式による PFI など
が該当する。 
複合ビルではこれらのいくつかが混在する場合もあるが、商取引形態と所有権の組み合
わせによる分類は表 1 で網羅される12。建築物はいうまでもなく事業者である発注者の投
資であり、その視座に立てばその所有形態に対応して建築物の価値基準が変わる点に注目
すべきである。発注者の利潤は、①発注者と利用者が同一の場合に建築物を用いたサービ
スの生産（自己使用）、②別の利用者に所有権が移転する場合に売却益（販売）、③利用者
が賃貸の場合に地代が利潤（賃貸）となる。このように発注者は、「自己使用」、「販売」、「賃
貸」という 3 つの目的で建築投資を行っており、そのビジネスを法人と消費者のどちらに
展開しているかという分類の仕方が妥当と考える。このことから本論文では、建築物の「利
用目的」に着目する。したがって、集合住宅でも分譲と賃貸は別の分類として認識するこ
とになる。 
 
表 1 商取引形態による建築物の分類 
 
 
建築物に対する価値基準への注目 
このように建築物は、「自己使用」「販売」「賃貸」という発注者のビジネスモデルに依拠
した 3 タイプの「利用目的」で大別できる。発注者は自己のビジネスモデルに適応した建
築物への投資計画に対する管理や評価の手法を持つ。このことから、発注者が建築物の価
値を測る基準（以下、価値基準）が建築物の「利用目的」に対応して異なることは、容易
に類推できる。 
ある企業の製品は、それを納品する顧客が提供するサービスの構成要素である。このよ
うな関係は、最終消費者にサービスが提供されるまで重層的に繰り返される。例えば13、パ
ソコンの構成要素であるディスク・ドライブの場合、ディスク・ドライブを製造する企業
は磁気ヘッドを製造する企業から磁気ヘッド、別の企業からディスク、スピン・モーター、
アクチュエーターなどを調達する。このようにして組み立てられたディスク・ドライブは、
                                                  
11 民間が資金調達、施設を建設後、所有権は公共に移転し、その引替に民間は一定期間の施設運営権を得
て整備費用を回収する。 
12 厳密にいえば、発注者と受注者が同一企業である場合もあるが、B to Bに含むことにする。 
13 この例は、参考文献 [24]の引用である（pp60-61）。 
受注者 発注者 利用者 商取引形態
利用者の
所有形態
例
← B to C 所有 注文住宅
C B to C to C 賃貸 個人経営アパート
← B to B 所有 自社ビル、工場、病院、公共建築など
C B to B to C 所有 マンション、建売住宅
C B to B to C 賃貸 企業経営アパート、公団賃貸住宅など
B B to B to B 所有 完成後売却物件、PFI（BOT）など
B B to B to B 賃貸 賃貸オフィス、モール、PFI（BTO）など
B
C
B
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パソコンを組み立てる企業がチップセットや電源などと併せて購入する。このような入れ
子構造になった商業システムを「バリュー・ネットワーク」という。各企業は、このバリ
ュー・ネットワークの中に顧客を持つ。例えば磁気ヘッドを製造する企業は、パソコンを
組み立てる企業やパソコンを購入する利用者のニーズを汲むのではなく、製品を納品する
ディスク・ドライブ製造企業のニーズに対応して技術や製品の開発を行う。つまり磁気ヘ
ッドの価値基準はディスク・ドライブ製造企業が決定する。このバリュー・ネットワーク
では、顧客であるパソコン組立て企業がデスクトップとラップトップのどちらを主力とし
ているかで、納品するディスク・ドライブに対する価値基準が異なり、その価値基準は磁
気ヘッドの価値基準に継承されている。 
このようなバリュー・ネットワークの考え方は建築物にも当てはまる。建築物に対する
価値基準はそれを利用して事業を営む発注者が決定する。この価値基準は、建築物の建設
費、性能、意匠、納期（工期）など多岐にわたる。これらの要求に対して総合建設業は発
注者に評価・選択されるべく、技術開発を行ない、生産設計組織を育成し、工期遵守能力
を高めてきたわけだが、その価値基準は「自己使用目的」「販売目的」「賃貸目的」という
発注者における建築物の「利用目的」で異なるという問題意識が本研究の背景にある。 
 
発注者の事業システムにおける建築物の位置付けは、図 2 に示す発注者の事業システム
を頂点とした階層構造の基本形であらわされる。これを建築物のアーキテクチャの垂直配
置[2]と呼ぶが、先のバリュー・ネットワークと同義である。 
第 1 層が発注者のシステムだとすれば、発注者が事業あるいは生活を営むシステム（S）
の構成要素群であるモジュールの集合は { s1, s2 } である。この第 2 層は、建築物（s1）が
他の構成要素（s2）とどのような分割・結合関係にあるのかという様相、すなわち、アー
キテクチャの分析枠組みの言葉でいう、建築物（s1）の「外アーキテクチャ[2]」をあらわす。
建築業の活動は発注者の要求に対応して最適な設計や技術を提供するという受け身の側面
が強いため、建築物の「外アーキテクチャ」を決定付ける因子の多くが発注者からもたら
される。 
第 3 層は、建築物（s1）に求められる機能を具現化する構造/部位の集合である { s11, s12, 
s13 } の分割・結合関係、つまり建築物の「中アーキテクチャ[2]」をあらわしている。この
階層は建築物をどのような部分で構成するか、どのような製品や技術を組み合わせるか、
それらをどのような業務範囲と責任範囲で専門工事会社に外注するかなど、建築ものづく
りを請け負う側の企業に多くの裁量がある。 
さらに個々の構造/部位の構成要素（資材/部品）の相互関係をあらわす第 4層 { s111,s112 },  
{ s121, s122 }, { s131, s132 }の相互関係がある。日本の建築物が一般的に、この階層のアー
キテクチャがインテグラル寄りであることは吉田らの研究[3][4][5]に詳しい。これらの相互関
係を調整して設計する行為は実施設計や生産設計と呼ばれる。日本の総合建設業はこの階
層に対する処理能力が概して高いとされる[1]。 
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このようなアーキテクチャの垂直配置において総合建設業は、発注者（顧客企業）との
関係が組み込まれた第 2 層と、保有技術や専門工事会社との関係が組み込まれた第 3 層に
対する自社の位置取りを、発注者の建築物に対する価値基準を通じて認識する必要がある
というのが本論文の主張である。製品アーキテクチャは、製品投入期に統合的で、その製
品の性質の理解が進むにしたがってモジュール化が進む。その理由として、製品開発や設
計、生産の合理化や、まとまった機能に専門特化した組織や企業の生成がある。ただし、
モジュール間の相互依存がインテグラル寄りか、モジュラー寄りであるかという方向性は、
その製品への機能要求の高さで異なる。一品生産である建築物も、例えばマンションとい
う同じ機能の建築物を繰り返して建設しているため、モジュール化の慣性がはたらいてい
ると考えるのが自然である。さらに、これまでに総合建設業が蓄積してきた技術や能力を
自社の事業発展に活かそうとすれば、過去や現在のアーキテクチャを認識し、それを踏ま
えた技術進化の軌道を模索することになる。本論文は、モジュール化の方向を認識するに
際し、発注者の建築物に対する「利用目的」という視点の有効性を提示する。 
 
 
図 2 建築物のアーキテクチャの垂直配置 
 
ものづくり能力への注目 
総合建設業、いわゆるゼネコン（General Contructor）は、発注者の要求通りに建築物
を完成させて引き渡すことを請け負う企業である。総合建設業が自ら直接施工をしている
例はあまりなく、部分工程を請け負う専門工事会社が建築物を施工する。総合建設業のコ
ンピテンスは、専門工事会社との契約を取りまとめて建築物完成までのプロセスをマネー
ジメントすることにある。 
「生産とは工程から製品への設計情報の転写」であり、ある企業がこの部分で他社に優
る安定的な競争力を持ち続けている時、その背後には企業独特のルーティン14が存在すると
                                                  
14 ある企業が持つ独特の経営資源や知識の蓄積、あるいは従業員の行動を律する常識的な規範や慣行を指
す。企業はルーティンの束であると解釈される。参考文献[7]。 
発注者の事業に
おけるシステム
その他
構成要素
ｓ１１ ｓ１２ ｓ１３
建築物
Ｓ
ｓ１ ｓ２
ｓ１１１ ｓ１１２ ｓ１２１ ｓ１２２ ｓ１３１ ｓ１３２
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いう[6]。この議論にしたがえば、総合建設業のものづくり能力15は、発注者の建築物に対す
る利用目的に対応した技術開発や設計、施工に関するマネージメントにある。建築は一品
注文生産の現地施工という特徴があるものの、機能の面では集合住宅や事務所などを繰り
返して建設している。したがって、総合建設業における設計や生産設計から施工にかけた
「設計情報の転写」プロセスは、長い年月をかけて安定状態へと移行し、企業独自のルー
ティンが形成されていると考えられる。 
他方、強いルーティンのもとで生産工程の効率を高めるほど、新たな革新が生じにくく
なる「生産性のジレンマ（Productivity Dilenma）」に陥るという指摘がある16。この文脈
では、市場の環境や条件の変化とともにルーティンを変化させる組織能力が企業成長に必
要という[7][8]。国内の建設業界では、日本の総合建設業は擦り合わせ的な能力が高いため、
海外と比較して強い生産システムを保持しているという、日本型建築生産システムへの礼
賛を見聞することが多い。しかし、経済成長期を通じて築き上げてきたルーティンが、経
済転換期以降も常に強いという保証はない。建設業の生産性が長期間にわたり低位安定的
であるという事実[9]や、国内における建築技能者不足の問題が顕在化しつつある兆候は、建
築業に何を問いかけているのだろうか。 
以上の背景から本論文では、建築のものづくり、中でも総合建設業の施工マネージメン
トに研究の範囲を広げる。本論文が対象とする建築生産システムの領域は、図 3 に示すご
とく、発注者の建築物に対する利用目的への対応能力（技術開発あるいは設計）、企業内部
の普遍的能力（施工のマネージメント）、それらを媒介する生産設計能力となる。この領域
に対し、建築業を「普通のものづくり産業」として、アーキテクチャの考え方、中でもモ
ジュール化に注目して分析することから、建築生産システムに対する新たな知見や発見を
得ようとする動機が本研究にある。 
 
 
図 3 本論文が対象とする建築生産システムの領域 
 
                                                  
15 藤本隆宏の言葉によれば、技術開発や設計の能力を「表層の競争力」、ものづくり能力を「深層の競争力」
と呼ぶ[6]。 
16 設計や技術の体系が成熟する状態を「ドミナントデザイン」として概念化したアバナシー（Abernathy, 
W.j.）によれば、製品開発競争の焦点は、ドミナントデザインの確立によってプロダクト・イノベーショ
ンから、いかに早く、安く、正確につくるかというプロセス・イノベーションの競争にシフトするという。
そして、生産工程の効率を高めるほど製品の技術仕様に関する新たな革新が生まれにくくなるという現象
を指摘し、そのことを「生産性のジレンマ（Productivity Dilenma）」と称した[106]。 
14 
 
1.2.2. 本研究の目的 
第 1の目的 
このような発注者、すなわち顧客企業のバリュー・ネットワークという視座で建築生産
システムを取り扱った研究はこれまでにない。これまで生産システムに関する研究の多く
は、建築業を中心、頂点、あるいは顧客企業をユーザーとみて議論が進められてきた。こ
の文脈では、川下からみた川上、例えば技能者や専門工事会社からみた総合建設業や、総
合建設業からみた発注者のありかたが問題とされてきた。しかし、建築業を「普通のもの
づくり産業」として分析するためには、発注者のビジネスにおける建築物という観点から
建築生産システムを再認識する必要があると考える。 
本研究の目的は、第 1 に、顧客企業のバリュー・ネットワークの構成要素の 1 つである
建築物の生産をマネージする主体として総合建設業を位置付け、この文脈において現状の
建築生産システムが抱える問題や将来への可能性に対する示唆のいくばくかを得ることに
ある。本研究は、このような目的に向け、研究開発、生産設計、施工（工程計画）という
総合建設業を中心とした一連の建築生産システムを範囲の対象とする。さらに、一連のシ
ステムに対する理解を深めるために、単一の建築種別、具体的には超高層分譲集合住宅を
対象とする（超高層分譲集合住宅を対象とする理由は次節で述べる）。このような条件のも
と、研究開発、生産設計、工程計画の各視点から、建築物のアーキテクチャが変化する方
向性に注目して考察と分析を重ねる。以上を要約すれば、発注者と総合建設業の関係に基
づいた、建築生産システムの構造的変化をモジュール化の考え方で理解し、建築業が現状
抱えている問題を明らかにするということになる。 
建築物が発注者である発注者の事業システムに組み込まれたコンポーネントの 1 つとす
れば、発注者の建築物に対する価値基準は、彼らの事業システムを取り巻く環境に対応し
て変化すると考える。そして総合建設業は発注者に自社が選択されるための技術開発を優
先して行なうと仮定すれば、発注者の建築物に対する価値基準の変化が総合建設業の技術
開発方針に何らかの影響をおよぼす可能性がある。本論文の冒頭で述べたように建築技術
と建築計画の関係は不可分になりつつある。ここに本研究では「建築物のアーキテクチャ
が変化する方向性は、顧客企業が建築を利用する目的で異なる」という第 1 仮説を立てる。 
上記のビヘイビアを仮定すれば、市場条件の変化に適応した発注者の新しい価値基準で
評価されるために総合建設業が開発した技術は、建築物のアーキテクチャの変化をうなが
す可能性も考えられる。このことから「技術開発が建築物のアーキテクチャの変化をうな
がす」という第 2 仮説を立てる。これらの仮説を検証し、本論文の最後では、アーキテク
チャの変化と総合建設業の組織能力の関係について考察を加える。 
 
第 2の目的 
第 2 の目的は、モジュール化という概念で建築生産システムを再解釈したときに、どの
ような自己変革が可能となるかを示すことにある。本論文では生産システムの中で工程計
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画に焦点をあててその可能性を追求する。 
総合建設業は、PCa の活用など躯体工事の効率的な施工方法を追求してきた。一方で内
装・設備工事は、合理化への期待が高い反面、具体的な解決方法を見出せないまま現在に
至っている。内装・設備工事のほとんどは、資材や機能の単位による材工一式の外注であ
る。集合住宅のように繰り返し型の内装・設備工事は、躯体工事に追随することを前提と
して、主な作業を躯体工事のタクト工程に合わせてフロア別に割り当てる方法が一般的で
ある。しかし、第６章で詳述するように、実際の進捗がタクトに倣うわけでも、同時に進
捗するわけでもない。実際の進捗は作業の輻輳・錯綜が生じやすい。それを現場のレベル
では、仕事の遣り繰りで解決している実態がある。つまり建築の内装・設備工事は、発注
がモジュール型で施工がインテグラル型と仮定できる。近い将来における建設技能者不足
が懸念されている今こそ、限られた人的資源で工事の効率を高めていくように、施工の新
しいルーティンを探索する必要がある。そのためにはモジュール化というフィルターを通
した工程の客観的な整理が有効と考える。本研究では超高層分譲集合住宅を事例として、
繰り返し型の内装・設備工事に対するモジュール型工程について検討し、その計画の方法
論を提示する。 
 
第 3の目的 
本研究は、建築物、建築業、建築生産システムのアーキテクチャを分析するための手法
を提供するという副次的な目的を併せ持つ。これまで建築業においては、ものづくりの観
点による比較分析のための手法が開発されてこなかった。総合建設業は請負という契約に
おいて、プロジェクト単位で主観的な判断に基づく準最適解を川下で造り込む「擦り合わ
せ」的なプロセスを信条としてきた。成長経済期においてはそれが企業の強みとなる能力
構築の源泉でもあった。しかし成熟経済に転換して久しい今、常に擦り合わせで対応する
ことが必ずしも合理的な行動ではないと考える。アーキテクチャとプロセスの適合を積極
的に模索するべきである。 
本研究では、研究開発、生産設計、工程計画の側面から建築のアーキテクチャを分析す
る手法を提示することで、川下に位置する企業における、より川上段階での選択的な意思
決定の可能性を広げたいと考えている。このことは実務への示唆を得るだけでなく、建築
生産研究の深耕や発展に多少なりとも貢献できるはずである。しかし、アーキテクチャ研
究に定量分析の手法が用意されているわけではない。本論文では各章で、これらのケース
におけるアーキテクチャの定量的な分析手法を適時開発することになる。 
 
1.3. 研究の対象 －超高層分譲集合住宅への注目－ 
1.3.1. バリュー・ネットワークの特徴 
本論文では建築物を「利用目的」の分類で認識する。1 つ目は「販売目的」の建築で、戸
建住宅やマンション（分譲集合住宅）が該当する。これは、建築した建物を消費者に販売
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して収益を得るケースである。分譲集合住宅は総合建設業が手がける建築物の中で唯一の
販売目的建築である。2 つ目は「自己使用目的」の建築で、工場、学校、病院、美術館のよ
うに、建設した建物を自ら使用して事業を行うケースである。3 つ目は「賃貸目的」の建築
で、貸オフィス、ショッピングモール、賃貸集合住宅などのように、建設した建物を不特
定多数の事業者や消費者に賃借することで収益を得ようとするケースである。この分類に
関する詳細な見解は、1.2.1 に述べた通りである。 
 
本研究では、上記分類の中で「販売目的」の建築に焦点をあてる。つまり分譲集合住宅
を対象として、総合建設業の研究開発、生産設計、工程計画の視点からアーキテクチャの
変化について分析を行う。 
ここで、住宅という分野について若干の説明を加えておく。住宅は、最終消費者の視点
で見れば、「買うか、借りるか」という所有の違いと、「戸建か、集合か」という居住形態
の違いの組み合わせで 4 分類できる。その中でも「買う－戸建」と、「買う－集合」の組み
合わせは比較的大規模な企業が供給を担う。戸建て住宅と分譲集合住宅は、同じ住宅部品
を多用する。他方、図 4 に示す通り、バリューチェーンには次に述べる違いがある。 
・ 戸建住宅産業は、商品企画・設計、プライシングのイニシアティブを住宅供給企業
が持つことが多い。また、戸建住宅の供給者は、地域に根差した工務店、大資本に
よるハウスメーカー、商標やノウハウを工務店に提供する住宅フランチャイズ、建
売住宅を大量供給するパワービルダーなど、守備範囲の異なる多様な企業が競争を
繰り広げている。 
・ 分譲集合住宅産業は、ディベロッパーが供給の中心的役割を担い、技術開発、設計、
施工などから成る生産のプロセスを設計事務所や総合建設業が担当する。さらに販
売後の建築物の管理、すなわちメンテナンスサービスは、住民が組成するマンショ
ン管理組合がマンション管理会社に委託する。耐震擬装事件や超高層化を経た昨今
では、各分業領域で活動する企業が大手に固定化されつつある[10]。 
 
 
図 4 戸建住宅産業と集合住宅産業のバリューチェーンの違い 
 
図 5 は、分譲集合住宅の価格構成を模式的にあらわしている。分譲集合住宅の消費者に
対する販売価格は、消費者の受容価格の範囲内でディベロッパーが決定する。誤解をおそ
れずに単純化すれば、販売価格の内訳は、住戸に按分した建築費と、ディベロッパーの利
企画 営業 設計 調達 施工 販売
戸建住宅産業
マンション産業
供給企業 （方式による） 供給企業 供給企業 （方式による） （方式による）
デベロッパー デベロッパー 設計事務所
ゼネコン
ゼネコン ゼネコン デベロッパー
技術開発
供給企業
ゼネコン
17 
 
益と販管費の合計に大別される。分譲集合住宅は、物件ごとに相対取引が行なわれるため、
「高いが、良い」というような価格差別の機会が存在する。そのためディベロッパーは、
眺望や方角をプレミアムとして、住戸ごとに異なる価格を設定できる。他方で建築費は、
いわゆる坪単価というように、構造や規模、あるいはグレードに応じてある年代で概ね一
定である。したがって、プレミアムは発注者の利益となる。つまり、「販売目的」の建築物
である分譲集合住宅の発注者は、建築物に対する価値基準がプレミアムの大きさと解釈す
ることができる。以降はこのプレミアムのことを付加価値と呼ぶ。 
このような関係において総合建設業は、分譲集合住宅生産の外注先という役割にとどま
らず、超高層用の構造体（設計手法や高強度コンクリートなど）や免震など、分譲集合住
宅の商品価値を左右するような技術開発を担当している。ディベロッパーの要求品質に対
する総合建設業の品質管理能力に差がないと仮定すれば、総合建設業の技術開発活動とデ
ィベロッパーの価格設定には関係性があると言える。このことは、住宅部品メーカーの製
品開発や、設計上の工夫なども同じである。発注者が常に、消費者余剰をなるべく小さく、
すなわち利益を最大化するように様々な選択を行なうとすれば、分譲集合住宅における建
築ものづくり企業の行動様式、あるいは、建築物や組織のアーキテクチャは発注者の付加
価値に影響を受けてシフトすると推測できる。 
このようなメカニズムは「販売目的」に特有であり、「自己使用目的」「賃貸目的」では
別の力学がはたらくと考えられる。 
 
 
図 5 分譲集合住宅の価格構成概念図 
 
このように建築物が最終消費者向けの製品となる分譲集合住宅のバリューチェーンやバ
リュー・ネットワークは、総合建設業が手がける建築物の中でも特異である。しかし、普
通の製造業における組み立てメーカーとサプライヤーの関係と比較すれば、両者に共通点
が多いことに気づく。こうして、製造業のものづくり研究に用いられているアーキテクチ
ャの概念を建築業に当てはめ、製造業のものづくり研究の分析枠組みを用い、顧客企業と
の関係に注目した建築生産システムを再解釈し、新たな知見を得ることができると考える。
以上が超高層分譲集合住宅を本研究の対象とする第 1 の理由である。 
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1.3.2. 市場の重要性 
図 6は、国土交通省の建築着工統計調査報告における構造別用途別の統計データ17から、
鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC 造）、鉄筋コンクリート造（RC）造、鉄骨造（S 造）のデ
ータを抽出したものである。残りのデータが、木造、コンクリートブロック造、その他で
あることから、抽出したデータは総合建設業があまり手掛けない構造を除いたデータと無
理なく仮定できる。 
棒グラフは抽出したデータ全体の工事予定額である。ピークは 1990 年の 380 兆円で、
1988 年の 256 兆円に対して 2 年間で 1.5 倍の増加率である。直近の 2011 年は 130 兆円と
ピーク時の 1/3 に減少する。実線の折れ線グラフは、このデータから「居住専用建築物」を
抽出したものである。この「（SRC 造+RC 造+S 造）×居住専用建築物」のデータは、総合
建設業が手掛ける集合住宅で大部分が構成されると推測できる。居住専用建築物の工事予
定価格は、1996 年の 115 兆円をピークとし、2011 年に 50 兆円と半減する。1990 年のバ
ブル経済崩壊後における工事予定価格の減少率は、全体と比較して居住専用建築物の方が
少ないことがわかる。 
他方、破線の折れグラフは、居住専用建築物の工事予定価格が全体の工事予定価格に占
める比率である。この 15 年間は 35％～45％で安定した推移である。 
「（SRC 造+RC 造+S 造）×居住専用建築物≒集合住宅」は、総合建設業が主戦とする建
築の新築市場において、過去 20 年間における工事予定額の減少率が市場全体と比較して少
なく、全体に占める工事予定金額の比率が 40％前後で安定して推移している優良な分野と
言える。 
 
 
図 6 工事予定額の推移（SRC 造+RC 造+S 造） 
                                                  
17 この統計は、縦軸に居住専用建築物、居住産業併用建築物、事務所、店舗、工場及び作業場、倉庫、学
校の校舎、病院・診療所、その他という 9 つの建築用途の大分類、横軸に木造、鉄筋鉄骨コンクリート造、
鉄筋コンクリート造、鉄骨造、コンクリートブロック造、その他という 5つの構造種別をおいたマトリク
スで建築基準法第 15条第 1項の規定による届出を要する建築物の工事予定額を年単位で記録したデータで
ある。 
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また、近年の分譲集合住宅市場では、超高層集合住宅18による供給戸数が増加傾向にある。
図 7 は、超高層分譲集合住宅の完成戸数[11]と、それが分譲集合住宅全体の供給戸数に占め
る比率（以下、超高層比率と呼ぶ）を推計したものである19。 
超高層分譲集合住宅の供給戸数と超高層比率は、2009 年まで首都圏20以外の地域へも拡
大しながら増加する。この年の超高層分譲集合住宅による完成戸数は全国で 3 万 5 千戸、
首都圏が 1 万 9 千戸で、超高層比率はともに 22％であった。翌 2010 年は、全国的に完成
戸数が半減する一方で、首都圏だけは超高層比率が 34％に高まっている。2011 年の完成戸
数は、首都圏でマイナス 7.4％、首都圏以外でマイナス 8.0％減少、超高層比率は双方とも
に 14％程度に低下する。このように、超高層分譲集合住宅は、2000 年代後半の分譲集合住
宅市場で存在感を示してきた。その建設ブームは 2008～09 年にピークアウトしたと推測さ
れるものの、依然、分譲集合住宅による住戸供給量の 15％程度を担っている。 
超高層分譲集合住宅はその規模が大きくなるほど、施工技術や管理能力、資本的体力が
必要で、その建設を請負うことができる総合建設業が限られてくる。集合住宅の中でも超
高層は、比較的規模の大きな総合建設業が高いシェアを確保できるセグメントである。ま
た、超高層化にともなって、スケルトン・インフィルの分離など、技術や設計の考え方が
変化してきた。この変化が、住戸の構成要素間の構造的関係であるアーキテクチャに与え
る影響があるとすれば、それがどのようなものであるかについて、あるいは、建築費の低
減を可能とするイノベーションの可能性を把握しておく必要がある。 
 
 
図 7 超高層分譲集合住宅の完成戸数と全体に占める比率 
                                                  
18 20階を超える分譲集合住宅を超高層集合住宅と定義する。 
19 国土交通省「建築着工統計調査報告」による。着工と完成（竣工）のタイムラグを補正するため、着工
年－1年と完成年の数値で割合を算出している（例：2003年の割合＝2002年の着工戸数÷2003年の完成戸
数×100％）。 
20 首都圏とは、東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の 1 都 3県。 
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以上に述べたように分譲集合住宅は、他の建築種別と比較して利幅が小さいきらいがあ
るものの、その市場規模や安定性をみる限り「分譲集合住宅」は、総合建設業における重
要なドメインであり続けると思われる。その中でも「超高層分譲集合住宅」は、大手総合
建設業の能力が十分に発揮されるセグメントである。周知のように総合建設業は、日本の
建築生産システムにおいて中心的な役割を演じ続けている。超高層分譲集合住宅に研究対
象を絞ったとしても、研究成果が日本の建築生産システムの実務的な側面に与えるインプ
リケーションは小さくないと考える。以上が超高層分譲集合住宅を本研究の対象とする第 2
の理由である。 
 
1.4. 本論文の構成 
本論文は 8 章で構成される。第 1 章は、顧客企業による建築の「利用目的」という視点
を提示するとともに、本研究の背景と目的、研究対象の選定理由について述べた。第 2 章
は、本研究における分析の枠組みである「アーキテクチャ」概念に対する本研究の位置付
けを行なう。第 1 部である第 3 章～第 5 章は、集合住宅の製品、設計アーキテクチャのダ
イナミクスを論じる。ここでは、分譲集合住宅の超高層化における、構造（ありよう）の
変化を分析・考察することになる。第 2 部の第 6 章と第 7 章は、超高層分譲集合住宅の住
戸工事（内装・設備工事）における工程アーキテクチャの現状分析とモジュール化手法の
提案である。つまり、超高層分譲集合住宅の工程（やりよう）をアーキテクチャの観点か
ら分析、改善方法を提案しようとする。第 8 章は本研究のまとめである。 
図 8 は分譲集合住宅の階層を、発注者の製品である専有空間（住戸）を中心として描い
たものである。専有空間の「外アーキテクチャ」は、分譲集合住宅という建築物の構造、「中
アーキテクチャ」は住戸の構造であり、第 1 部の対象である。住戸の構造を施工する階層
は第 2 部が受け持つことになる。かようにして本論文では、分譲集合住宅の住戸を中心と
した生産システムに焦点する。各章の要約を以下に述べる。 
 
 
図 8 分譲集合住宅の階層図 
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第 2 章では、本研究の鍵概念である「アーキテクチャ」という考え方を論述する。章の
前半では、アーキテクチャ研究が先行している経済学の文献をレビューし、この分野にお
ける本研究の位置付けをを明らかにする。章の後半では、建築物のアーキテクチャが製造
業と比較してインテグラル寄りに振れやすいという一般的な性質を認識するとともに、ア
ーキテクチャのポジショニングが、建築物の「利用目的」で異なる可能性を検討する。 
第 3 章では、集合住宅の重要な構成要素である住宅部品に注目し、住宅部品のモジュー
ル化について論述する。この章の目的は、第 4 章以降の分析に対する基礎的認識を得るこ
とにある。章の前半では、文献の記録をつなぎ、住戸部品がモジュールとして成立・進化
してきた過程を記述する。章の後半では、住宅部品にかかわるインターフェイスに注目し、
インターフェイスのありかたが住宅部品のモジュール化に与えた影響を考察する。 
第 4 章では、「建築物のアーキテクチャが変化する方向性は、顧客企業が建築を利用する
目的で異なる」という第 1 仮設を検証する。ここでは、分譲集合住宅における技術アーキ
テクチャの変化を総合建設業の研究開発活動という側面から分析する。この章では、研究
開発活動の代替データとして公開特許情報を利用して技術アーキテクチャのポジショニン
グを分析する。また、技術アーキテクチャが変化する方向性が顧客事業における建築物の
利用目的で異なることを検証するために、「販売目的」と「自己使用目的」で技術アーキテ
クチャのポジショニングが変化した方向性を比較分析する。考察の結果、顧客企業の建築
物に対する価値基準の違いに依拠して、双方でアーキテクチャが変化する方向性が異なる
ことを明らかにする。 
第 5 章では、「技術開発が建築物のアーキテクチャの変化をうながす」という第 2 仮説を
検証する。ここでは、2000 年前後に総合建設業が競って開発したフリープラン対応の構造
技術に注目し、その採用と非採用における、住戸計画に必要となる生産設計ノウハウをイ
ンターフェイスに置き換え、それにモジュールというフィルターを通してインターフェイ
スの複雑さを統計的に比較分析する。分析の結果、フリープラン対応構造技術を採用し、
若干のパラメータを設定することでインターフェイスが集約されるメカニズムを明らかに
する。 
第 6 章では、超高層分譲集合住宅の内装・設備工事における工程アーキテクチャの現状
把握と問題の所在を把握する。ここでは、工程進捗パターンと工程進捗情報伝達パターン
という 2 つの実態調査の分析結果を考察し、①現状の工程アーキテクチャがインテグラル
型であること、②断片的な情報に基づいた施工チームの功利的な意思決定が錯綜や輻輳の
遠因となっていること、③現場内で行われている高度な擦り合わせが全体最適の阻害要因
であるという 3 つの問題を明らかにする。 
第 7 章では、工程進捗の複雑な意思決定システムの管理権限を管理側と施工側で階層化
するモジュール型工程の計画手法を提案する。具体的には、工程を細分化して直列施工す
べき作業群と並列施工すべき作業群に分類し、前者は理論的に導き出されるマイルストー
ン、後者は繰り返しの単位時間内で余裕時間を持つ作業群とする。さらに、外注の単位で
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ある組織のアーキテクチャと工程のアーキテクチャが一致しない現実を前提に、生産性や
リスクの観点を踏まえて多工区同期化のジョブ工区を作り込む。章の後半では、実際のプ
ロジェクトのデータを用いて提案手法の実用性を検証し、その有効性を確認する。 
第 8 章は、本研究のまとめである。第７章までの議論に基づいて、アーキテクチャのポ
ジショニングと業務プロセス、アーキテクチャと企業組織、モジュール化あるいはモジュ
ラー化とイノベーションという 3 つの視点から、超高層化分譲集合住宅を中心に総合建設
業の課題や展望について考察する。さらに、各章で得た知見、本研究に残された課題につ
いて述べる。 
 
1.5. 用語の定義 
本論文では、集合住宅、分譲集合住宅、マンションという言葉を繰り返し用いる。文中
におけるこれらの使い分けは次のように定義する。また、研究においては分譲に限らなく
ともよいケースが多々ある。文中では分譲に限定した論述である場合に限り「分譲」と表
記する。 
・ 集合住宅：分譲、賃貸によらず 3 階建以上の非木造民間中高層共同住宅 
・ 分譲集合住宅：分譲を目的とした集合住宅 
・ マンション：分譲集合住宅に同じだが、大型タワー型マンション、マンション管理
組合などのように、「分譲集合住宅」と比較して「マンション」という言葉を用いる
方が自然である場合に限りこの言葉を用いる。 
・ 超高層集合住宅：20 階建以上の集合住宅 
・ 超高層分譲集合住宅：20 階建以上の分譲集合住宅 
・ 大型タワー型マンション：特に定義を設けないが、超高層分譲集合住宅の中でも 40
階建て程度で総戸数が 500 戸を超えるような大規模な分譲集合住宅をイメージする
際にこの言葉を用いる。 
 
本論文では、「アーキテクチャ」という言葉を多様な組み合わせで用いる。「アーキテク
チャ」自体は、「人工物における構成要素間の相互依存関係のパターンによってあらわされ
るシステムの性質」と定義する。 
・ 製品アーキテクチャ：部品の相互依存関係における一般的なパターン 
・ 技術アーキテクチャ：技術開発の多様性と企業間関係に注目した相対的な複雑性 
・ 設計アーキテクチャ：設計のタスク構造に注目した相互依存関係のパターン 
・ 工程アーキテクチャ：工程の構造に注目した相互依存関係のパターン 
 
本論文中では特にことわりをしない限り民間セクターを対象とする。したがって、「（総
合建設業の）顧客企業」と「（建築物の）発注者」を同じ意味の言葉として用いる。その使
い分けに対する定義は特にしない。 
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第2章 アーキテクチャという切り口 
2.1. アーキテクチャという視点 
2.1.1. アーキテクチャという考え方 
「アーキテクチャ（architecture）」を辞書21で引くと、3 つのカテゴリーの説明がある。
1 つ目のカテゴリーは建築の用語で、建築、建築学、建築様式、構造を指す。2 つ目のカテ
ゴリーはもう少し広い分野の用語として、構造、構成、組織という意味を持つ。3 つ目のカ
テゴリーはコンピューターやソフトウエアの構成に限定して、コンピューターを機能面か
ら見たときの構成方式、記憶装置のアドレス方式，入出力装置の構成方式などとなる。本
研究では、2 つ目のカテゴリーの意味で「アーキテクチャ」という言葉を用いる。 
「アーキテクチャ」と言う言葉を人工物設計の視点から初めて用いたのは、サイモン
（Simon, H.A.）とされる[12]。サイモンは、複雑なシステムには、「サブシステム間の相互
作用は弱いが、……サブシステムの内部には強い相互作用が働いているシステム[13]」とし
て階層構造として記述できる「準分解可能性」という性質があると指摘した[14]。同時期に、
建築デザインのプログラムを細かな条件に分割し、それらの相互作用からサブシステム（ダ
イアグラム）にグルーピングして全体のデザインを再構成しようとする、アレグザンダー
（C. Alexander）の研究がある[15]。このように精密機械や建築（都市計画）を事例として
複雑なシステムの人工物をサブシステムの階層化という概念で記述しようとする試みは、
その後発展するコンピューター産業に留まらず、経済学や経営学の分野に広がっていく。 
経済学、経営学の用語として「アーキテクチャ」という言葉が使われ始めたのは、ヘン
ダーソン&クラーク（Henderson, R. and Clark, K. B.）からとされる[16]。彼らは、製品を、
製品の基本的機能を決めるような技術を体現したコンポーネント（部品）のまとまりとし
て捉え、このときのコンポーネント間の繋ぎ方を、製品アーキテクチャとして定義した。
そして、アーキテクチャを変えずにコンポーネントの基幹技術を変更することを「モジュ
ラー・イノベーション」、コンポーネントの基幹技術を変えずにアーキテクチャを変更する
ことを「アーキテクチュラル・イノベーション」と分類し、後者におけるコンポーネント
のつなぎ方に関する知識（アーキテクチャ知識）の変更が企業の組織構造を陳腐化させる
と指摘した[17]。この課題に対する処方箋としてクラークら（Clark, K. B. and Baldwin, C. Y.）
は、コンポーネントのつなぎ方の変更に対するコンポーネント間のインターフェイスに対
する意思決定である「デザイン・ルール（モジュール間の共通ルール）」の創造と、コンポ
ーネント化やその組み合わせ方に対する 6 つの作法「モジュール化オペレータ22」の適用が
重要であると提起した [18]。クラークらは、モジュール化により設計者がこれらのオペレー
タを局所的に実行してモジュール単位で価値（Value）を探求できるとする。ただし、製品
構造、設計タスク構造（≒設計プロセス）、組織構造が対応するようにデザイン・ルール抽
出とモジュール化を注意深く検討する必要がある。 
                                                  
21 大辞林 第三版（三省堂）による。 
22 モジュールの「分離」、「交換」、「追加」、「削除」、「抽出」、「転用」[18]。 
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2.1.2. 日本におけるアーキテクチャ研究 
このような経済学や経営学に波及したアーキテクチャ研究の枠組みを設計論的に解釈し
つつ[19]日本に持ち込んだのが東京大学の藤本隆宏である。藤本を中心とした日本のアーキ
テクチャ研究者によれば、アーキテクチャとは、「構成要素間の相互依存関係のパターンで
記述されるシステムの性質」であり、第 1 に、モジュラー型／インテグラル型（その方向
に向かっているのであれば、インテグラル化／モジュラー化である）というシステムを構
成する要素群（モジュール）間の相互関係の濃淡、第 2 に、オープン／クローズドという
モジュールの性質に対する社会的コンセンサスの程度で分析されるという[20]。 
第 1 の視点である「モジュール間の濃淡」とは、製品を構成する機能要素と構造要素の
写像関係である。例えば、自動車における「乗り心地」という機能は、タイヤ、サスペン
ション、ショックアブソーバー、ステアリング、ボディ、エンジン、トランスミッション
など数多くの部品の間で、設計パラメータをきめ細かく相互調整した結果としての微妙な
バランスで実現されている。藤本は、このように機能要素と構造要素の相互関係が一対多、
多対多となっている設計思想の製品をインテグラル（擦り合わせ）型アーキテクチャと呼
ぶ。このタイプにおける設計要素間の関係は、①機能要素と構造要素が多対多対応の形で
複雑に絡み合っており、②構造要素間の相互依存性が高く、③機能要素間の相互依存性が
高いケースである。他方、記憶装置はメモリー、演算処理はプロセッサー、標準化された
バスにつなげば機能を拡張可能という PC/AT 互換のパソコンように機能要素と構造要素が
一対一に近い関係で、完成部品を寄せ集めて製品を完成できる設計思想をモジュラー（組
み合わせ）型アーキテクチャと呼ぶ。このタイプにおける設計要素間の関係は、①機能要
素と構造要素の相互依存関係が一対一対応ですっきりしており、②構造要素間の相互依存
性がなく、③機能要素間の相互依存性がない。さらに藤本は、モジュラー寄りアーキテク
チャの製品は「組み合わせ型」の組織と、インテグラル寄りアーキテクチャの製品は「擦
り合わせ型」の組織と相性が良く、1950 年頃から 80 年頃に培われた長期雇用や長期取引
に基づく「まとめ能力」「チーム力」「統合力」といった高い擦り合わせ能力を持ち合わせ
た日本企業は、インテグラル寄りアーキテクチャの製品と相性が良いと主張する[2]。 
 
 
図 9 製品アーキテクチャの類型（参考文献[6]に筆者が加筆） 
25 
 
第 2 の視点の視点である「モジュールの性質」は、製品を構成するコンポーネント（モ
ジュール）のつなぎ方（インターフェイス）、つまり図 9 の、S と{ S1, S2 }のインターフェ
イスに対する議論である。「モジュール化」と「モジュラー化」は異なる現象を指す用語で
あることを理解しておく必要がある。 
図 10-A のようにモジュール間のインターフェイスが多く複雑なシステムが「インテグラ
ル型アーキテクチャ」、図 10-B のように簡素なシステムが「モジュラー型アーキテクチャ」
である。さらに、モジュール間のインターフェイスのルールが一般に公開されている場合
を「オープン・アーキテクチャ」、社内ルールのような匿秘の場合を「クローズド・アーキ
テクチャ」と分類する[13][20]。効率化や合理化の観点から、一般的に製品アーキテクチャは、
開発当初にインテグラル型で、その製品の性質の理解や問題解決が進むにつれ、モジュラ
ー型にシフトする。 
一方で、モジュール自体の性質に対する議論もある。例えば、図 10-B のモジュール(b)
は、モジュール(a,c)と比較してインテグラル寄りである。階層構造にある構造要素を集約し
たモジュールをカプセル化、依存関係の強い構造要素を集約したモジュールを共通化と定
義する場合もある[12][21]。ハードウエアではこの場合、モジュールとそれを提供する企業（サ
プライヤー）が対の関係となる。 
本論文では、図 10 に示すように、相互依存の強い構成要素をまとめることを「モジュー
ル化」、ひとまとまりの要素群を「モジュール」と考える。 
 
 
図 10 モジュールの概念図 
 
これら 2 つの視点を組み合わせ、インテグラル／モジュラー、オープン／クローズドの 2
軸で分割した 4 象限のマトリクスが、藤本の提示した「アーキテクチャの基本タイプ」と
いう製品の分類枠組みである[2]。この枠組みでは、機能要素と構造要素、機能要素間や構造
要素間の関係が複雑でモジュール間のインターフェイスが一般的に公開されている「イン
テグラル－オープン」の製品は基本的に存在しないと藤本は主張する23。「インテグラル－
                                                  
23 Linuxのようにソースコードがフルオープンになっている例がこれに近いという意見もある[20]。 
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クローズド」の製品は、機能要素と構造要素、機能要素間や構造要素間の関係が複雑でモ
ジュール間のインターフェイスが一般的に公開されていない製品である。藤本によればこ
の代表例が自動車という。「モジュラー－オープン」は、機能要素と構造要素、機能要素間
や構造要素間の関係が簡素でかつインターフェイスのルールが一般に公開されている製品
で、代表例が PC/AT 互換のパソコンや建設重機のアタッチメントである。近年、液晶パネ
ルなどのデジタル製品が急速にこのタイプにシフトしている。「モジュラー－クローズド」
は、機能要素と構造要素、機能要素間や構造要素間の関係が簡素でかつインターフェイス
のルールが社内匿非の製品である。社内を企業間のアライアンスと拡大解釈すれば、ゲー
ム機とゲームソフトの関係が該当する。アップルのモバイル端末とアプリの関係もこれに
近い。 
 
図 11 アーキテクチャの基本タイプ 
 
これらの議論から、モジュール化とモジュラー化は異なる概念であるという点と、イン
テグラル／モジュラーの分類は、①モジュール間の相互関係を指す場合、②モジュールの
内部構造を指す場合、③機能要素と構造要素の関係を指す場合の 3 通りに整理されるとい
う点を理解できる。 
 
2.1.3. アーキテクチャのポジショニングとそのダイナミクス 
ただし、ヘンダーソン&クラークが指摘していたように、製品アーキテクチャは様々な因
子に影響を受けて変化するものである。ある時点のアーキテクチャが未来永劫続くと限ら
ない。アーキテクチャに変化をうながす因子の中で「技術進化」に焦点を当てたのが柴田
である[13][22]。柴田らによれば、「アーキテクチャは基本的に（インターフェイスのルール化
が進むことにより、あるいは設計効率を高めるため）インテグラルからモジュールの方向
へ向かって進化するが、しかし画期的要素技術の誕生によって技術体系が大きな変化をせ
まられた場合、モジュールからインテグラルへ逆転する場合もありうる」という[13]。当然
その反対に、モジュール化を急伸させる技術進化もある[23]。ここで重要な論点は、そのよ
うなアーキテクチャの変化が自社製品だけでなく、自社製品の組み込まれた上位製品でも
インテグラル モジュラー
オープン
クローズド
パソコン
自動車
存在しない
建設重機（ア
タッチメント）
ゲーム機と
ソフト
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起こる可能性があるという点である。 
この問題を指摘した有名な研究に、クリステンセン（C. Christensen）のバリュー・ネッ
トワークに関する研究がある[24]。クリステンセンは、企業の製品は最終利用システムに構
成要素として組み込まれた階層構造でバリュー・ネットワークを形成しているという概念
を提示した上で、「企業はバリュー・ネットワークの中で顧客のニーズを認識し、対応し、
問題を解決し、資源を調達し、競争相手に対抗し、利潤を追求するが、時として、既存顧
客企業の評価に応え続けることが企業の衰退を招く」と指摘する。例えば図 12 のディス
ク・ドライブは、同じ機能を提供し、製品構造も似たようなコンポーネントであるが、そ
れが組み込まれる上位製品によってディスク・ドライブに求められる評価軸が異なること
をあらわしている。 
 
 
図 12 バリュー・ネットワークの例（参考文献[24]より転載） 
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多くの場合、その上位製品に対する技術動向のイニシアティブはその製品を販売する企
業が握っている。したがって供給側の企業は、自社製品が組み込まれているバリュー・ネ
ットワーク内の既存顧客に評価される技術の開発を優先する。このような、顧客に評価さ
れる技術の開発や進化が、自社製品のアーキテクチャだけでなく、顧客の製品アーキテク
チャに変化をうながすケースは多い24。またこのような技術進化は、自社製品の下位構造で
も起こる。 
藤本は、クリステンセンのバリュー・ネットワークと同じ概念の分析枠組みとして、自
社製品がコンポーネントとして組み込まれる顧客システムのアーキテクチャを「外アーキ
テクチャ」、自社製品のアーキテクチャを「中アーキテクチャ」と称し、それらのインテグ
ラル／モジュラーを認識する「アーキテクチャのポジショニング」という考え方を提示し、
自社の組織能力との相性を考慮して自社製品のポジショニングを戦略的に検討すべきと提
言する[2]。しかし、顧客企業の評価に応えるための技術開発が自社、あるいは顧客の製品ア
ーキテクチャに変更をうながす可能性を考慮すれば、アーキテクチャのポジショニングは
戦略的というよりも、むしろ受動的に影響を受けてシフトすることが多いと推測する。そ
のシフトが、企業の蓄積してきたアーキテクチャ知識、すなわち組織能力やノウハウに与
える影響を無視できない。モジュラー型の製品と擦り合わせ型の組織、その反対にインテ
グラル型の製品とモジュラーな組織は適合しない[23]。そのためアーキテクチャの変化が急
であるほど組織の陳腐化が起こりやすい。 
製品アーキテクチャは企業内部の要因で変化することもある。このようなアーキテクチ
ャの変化をめぐるダイナミクスの中心は、生産システム（工程）、企業間システム（分業構
造）、製品アーキテクチャの相互作用とされる[25]。武石らは、「生産システムと企業間シス
テムの階層構造の見直しは、製品アーキテクチャのモジュール化とは異質な問題」と考え
た上で、「生産システムのヒエラルキーの変更や企業間システムのヒエラルキーの変更が製
品アーキテクチャの見直しをうながすというメカニズム」があると推測している[25]。具は、
その事例として、自動車メーカーにおけるサブアッシー化を挙げている[26]。この動きは、
自動車メーカーの原価低減活動の一環として行われたモジュール化戦略において、従来自
社のサブラインで組み立てていたコクピット・モジュール（Cockpit Module：CPM）をア
ウトソーシングしたことに端を発する。サプライヤーは、自動車メーカーから与えられた
CPM の納入単位の範囲内で製品アーキテクチャを見直し、単なるサブアセンブリーを超え
たモジュール製品としての付加価値を高め、その設計知識をブラックボックス化したとい
う。具の分析によれば、サブアッシー化によって、従来自動車メーカーが保有していたコ
クピット・モジュールの設計能力が陳腐化したという25。 
このように、企業が蓄積してきた組織能力やノウハウは、アーキテクチャが変化するこ
とで予期せぬ影響を受ける可能性がある。またアーキテクチャの変化は、イノベーション
                                                  
24 例えば、インテルのプロセッサー開発や、デジタルカメラの CMOSイメージセンサの技術進化はその代表
例として挙げられる。 
25 その結果、この自動車メーカーはサプライヤーに対する資本関係を強化せざるを得なかったという [26]。 
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のように製品の技術体系が変化する場合や、組織アーキテクチャの変更が製品アーキテク
チャの変更をうながすような場合がある。ここに、経路依存的な組織能力に適合した製品
アーキテクチャを選択するだけでなく、製品アーキテクチャやそのポジショニングの変化
に業務プロセスや組織構造を柔軟に適合させていく組織能力26の重要性を指摘できる。この
点がアーキテクチャ研究における本研究の立ち位置である。 
アーキテクチャの変化が早い業界もあれば遅々としている業界もある。建築業はどちら
かといえば後者である。しかし、後に詳述するように遅々としながらもアーキテクチャの
変化は生じている。擦り合わせを強みとしてきた日本の総合建設業は、その変化への対応
能力が手薄である可能性がある。本論文はこの部分に注意をはらい、顧客企業の事業シス
テムと建築物のアーキテクチャとの関連を藤本の視座に依拠しつつ考察を重ねる。 
 
2.1.4. モジュール化の功罪 
一般的には効率化の観点から、設計や工程のアーキテクチャはモジュール化に向かうこ
とがわかっている[22][23][25]。新技術による製品が創出された段階ではアーキテクチャがイン
テグラル型である。そして技術や製品の性質に対する理解が進むにしたがって、企業内の
分業化、設計の並行化、マスカスタマイゼーションによる多品種化、産業内による役割分
担が進み、モジュール化が進展する。その結果、製品原価の低減、リードタイム短縮、サ
ービスを含めた付加価値向上などが達成され、その製品分野の市場が急拡大する。一般的
な見解として、新技術による製品のアーキテクチャがインテグラル型である時期に日本企
業が強く、モジュール化、さらにはオープン・モジュラー化が進むにしたがって米国型27の
企業が台頭するという指摘は多い。 
ただし、モジュール型アーキテクチャへの移行には、全ての要素の相互依存を把握した
上で、複雑なシステムをどのように分割するか、あるいはモジュール相互のインターフェ
イスのルールをトップダウンで擦り合わせ的に設計しなくてはならないため、手間やコス
トが大きくかかる[21]。日本の企業では、このような作業を誰が行うのかが問題となるため、
モジュール型アーキテクチャとの相性が悪いと言える。 
 
 
図 13 製造業におけるモジュール化の慣性 
                                                  
26 ティース（David J. Teece）はこのような能力を「ダイナミック・ケイパビリティ（Dynamic Capabirity）」
と呼び、長期的な収益性のためには、単なる差異の維持だけでなく、環境への適合の維持が重要であると
している[8]。 
27 ここでは、米国に加え、韓国、香港、中国の企業を意図している。 
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また、製品アーキテクチャがインテグラル型とモジュラー型のどちらでイノベーション28
が起こりやすいかという差はほとんどないと考える。敢えて比較すれば、要素技術はイン
テグラル型、統合的なサービスはモジュラー型の製品の方がイノベーションにつながりや
すい傾向があるように思われる。前者に日本企業、後者で米国型企業に比較優位があるこ
とは、多くの識者が指摘していることである。その背景として、モジュールとサプライヤ
ーの対応、言い換えればベンチャー企業の土壌があるかどうかが挙げられる。ただし、モ
ジュール型アーキテクチャの製品や情報システムで、インターフェイスを恣意的に固定化
するような場合には技術革新が進まなくなる[27]。 
 
当然のことながら、モジュール化にはメリットとデメリットが共存する。これらについ
て一般的に指摘されている事項を以下にまとめる[18][22][20]。 
 
メリット 
・ 複雑な製品やプロセスにおける複雑性の低減が可能 
・ モジュール単位で独立した実験、設計、開発が可能 
・ 組合せのパターン数が劇的に増加 
・ 設計・生産の革新的な効率化 
・ モジュール統合による新たな製品コンセプトの創出 
・ 業界を牽引する企業の新旧交代が生じやすい 
 
デメリット 
・ モジュール間の冗長性を確保するためコストが割高 
・ インターフェイスの固定化による技術革新の阻害 
・ 個別の最適設計ができない 
・ モジュールのメーカーに利益が偏重する可能性が高い 
・ モジュールを提供するメーカーに利益が偏重する可能性がある 
 
2.2. アーキテクチャ概念による建築の記述 
2.2.1. 建築物の一般的特性とインテグラル性向 
ここでは、建築物の代名詞である「現地施工の一品生産」を特徴付ける点について述べ
る。これらは、住宅や工場といった建築種別に関係なく設計に作用する建築物の一般的な
特性である。これらの特性があるため、建築物のアーキテクチャは他の人工物と比較して
インテグラルに振れやすい。 
 
                                                  
28 シュムペータ （ーJoseph Alois Schumpeter）によるイノベーション（新結合）の 5類型は次の通り [102]。
1.新しい財貨の生産、2.新しい生産方法の導入、3.新しい販売先の開拓、4.新しい仕入先の獲得、5.新し
い組織の実現（独占の形成やその打破）。 
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土地の制約 
建築と敷地をつなぐインターフェイスである基礎は、建物の重量や、高さと接地面積の
比であるアスペクト比、地下階の階数や平面的な大きさ、地中における支持層と呼ばれる
硬い地層の分布状態の組み合わせに応じて設計し、構築方法を検討する。東京などの大都
市では、再開発と呼ばれる建替えが主流になりつつある。この場合、解体した建築物の基
礎や地下鉄など既存の構造物を考慮した基礎の設計や構築方法の検討が必要となる。また、
非成型な敷地いっぱいに建築物を構築する場合や公開空地を設ける場合は、そうでない場
合と比較して空間の取り方やユーザーのアプローチのさせ方などに工夫が必要で、力学的
な意味での構造体の組み合わせ方が複雑となる。 
このように土地の性質が敷地によって異なるため、敷地と建築物のインターフェイスで
ある基礎や建物形状の標準化は、なかなかできない。一方で、分譲地における戸建住宅や
工場のように、造成と成型な区分が事前に行なわれた土地での建築については、このイン
ターフェイスの標準化がやりやすいと言える 。 
 
モニュメント性 
建築は、人工物であると同時にアートの側面を持っている。そのため発注者は事業を象
徴するデザイン、あるいは特徴的な外観による他の建物との差別化を要求することが多い。
また、大多数の設計者は、デザイナーとアーティストの性格を兼ね備えており 、自己主張
の欲求が少なからずある。このことから建築物の外観は、表現の仕方が千差万別となる。 
当然のごとく外装材のコストは、特注すれば高く、規格品は安い。大多数の「アーティ
スト」は、なるべく特注が少なくなるように市場調達可能な外装部品を組み合わせて外観
の表現をつくりだそうとする。このように建築物の外観に特徴を持たせようとする行為は、
その建築物で行われる事業や企業の象徴を表現したいという発注者の「要求」と、設計者
が持つアーティストとしての「欲求」が合わさったものである。したがって、程度の差が
あるものの、大多数の建築で表現の独自性が競われることになる。反対に、コンビニエン
スストアなどのチェーン店、あるいは同じディベロッパーが提供するマンションのように、
企業の広告としての目的が強いほど設計者の「欲求」は押さえつけられる。 
 
オープン部材を多用するインテグラル設計 
コンクリート、モルタル、シーリング、塗料のように現場で化学反応を起こさせて硬化
させる材料は別として、それ以外の建築材料や部品は、ボードやランバー材など規格品建
材が現場に納品される。材料や部品同士のインターフェイスは単純で、基本的に釘、ビス、
ボルト、接着剤などで固定される。設計者は、このようなオープン化された規格品建材を
現場で切ったり貼ったりすることを前提に自由なプランを設計する。 
また、ユニット化された部品でも特注品することが多いという意見もあるが、大抵は、
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既成部品の可変部分を設計者が知っており、設計に合わせてパラメータを調整する29。また、
建築材料の多くは標準的な寸法体系であるモデュールに従って規格サイズが用意されてい
る。ところが、製品特有の寸法体系や経済的観点から決められたモデュールで製作される
部品もあり、それらの割付を合わせようとする生産設計業務に大変な手間がかかる。 
 
躯体のノンシステム 
建築を「納める」基本は、直接取り合う構成材相互の勝ち負けを決めることである。内
田によれば、重い・硬い・強い材料は、軽い・軟らかい・弱いに勝つ[28]。多くの既製品が
用いられる近年では、「既製部品が躯体に勝つ」という関係を追加する必要がある。既製品
の特注化はコストアップを伴うが、躯体の形状は作り手が自由に決められるため、アルミ
サッシュやユニットバスなどの既製品に合わせ、躯体を逃げたり、段差を設けたりする。
既成部材の組み合わせである鉄骨の場合も同様に、既製品との取り合いは鉄骨側で寸法の
調整を行なう。このように躯体はノンシステムであるため、その形状を決める生産設計業
務に多大な労力がかかる。 
 
2.2.2. 建築物の機能－構造関係と生産システムの対応 
所与の製品のアーキテクチャは、当該製品の機能設計要素群と構造設計要素群の間の形
式的な対応関係を示す。図 9 に示したように、人工物のアーキテクチャは、①機能分解、
②構造分解、③機能・機能関係、④構造・構造関係、⑤機能・構造関係という 5 つの側面
を持つ。以下に、これら 5 つの側面に即して建築物における機能－構造関係の記述を試み
る。これは、アーキテクチャの概念で建築物を記述すること、さらに各機能展開と総合建
設業の組織や業務との照合を示すことになる。 
建築における「全体機能」は「コンセプト」として記述される。例えば液晶パネル工場
であれば「第 10 世代のマザーガラスを採用した液晶パネルの生産能力が月産 72,000 枚の
工場」、病院であれば「400 床を有する総合病院」などとなる。コンセプトは、発注者の事
業計画や、施主の希望を受けて、設計者やコンサルタントと発注者の共同作業としてまと
めあげられる。この業務は『企画設計』などと呼ばれる。公共建築の企画では、利用者で
ある市民がコンセプト決定に参加することも少なくない。またコンセプトは、1 つに限らず
2、3 が並列して記述される場合もある。 
コンセプトは、「防振性能の高い躯体」や「明るさや開放感にも十分に配慮した病室」と
いうように、漠然としたニーズが建築の語彙を用いた空間の設計概念に翻訳される。この
ように建築物のコンセプトは、需要の技術的表現化（需要表現：Demand Articulate[29]） に
よる「要求機能」への翻訳を経て『基本設計』にまとめられていく。 
建築の語録を用いて技術的表現化された要求機能は、例えば「ガラス厚さ 12 ミリ」、「ガ
                                                  
29 近年流行している BIM（Building Information Model）は、この点に注目したオブジェクトの入力手法
を採用したモデリング手法を実装している。 
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ラスエッジクリアランス 10 ミリ」というような、機能を担保するためのスペックで示され
る。仮に要求機能が、「省エネに考慮しつつ夏場でも快適な職場空間」であれば、ガラスの
遮熱制度や熱交換の回収熱量、あるいは執務空間における空気の流れをシミュレーション
した値などがスペックとなる。この業務が設計における『仕様決定』である。 
ところで、要求機能と同じレベルに「基本機能」がある。これは、コンクリートがひび
割れしない、雨漏りしないなど、建築物に当然のごとく求められる機能である。この基本
機能を満足させるスペックや、スペックを満足させる部品間インターフェイスの取合いは、
法制度や指針のほか、社内ルール、プロジェクトごとに設計者が規定する特記仕様などが
該当する。基本機能はコンセプトと直接関係を持たないが、意匠的要求機能と基本機能に
は、あちらを立てればこちらが立たずというトレードオフの関係が往々にしてある。 
要求・基本機能の下位階層であるスペックは、建築物の構成部品/材料と直接対応してい
る。しかし設計のプロセスでは、要求機能を担保するために設定されるスペックから構造/
部位が選択的に決定され、それを部品/材料に機能展開していく流れとなる。この構造/部位
の選択的決定の業務が『実施設計』や『見積り』である。それを部品/材料に機能展開し、
部品/材料とスペックの対応を整合させ、部品/材料相互における納まり上の矛盾を無くす業
務を『生産設計』と呼ぶ。また、構造/部位の分割単位は専門工事会社への発注単位に対応
しており、その発注業務を『調達』と呼ぶ。したがって、部品/材料の相互依存関係が高い
部分は、それに関係する専門工事会社を交えた擦り合わせ的な調整が生産設計の効率を向
上することになる。そのような仕事の進め方を日常的に実践してきたことが、日本の総合
建設業の強みとされる生産設計能力の源泉と考えられる。 
また、図 14 の右端に示すごとく建築物は、顧客企業の事業システムを構成するコンポー
ネントの 1 つである。例えば、住宅産業では住宅販売事業の商品、製造業では製造設備を
格納する建屋、不動産業事業ではアセットの 1 つである。このバリュー・ネットワークで
顧客の評価を得ることができる建築物を提供するために、構造/部位に関する『研究開発』
やそれを施工するための『生産技術開発』が総合建設業で行なわれてきた。ただしその単
位が『専門工事会社』への発注単位と整合的であるがゆえに、総合建設業が研究開発した
技術を用いた商売の担い手が専門工事会社に移行しやすいという問題がある[30]。 
 
以上を整理すれば次のようになる。 
・ 全体機能から要求機能への分解：基本設計 
・ 要求機能を担保するスペックの決定：仕様決定 
・ スペックに対応した構造/部位の選択的決定；実施設計、見積り 
・ 構造/部位の部品/材料への機能展開、部品/材料とスペック整合性確保、部品/材
料相互におけるディテール検討：生産設計 
・ 顧客に評価されるための構造/部位の技術的進化：研究開発活動 
・ 構造/部位の施工：専門工事会社 
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図 14 建築物生産システムの機能展開概念図 
 
2.2.3. 建築物のアーキテクチャのポジショニング 
繰り返しとなるが、建築は顧客企業のバリュー・ネットワーク（アーキテクチャの垂直
配置ともいう）に組み込まれている。この階層構造において、建築物の上位階層が「外ア
ーキテクチャ」、下位階層が「中アーキテクチャ」である。しかし、顧客企業の建築物に対
する「利用目的」が異なるため「外アーキテクチャ」や「中アーキテクチャ」の様相は一
様ではない。以下に、「自己使用目的」「販売目的」「賃貸目的」3 類型について、建築物の
アーキテクチャを観念的に記述する30。 
 
自己使用目的（先端製造施設） 
先端製造施設（液晶ディスプレイ工場）は、建築物や生産設備、立地といったコンポー
ネントが建築物の「外アーキテクチャ」を構成する。ここでは立地とその他の要素との相
互依存はあまり強くないと考える。当然、製造施設の計画に合わせた大きさの土地が必要
で、サプライチェーンの観点など立地の重要性は否定できないが、新規に製造施設を建設
する場合には、地域行政との関係に依存する部分が無視できないほど多い。 
他方、「中アーキテクチャ」は要素間の相互依存が明らかに高い。例えば、製造空間のク
リーン度を維持するためのゾーニングや配管の取り回し、ダウンフロー方式における清浄
用設備と空間構成などが複雑に絡み合う。さらに液晶パネルの基盤が大きくなると、製造・
加工設備の大型化による、床の振動、高い階高における高洗浄空間の維持、柱間隔のロン
グスパン化に対応した建築技術の擦り合わせ的な調整、あるいはその重量と構造、レイア
ウトと空間、発熱量と清浄用設備などに個別設計がより重要となる。したがって「中アー
                                                  
30 ここで建築物のアーキテクチャを記述する目的は、アーキテクチャの概念による建築の記述方法を例示
することと、「利用目的」による 3分類の有効性を示すためである。 
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キテクチャ」はインテグラル寄りである。 
また、製造空間と生産設備は相互依存が強い。例えば、その重量と構造、レイアウトと
空間、発熱量と清浄用設備などに個別設計が必要である。そのため、建築物の「外アーキ
テクチャ」はインテグラル寄りと判断できる。 
先端製造施設の建築物に対する顧客企業の評価に対する価値基準は、歩留まり向上など
生産性への寄与と設備投資費の低減と想定できる。 
 
 
図 15 先端製造施設のバリュー・ネットワーク 
 
販売目的（分譲集合住宅） 
分譲集合住宅の発注者はディベロッパーである。ディベロッパーは公共交通機関へのア
クセスや、周辺環境などの立地条件を評価して分譲集合住宅の建設用地を取得する。建築
物の計画は取得用地の大きさや用途地域、地域周辺の人口動態に適応して建物規模が決ま
るというものの、その決定因子がプロジェクトの規模で大きく違う。さほど大きくないプ
ロジェクトでは土地を最大効率的に活用できるように建築物の計画が独立的に進められる
が、大規模なプロジェクトでは街区の部分としての開発が求められる。このように分譲集
合住宅の「外アーキテクチャ」は中小規模がモジュラー寄り、大規模がインテグラル寄り
と言える。大多数の分譲集合住宅が中小規模と仮定すれば31、分譲集合住宅の「外アーキテ
クチャ」はモジュラー寄りと判断できる。 
建築物における専有空間（住戸）は、機能と構造というよりも構成要素同士の納まりに
おける勝ち負けを調整することになる。専有空間を構成する住宅部品、建材、家具などは、
その上位層にある共用部や構造体の制約を受ける。このことは、住宅部品、建材、家具な
どのインターフェイスを集約した専有空間というモジュールが、構造体や共用部と相互依
存的であることを意味している。例えばユニットバスやシステムキッチンが梁と干渉する
部分では、梁欠きといったプロジェクトごとの特注設計が必須であるし、それらの排水配
管に合わせてコンクリートの床に段差を設けることもある。いいかえれば、平面プランに
合わせた専用の構造体の設計をしている。このことから、分譲集合住宅事業における建築
                                                  
31 図 7（1.2.1）の超高層分譲集合住宅が全体に占める完成戸数の比率（全国）は、その比率が最大である
2010年においても 27％である。 
電子デバイス・半導体製造事業
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設備・配管類
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物の「中アーキテクチャ」はインテグラル寄りと解釈できる。 
また、分譲集合住宅の顧客企業であるディベロッパーは、平面プランの選択肢が多いこ
とが評価の価値基準と想定できる。 
 
 
図 16 分譲集合住宅のバリュー・ネットワーク 
 
賃貸目的（賃貸事務所ビル） 
賃貸事務所ビルは投資効率最大化が顧客企業の評価基準となる。したがって、顧客企業
が用意した立地と、建築物や公開空地の設計からオフィス需要と建物規模の関係を統合的
に評価して事業計画が立案される。賃貸事務所の所有者にとって建築物は、アセット（資
産）を構成するコンポーネントである。従来は、土地の含み益が資産価値を担保していた
ため、建築物の収益性があまり意識されていなかった。わかりやすくいえば、右肩上がり
の経済では、土地を担保に資金を調達でき、賃貸スペースへの需要が旺盛ななこともあり、
不動産経営の意識が低くてもそれなりに利益を上げられた時代であった。 
ところが、バブル崩壊で成熟経済に転換し、土地の価格が低位で安定すると、建物の資
産価値、すなわち、これから建築する建物の収益性が問われるようになる。これに元国有
地や企業跡地などまとまった土地が都心部に出たことや、2002 年に成立した都市再生特別
措置法による容積率の大幅な緩和施策が加わり、首都圏を中心に大手不動産企業が主導し
た再開発による大型複合ビルの建設が目白押しとなる。近年では既存建物の解体を伴う再
開発が多くなり、そこでは既存躯体の活用や歴史的概観の保存など立地と建築物の関係が
以前に増して密接になりつつある。その意味で賃貸事務所ビルの「外アーキテクチャ」は
インテグラル寄りと言える。 
多くの賃貸事務所ビルは、コア回り、システム天井、OA フロア、パーティション、ビル
用マルチエアコン、機能複合的外装システムなどの組み合わせで構成されるモジュール型
アーキテクチャである。近年の賃貸事務所ビルは、長期にわたり収益を上げ続けることが
できるように、フレキシビリティや更新性の高い設計建築物が志向される傾向にある。そ
のため耐用年数の異なる要素間のインターフェイスを削減することが評価基準の 1 つにな
る。したがって建築物の「中アーキテクチャ」は、モジュラー寄りに振れやすい。 
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共用設備・
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図 17 賃貸事務所のバリュー・ネットワーク 
 
以上、建築物のアーキテクチャのポジショニングは、顧客企業の事業システムにおける
建築の利用目的により異なる可能性をやや観念的に述べた。以下に要点をまとめる。 
 「外アーキテクチャ」は、「賃貸目的」と「自己使用目的」が双方ともにインテグラ
ル寄りであるが、前者は要素間、後者はインターフェイスの集約を介した要素間の
相互依存という違いがある。販売目的建築はモジュラー寄りである。 
 「中アーキテクチャ」は「賃貸目的」がフレキシビリティや更新性という評価から
モジュラー寄りに揺れやすく、「自己使用目的」が生産性や設備投資費への評価から
個別最適設計のインテグラルに振れやすい。「販売目的」はインテグラル寄りである。
ただし、インターフェイスの集約を介した依存性という点に「自己使用目的」との
違いがある。 
 
上記をアーキテクチャのポジショニングのフレームワークで示すと図 18 のごとくとな
り、顧客企業事業の「利用目的」3 分類は、全て異なるポジションに位置付けられる。 
総合建設業が手がける建築の中で、分譲集合住宅が唯一の事例である「販売目的」はさ
ておき、工場と類似した構造形式や外装の建築でも、「賃貸目的」であるショッピングモー
ルは賃貸事務所ビルに類似したポジショニングになると推測する。反対に、事務所ビルの
中でも自己所有の本社ビルなどは、個別設計の傾向が強いため先端製造施設に類似したポ
ジションになると推測する。このように構造種別や建築種別という建築学的な分類よりも、
顧客企業における建築の利用目的の方が、建築物のアーキテクチャのポジショニングに与
える影響が大きいという仮説を立てることができる。その理由は、バリュー・ネットワー
クにおける評価の価値基準と顧客企業の事業システムにおける建築物の利用目的が本質的
に同質であるためと推測する。 
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図 18 建築物のアーキテクチャのポジショニング 
 
2.2.4. 本研究の位置付け 
以上、アーキテクチャ研究の流れを概観し、建築物のアーキテクチャの一般的特性と構
造－機能と業務・組織の関係について整理を試み、顧客企業の事業における建築物の利用
目的別に建築物のアーキテクチャのポジショニングを概念的に検討した。本章の議論を以
下にまとめる。 
 顧客企業との関係に注目した場合、経路依存的な組織能力に適合した製品アーキテ
クチャを選択するだけでなく、技術進化に起因した中・外の製品アーキテクチャの
変化に自社の業務プロセスや組織構造を適合させていく組織能力の重要性に関する
議論がこれまでのアーキテクチャ研究に不足している分野であることを指摘した。 
 建築物のアーキテクチャは、①土地の制約、②モニュメント性、③オープン部品を
用いたインテグラル設計、④躯体のノンシステムという 4 つの性質により、他の人
工物と比較してインテグラルに振れやすい一般的な特性を持つことを論じた。 
 建築物の機能－構造関係を記述することで、各々の階層と業務や組織の対応関係を
下記のように体系的に整理した。 
1) 全体機能から要求機能への分解：基本設計 
2) 要求機能を担保するスペックの決定：仕様決定 
3) スペックに対応した構造/部位の選択的決定；実施設計、見積り 
4) 構造/部位の部品/材料への機能展開、部品/材料とスペック整合性確保、部品/材
料相互におけるディテール検討：生産設計 
5) 顧客に評価されるための構造/部位の技術的進化：研究開発活動 
6) 構造/部位の施工：専門工事会社 
 建築物を、「販売目的」、「自己使用目的」、「賃貸目的」という顧客の「利用目的」に
対応した分類の考え方を提案し、各分類について建築物のアーキテクチャを簡単に
記述することで、それらが全て異なるポジショニングに位置すること、従来の建築
外インテグラル 外モジュラー
中インテグラル
中モジュ ラー
販売目的
建築
賃貸目的
建築
自己使用
目的建築
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種別と比較して提案した分類の方がアーキテクチャのポジショニングと整合的であ
る可能性を指摘した。 
 
以上から、本論文では、「外的要因によるアーキテクチャの変化に組織構造を適合させる
組織能力」という観点への注意を常に払いつつ、分譲集合住宅を事例とし、建築物のアー
キテクチャについて論述する。そのため、ある側面だけを静的に分析するのではなく、技
術、生産設計、工程の各アーキテクチャについて動態的な分析を試み、それらの相互作用
に言及する。その立ち位置は、繰り返し述べているように、顧客企業のバリュー・ネット
ワークから総合建設業をみるという視座にある。 
さらに、施工の観点から工程アーキテクチャのモジュール化に注目して組織構造を適合
させる組織能力について検討する。ここでは、生産性や遅延リスクを考慮した短工期指向
の工程アーキテクチャのモジュール化を検討する。  
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第１部 集合住宅住戸におけるアーキテクチャのダイナミクス 
 
第3章 住宅部品のモジュール化 
3.1. 本章の概要 
本章では、建築の分野でモジュール化が進んでいる住宅部品を取り上げ、その発展経緯
を概観し、住宅部品のモジュール化進展に影響を与えた因子について論述する。 
分譲集合住宅の構成要素に住宅用の工業化部品（住宅部品）が占める割合は大きい。い
まや、ユニットバスやシステムキッチンなどの採用は当然のこととして、この十余年の内
に、スプリンクラー配管、電気配線、給水・給湯・追い焚き配管、造り付け収納なども工
場でユニット化やプレ加工して現場に納品されている。後者の工業化は、CAD（Computer 
Aided Design）/CAM（Computer Aided Manufacturing）/FA（Factory Automation）と
いった情報通信技術の発展が可能とした住戸プランごとの個別生産品である。もはや集合
住宅の住戸の施工は、壁、床、天井と管の一部を除けば、あらかじめ用意されたパーツの
組み合わせであるといっても過言ではない。 
このように、日本の住宅部品の供給システムや分業システムは充実している。その背景
に、住戸のアーキテクチャがモジュール型であるという設計構造的な要因を指摘できる。
住宅の部分を現場から抜き出して工場で大量生産を行なうには、寸法体系など住宅部品間
相互のインターフェイスのルール化が必要である。それは、「デジュール－デファクト」、「厳
密－自由度」という 2 軸の組み合わせで分類できる。またインターフェイスが分業範囲の
切れ目と対応するため、一度支配的となったルールの変更は、供給システムや分業システ
ムが充実するほど難しくなる。このような住宅部品に関する施策とその産業の発展の関係
性は内田によるオープンシステム32の研究に詳しい。本章ではその後に形成された住宅部品
の発展をアーキテクチャの概念とりわけモジュール化に注目して概括する。 
 
3.2. 住宅部品モジュール化の過程 
3.2.1. 工業化の草創期 
内田は 1977 年に上梓した著書『建築生産のオープンシステム[28]』の中で、オープン部品
の発生の過程を次の 3 つに分類している。 
1) 生産者独自の発案によって開発されたもの（民間企画型） 
2) 建築家の発想を基に開発され市販されているもの（建築家発想型） 
3) 公共住宅のような安定需要を足掛かりとして育てられたもの（スポンサー付き） 
 
                                                  
32 内田はオープンシステムを次のように定義している。「いつでも手に入る既製品や、どんな地域にも定着
している既成の職種を集めて建物を造る方法」で「建物全体を造るシステムをトータルシステムとしてと
らえ、その部分を生産するシステムをサブシステムとしてとらえる。そして特定の建物の部分を生産する
のではなく、多くの建物に利用できるサブシステムを育てることをサブシステムのオープン化と言い、オ
ープン化されたサブシステムを集めてトータルシステムを構成することをオープンシステムという」[27]。 
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内田は、「民間企画型」の代表格として、1959 年に発売されたアルミ既成サッシュ（不二
サッシ：FK）を挙げている。この製品は、サッシュメーカーがノックダウン33で出荷して、
それを全国に散在していたガラス販売店が販売と組み立てを担う流通・販売網に特徴があ
る。アルミ既成サッシュは軽い上に機密性の高いことが評価され、1960 年半ば以降、急速
に普及した。2 つ目の「建築家発想型」の例として、村野藤吾設計の建物に使われたフレー
ムレス扉につける透明アクリ製把手や、鋼板床の端部を納めるためのコーナービードをメ
ーカーが既製品化したケースを紹介している。しかしこのような経緯で発生したオープン
部品は生産規模が小さいため寿命が短いと内田は指摘している。 
これらに増して住宅部品の工業化に重要な役割を果たしたのが「スポンサー付き」のオ
ープン部品である。中でも公共住宅標準設計から生まれた KJ 部品は現在の住宅部品の源流
として位置づけることができよう。1955 年に設立した日本住宅公団は、当時の競争相手で
ある公営住宅との差別化を図るために、ステンレス流し台を備えたダイニング・キッチン
とバランス釜を備えた浴室を導入し[31]、40 ㎡強の 2DK という狭い空間に「水回り空間」
を出現させた[32]。西山は現代日本住宅史をまとめた『すまい考古学[33]』の中で、食寝分離
のために結合した台所と食事室は、ステンレス流しによって住宅革新をシンボライズする
DK という記号であらわされる空間となったが、それと同時に住宅革新の主導権が建築家か
ら住宅産業の手にうつったと概括している。 
 
 
図 19 公営住宅 51C 型と住宅公団 2DK の比較（参考文献[34]、[35]から引用） 
 
このとき日本住宅公団は、「良いものを安く」という方針のもと、当時 1 台 1 万～1 万 2
千円していたステンレス溶接流しを[36]、幅 1,800mm、高さ 800mm の規格統一と大量生産
を前提に[32]、プレス加工の一体絞り型シンクをサンウェーブに開発させ、1956 年の晴海団
地に採用した[37]。また、浴室内の空気を利用することなくガスでお湯を沸かすためのバラ
                                                  
33 工場で生産した部品を現場で組み立てる方式。 
公営住宅標準設計「51C型」 日本住宅公団千草台団地２ＤＫ（1966）
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ンス釜を東京ガスに開発させた[32]。この新しい「DK 型」の住宅は居住者の圧倒的な支持を
受けた。このような規格化と大量発注に基づくコストダウンを狙った住宅部品は、当初公
団の専用部品であったが、安定した品質と価格への評判から公団以外にも採用されるよう
になり、1960 年に発足した公共住宅規格部品制度（KJ 部品）につながった[28]。 
日本住宅公団が公団用として特別に生産を推進した KJ 部品は、安定した品質でコストが
安く抑えられていたため、公団以外の住宅建設への採用が広がっていく。しかし、仕様を
全て住宅公団が決めており、メーカーが独自に開発改良できないことによる弊害が目立ち
始めた。これを受けた当時の建設省は、1966 年の住宅建設工業化基本構想で、呼び寸法、
寸法モデュール、性能の標準化を検討し、住宅部品メーカーが参加した試作競技を経て、
メーカーが性能規定を満たす部品を自由な設計と価格で提案できる優良住宅部品認定制度
（BL 制度）を 1974 年にスタートさせた[28]。 
浴室ユニット（以下ユニットバスと呼ぶ）は、1962 年に腰壁から下の部分を FRP で一
体成型した洗い場付き浴槽が実用化されて以降、様々な形態、材質、排水方法で販売され
ていた34。その後、建設省（当時）の委託で日本建築センターによって 1970 年に実施され
た「住宅用設備ユニットの構造及び設備の基準に関する研究」による呼び寸法や基準の考
え方などの提案を経て BL 部品に認定された 1975 年から 10 年間で、集合住宅を中心に急
速に普及した[38] [39]。また、ユニットバス内での燃焼を避けるための「自動湯温コントロー
ル機能つきガス給湯器」の開発（1977 年）や、それまで下の階に通していた排水管を床ス
ラブの上に通すなど、集合住宅でのユニットバスの普及は、それを支えるシステムの変更
をうながした[40]。 
1973 年に国産第 1 号が発売されたシステムキッチン35は、ベターリビング36が口径
180mm のカゴ付きトラップを BL 部品として認定することで、そこをインターフェイスの
ルールとして互換性が確保された。その結果、新規メーカーが参入しやすくなった[37]。 
このような住宅部品の工業化は、民間も交えた集合住宅建設が活発化する中で、労働の
節約と作業の簡略化を背景に推進された[41]。また、トップダウン的な規格からボトムアッ
プ的な認定へと住宅部品開発に関する制度を変更したことで、メーカーによる改善の自由
度が担保されることになり、住宅部品産業の発展が急速に進むことになる。 
 
3.2.2. 住宅部品の独立的進化 
1980 年代は、エレクトロニクスや通信技術の発展に伴い、住環境に対する新機能の追加
が相次いだ。1980 年に TOTO から発売された温水洗浄便座「ウォシュレット」は、新しい
トイレ習慣を創造し大ヒットした[42]。当時、超高層化が進展した分譲集合住宅では、高級
                                                  
34 本格的な浴室ユニットは、工期短縮と確実な防水性を主な目的として 1963年に現 TOTOがホテルニュー
オータニ（16階建て、客室数 1,058）に納入したのがの本で最初である[37]。 
35 1978年 BL基準上の区分制定によるセクショナルキッチンを含む[112]。 
36 ベターリビングとは BL部品の認定や住宅・住宅部品・部材等の評価試験を行うことを目的に建設大臣（当
時）の許可を受けて 1973年に設立された財団法人。2011年 12 月 1日付けで一般財団に移行。 
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化に対する付加価値に加え災害時の安全確保の意味もあり、オートロックのセキュリティ
システム、CATV、有線放送、オール電化の採用が増えつつあった[31]。 
また、1980 年に集合住宅のパイプシャフトに設置できる「PS 設置型コンパクトガス給
湯器」が登場すると、カスタム LSI やマイコンを利用した制御装置の開発が進められ[43]、
それと接続した水回り住宅部品の利便性が向上する。システムキッチン（1980 年に BL 部
品認定）では 2 バルブ混合水栓を導入し、お湯が気軽に使えるようになった。洗面化粧台
（1977 年に BL 部品認定）は、1985 年に温水シャワー付きが発売されると朝シャンブーム
を引き起こした。ユニットバスは、高温さし湯追焚き、定量給湯で自動ストップ化の製品
が発売されるとともに、暖房機能を持つ浴室用換気ユニットが登場する。 
1986 年頃から急速に普及したシステムキッチンでは、ベターリビング、システムキッチ
ンのメーカー、ビルトイン機器のメーカーが協議して国際規格を参考にビルトイン機器の
組み込み寸法が規格化された。1988 年に発売された 45 ㎝モジュールに対応する省スペー
ス型のビルトインタイプの食器洗い機を皮切りに、食洗機やオーブンレンジなど多様なビ
ルトイン機器が販売されるようになる[44]、。1998 頃から各自治体の規制緩和で利用可能と
なったディスポーザーに専用処理槽を組み合わせた「ディスポーザー排水処理システム」
は、便利さとごみの焼却量削減への期待から、2002 年頃を転機として分譲集合住宅での採
用が急速に進んでいる[45]。 
1973 年から始まった KEP（Kodan Experimental Planning）の流れを受け、1980 年～
82 年に建設省が「住機能高度化推進プロジェクト」の一環として取り組んだ「センチュリ
ーハウジングシステム（CHS）」では、寿命が比較的短い部品は、より長い寿命を想定され
た部品より後に取り付けることを原則とし、いくつかの実証実験が行なわれた[46]。その中
から、さや管ヘッダー式配管システムや、流量能力を拡大したコア排水システムなどが、
施工性が良くさびの問題が無いことから 1990 年代に普及した。 
1980 年代は遮音性能の向上とともに、リビングルームへの木質系フローリングの採用が
広がった[47]。1987 年にガス会社が木質系床材の熱に対する評価手法を確立したことを受け
て床暖房パネルの開発が始まる[48]。その後、1990 年頃に東京ガスが給湯器と接続した温水
式床暖房システムを発売するとその採用が急速に広がっていく。2001 年には、東京電気か
ら家庭用 CO2 ヒートポンプ給湯器「エコキュート」を中核に、追い焚き、IH クッキング
ヒーター、床暖房を連携したオール電化が[49]、東京ガスからは、熱源機を中核に、給湯、
床暖房、エアコン、ミストサウナ、外出先から操作できるホームオートメーションシステ
ムを備えた「TES（Thin Economical System）システム」が登場した。これらの省エネシ
ステムは、政府による購入支援助成金施策の後押しや夜間電力制度など利用料金メニュー
の拡充もあり、集合住宅での採用が広がっている。 
また、住宅の気密性能向上につれて、「シックハウス症候群」が問題となり、2002 年に建
築基準法が改正公布され、建築物に使用する建材規制と共に換気設備の設置が義務化され、
24 時間換気設備が普及した[50]。近年では集合住宅の屋上を利用した太陽光発電、スマート
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メーター、インターネットマンションなど新しい技術を組み込んだ集合住宅の開発が進ん
でおり、それらを連携した HEMS（Home Energy Management System）への期待も高ま
っている。 
 
3.3. モジュール化の観点による住宅部品変遷の整理 
3.3.1. モジュール化 
内田による『建築生産のオープンシステム』に住宅部品のオープン化について印象的な
記述がある。少々長くなるがここに引用したい。「もし贅沢をいわなければ、住宅に関して
はオープン部品を集めただけでもできそうにみえる。床も、壁も、天井も、屋根も、建物
のどの部分をとってもオープン部品のない部分はなさそうにみえる。ただ一つオープン化
された部品のないのが、骨組に相当する部分である。木造にしても鉄骨にしても柱や梁の
既製品はない。ブロック造のような壁構造の場合でも強度を担う耐力壁の鉄筋や、架梁に
相当する部分は、既製品だけで造るわけにはいかない。鉄筋コンクリートの場合は、仮枠
も鉄筋も、組み立てられた既製品がない。要するに強度を担う骨組に関しては、我が国に
は既製品がないのである。（pp.27-28）[28]」 
 
また、1999 年に岩下繁昭がまとめたレポート『日本における住宅部品の発展』によれば、
1960 年代に開発された住宅部品の多くは、住宅から新たに分離され部品化されたものであ
り、次の特徴を持つという[51]。 
① もともと職種が分かれている部分 
部品化には分業化という側面がある。したがって分業化されている部分は、部品化
しやすい。 
② 省力化、品質の安定などを必要とする部分 
現場で造作するにしても 、手間のかかるうえ、あまり性能のよくなかった部分。造
り付け家具類がそれで、省力化だけをねらったものには、鉄製の火打ち梁やひさし
ユニット・テラスユニットなどがある。 
③ 形としてはまとまっているが、職種が複雑に分かれている部分 
いろいろな職種の手配、管理の省力化、さらには手間待ちをなくすことによる工期
の短縮などが期待できる。 
④ 寸法が規格化しやすい部分 
住宅用アルミサッシは、ほぼ標準化されている在来構法の軸組と対応して、規格化
しやすく需要をとりまとめることができた。またアルミサッシの普及により、さら
に一段と開口部回りの標準化がすすみ、雨戸、ガラス戸、面格子などの部品化がな
された。 
 
クラーク&ボールドウィンによれば、モジュール型構造への進化的経路に作用する力とし
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て次に挙げる 6 つのオペレータを挙げている[18]。 
1. ある設計（とそのタスク）をモジュールに「分離」する。 
2. ひとつのモジュール設計を他のものに「交換」する。 
3. 「追加」する。つまり、ある新しいモジュールをそのシステムに加える。 
4. あるモジュールをシステムから「削除」する。 
5. 新たなデザイン・ルールを創造するために「抽出」する。 
6. あるモジュールを他のシステムに「転用」する。 
 
クラーク&ボールドウィンは、これら 6 つのオペレータの内、「最初の 2 つのオペレータ
（『分離』と『交換』）は非モジュール型設計にも適用できるが、他の 4 つは適用できない」
という[18]。これはモジュール化オペレータのリストと照合することで、あるシステムがモ
ジュール型か否かを判定できることを意味している。以下に前節までに記述した住宅備品
の変遷を、クラーク&ボールドウィンによるモジュール化オペレータの文脈で整理する。 
1) 工業化の始まり～KJ 部品： 1950 年代後半 
アルミサッシュ、ステンレス流し台など、住宅のある部分を「分離」 
2) KJ 部品～BL 制度へ：1960 年代 
呼び寸法、寸法モデュール、性能の標準化37 
3) 空間のユニット化： 1970 年代 
浴室やキッチン回りなど、ある空間の煩雑な現場施工をユニットに「交換」 
4) セントラル給湯器の誕生： 1980 年代 
キッチン、浴室の個別給湯器を「抽出」し、セントラル給湯器という新たなモジュ
ールを「追加」 
5) エレクトロニクスの導入： 1980 年代 
カスタム LSI やマイコンによる自動お湯張り機能の「追加」、通信技術やインターホ
ン、エントランス施錠システムを「転用」したセキュリティシステムの「追加」 
6) 既存部品・システムへの機能追加や交換： 1990 年代 
浴室乾燥機やキッチンビルトイン機器、床暖房パネルなど、既存のシステムに新し
い機器を「追加」、給水給湯システム、排水システムにおける配管や継手をサヤ管ヘ
ッダー方式やコア排水システムに「交換」 
7) 統合的冷暖房システムの登場：2000 年代 
給湯器をエネルギー効率の高いシステムに「交換」 
 
以上に整理したように、住宅部品の構成（アーキテクチャ）は 1980 年代にモジュール型
の特徴である「抽出」「追加」が確認される。その後、住宅部品を提供するメーカーは、モ
ジュール化オペレータの行為を繰り返しながら技術や製品の開発や改善を重ねてきた。こ
                                                  
37 クラーク&ボールドウィンはこのような標準化をデザイン・ルールと呼ぶ[18]。 
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のような組み合わせの可能性が増大すること自体が、住宅部品を採用するディベロッパー
に価値を与えてきたと言える。 
 
3.3.2. 普及過程 
1960 年代は、岩戸景気からオリンピック景気（1959～63 年）へと続く高度経済成長が
その前半にあり、1968 年には国民総生産（GNP）が当時の自由諸国で第 2 位に躍進する。
このような高度経済成長の流れの中で日本経済は労働力過剰局面から一転して労働不足局
面に転換する。建設行政面からも伝統的な現場生産方式から工業生産方式への移行を促進
する指導行政がとられた[52]。総合建築業も 1960 年前後から建築生産の近代化に取り組み始
め、杭打ち機やタワークレーン、生コンクリート圧送ポンプといった建設機械を海外から
導入した。それ以前に開設されていた大手総合建設業の技術研究所は、外国からの技術導
入から日本独自の技術の研究開発に軸足を転換し始めた時期である。このような時代背景
の中で公営・公団を中心とした住宅大量供給が始まると、プレス成型など加工技術の発展
を背景に、現場施工の効率化を主目的とした住宅部品の工業化が促進される。 
図 20 は、松村による浴室ユニット（ユニットバス）の普及過程を集合住宅と戸建住宅の
別に集計した資料の転載である38。ユニットバスが BL 部品に認定されたのは 1975 年なの
で、集合住宅ではその前から普及率 10～20％とされる普及過程[53]に入っており、その後も
集合住宅の普及率は戸建住宅を大きく上回る。このように集合住宅でいち早くユニットバ
スが普及した理由として、一度に多量の住戸を施工する現場での省力化、効率化、品質の
安定を容易に推測できる。これと同様の普及過程はシステムキッチンや洗面化粧台などで
も類推される。このように住宅部品の工業化は、集合住宅建設における生産性向上の主な
手段であり、BL 部品認定前からそれを採用していたディベロッパーもしくは設計者、ある
いは総合建設業がイノベーターであったと言える。 
 
 
図 20 1970 年代以降の浴室ユニットの普及率（参考文献[39]より転載） 
                                                  
38 日本住宅設備システム協会の資料をもとに内田賞委員会が作成した図を引用[38]。 
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3.3.3. インターフェイスのルール 
組み合わせの可能性が増大するためには、モジュール間のつなぎ方であるインターフェ
イスに対するルールが必要である。図 21 は、これまでの記述に若干の追記をし、住宅部品
相互のインターフェイスを階層的に整理したものである。  
 第 1 層は「住戸」で、居住空間全体を指す。 
 第2層は「居室／スペース」で、上位階層とつなぐインターフェイス：IF1は、「nLDK」
という住戸の型式である。 
 第 3 層は「住宅部品」で、これらと上位階層とつなぐ IF2 は、呼び寸法、寸法モデ
ュール、性能の標準化である。 
 第 4 層は住宅部品の機能を向上させる「追加機能部品」である。これらと住宅部品
の IF3 は、BL 認定に基づくオープンな仕様か、メーカー独自のクローズな仕様のど
ちらかである。 
 最右列には、住戸に設置されている「インフラ」を列記している。IF4 は、日本工業
規格（JIS）などデジュール・スタンダードである。 
 
 
図 21 集合住宅における住宅部品の階層図 
 
工業化住宅部品の市場が拡充・拡大する一方で、1973 年前後のハウスメーカーと製鉄会
社による鉄骨の躯体にプレキャストコンクリートの床と壁を組み込みその中にルーム・ユ
ニットを積層する中高層住宅のユニット工法の共同研究開発[54]や、芦屋浜高層住宅プロジ
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ェクト提案競技（提案競技 1972 年、竣工 1979 年）に代表される総合建設業を中心とした
高層住宅団地の工業化工法の研究開発が官民問わず進められた。しかしこのような大型化
したユニットを組み上げるような方式は一般化しなかった。 
1974 年から 6 年間行われた KEP では、部品の交換可能性が高いフレキシブルな住宅の
あるべき姿を構想し、トータルシステム的立場から、部品分割ルールと寸法調整ルールが
検討された。部品分割ルールでは、住戸構成材を 4 つのサブシステム39に分割して、各々に
インターフェイス・ルールが決められ、開発仕様書や KEP システム・カタログの作成が行
なわれた[55]。寸法調整ルールでは、平面グリッドと天井高の組み合わせを A：300mm－
2400mm、B：50mm－1900mm、C：それ以外に整理した[55]。このように建築構造側の空
間モデュールを定義することで、A・B・C の組み合わせで躯体の梁型や柱型で半端の出た
空間の処理を可能とするなど、サブシステムと構造で寸法モデュール体系の整合性を保証
しようとした[28]。しかし KEP は試行実験にとどまり、住宅供給システムとして実用化に至
らなかった40。 
その後を受けて 1980 年から 3 年間、建設省によって進められた CHS では、長寿命化の
観点から部位41を物理的耐用年数で 5 レベルに分け、それらの交換、維持管理に注目した住
宅システムの構成上のルールについてガイドブックや構法シートが取りまとめられた。
CHS は、1988 年からベターリビングにおいて認定され、2000 年までに 23 件の集合住宅
が認定を受けている[56]。2002 年には国土交通省による「スケルトン・インフィル住宅（SI
住宅）の普及促進に向けた環境整備」によりスケルトン状態の登記が可能となった[57]。 
このような住宅生産に関するトータルシステムを志向した研究・実験が繰り返される傍
らで、住宅部品産業では専門分化した部品の独立的な技術進化が進んできた。その大きな
「標準化・規格化を進めることによって、住宅部品の価格を低下させ、住宅の建設費を低
減させよう[51]」というように、その多品種化や高価格化への否定的な意見もあった。しか
し、経済成長期に高価格化を志向するのは合理的な判断だし、CAD/CAM の普及が多品種
生産を下支えしていた面もある。図 21 に立ち戻れば、IF2 はメーカーによる必要据付寸法
や有効寸法を明示するだけで、梁欠きなどメーカー側の対処、床段差など設計側の対処と
いった躯体、内装、住宅部品の取り合い部分は擦り合わせの調整領域である。つまり躯体
や内装はノンシステムで、それらと住宅部品との複雑なインターフェイスは生産設計とい
う組織能力に集約されていると解釈できる。 
IF3 に該当する BL 部品認定は、第 3 者による客観的基準として利害関係にある住宅部品
メーカー間で好意的に採用が進む[37]。IF4 も同様に、設備配管や電気配線と住宅部品の接
続といった構成要素間の局所的なインターフェイスのルールとして JIS 規格などが存在す
                                                  
39 KEPの主要概念。サブシステムには、シェルター（外壁、戸境壁など）、内装（床、天井、間仕切、収納、
表装壁など）、設備（浴室、便所、洗面、キッチンなど）、暖房給湯（段冷房給湯設備、情報設備など）の
4つあり、これとノンシステムで建物が構成される。 
40 KEPの研究成果の 1つである可動間仕切りや可動収納ユニットは実用化に至っている[110]。 
41 住宅構成要素の適切に分割した部分。 
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る。これらの厳密なルールにより、住戸における部品間の互換性が保証されている。 
以上をまとめると図 22 に示す住戸のアーキテクチャを描くことができる。IF2 を擦り合
わせ領域としておくことで、躯体、内装、住宅部品相互の複雑なインターフェイスが生産
設計という業務に集約され、そのことが日本における住宅部品のモジュール化、あるいは
オープンシステム化を促進した要因であったと推論できる。 
 
 
図 22 集合住宅住戸のアーキテクチャ 
 
3.4. 本章のまとめ 
本章では住宅部品の発展経緯をモジュール化という観点で概観し、躯体、内装、住宅部
品相互のインターフェイスに対する考察を加え、住宅部品のモジュール化が進展した背景
の把握を試みた。本章を要約すると以下となる。 
 
1）分譲集合住宅の初期において、総合建設業は生産合理化の観点から住宅部品を積極的に
採用し、1980 年代にモジュール型システムの基礎が形成された。それ以降、常に産業側の
主導でモジュールに対する技術や製品の開発や改善が重ねられてきた。一方で、大型ユニ
ットや KEP など、施工の都合によるモジュール化の試みは一般化していない。モジュール
型システムの成立条件として、①発注者の価値基準との整合性、②モジュールの供給に専
門特化した企業の存在が挙げられる。 
 
2）JIS や BL 認定などのインターフェイス・ルールが住宅部品や追加機能部品の互換性を
保証した。他方、それらと取り合う建築側の構造（躯体、内装）をノンシステムにしてお
くことで、躯体、内装、住宅部品相互の複雑なインターフェイスが生産設計という調整業
務に集約された。この擦り合わせ領域が住宅部品のモジュール化を促進したと言える。 
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第4章 技術アーキテクチャのポジショニング分析 
4.1. 本章の概要 
本章では、「建築物のアーキテクチャが変化する方向性は、顧客企業が建築を利用する目
的で異なる」という第 1 仮設を検証する。 
総合工事業は高度成長期以降の日本国内における建設産業の技術開発を先導してきた。
準大手クラスまでの総合建設業が揃って技術研究所を保有している事例は海外にあまりな
く、研究開発投資に積極的であることが日本の総合建設業の特徴である。しかし単品受注
生産である建設業は個別の研究開発費を広く配賦しにくいため、成熟経済期の市場ではそ
の成果を収益に結び付けることが難しくなる[58]。このような環境の中で総合建設業は、顧
客ニーズを先取りすべく、材料や構法、設備、生産技術などの研究開発活動を行っている。 
このように総合建設業の研究開発活動が、顧客企業に自社の技術が選択されるために行
われると考えれば、その成果を総合建設業の製品あるいは商品と解釈することもできる。
ここで、分譲集合住宅のように顧客企業の製品開発に値する技術の研究開発を総合建設業
が担う場合に、その活動の方向性が顧客企業の事業における市場環境の動向に影響を受け
てどのように変化するするのか、またそのような変化の特質が建築物の「利用目的」によ
って異なるのかが、総合建設業の技術開発戦略における問題となる。本章では、この研究
開発活動の方向性を「技術アーキテクチャ」と呼び、企業における研究開発活動の成果の 1
つと考えられる特許に着目し、そのデータを分析することで技術アーキテクチャの変化に
ついて考察をする。 
 
4.1.1. 特許出願データを用いた研究開発活動の分析 
本章では、研究開発活動の動向を代替するデータとして特許データを利用する。近年は
出願から 18カ月後に公開される特許をインターネットで検索することが可能となっている。
また検索した結果は、出願者や出願年月日、国際特許分類（ International Patent 
Classification：以下、IPC と略記する42）などの基本情報と併せてテキストデータで入手
できるため、特許データの分析が有効になってきた。 
当然、出願された特許の全てに価値があるとは限らない。審査請求した特許に対して請
求が成立する割合は 3 割程度である[59]。しかし、先にも述べたように建設産業における研
究開発活動の多くは実務部門や顧客企業のニーズに沿って行われていると考えられ、特許
の出願が研究開発活動の成果の 1 つと考えれば、実用に至らずとも、出願特許データが企
業の研究開発活動を反映すると仮定できる。実際、総合建設業の研究開発組織では研究開
発テーマ遂行の評価指標として特許出願の有無が採用されている例もある。これは、研究
                                                  
42 国際間における特許文献の円滑な利用を目的に作成された世界共通の特許分類。技術分野を A～H の 8つ
のセクションに分け、さらにクラス、サブクラス、メイングループ、サブグループと段階的に細展開する
体型となっている。本稿では IPC第 8版を用いており、各セクションの技術分類は、A：生活必需品、B：
処理操作;運輸、C：化学;治金、D：繊維;紙、E：固定構造物、F：機械工学;照明;加熱;武器;爆破、G：物
理学、H：電気。 
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者に自らの業績を特許出願に結び付けようとするインセンティブがはたらく仕組みである。
このようなことから本章では、特許データの中でも出願された特許のデータ（以下、出願
特許データと呼ぶ）の動向は、研究開発活動の方向性と連動性が高いと考える。 
出願特許には、1 社だけで出願する単独出願と、複数の企業が連名で出願する共同出願が
ある。単独出願は、自社で保有する知識だけで課題を解決しようする研究開発活動の成果
である。したがってその活動は企業内でクローズドと考えられる。他方で共同出願は、そ
の背景に出願者同士による共同研究開発的な活動が必ず存在する。つまり共同研究は企業
間における知識の相互補完と言い換えられ、オープンな研究開発活動の成果である。この
ことから共同出願特許件数の増減は、単独企業で対処できる研究開発の増減と対の関係に
あると仮定できる。 
以上から本章では、単独出願が自社内に閉じた研究開発活動、共同出願が外部に開かれ
た研究開発活動と考え、前者を「中」、後者を「外」と定義する。また、同時期に出願され
た特許の技術分野が多角的であれば、多様な組み合わせによる可能性の探索と考えて「イ
ンテグラル型」と定義する。反対に、少数の技術分野に出願が集中しているのであれば、
専門特化した研究開発活動と考えて「モジュラー型」と定義する。これらを軸にした 2×2
のマトリクスにおける、総合建設業の研究開発活動のポジショニングを 1981年～1990年、
1991 年～2000 年、2001 年～2010 年の年代ごとに可視化する。 
 
4.1.2. 分析の方法 
本章では、出願特許データを用いた定量的分析と事例による質的分析を組み合わせた考
察を試みる。建築の技術アーキテクチャ、すなわち建築技術体系の変化を出願特許データ
で代替して定量的に可視化しようとする試みは、マクロ的な動向を一般化して認識する利
点があるものの、技術そのものを分析したことにならない。児玉によれば、「技術は全ての
面において特定的（specific）」なためであり、他方、「一般化されていない事例研究は、単
に物語を語っているだけ」である[29]。本章ではこれら 2 つの方法を、どちらかといえば前
者に軸足をおきつつ融合する。先ず、出願特許データを用い、マクロ的な観点から技術ア
ーキテクチャの方向性を計測する。次にそのデータを用い、共同出願者同士の関係に注目
したネットワーク分析により総合建設業の研究開発活動の動向を可視化する。これはミド
ルなアプローチに位置付けられる。最後に 1981 年以降の市場動向や主な出来事を記述し、
先の 2 つの分析結果との照合を行う。このミクロ的な視点を加えることにより、出願特許
データという代替データによる分析に対する信頼性を確保しようとする。 
このような方法論で、分譲集合住宅の技術アーキテクチャを分析する。分譲集合住宅は
1990 年代後半から超高層化が進む。したがって、それ以前、超高層化市場の草創期、超高
層化市場の確立期という 3 つの時代区分での比較分析が可能となる。次に、顧客企業にお
ける建築物の利用目的の視点を導入する。つまり「販売目的」である分譲集合住宅とほか
の建築目的を比較分析する。そこで、「自己使用目的」の建築物の事例として電子デバイス・
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半導体製造施設を取り上げ、同じ方法で分析する。「販売目的」と「自己使用目的」の分析
結果を比較することで、「建築物のアーキテクチャが変化する方向性は、顧客企業が建築を
利用する目的で異なる」という第 1 仮設を検証するとともに、分譲集合住宅における技術
アーキテクチャの変化の特徴を明らかにする。 
 
4.2. 超高層分譲集合住宅の分析 
4.2.1. 出願件数と市場動向 
分譲集合住宅に対して出願された特許を同定するための検索式43を作成し、「発明の名称」、
「要約」、「特許請求の範囲」に検索式のキーワードが含まれる特許を公開特許公報で検索
した44。入手したデータは、出願者に総合建設業を含むか否かにかかわらず分譲集合住宅を
対象に出願された特許である。このデータから、個人の単独出願と個人同士の共同出願を
取り除き、5,190 件の出願特許データベースを作成した。 
図 23 は、集合住宅に特化した特許出願件数と分譲集合住宅の着工戸数45の年次推移を併
せて表記したものである。出願件数は 1983 年まで僅かで、その後急増する。1990 年を境
に一旦減少するが、1990 年代中盤から増加に転じる。出願件数は 2000 年付近に全体のピ
ークとなり、以降は一貫して減少傾向にある。着工戸数は 1985 年から 1990 年にかけて増
加し、バブル経済崩壊とともに 1992 年まで急減する。その後 1994 年に急増して全体のピ
ークを迎え、1996 年の減少、2000 年の増加を経て 2006 を境に減少に転じる。このように
出願件数と着工戸数の推移は両者でピークの時期が異なるが、増減の推移は概ね似た傾向
である。 
 
 
図 23 集合住宅に対する特許出願件数と分譲集合住宅着工戸数の推移 
                                                  
43 ((集合+共同)*(住宅)+マンション)。 
44 本稿のデータは 2011年 1月に検索した公開特許である。利用サイトは野村総合研究所のサイバーパテン
トを利用した。 
45 株式会社不動産経済研究所の全国マンション市場動向による。 
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4.2.2. 出願動向の分析 
先に述べた出願特許データの内、1981 年以降に出願された 5,165 件のデータを、総合建
設業46が出願者に名を連ねる特許とそれ以外に仕分ける。ここでは、総合建設業が出願者に
含まれる特許を「総合建設業」、含まれない特許を「総合建設業以外」と呼ぶことにする。 
これらをさらに、単独出願と共同出願で層別して A～H で区分された IPC のセクション
別に集計したうえで、不規則さを表す概念である平均情報量47（以下、エントロピーと呼ぶ）
を算出する（表 2）。前年区分と比較したエントロピーの低下は出願特許の技術分野が特定
セクションに偏る傾向、増加は多角化する傾向を示す[60]。 
出願数全体に占める「総合建設業以外」の比率は、1980 年代から順に 84.5％、83.9％、
92.7％と常に高い比率で推移している。このことから「総合建設業以外」が当該建築種別に
おける特許出願の全般的な傾向をあらわすと問題なく仮定できる。 
エントロピー増減率の増加を技術的多角度の分散、減少を技術的多角度の集中、出願件
数増減率の増加を研究開発活動の拡大、減少を研究開発活動の縮小と換言すれば、全般的
な傾向と比較した総合建設業の特許出願動向を相対的に把握できる。図 24 は、表 2 に示
した出願種別ごとに、1980 年代を基準とした 1990 年代と 2000 年代のエントロピーの増減
率を縦軸に、出願件数が占める割合の増減率を横軸にプロットしたものである。図中の三
角印に実線は単独出願、四角印に破線は共同出願をあらわし、矢印は 1980 年代、1990 年
代、2000 年代の順にプロットをつないでいる。 
「総合建設業」の単独出願は、1990 年代にエントロピーが 1.52 から 1.12 へと低下し、
出願件数が 169 件から 293 件に増加する。2000 年代はエントロピーが 0.98 に微減、出願
件数比率が 112 件へと大きく減少する。それに対して共同出願は、1990 年代にエントロピ
ーが 2.12 のままで出願件数が 42 件から 28 件へと減少し、2000 年代はエントロピーが 2.12
から 1.25 へと大きく低下、出願件数が 21 件へと微減する。その結果、2000 年代のプロッ
トは、単独出願と共同出願ともに、エントロピーと出願件数の増減率の両方が低い位置に
ある。 
一方で「総合建設業以外」は、出願件数、エントロピーともに増減率が僅かである。ま
たエントロピーは単独出願と共同出願ともに 2.3 前後にあり、長期に高位安定的である。 
これらから総合建設業の研究開発活動の動向は、全般的な傾向に対して、単独出願が 1990
年代に集中と拡大、2000 年代に集中と縮小、共同出願が 1990 年代に縮小、2000 年代に集
中という動きとしてとらえることができる。長期的には、単独出願（内部）、共同出願（外
部）の両側面で出願数が減少かつ技術分野が偏る傾向にある。 
集合住宅の 1980 年代は、揚重などが含まれる B セクションや給湯設備などが含まれる F
セクションの特許が他の年代と比較して多く共同出願されており、総合建設業が集合住宅
                                                  
46 総合建設業を次に示す準大手以上の企業とした。鹿島建設、清水建設、大成建設、大林組、竹中工務店、
長谷工コーポレーション、戸田建設、西松建設、五洋建設、前田建設工業、三井住友建設。 
47 H=特許分類のエントロピー、p=出現確率、i＝筆頭 IPC セクションとすれば、H=‐∑((pi)×log2(pi))。
数値が大きいほど不規則＝多角的と解釈する。本稿のケースでは最大値が 3となる。 
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に関する研究開発活動を促進していたと推測される。その後、単独・共同を問わず E セク
ションの出願比率が増加する。 
 
表 2 集合住宅の出願動向 
 
 
 
図 24 出願件数とエントロピーの増減率 
 
4.2.3. 共同出願動向の分析 
共同出願ネットワークの概要 
共同出願における出願者同士の関係を各年代で比較分析することで、共同的研究におけ
る総合建設業のポジショニングの変化を詳細に把握することが可能となる。そこで先に述
べた出願特許データベースから共同出願データを抽出し、共同出願者48の関係で対称行列49
を年代ごとに作成した。以下、この行列を共同出願ネットワークと呼ぶ。表 3 は分譲集合
                                                  
48 本論文では個人のみ、個人同士の共同研究を分析対象から除外しているが企業と個人の関係は分析対象
に含むため、共同出願者と表記する。 
49 例えば、A、B、Cの 3者による共同出願の場合、A－B、B－C、A－Cの 3 カ所とそれを転置した 3カ所の
計 6カ所に 1 が記述される。本稿では出願数などの重みづけをしていない。 
A B C D E F G H 合計
1980年代 6 8 5 0 123 13 4 10 169 1.52
1990年代 9 7 1 1 240 16 12 7 293 1.12
2000年代 1 1 0 0 92 3 12 3 112 0.98
1980年代 1 13 0 0 16 6 4 2 42 2.12
1990年代 1 2 0 1 15 3 4 2 28 2.12
2000年代 1 2 0 0 16 1 0 1 21 1.25
1980年代 61 69 41 1 326 147 131 229 1,005 2.51
1990年代 77 71 36 9 482 111 316 355 1,457 2.40
2000年代 67 73 8 7 406 98 323 520 1,502 2.26
1980年代 6 10 3 0 68 30 19 7 143 2.16
1990年代 9 9 5 1 100 23 34 26 207 2.22
2000年代 6 16 4 0 63 14 49 32 184 2.35
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縦軸はエントロピーの増減率、横軸は特許出願件数の増減率を示す
（増減率＝1980年代を1とした各年代の増減率）
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住宅の共同出願ネットワークにおける代表的なネットワーク指標を示したものである。各
用語の意味は次の通りである。 
・ ノード＝出願者 
・ リンク＝共同出願関係 
・ ネットワーク密度＝存在しうる最大のリンク数に占める実際のリンク数の割合50 
・ クラスタリング係数＝ノード iに隣接しているk個のノードの中の 2個を選んだとき
に、その 2 個が隣接しているかどうかの割合を表す量51 
・ コンポーネント数＝2 以上のノードが連結した独立したサブグラフ 
 
ノード数とリンク数は 1980 年代から 1990 年代にかけて増加し、2000 年代は微減する。
ネットワーク密度は 1990 年代に半減した後、2000 年代は同水準である。クラスタリング
係数は 1990 年代に微減した後、2000 年代に増加する。 
コンポーネントの構成は、ノード数が 50 を超える大規模コンポーネントが 1 つ、4～20
者の中規模コンポーネントが 10 前後、3 者以下の小規模コンポーネントが大多数を占める
という構成が 1990 年代まで続く。2000 年代は、最大連結成分のノード数が 27 に縮小し、
中規模コンポーネント数が前年代比 1.6 倍の 18 に増加する。小規模コンポーネント数が占
める割合は、1980 年代から順に 78％、89％、81％と安定的な推移である。 
共同出願ネットワークは 2000 年代に急速な分散化が進展した半面、コンポーネント内の
緊密度が強まっている。また 1990 年代から 2000 年代にかけて中小規模コンポーネントを
中心とした研究開発活動へと急速にシフトしている。ネットワークの規模は 1990 年から大
きく変化していない。 
 
表 3 共同出願ネットワークのネットワーク指標 
 
 
  
                                                  
50 本稿では、ノード＝出願者、リンク＝共同出願関係である。nをノード数、xiをノード iが持つリンク
数、Eiをノード iが持つクラスタ数とすれば、ネットワーク密度＝(2∑xi) / (n(n‐1))、クラスタリング
係数＝各ノードのクラスタリング係数 Ciの平均値：Ci=(2Ei) / (xi(xi‐1))。 
51 クラスタリング係数＝各ノードのクラスタリング係数 Ciの平均値：Ci=(2Ei) / (xi(xi‐1))。 
ネットワーク指標 1980年代 1990年代 2000年代
ノード数 208 322 305
リンク数 434 572 528
ネットワーク密度 0.020 0.011 0.011
クラスタリング係数 0.531 0.516 0.557
コンポーネント数 58 106 103
　2 37 72 69
　3 8 22 15
　3<20 12 11 18
　20< 1 1 1
　　最大連結成分数 52 62 27
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各年代の共同出願ネットワークをグラフで表現したものを図 25 に示す。表 3 にみるよ
うに 2 者間（ダイアド）、3 者間（トライアド）の共同出願数が多いため、コンポーネント
数が 3 以下の関係は除いている。また、黒塗りのノードは総合建設業を示している。 
1980 年代の最大連結成分は、大手総合建設業 2 社が各々ハブ的な役割を担っている。総
合建設業と共同出願をしている他産業の企業も他産業同士で多くの共同出願がある。この
52 者から成る最大連結成分は、先の大手総合建設業 2 社を含む複数の輪状ネットワークで
構成されている。なお、この年代のネットワークに総合建設業同士の共同出願は存在しな
い。このことから 1980 年代の共同出願は、産業間での知識の相互補完が主要な目的であっ
たと推測できる。 
1990 年代は、1 つの集合住宅専門の準大手総合建設業を経由して 2 つの大きなネットワ
ークが連結する 62 者から成る最大連結成分がある。この最大連結成分は、総合建設業が属
する集団と属しない集団に大別でき、前者の集団には総合建設業同士の共同出願がある。
1980 年代と比較して最大連結成分のノード数が増加している反面、クリーク52数が減少し
ている。この現象は、先の集合住宅専門の準大手総合建設業が多くの関係を持つスケール
フリーの構造と解釈できる。反面、この企業がいなければこの最大連結成分は 4 つに分解
する。この年代の共同出願は前の年代と比較して共同出願相手の多様性が低下していると
解釈できる。 
2000 年代の最大連結成分は 7 者から成るクリークを中心としたコンポーネントである。
総合建設業 7 社の内 4 社がこのコンポーネントに属しており、そのうち 2 社が先のクリー
クに属している。残りの 3 社は中規模コンポーネントに属し、その内 2 社はハブ的な役割
を担っている。この年代の共同出願ネットワークは、クラスタリング係数が高い半面、3 つ
の中で最も分散的と言える。 
 
 
図 25 共同出願ネットワークのグラフ 
 
                                                  
52 ノード間が全てリンクで結ばれた完全部分グラフ。 
1980年代 1990年代 2000年代 ●は総合建設業を示す
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ノードが持つリンク数で中心性を評価する次数中心性53、仲介者としての役割の度合いを評
価する媒介中心性54、筆頭出願者としての特許出願件数とその特許が権利化された件数（以
下、特許化数と呼ぶ）の 4 つの操作変数を用い、総合建設業かどうかを従属変数とした判
断分析55の結果を表 4 に示す。説明変数はステップワイズ法で除去しており、表 4 に示し
た判別関数は総合建設業かどうかの判別に役立つことを意味している。どの年代において
も、総合建設業の重心はプラス側、判別関数の有意確率は 1％水準で有意、判別的中率は
90％以上である。 
 
1980 年代 
次数中心性の高さと特許出願件数（筆頭）の多さで総合建設業を説明できる。総合建設
業は多数の出願者と多くの特許を筆頭出願者として出願していたと推測される。しかし、
それらの特許化数（筆頭）は統計的に説明力を持たない。以上から 1980 年代の総合建設業
は、共同研究開発活動の実施を目的に、その活動を積極的に推進していたと解釈できる。 
 
1990 年代 
媒介中心性の高さで総合建設業を説明できる。これは総合建設業が橋渡し的な役割を担
っていたことを示す。しかし総合建設業を取り巻くネットワークの緊密さが 1980 年代と比
較して低下した結果とも解釈でき、図 25 を見る限りこの推測は正しいように思われる。 
 
2000 年代 
次数中心性と媒介中心性の高さおよび特許化数（筆頭）の低さで総合建設業を説明でき
る。しかし、1990 年代と比較して縮小した最大連結成分の中心位置に存在する 7 者から成
るコンソーシアム的な完全グラフのバイアスが、次数中心性や媒介中心性に影響している
可能性がある。特許化数（筆頭）の値からも 2000 年代の総合建設業の共同出願は、コンソ
ーシアム的な活動への参加を中心とした共同研究開発活動の成果が多いと解釈できる。 
以上から、共同出願ネットワークにおける総合建設業の中心的役割は、年代を追うごと
に、総合建設業以外への影響力が低下傾向にあると解釈できる。 
 
  
                                                  
53 xijをノード i と kのリンク数とすれば、次数中心性 CD(ni)=∑j(xjk)。 
54 gjkをノード i と kの全リンク数、gjk (ni)を gjkにノード iが介在するリンク数とすれば、媒介中心性
CB(ni)=∑j<k((gjk(ni)) / gjk)。 
55 判断分析の説明変数とした中心性のデータは等分散を仮定できないため 、判別の方法にマハラノビスの
距離を用いた。判別関数の符号がマイナスの場合、重心がマイナスの群に寄与していると解釈できる。 
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表 4 集合住宅：中心性等を操作変数とした判断分析の結果 
 
 
4.2.4. 技術アーキテクチャのポジショニング考察 
アーキテクチャのポジショニングを考察する枠組み 
以上、集合住宅に対して出願された特許データを分析した。この分析結果から総合建設
業の研究開発活動からみた技術アーキテクチャのポジショニング・シフトを考察する枠組
みを以下に述べる。 
ここに図 26 の S を顧客企業の事業システムとし、その構成要素を{ s1, s2 }とする。この
中で s1 を建築物とし、{ s11, s12 }を総合建設業の技術とする。他方の s2 は総合建設業以外
が提供する S の構成要素で、それらの企業の技術を{ s21, s22 }とする。s11 と s12 の相互依
存関係は建築物 s1 の「中アーキテクチャ」をあらわす。建築物 s2 の「外アーキテクチャ」
である{ s1, s2 }は、その下位階層にある{ s11, s12 }と{ s21, s22 }の相互依存関係であらわす。 
「中アーキテクチャ」は総合建設業の単独出願データによる、出願数と技術的多角度で
評価する。「外アーキテクチャ」は総合建設業の共同出願データによる、出願数と技術的多
角度にネットワーク分析の結果を加味して評価する。技術的多角度は、分散を多様な技術
の探索と解釈してインテグラルな傾向、集中を技術的専門化と解釈してモジュラーな傾向
と考える。以上に述べた枠組みで技術アーキテクチャのポジショニング・シフトの方向性
を考察する。 
 
 
図 26 ポジショニング考察の枠組み 
 
  
説明変数 1980年代 1990年代 2000年代
次数中心性 0.598 － 0.522
媒介中心性 － 1.000 0.821
特許出願数（筆頭） 0.633 － －
特許化数（筆頭） － － -0.607
総合建設業以外の重心 -0.107 -0.900 -0.151
総合建設業の重心 2.359 1.631 2.594
有意確率 0.00 0.00 0.00
判別的中率 91.3% 90.4% 92.1%
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アーキテクチャのポジショニング 
全体と比較した総合建設業の単独出願は、技術的多角度が 1990 年代から 80 年代、2000
年代にかけて継続して低下する。このように出願特許の技術分野が集中傾向にある中で、
出願数は 1980 年代から 90 年代にかけて急増、その後 2000 年代に急減する。この動向は
研究開発活動の方向性が混沌とした状態から専門分化した状態でその量が拡大し、さらに
専門化が進みつつ活動が収束する、つまり技術の完成に至る過程と解釈できる。このよう
に「中アーキテクチャ」は、1980 年代のインテグラルから 2000 年代のモジュラーへと直
線的なシフトを確認できる。 
共同出願の技術的多角度は、1980 年代と 90 年代の 20 年間はエントロピーが 2.12 と高
位安定である。この間の出願件数は 42 件から 28 件へと減少する。これを出願数全体に占
める比率でみると、20％（42÷211×100％）から 11.5％（28÷321×100％）へと大きく
低下している。つまり、総合建設業とそれ以外の企業が互いに調整する技術分野はあまり
変わらない一方で、その必要性が低下したと推測できる。これは、総合建設業が中心的位
置にいながらも、総合建設業を取り巻くネットワークの緊密さが 1980 年代と比較して低下
するとした共同出願ネットワーク分析の結果と整合する。つまり 1980 年代から 90 年代に
かけて、「外アーキテクチャ」がインテグラルとモジュラーの中間領域へとシフトしたと推
測できる。続く 2000 年代は、技術的多角度が急減、出願件数が微減する。また、共同出願
ネットワークの分析から、1990 年代から 2000 年代にかけて中心的役割としての影響力が
低下するという経路を認識した。つまり 1990 年代から 2000 年代にかけての「外アーキテ
クチャ」は、モジュラー化がさらに進展したと考えられる。したがって、「外アーキテクチ
ャ」は、1980 年代のインテグラルから 2000 年代のモジュラーに向けて直線的にシフトし
たと解釈できる。 
以上から、総合建設業の視点、つまり分譲集合住宅における建築物の技術アーキテクチ
ャのポジショニングは、1980 年代の「中インテグラル・外インテグラル」から 2000 年代
の「中モジュラー・外モジュラー」へと連続的にシフトしたという結論を得る。 
 
 
図 27 研究開発活動における総合建設業のポジショニング・シフト 
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市場動向による例証 
1980 年代は、高層化と高級化が進展する中で、工法から住宅部品の幅広い範囲で集合住
宅に関する研究開発活動を促進していたと推測される。この時期の共同出願データは、当
時の政策に対する考慮が必要だが56、マクロ的な動向としてこの推測に異論はないと考える。
その後総合建設業は、単独・共同双方で E セクションに傾注、共同出願ネットワークにお
ける中心的役割の希薄化が進展する。また、3 章で論じたように住宅部品のモジュール化が
進むことで、共同出願全体が技術分野的に閉じたネットワークへとシフトする。住宅部品
のモジュール化が進展する過程において、分譲集合住宅の技術体系が漸進的にモジュラー
型へとシフトしたと考察できる。このように分譲集合住宅では建築物の「外アーキテクチ
ャ」にモジュール化の慣性がはたらいている。これは製造業における製品アーキテクチャ
が次第にモジュラー化に向かう一般的な性質[22][23]と整合的である。 
 
 
図 28 集合住宅の技術アーキテクチャの変化 
 
分譲集合住宅市場はバブル景気終焉の影響を受け、1992 年の年間新規着工戸数が
133,873 戸まで減退する。ところが低金利政策の継続と地価下落、および 1997 年の高層住
居誘導地区創設に伴う容積緩和、さらに元国有地や企業跡地などまとまった土地を都心部
                                                  
56 1976年のハウス 55プロジェクトにおける「新住宅供給システム提案競技（清水建設、竹中工務店、ミ
サワホームを各々含んだグループが選出）」、1979年に竣工した「芦屋浜高層住宅プロジェクト提案競技（竹
中工務店を含むグループが選出）」などの工業化促進に対する国家施策など。 
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で取得可能となったことで、1994 年から年平均 20 万戸の供給が続く57。その後、2002 年
に成立した都市再生特別措置法による容積率の大幅な緩和施策などにより、都市部を中心
とした大型タワー型マンションブームが発生する。40 階、高さ 100m を超える超高層集合
住宅の実現には、免振や高強度コンクリートなどゼネコンによる技術開発が必須である。
つまり、1990 年代から 2000 年代にかけて総合建設業における出願特許の技術的多角度（エ
ントロピー）が急激に低下した要因である構造関連技術分野への研究開発活動の傾注は、
大型タワー型マンションという新しい市場の創出に向けた総合建設業の先行投資であった
と考えられる。以上から、総合建設業の研究開発活動は、分譲集合住宅販売事業の環境変
化に対する顧客企業のニーズへの即応あるいは超高層マンション市場創造で顧客企業に選
択されるための先行投資により中モジュラー化が進展したと考察できる。 
 
4.3. 自己使用目的との比較 
4.3.1. 比較分析の概要 
前節において出願特許データを用い、分譲集合住宅における技術アーキテクチャのポジ
ショニング分析を行った。分析と考察の結果、分譲集合住宅の研究開発活動における総合
建設業のポジショニングは 1980 年代から一貫して「中モジュラー・外モジュラー」の方向
にシフトしていることを確認した。また、住宅部品のモジュール化が「外アーキテクチャ」
の漸進的なモジュラー化をうながし、分譲集合住宅販売事業の環境変化や超高層マンショ
ン市場の創造に対する総合建設業の対応が中モジュラー化をうながしたと考察した。この
ことは、顧客企業の事業環境の変化が分譲集合住宅の技術アーキテクチャの変化に影響を
およぼすことを示唆している。ただし、その変化が総合建設業の研究開発活動における一
般的な傾向かあるいは顧客企業の事業によって異なるのかを判別できない。 
本節では、このようなアーキテクチャの変化が顧客企業における建築物の利用目的によ
って異なるかどうかを検証する。第 1 章で述べたように顧客企業の事業に注目した建築物
の分類は、「自己使用目的」「販売目的」「賃貸目的」という 3 タイプの「利用目的」に大別
できると本論文では考える。ここでは、「販売目的」の比較対象として「自己使用目的」を
選択し、技術アーキテクチャが変化する要因を中心に「販売目的」と比較する。 
 
4.3.2. 自己使用目的の例：電子デバイス・半導体製造施設の概況 
日本の半導体産業は、超 LSI 製造に関する共通基盤の技術開発を目的として 1976 年から
1980 年まで設置された「超エル・エス・アイ技術研究組合」を転機とし、1980 年代後半に
躍進した[61]。電子部品・デバイス・電子回路製造業の工場は、1987 年から 1991 年の 5 年
間で 723 の物件が建設されている。この時期の半導体工場では、排水やガスの処理技術、
クリーンルームの高度化などが主要な課題であった。しかし米国の逆転や韓国・台湾企業
の台頭により 1992 年頃から日本の半導体メーカーは低迷し、2000 年前後には事業統合や
                                                  
57 マンションの新規着工戸数は国土交通省「建築物着工統計」による。 
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ダウン・サイジングが相次いだ。しかし 2000 年代中盤からはデジタル家電など半導体アプ
リケーションの急速な普及により日本国内の大型新工場の建設計画が増加した[62]。この間
における工場建設物件数は、1994 年から 2003 年の 10 年間に 557 件であったのに対し、
2004 年から 2008 年の 5 年間は 344 件となる。近年では、微細化・高集積化やウエハーサ
イズの大口径化に対応するための微振動制御、フレキシブルな設備レイアウト変更に対応
する柱間隔のロングスパン化、地震リスクに対する免震化などが課題となっている[63]。 
以上のように半導体工場の建設市場は、1980 年代に拡大し、1990 年頃にいったん縮小す
る。その後 2000 年以降は建築に求められる機能が多様化しながら市場が回復基調となる点
に、分譲集合住宅と似た傾向を確認できる。 
図 29 は、電子デバイス・半導体製造施設に対する出願特許件数と電子部品等製造業の工
場立地件数58の年次推移を示したものである。検索の結果、電子デバイス・半導体製造施設
で 1,486 件の出願特許が抽出された59。出願特許件数の推移は分譲集合住宅と似たような傾
向で、1983 年まで僅か、その後急増、1990 年を境に一旦減少するが 1990 年代中盤から増
加に転じ、2000 年付近に全体のピークとなる。その後の減少傾向は分譲集合住宅と比較し
てやや急である。また、1980 年代や 90 年代に工場立地件数と出願特許件数が同じような
傾向で増減する様子も分譲集合住宅と類似した動きである。 
このような背景から、自己使用目的の事例として電子デバイス・半導体製造施設を、分
譲集合住宅すなわち販売目的との比較対象とする。 
 
 
図 29 電子デバイス・半導体製造施設に対する特許出願件数と工場立地件数の推移 
 
                                                  
58 経済産業省「工場立地動向調査」による。 
59 ((半導体+集積回路+LSI+ウェハ+ ウェハー+ウェーハ+ウエハ+ウエハー+ウエーハ+クリーンルーム+液晶
パネル+プラズマディスプレイ)*(工場+施設))。 
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4.3.3. 出願動向の分析 
「総合建設業」の単独出願は、1990 年代にエントロピーが 2.07 から 1.38 へと低下した
後に 2.31 へと大きく上昇する。出願件数は 1990 年代に 30 件から 27 件へと微減、2000 年
代は 19 件へと減少する。共同出願のエントロピーは 1990 年代に 1.84 から 1.50 へと低下
し、2000 年代も同じ水準で推移する。出願件数は、1990 年代に 7 件から 4 件に減少し、
2000 年代も同じ水準である。 
一方で「総合建設業以外」は、1990 年代に単独出願のエントロピーが 2.56 から 2.11 へ
と微減、出願件数が 346 件から 409 件へと増加する。2000 年代は、エントロピーが 1.95
へとさらに微減し、出願件数が 502 件へと微増する。共同出願のエントロピーは 1980 年代
から順に 2.38、2.11、2.45 と高位水準で増加傾向、出願件数は 58 件、47 件、33 件と一貫
した減少傾向にある。 
全般的な傾向と比較した総合建設業の研究開発活動の動向は、単独出願が 1990 年代に集
中、2000 年代に分散と縮小、共同出願が 1990 年代に集中と縮小、2000 年代は変化してい
ない。長期的には、単独出願（内部）で出願数減少と技術分野が一旦偏った後に多角化、
共同出願（外部）で技術分野が偏る傾向にある。 
 
表 5 電子デバイス・半導体製造施設の出願動向 
 
 
A B C D E F G H 合計
1980年代 0 1 3 0 5 14 6 1 30 2.07
1990年代 0 1 0 0 17 7 0 2 27 1.38
2000年代 0 1 1 3 8 4 1 1 19 2.31
1980年代 0 1 0 0 1 2 3 0 7 1.84
1990年代 0 2 0 0 1 0 0 1 4 1.50
2000年代 0 0 0 0 1 2 0 1 4 1.50
1980年代 12 88 38 1 14 46 61 86 346 2.56
1990年代 4 56 41 0 11 27 65 205 409 2.11
2000年代 8 38 54 0 7 34 76 285 502 1.95
1980年代 2 13 5 0 1 6 11 20 58 2.38
1990年代 0 10 2 0 1 4 11 19 47 2.11
2000年代 2 6 4 0 2 2 4 13 33 2.45
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図 30 出願件数とエントロピーの増減率 
 
4.3.4. 共同出願動向の分析 
電子デバイス・半導体製造施設のノード数、リンク数、ネットワーク密度の各指標は、
1990 年代まで安定的だが、2000 年代にノード数とリンク数が 4 割程度減少する。その半
面、ネットワーク密度は 1990 年代から 2000 年代にかけて 1.4 倍に増加する。クラスタリ
ング係数は年代を経るごとに高くなる。 
コンポーネントの構成は最大連結成分のノード数と中規模コンポーネント数ともに減少
傾向にある反面、小規模コンポーネント数が占める割合は、88％、90％、91％と高位でか
つ増加傾向にある。電子デバイス・半導体製造施設の共同出願ネットワークは 1980 年代か
ら一貫して緊密小規模コンポーネント化が進行し、2000 年代にネットワークの規模が縮小
している。 
 
表 6 共同出願ネットワークのネットワーク指標 
 
 
1980 年代は 1 つのノードがハブとなった 11 者から成る最大連結成分を確認でき、1990
年代は 9 者から成る最大連結成分と 7 者から成るコンポーネントを確認できる。ただし、
これらの 3 つのコンポーネントは総合電機メーカーのグループ企業で構成されたものであ
り、これらを 1 つの企業体として考えれば、1990 年代までの電子デバイス・半導体製造施
0.5
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単独出願
共同出願
共同出願
単独出願
縦軸はエントロピーの増減率、横軸は特許出願件数の増減率を示す
（増減率＝1980年代を1とした各年代の増減率）
総合建設業 総合建設業以外
ネットワーク指標 1980年代 1990年代 2000年代
ノード数 87 87 58
リンク数 120 140 84
ネットワーク密度 0.032 0.037 0.051
クラスタリング係数 0.358 0.500 0.618
コンポーネント数 34 30 23
　2 26 15 16
　3 4 12 5
　3<20 4 3 2
　20< 0 0 0
　　最大連結成分数 11 9 7
66 
 
設の共同出願は個別分散的に行なわれていたと解釈できる。 
総合建設業は、1990 年代までそのほとんどが小規模コンポーネントに属しているが、
2000 年代に大手の総合建設業がハブ的な役割を担った 7 者から成る最大連結成分が発生し
ている。この最大連結成分は、大手総合建設業を中心とした 2 つの 3 者クリークが連結し
て形成されている。 
 
 
図 31 共同出願ネットワークのグラフ 
 
総合建設業の企業別に、共同出願者の事業分野と出願した特許の筆頭 IPC のメイングル
ープの関係を表 7 に示す。 
1980 年代と 1990 年代は、製品メーカーや製造装置メーカーなど総合建設業の顧客企業
との共同出願が多数（5 件/7 件）を占めている。1980 年代におけるその他 2 件は排水処理
とガス処理に関する企業である。また IPC を確認すると、1980 年代から 1990 年代に共同
出願された特許は、セクションが B、E、F、G、H に広く分散しているだけでなく、メイ
ングループも多様である。これを図 31 と照合すれば、この時期の総合建設業は 2 者、3 者
から成る小規模なネットワークに属しているケースがほとんどである。したがって 1980 年
代から 90 年代の総合建設業は、特定メーカーとの間だけで個別の問題に対する共同的な研
究開発活動を行っていたと推測できる。1990 年後半に出願された主な特許は、「構造体を利
用した天井内や床下の空調設備空間」、「微振動対策、帯電防止」、「ゾーニング」などの発
明である。当時、このような研究開発を。製品メーカーや製造装置メーカーと行っていた
と解釈できる。ところが 2000 年代は、メーカーなどとの共同出願が極端に減少する。その
一方で、クリーンルームを専門とする公的研究機関や総合建設業同士の共同出願が確認で
きる。これらの特許は、H01L 21：半導体装置の製造や処理に関する分野、E04B 1：建築
構造に関する分野である。 
以上から電子デバイス・半導体製造施設の共同出願ネットワークにおける総合建設業の
研究開発活動は、1990 年代までの特定メーカーと個別の問題を解決する活動、2000 年代は
独自の技術を開拓する活動にシフトしたと解釈できる。 
1980年代 1990年代 2000年代 ●は総合建設業を示す
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表 7 電子デバイス・半導体製造施設：総合建設業と共同出願者の関係 
 
 
4.3.5. 技術アーキテクチャのポジショニング考察 
アーキテクチャのポジショニング 
全体と比較した総合建設業の単独出願は、技術的多角度が 1980 年代から 90 年代にかけ
て出願件数が減少しながら低下する。続く 2000 年代は出願件数が減少しながら技術的多角
度が急上昇する。つまり、総合建設業内部の研究開発活動が継続した低下傾向にある中で、
1990 年代に専門特化型となるが、2000 年代に総合建設業が単独で解決できる技術領域での
課題が多様化したと推測できる。その結果、「中アーキテクチャ」は、インテグラルからモ
ジュラー寄りにシフトした後、インテグラルへの揺り戻しが起きている。 
共同出願はそもそも出願件数が少ないこともあり、定量評価に限界がある。数値上では
出願件数と技術的多角度が歩を合わせるように、1980 年代から 90 年代にかけて減少・低
下し、2000 年代は同水準で推移する。共同出願ネットワークの分析結果から、1980 年代か
ら1990年代まで総合建設業の顧客企業である半導体製造や製造装置のメーカーと個別の問
題に対する擦り合わせ的な共同出願が主流だが、その関係は 2000 年代に希薄化し、総合建
設業や公的研究機関から成る新しいネットワークが形成されるという経緯を推測できる。
つまり、電子デバイス・半導体製造施設における総合建設業の共同的研究開発活動は、顧
客企業（実際の受発注関係になくとも）との活動に注目すべきこと、その関係がインテグ
ラルからモジュラーにシフトしていることの 2 点を確認できる。 
以上から、電子デバイス・半導体製造施設における建築物の技術アーキテクチャのポジ
ショニングは、「中インテグラル・外モジュラー」から「中モジュラー・外モジュラー」を
経て「中インテグラル・外モジュラー」へと比連続的にシフトしたという結論を得る。 
 
年区分 企業名 製品製造 製造装置 その他 公的研究機関 総合建設業
大手A F24F  7
B61B 13 G08B 19
G01N 25
大手C E04F 15
大手D G01N  1 F24F  7
大手A E04B  1
H01L 21
B08B  9
準大手A B65B 55
大手A F24F  7
大手D F24F 13 H01L 21 E04B  1
大手B
大手C
1980
年代
大手B
1990
年代
大手D
2000
年代
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図 32 研究開発活動における総合建設業のポジショニング・シフト 
 
市場動向による例証 
電子デバイス・半導体製造施設の中核技術であるクリーンルームは、1958 年頃からアメ
リカで組織的研究が開始され、その 8 年後の 1966 年に、日本初のクリーンルーム設備が富
士通の川崎工場内に構築された[64]。この後、日本で高度なクリーンルームを必要とする生
産施設の建設が増加し始めるのは 1970 年代に入ってからである。 
草創期のクリーンルームは空調設備機器を扱う企業が主体に開発を進めていたが、1980
年頃に大手総合建設業がクリーンルームの研究開発に参画し、ダウンフロー方式60といわれ
る製造空間全体をクリーン化する建築技術が確立していく。その後、半導体の微細化が進
むにつれて、クリーンルームの構成部品や資材に吸着する 0.1～0.5 ミクロン粒径のゴミや
それらから漏れる微量のガスが、製造する製品の歩留まり向上の問題となる。日本の関連
企業や産学の技術者は、新しい部品、材料、表面処理、施工技術の開発を進め、「スーパー
クリーンルーム」の技術体系が 1987 年に確立する[65]。 
このようにクリーンルームの高度化が進むにしたがい、その建設コスト増大が半導体メ
ーカーの問題となる。そこで、300 ミリウエーハへの転換を期に、局所クリーン化技術を実
装した製造装置の採用が広がっていく。局所クリーン化技術とは、デバイス製造装置の内
部および装置間の搬送部分をクリーン化することで製造空間全体のクリーン度をグレード
ダウンできるものである61。1990 年代に総合建設業の特許出願における技術的多角度が低
下する要因は、新規工場建設需要の低下に加え、軌道の異なる技術へのクリーン化機能の
代替で半導体製造施設の建築技術体系が非連続的に変化し、建築物に求められるクリーン
化技術に対する継続的な技術発展の必要性が喪失したためと考えられる。この変化は、顧
客企業である電子デバイス・半導体メーカーの経済合理的な意思決定によるもので、総合
建設業にとって回避することが不可能と解釈できる。 
                                                  
60 天井全面から均一の清浄な空気がおりてきて床面で吸い込んで循環させる垂直層流方式。作業空間の上
部全面に吸気層、下部全面に排気層を設ける必要がある。 
61 2000年頃にアメリカ、韓国、台湾のメーカーが局所クリーン化技術を採用した 300 ミリウエーハ工場を
稼働させた[99]。その後の半導体市場における日本企業の衰退は記憶に新しい。 
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図 33 電子デバイス・半導体製造施設の技術アーキテクチャの変化 
 
その後普及し始めた液晶・プラズマパネルの製造施設では、2003 年の第 6 世代（1,500
ミリ×1,800 ミリ）工場からこれまでと異なる課題が生じた。それは、製造・加工設備の大
型化による、床の振動、高い階高における高洗浄空間の維持、さらには早い世代交代への
対応を目的とした生産設備レイアウトのフレキシブルな変更を可能とする柱間隔のロング
スパン化である[63]。2000 年前後に総合建設業が出願した特許の内容は、構造体を利用した
天井内や床下の空調設備空間、微振動対策、帯電防止、ゾーニングなどに関連する発明で
ある。 
このような顧客の事業環境の動向は、1990 年代までの顧客企業と共同で課題解決に取り
組む個別分散的な研究開発から、2000 年代の総合建設業同士や公的研究機関との共同研究
へのシフトや総合建設業の単独出願のエントロピー上昇という本節の分析結果と整合的で
ある。顧客企業の市場が草創期で技術的課題が多様な時期には擦り合わせ的な課題解決が
行われ、課題解決の方法が明らかになると組み合わせ的なアーキテクチャとなる。しかし
顧客企業が新たな市場を開拓して別の課題が生じ、過去に蓄積した技術に加えた技術開発
が必要となり「中インテグラル・外モジュラー」のポジションにシフトしたと考える。 
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4.4. 考察 
4.4.1. 両ケースの比較 
「外アーキテクチャ」の変化 
1980 年代 
分譲集合住宅、電子デバイス・半導体製造施設ともに総合建設業を含む共同出願の出願
特許件数とエントロピー値が最大の年代である。共同出願の状態は、分譲集合住宅が総合
建設業を中心とした緊密な相互関係、電子デバイス・半導体製造施設が総合建設業とその
他産業による 2 者間での出願である。1980 年代における外部環境の動向は、分譲集合住宅
が住宅部品のモジュール化が本格化する時期、電子デバイス・半導体製造施設が「日の丸
半導体」の名をほしいままにしている時期で、どちらのケースも 1980 年代は市場が強く拡
大していく時期である。 
両ケースともにこの年代の「外アーキテクチャ」が他の年代と比較してインテグラル寄
りであることの理由は、次のように要約できる。 
分譲集合住宅「マンションという製品の価値向上に向けた可能性の模索」 
電子デバイス・半導体製造施設「半導体製品の高度化に向けた製造施設の課題解決」 
 
1990 年代（1980 年代と比較して） 
分譲集合住宅、電子デバイス・半導体製造施設ともに共同出願特許件数が 4 割程度減少
する。分譲集合住宅はエントロピーに変化がなく、共同出願の状態に分散の傾向が確認さ
れる。電子デバイス・半導体製造施設はエントロピーが低下し、共同出願の状態に大きな
変化がみられない。1990 年代における外部環境の動向は、分譲集合住宅が住宅部品メーカ
ーの独立的な機能改善と超高層化への制度設計が進み始める時期、電子デバイス・半導体
工場が米国の復権と局所クリーン化技術が確立される次期である。 
両ケースともにこの年代の「外アーキテクチャ」が 1980 年代と比較してモジュラー寄り
にシフトすることの理由は、次のように要約できる。 
分譲集合住宅「住宅部品や超高層躯体を提供する企業のモジュールサプライヤー化」 
電子デバイス・半導体製造施設「他産業技術の導入による建築技術体系のモジュラー化」 
 
2000 年代（1990 年代と比較して） 
分譲集合住宅、電子デバイス・半導体製造施設ともに共同出願特許件数に大きな変化が
みられない。分譲集合住宅はエントロピーが 4 割程度低下し、共同出願の状態が明らかに
分散する。電子デバイス・半導体製造施設はエントロピーに変化がなく、共同出願の状態
が総合建設業や公的研究機関同士の関係へと大きく変わる。2000 年代における外部環境の
動向は、分譲集合住宅が超高層化の本格化時期、電子デバイス・半導体製造施設が半導体
から液晶・プラズマディスプレイで日本企業が躍進する時期である。 
この年代の「外アーキテクチャ」が 1990 年代と比較して、分譲集合住宅でモジュラー寄
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りにシフト、電子デバイス・半導体製造施設がモジュラーのままである理由は、次のよう
に要約できる。 
分譲集合住宅「超高層躯体技術への研究開発資源の傾注」 
電子デバイス・半導体製造施設「新しい市場の課題群に対する建築物専業としての対応」 
 
以上から、総合建設業の技術アーキテクチャにおける「外」は、顧客企業の事業環境、
つまり総合建設業における外部環境の動向に応じて分譲集合住宅と電子デバイス・半導体
製造施設は似たような軌道で変化していることを確認できる。双方ともにモジュール化へ
の慣性がはたらく中で漸進的なモジュラー化が起こっている。ただし両者における変化の
背景を比較すれば、分譲集合住宅は「能動的」、電子デバイス・半導体製造施設は「受動的」
という違いがある。 
 
「中アーキテクチャ」の変化 
1980 年代 
分譲集合住宅、電子デバイス・半導体製造施設ともに総合建設業の単独出願特許のエン
トロピーが他の年代と比較して最大である。つまり総合建設業の各企業が内部で多様な技
術分類への研究開発投資を行っていたことを確認できる。 
両ケースでこの年代の「中アーキテクチャ」が他の年代と比較してインテグラル寄りで
あることの理由は、分譲集合住宅で産業構造が、電子デバイス・半導体製造施設で製品製
造プロセス上の課題がまだ不確実な状態にあったためと推測できる。 
 
1990 年代（1980 年代と比較して） 
分譲集合住宅、電子デバイス・半導体製造施設ともにエントロピーが低下する。分譲集
合住宅が 24％、電子デバイス・半導体工場が 43％の低下である。単独出願特許件数は、分
譲集合住宅が 1.6 倍に増加、電子デバイス・半導体製造施設がほとんど変化していない。つ
まり 1980 年代に不確実であった構造や課題に対する理解が進むことによる、総合建設業の
研究開発投資における技術分野の集中化と解釈できる。その程度は電子デバイス・半導体
製造施設が分譲集合住宅と比較して大きい。研究開発活動は、分譲集合住宅で活性化、電
子デバイス・半導体製造施設で停滞化という違いを確認できる。 
両ケースともにこの年代の「中アーキテクチャ」が 1980 年代と比較してモジュラー寄り
にシフトすることの理由は、次のように要約できる。 
分譲集合住宅「総合建設業のコア技術（超高層躯体）への先行投資」 
電子デバイス・半導体製造施設「他産業技術への機能代替による建築技術進化の中断」 
 
2000 年代（1990 年代と比較して） 
分譲集合住宅、電子デバイス・半導体製造施設ともに出願特許件数が減少する。エント
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ロピーは分譲集合住宅で低下、電子デバイス・半導体製造施設で 1.7 倍への増加である。分
譲集合住宅は研究開発活動の集中化が継続、具体的には超高層躯体関連技術への傾注が顕
著となる。電子デバイス・半導体製造施設は大型ディスプレイという新しい製品の製造プ
ロセスへの移行で生じた課題への対応が推測される。ただし出願特許件数が減少している
ことから不確実な状態における手さぐり的な活動ではなく、課題に対する対応策を十分に
認識した上での対応と推測される。 
この年代の「中アーキテクチャ」が 1990 年代と比較して、分譲集合住宅でモジュラー寄
り、電子デバイス・半導体製造施設でインテグラル寄りにシフトする理由は、次のように
要約できる。 
分譲集合住宅「総合建設業の躯体サプライヤー化」 
電子デバイス・半導体製造施設「新しい市場の課題群への計画的な対応」 
 
以上から、総合建設業の技術アーキテクチャにおける「中」は、外部環境に影響を受け
て変化していると解釈できる。分譲集合住宅は、それを構成する部分の専業化が進む中で、
超高層躯体という総合建設業だけが提供できる技術に傾注した研究開発投資により、躯体
サプライヤーとしての地位を確立する。このことは超高層分譲集合住宅が大型になるほど、
それを設計・建設できる総合建設業が限られるという現実と符合している。電子デバイス・
半導体製造施設は、建築と異なる軌道によるクリーン化技術が導入されることで、建築技
術体系の連続的な進化が中断する。そこに新しい課題が生じたことにより、建築技術体系
の再構築が必要となり「中アーキテクチャ」のインテグラル化への揺り戻しが生じたと推
測する。 
 
ポジショニング変化の背景 
分譲集合住宅の販売を事業とするディベロッパーは、住戸の価値向上が建築物を評価す
る価値基準の 1 つと仮定できる。したがって、住宅部品の組み合わせに対する選択肢が増
加することによる価値の拡大、都心部での超高層ライフという希少価値の創出はディベロ
ッパーの要求を満たす。このため、住宅部品や超高層躯体といった各モジュールを提供す
るサプライヤーは、自社の製品や技術が顧客企業に選択されるために研究開発を集中する
行動は経済合理的である。このことが、分譲集合住宅における技術アーキテクチャの一貫
したモジュラー化につながっていると解釈できる。 
電子デバイス・半導体の製造を事業とする顧客企業は、設備投資効率の向上が建築物を
評価する価値基準の 1 つと仮定できる。したがって、統合的に投資効率が向上するのであ
れば建築業以外からの技術導入にも積極的である。このため、建築技術体系に非連続的な
変化が生じる可能性が高くなる。このことが、総合建設業の技術アーキテクチャがモジュ
ラー化とインテグラル化を行き来する現象の背景にある。これは発注者である顧客企業の
判断が建築物の技術アーキテクチャに強く影響する関係にあると解釈できる。 
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このような違いから総合建設業の研究開発活動は、分譲集合住宅といった「販売目的」
の建築で製品開発的、電子デバイス・半導体製造施設といった「自己使用目的」の建築で
インテグレート能力の向上に資源が投入されてきたと推測できる。また、「販売目的」と「自
己使用目的」のどちらにおいて建築技術の発展における連続性や非連続性が生じやすいか
という視点もある。本章の分析が明らかにした範囲では、総合建設業が研究開発活動の中
心的位置にある分類は連続性と相性が良く、その反対である場合に非連続性が生じやすい
という見解を提示できる。これは、前者が顧客企業の製品における製品開発的役割を総合
建設業が担い、後者の発注者が事業施設に対する設備投資効率への強いインセンティブを
持つことと深く関係すると考えられる。 
以上のように、「販売目的」と「自己使用目的」で技術アーキテクチャのポジショニング
が変化した方向性が異なる背景は、顧客企業の建築物に対する価値基準の違いにあると解
釈できる。したがって、「建築物のアーキテクチャが変化する方向性は、顧客企業が建築を
利用する目的で異なる」という第 1 仮設は支持される。 
 
4.4.2. 超高層分譲集合住宅の技術アーキテクチャ 
最後に、分譲集合住宅の 2000 年代における総合建設業における技術アーキテクチャの事
例を述べる。2000 年代に単独・共同を問わず総合建設業の出願特許におけるエントロピー
が低下する直接の要因は、E セクションの固定構造物に技術分野が集中するためである。そ
の代表的な事例として、フリープラン対応と呼ばれる超高層躯体の構築技術がある。 
表 8 は、記載内容に「フリープラン」と「集合住宅」の両方を含む公開特許データを、
出願年と IPC のサブクラスでクロス集計したものである。キーワード検索62で抽出された
73 件のフリープラン対応技術の内、構造関連分野（E04B、E04H）は 43 件と約 60％を占
め、その内 40 件は 2004 年以前の出願である。また、その 40 件の内、2000 年以降に出願
された特許件数は 36 件と 90％を占める。このことから、分譲集合住宅のフリープラン関連
の研究開発は構造関連に偏っており、そのほとんどが 2000 年～2004 年の僅かな期間で技
術的な目途がついていたと推測できる。出願特許の公開は出願から 18 カ月後である。また
出願までに 1 年の研究開発や社内調整の期間を要すると考えれば、これらの研究開発が実
施されたのは 1997 年頃からと想定できる。つまり同時期に進行していた超高層分譲集合住
宅市場創造への法的整備や緩和を意識しつつ、顧客企業に自社の超高層技術が選択される
ための付加価値技術を模索していたと推測される。このことは、総合建設業の製品開発に
対する先行投資と解釈することができる。 
 
  
                                                  
62 ((フリープラン)*(集合住宅))。野村総合研究所のサイバーパテントで 2011年 7月 9日に検索。 
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表 8 フリープランに関する特許の出願動向 
 
 
4.5. 本章のまとめ 
本章では、分譲集合住宅における技術アーキテクチャの変化を総合建設業の研究開発活
動という側面から分析した。分析は、研究開発活動を代表するデータとして公開特許情報
を代替し、エントロピーの概念とネットワーク分析の手法を用いて特許分類と共同出願の
10 年単位の動態を定量的分析から可視化した。つまり、総合建設業の研究開発活動を、多
角化－専門特化、オープン－クローズという 2 軸の組み合わせで、その状態遷移を分析し
たことになる。分析の結果、分譲集合住宅の技術アーキテクチャは、一貫して「中モジュ
ラー・外モジュラー」の方向にシフトしていることを明らかにした。 
さらに、技術アーキテクチャが変化する方向性が、顧客事業における建築物の利用目的
で異なることを検証するために、「自己使用目的」の事例として電子デバイス・半導体製造
施設を取り上げ、「販売目的」である分譲集合住宅と技術アーキテクチャの変化やその背景
について比較分析を試みた。考察の結果、「販売目的」と「自己使用目的」で技術アーキテ
クチャのポジショニングが変化した方向性が異なる背景は、顧客企業の建築物に対する価
値基準の違いにあると解釈でき、「建築物のアーキテクチャが変化する方向性は、顧客企業
が建築を利用する目的で異なる」という第 1 仮設は支持された。本章で得られた知見を以
下にまとめる。 
 
1）「販売目的」では顧客企業の価値基準（組み合わせ可能性の増大、モジュールの機能の
高度化、超高層化市場への対応、多様なプランのラインナップなど）に対応した専門特化、
出願年 E03C E04B E04F E04H F16L F24H G06F G06Q H02G
1988 1
1994 1
1996 1
1997 1 1
1998 1
1999 1 1 2
2000 1 1 7 1
2001 1 7 9 1
2002 2 1 3 1 2 1
2003 1 1 3 1 3
2004 2 2 3 1 1 1
2005 1
2006 2
2007 1
2008 1
2010 1
総計 5 15 8 28 1 1 7 1 7
E03C：上水または排水用の家庭用配管設備、E04B：建築構造一般、E04F：
建築物の仕上げ、E04H：特定目的の建築物または類似の構築物、F16L：管;
管の継ぎ手または取り付け具、F24H：熱発生手段を有する流体加熱器、
G06F：電気的デジタルデ－タ処理、G06Q：管理目的,商用目的,金融目的,経
営目的,監督目的または予測目的に特に適合したデ－タ処理システムまたは
方法、H02G：電気ケ－ブルまたは電線の,もしくは光と電気の複合ケ－ブル
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「自己使用目的」では顧客企業の設備投資費抑制意識による建築技術体系の非連続的な変
化がモジュラー化をうながしている。そのため、前者で連続的な技術進化、後者で技術体
系の再構成が生じやすい。つまり「外アーキテクチャ」の変化は、顧客企業の価値基準で
その性質が異なると解釈できる。 
 
2）一方で「中アーキテクチャ」は、外部環境に影響を受けて変化している。「販売目的」
は建築物を構成する部分の専業化が進むこと、「自己使用目的」は、建築と異なる軌道によ
る技術が導入されることが「中アーキテクチャ」の変化の背景にある。つまり、建築物の
技術アーキテクチャの変化は、総合建設業が顧客企業の製品開発的な役割を担う「販売目
的」が能動的、顧客企業へのインテグレーションが主体となる「自己使用目的」が受動的
という違いがある。分譲集合住宅におけるその代表的な事例として、フリープラン対応技
術という総合建設業の製品開発に対する先行投資が挙げられる。 
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第5章 住戸の生産設計アーキテクチャの変化 
5.1. 本章の概要 
本章では、「技術開発が建築物のアーキテクチャの変化をうながす」という第 2 仮説を検
証する。第 3 章で考察したように住戸構成要素相互の複雑なインターフェイスは、建築側
の構造（躯体、内装）をノンシステムにしておくことで調整業務に集約された。この調整
業務とは、総合建設業の生産設計を指す。一方、前章で分析したように、総合建設業の集
合住宅に対する研究開発活動は固定構造物分野に傾注する傾向があり、その代表的な例と
してフリープラン対応技術がある。一般的にフリープラン対応の構造技術とは、専有部に
梁のない構造体の構築技術を指す。本章では、この技術が分譲集合住宅住戸の生産設計ア
ーキテクチャに与える影響を定量分析する。 
第 1 章で述べたように、近年の首都圏における分譲集合住宅市場は、超高層分譲集合住
宅による供給戸数が増加傾向にある。首都圏の超高層分譲集合住宅による供給棟数あたり
の供給戸数は、1997 年の 242.3 戸／棟に対して 2009 年に 376.6 戸／棟と 12 年で 1.6 倍に
増大している[11]。近年の首都圏における供給戸数に占める超高層比率の増加傾向は、大型
タワー型マンションの建設数増加が背景にあると推測される。 
本章では大型タワー型マンションにおけるフリープラン対応構造体と住戸計画の関係性
について分析的に論述する。具体的には、フリープラン対応構造技術の採用と非採用で住
戸計画に必要となる生産設計ノウハウの構造を統計的に分析し、階層間にまたがる相互依
存関係からその階層構造のアーキテクチャを比較分析する。 
 
5.1.1. フリープラン的なるもの 
分譲集合住宅による住戸の大量供給が広がる中で、フリープランなどユーザー参加型の
供給方式が注目されつつある。 
住宅の分野では、高度成長期を通じて多様化したユーザーニーズへの対応もあり、住戸
計画へのユーザー参加を念頭においた取り組みが多方面で継続的に行なわれてきた。住宅
部品の流通に関しては、日本住宅公団をはじめとする公的機関が 1960 年代よりオープン部
品開発の主導的な役割を果たし、1973 には優良住宅部品（BL 部品）認定制度が創設され、
住宅部品の規格化・工業化が進展した（第 3 章）。住戸供給の制度に関しては、二段階供給
方式、コーポラブティブ方式、スケルトン型定期借地権住宅（通称つくば方式）などを通
じ、2002 年のスケルトン・インフィル住宅の普及促進に向けた環境整備（法務省、国土交
通省）につながった[66][67][68]。住戸の販売に関しては、数種類のバリエーションから間取り
や仕様を選択するセレクトプラン、水まわりの位置など間取りに一定の制約があるセミオ
ーダー、住戸の大きさとかたちだけが決まっていて間取りは水まわりを含めてすべて自由
というフリープランに分類され、これらはフリープランやメニュープランと称して展開さ
れている。このように、分譲集合住宅の住戸計画にユーザーが関与する環境は、部品、制
度、販売方式の各側面から整備されつつある。 
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しかし、フリープランタイプであれば間取りを全て自由に決められるとは限らない。門
脇らは、インフィル計画に対して影響をおよぼすスケルトンの特性について統計的手法を
用いて分析し、スケルトンとインフィルを単に分離しただけでは多様なインフィルの創出
は担保されず、階高や、採光条件といったスケルトンの計画内容が、インフィル計画の自
由度や多様性にも大きく関わってくると考察し、超高層は中高層に比して住戸計画の自由
度が低い傾向にあると結論付けている[69][70]。さらに建築特性相互の影響構造を分析し、住
戸の断面計画と平面計画は独立して計画されているが、住戸の断面計画と設備機器の配置
は密接な影響関係にあることを明らかにしている[71]。これらは構造的な側面から住戸計画
の自由度に言及した有益な知見である。ただし、住戸計画の自由度が高いこととユーザー
が自由に設計できることは別の問題である。 
分譲集合住宅の企画・設計・施工・販売を一貫して手掛ける長谷工コーポレーションは、
板状型と呼ばれる従来型の構造体で小梁や床段差の位置や大きさを統一し、その空間の中
に考えうる住戸プランを 300 種類用意したカタログからユーザーが希望の住戸を選択でき
るマンション供給システム「セルフィット」を開発した[72]。この限りなく自由設計に近い
販売環境を提供できる鍵は、300 種類という膨大な数のプランを技術者が事前に作り込むこ
とにある。 
一般的に建築の設計図は、設計者の意図を表現したものであり、その図面だけで施工で
きない。施工のためには、各種構成部材の取り合いや納まりを仔細に検討した上で、それ
らを加工・取り付けする専門工事会社に彼らが仕事をできる生産情報を伝達する必要があ
る。このような設計から施工への翻訳とも言える生産設計業務には、施工の視点でディテ
ールを確認し、発見した設計上の問題を関係者と微調整する擦り合わせ的なルーティンを
繰り返す能力が求められる。例えばユニットバスやシステムキッチンが大梁と干渉する部
分では、「梁欠き」といったプロジェクトごとの特注設計が必須である。また、それらの排
水配管に合わせてコンクリートの床に段差を設けることもあるが、その直下階の住戸では、
小梁、床の段差と間仕切壁や吸排気ダクトとの取合いを数ミリ単位で位置調整する必要が
ある。また、大梁、外壁、サッシュ、空調室外機の関係など異なる部材が集まる部分では、
各部品を取り付けるボルトや工具のサイズを含めて納まりを検討する必要もある。これら
の調整の良否は作業能率を通じて工事原価を左右する。このような問題を適正品質で解決
するには、生産設計の知識や経験がなければ容易ではない。 
このような住戸の構成要素相互の取り合いに関する問題を専門家が解決したプランを
300 種類も用意した事例が先のセルフィットである。しかし、企画・販売と設計・施工が分
業している一般的な供給体制で多様なプランを事前に作り込んだ標準化は、大抵の場合で
不可能である。したがって、躯体、内装、住宅部品相互のインターフェイス上の問題を解
消するための技術的な工夫が必要となる。つまり第 3 章で述べた「擦り合わせ領域による
インターフェイスの集約」に対する工夫が鍵となる。その技術的解決策が次に述べるフリ
ープラン対応の構造技術である。 
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5.1.2. フリープラン対応技術 
総合建設業は、集合住宅においてユーザー指向やスケルトン・インフィル的な長期耐用
を目的とした技術の研究開発を進めてきた。表 9 は、主な総合建設業のプレスリリースを
検索し、フリープランのキーワードを含む記事の発表年と技術名称を一覧にしたものであ
る63。発表された技術は構造関連に集中しており、2000 年代前半は超高強度コンクリート
を用いた長スパン化やコアウォール構造、中盤はダブルチューブ構造、後半は免震化と組
み合わせたフラットスラブが多くなる。これらの技術は、ユーザー指向や長期耐用だけで
なく、超高層の鉄筋コンクリート造をプレキャスト化して短工期で躯体を建設することと
相性が良い。したがって、施工の効率化も併せて狙って開発されていると考えられ、大型
タワー型マンションでは住戸の販売方式に関わらずフリープラン対応技術の採用が進んで
いると思われる。以上から、大型タワー型マンションにおけるフリープラン対応技術は成
熟しており、その普及も進んでいると推測できる。 
 
表 9 総合建設業のフリープラン対応技術 
 
 
5.1.3. 分析の枠組み 
以上、住戸計画へのユーザー参加の可能性とフリープラン対応技術の動向について述べ
た。先に述べたように、住戸計画にユーザーが参加するためには、住宅部品、設備、内装
間仕切・天井、躯体など構成要素間のインターフェイスで生じる問題を解決できる生産設
                                                  
63 検索した企業は次に示す準大手以上とした。鹿島建設、清水建設、大成建設、大林組、竹中工務店、長
谷工コーポレーション、戸田建設、西松建設、五洋建設、前田建設工業、三井住友建設。鹿島建設につい
ては、企業 HP 内「超高層フリープランハウジング」の技術紹介資料に掲載されている実施事例の着工年を
発表年と読み替えた。 
発表年 企業名 技術名称 分類
清水建設
120Nmm2の超高強度コンク
リート
長スパン化
鹿島建設 スーパーRCフレーム構法 コアウォール
鹿島建設
スーパーRCフレーム構法
+HiRC工法
コアウォール
大成建設
120Nmm2級超高強度コンク
リート
長スパン化
三井住友建設 MAXS構法 逆梁
2002 戸田建設 Super HRC システム 超スパン化
清水建設 SHコアウォールシステム コアウォール
長谷工コーポレーション
ＨＡＳＥＫＯオリジナルマン
ション
販売システム
鹿島建設
ニューRCダブルチューブ構
造
ダブルチューブ
竹中工務店 竹中 Super Flex Tube ダブルチューブ
2005 鹿島建設
コアウォール＋ダブルチュー
ブ構造
ダブルチューブ
前田建設 HIW（ハイウォール）工法 コアウォール
長谷工コーポレーション
フリープランシステム「Ｗｉｖｉ
(ウィビー)」
販売システム
鹿島建設 HIスマートウォール 壁式免震構造
竹中工務店
竹中 Super Flex Tube ＋
Spre Flex Slab
フラットスラブ
三井住友建設
フリープラン対応大スパンフ
ルプレキャスト床構工法
フラットスラブ
2007
2000
2001
2003
2004
2006
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計のノウハウが必要である。そこで、建築の専門家でないユーザーが住戸計画に関与する、
すなわち平面プランの計画だけで住戸が具現化されるための十分条件として、生産設計の
ノウハウが必要となるインターフェイスが少ないことが挙げられる。その必要条件の 1 つ
が、フリープラン対応の構造技術を採用することと仮定できる。 
本章では、フリープラン対応の構造体技術を採用した場合における住戸の構成要素同士
のインターフェイス、すなわち生産設計のノウハウについてアーキテクチャの概念で分析
する。具体的には、取り合い検討が必要な構成要素同士にインタフェイスがあると考え、
これらの関係を構造化する。そして相互関係の濃淡でモジュールに階層化し、モジュール
間相互の関係の複雑性を可視化する。本章では、この構成要素相互における取り合い調整
の関係構造を「生産設計アーキテクチャ」と呼ぶことにする。ここに、モジュールとは相
互依存の緊密さに基づいて設計要素を区分したものであり、モジュラー化とはモジュール
間の相互依存を低減することと改めて定義する。この低減にフリープラン対応の構造技術
が貢献しているという仮説を証明するには、当該技術の非採用、部分的採用、採用で住戸
構成要素同士の取り合い検討の内容を仮定した 3 ケースで住戸計画における生産設計アー
キテクチャを比較分析すればよい。 
ただし、アーキテクチャ研究の分野には、モジュール相互のモジュラーの程度を定量分
析する手法が用意されているわけではない。一般的なアーキテクチャ分析では、機能と構
造の階層構造を記述し、双方の最下階層にある要素同士の対応関係であるインターフェイ
スを事例研究から定義する。そして記述された関係をみてそのシステム全体がインテグラ
ル寄りかモジュラー寄りかを主観的に判断する。このような方法を建築設計に適用するこ
とは容易でない64。また、どの構成要素の組み合わせをモジュールとみるかについての数理
的方法も提示されていない。 
そこで本章では、デザインにおける要求相互の関係をダイアグラムで表現し、それらの
関係を変数として扱うことで、要求の集合を階層的な問題のサブシステムに分解できると
いうアレグザンダーの研究を援用して住戸計画の検討に必要なノウハウのモジュール分割
を試みる。アレグザンダーが『形の合成に関するノート[15]』で提示した方法は次の通りで
ある。「まず、デザインのプログラムを主観的な先入観が入り込む余地のないほど細かな条
件に分割する。つぎに、細分化したプログラム相互の関係の有無をひとつひとつチェック
してマトリクスに組み、それをコンピューター処理によってサブシステム（かれはダイア
グラムと呼んでいる）にグルーピングする。…以下略[73]」。 
本章では、次の手順で生産設計ノウハウのアーキテクチャをモジュール化する。まず、
分譲集合住宅の住戸を構成する要素の集合を作成し、要素同士の取り合いを検討する内容
を文章で記述する。次に文章に基づいて要素相互の関係の有無で 0 か 1 の変数をとる対象
行列を作成する。つぎに、その行列をクラスタリングすることで構成要素をモジュールに
                                                  
64 そもそも機能を客観的に構造化して記述することが建築では難しい。例えば、「住み心地」というような
印象的な機能と「漏水しない」というような物理的な機能を混在させて階層化し、構造要素と対応付けを
行っても何を分析しているのかがわからなくなる。 
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分割し、それらをグラフ表現することでモジュール間の相互依存の程度を可視化する。 
行列のクラスタリングには「Girvan-Newman 法」を用いる[74]。この手法は、クラスタ
リングの精度を図る指標値である ModularityQ65（以下、Q 値と呼ぶ）が最大となる構成要
素の分割点を探索する手法である。Q 値は、クラスタ内の結線数が多くクラスタ間の結線
数が少ない組合せで最大値を示すため、行列として記述した住戸計画の検討内容に対して
理論上最適なモジュールが導出される。 
 
5.2. 生産設計アーキテクチャの分析 
5.2.1. 分析データ 
比較分析する構造形式は、フリープラン対応技術の非採用事例として「板状型耐震壁つ
きラーメン構造（Case1）」、部分的採用事例として「タワー型純ラーメン構造（Case2）」、
採用事例として「タワー型ダブルチューブ構造66（Case3）」の 3 例とした。 
Case1 の板状型耐震壁つき集合住宅は中低層で採用されることが多い構造形式で、1990
年前後の分譲集合住宅をイメージしたものである。当時の分譲集合住宅は、建物高さを抑
えてなるべく多くの住戸を組み込むために、天井裏や床下の空間に余裕が無く、床・壁・
天井の仕上げをコンクリートに直接施すのが一般的である。また、2,800 ㎜前後の低い階高
で水回り設備の排水スペースを確保するために床コンクリートに段差を設け、それを支え
る小梁を適所に設ける必要がある。さらに、その小梁と間仕切壁の取合いについて施工性
を考慮して「納める」検討が必要となる。外壁は一般的に現場打ちコンクリートで、それ
にアルミ製の構製建具やクーラースリーブ、給湯器を取り付ける。給湯器と水廻りの住宅
設備を接続する給水・給湯、追い焚きの配管は、サヤ管と呼ばれるコンクリート埋設専用
電線管（CD 管）を床コンクリートに打ち込む工法が一般的である。 
反面、近年の超高層集合住宅は階高を 3,000 ㎜程度[48]と高くして床コンクリートに部分
的な段差を設けないフラットスラブを採用して小梁を設けないケースが多い。この構造形
式では、天井と床を総 2 重天井、総 2 重床の内装構造とし、天井裏や床下の空間にある程
度の余裕を持たせ、その懐空間に電線や設備系の管を配線・配管する。外壁は一般に ALC
など乾式材料で構成され、それに構製建具やクーラースリーブを取り付ける。これを Case2
とする。 
大梁が井形に設置された構造形式の純ラーメン構造（Case2）に対し、ダブルチューブ構
造は建物の外側と内側に 2 重の円を描くように大梁を配置することで住戸の奥行方向の大
梁を不要とした構造形式である。これを Case3 とする。 
                                                  
65 ejkを、ネットワーク全体におけるクラスタ j,k 間に存在する辺の数の割合，ajをネットワーク全体にお
けるクラスタ j 内に存在する辺の割合としたとき、Q=∑j(ejk-aj
2)。クラスタ内のリンク数がランダムの場
合と変わらなければ Q=0、強いクラスタ構造の場合は Q=1となる値。 
66 外壁の柱・梁で構成される外チューブと、共用廊下の境にある柱・梁で構成される内チューブを厚さ約
350ｍｍのコンクリートスラブで一体化したダブルチューブで建物を支える構造。 
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各々の特徴は下記の通りである。また、各々のケースに対して仮定した主な内装の仕様
を表 10 に示す。 
 
Case1 
1990 年前後の高層 RC 造を想定し、当時の主流である階高 2.8m 前後、主な居室の壁・
床・天井の仕上げをコンクリートに直張りする仕様と仮定した67。 
Case2 
2000 年前後の超高層 RC 造を想定し、当時の超高層の平均値である階高 3.0m 前後、床
板は小梁を必要としないフラットスラブ、総二重床・総二重天井の仕様を仮定した。 
Case3 
2010 年前後の超高層 RC 造を想定し、階高は Case2 と同じ 3.0m 前後、フラットスラブ、
総二重床・総二重天井の仕様を仮定した。Case2 と Case3 の違いは、ダブルチューブ構造
の採用による住戸奥行方向（外周面に対する直交方向）の大梁の有無である。 
 
住戸計画の検討対象とする構成要素は、図 34 に示す住戸プランのイメージを参考に抽出
した（点線は梁の位置を示している）。左図が 1994 年竣工の板状耐震壁つきラーメン構造、
右図が 2007 年竣工のタワー型純ラーメン構造で、双方とも 3LDK の間取りである。 
Case3 のタワー型ダブルチューブ構造は、右図で奥行方向大梁が存在しないと考えて検
討した。右図は、ユニットバスなどの水回り設備の設置を浴室に隣接しているメーターボ
ックス（MB）から排水管の勾配がとれる範囲で設置することを条件に間取りを自由に計画
でき68、間取りが自由ということから、外壁の位置は固定だが開口の位置、数、大きさは自
由計画の範囲と仮定した。 
Case1 は Case2、Case3 の特性を把握するための比較分析対象であることから、先の仮
定と同様に間取りを計画しようとする場合に必要となるノウハウを後に詳述する内容で仮
定した。ただし、水回り設備の排水は住戸内に設置されたパイプシャフト（PS）内の立て
管に接続する設定とした。 
分析の対象とする住戸の構成要素を表 11 に示す。本稿では、納まりや接続のルールが業
界で一般的に標準化されており、検討の余地が少ない構成要素を対象から集合から除いて
いる69。また共用設備は、MB、PS という空間を構成要素に代替した。分析対象として取り
上げた構成要素が十分に網羅されていない可能性もあるが、同じ粒度で仮定した 3 ケース
                                                  
67 LDKのリビング部分と洋室の天井。洗面脱衣所以外の床。外部に面しない（断熱を施さない）コンクリ
ート面の壁。 
68 右図の洋室（約 5.5帖）共用廊下面にシャフトが存在するが、どの水回り設備からも距離があり、それ
らとの関係が低いと考えられるため本稿の仮定では考慮していない。 
69 例えば、サッシ－躯体-ボード－額縁－カーテンボックスの取り合いなどは標準的なディテールが決まっ
ており、住戸計画の際に敢えて検討する必要はない。またシステム収納－PSなども位置取りの観点では検
討が必要と思われるが、その納まりに特別なノウハウが必要な検討ではない。このような間取り上の取り
合いは本章の分析に含んでいない。 
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に対して定量的手法を用いることで、フリープラン対応技術の採用と住戸計画ノウハウの
関係をアーキテクチャの概念で比較分析することが可能と考える。 
 
表 10 分析対象の構造形式と主な内装仕様の仮定 
 
 
 
図 34 参考とした住戸プラン 
  
Case 構造形式 想定年
天井 コンクリートの上クロス張り（廊下、洗
面所、便所等一部二重天井）
床 コンクリートの上フローリング・カー
ペット張り（洗面所など一部二重床）
戸境壁 コンクリートの上クロス張り
外壁 コンクリート＋ウレタン吹付+GLボード
＋クロス張り
給湯器 南面バルコニーに設置
換気 自然換気
冷暖房 壁掛けエアコン、温水床暖房システム
天井 二重天井の上クロス張り
床 二重床の上フローリング張り
戸境壁 耐火間仕切の上クロス張り
外壁 ALC＋ウレタン吹付＋木軸ボード張り
＋クロス張り
給湯器 外周バルコニーに設置
換気 機械式
冷暖房 天井カセットエアコン、温水床暖房
天井 二重天井の上クロス張り
床 二重床の上フローリング張り
戸境壁 耐火間仕切の上クロス張り
外壁 ALC＋ウレタン吹付＋木軸ボード張り
＋クロス張り
給湯器 外周バルコニーに設置
換気 機械式
冷暖房 天井カセットエアコン、温水床暖房
主な内装仕様
板状型耐震壁つき
ラーメン構造
階高：2.8ｍ
床板：t150～180
タワー型純ラーメン
構造
階高：3.0ｍ
床板：フラットスラブ
タワー型ダブル
チューブ構造
階高：3.0ｍ
床板：フラットスラブ
1
2
3
1990年
前後
2000年
前後
2010年
前後
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表 11 検討の対象とする住戸の構成要素 
 
  
種別 ID 部位・部材 Case1 Case2 Case3
1 柱 ○ ○ ○
2 間口方向大梁 ○ ○ ○
3 奥行方向大梁 ○ ○
4 小梁 ○
5 床版 ○ ○ ○
6 外壁 ○
7 耐震壁 ○
8 開口 ○ ○ ○
9 乾式外壁 ○ ○
10 部分二重天井 ○
11 部分二重床 ○
12 総二重天井 ○ ○
13 総二重床 ○ ○
14 梁型 ○
15 ユニットバス ○ ○ ○
16 洗面化粧台 ○ ○ ○
17 システムキッチン ○ ○ ○
18 吊戸棚 ○ ○ ○
19 レンジフード ○ ○ ○
20 便器 ○ ○ ○
21 天井カセットエアコン ○ ○
22 壁掛エアコン ○
23 エアコン室外機 ○ ○ ○
24 床暖房 ○ ○ ○
25 照明器具 ○ ○ ○
26 給湯器 ○ ○ ○
27 レジスター ○ ○ ○
28 給水給湯管 ○ ○ ○
29 排水管 ○ ○ ○
30 追炊き管 ○ ○ ○
31 ダクト ○ ○ ○
32 機械換気 ○ ○
33 冷媒管 ○ ○
34 屋内乾燥機 ○ ○ ○
35 コンセント ○ ○ ○
36 MB/PS ○ ○ ○
37 住戸内PS ○
内装
共用設備
スペース
設備
外装
躯体
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5.2.2. 分析 
Case1：板状型耐震壁つきラーメン構造 
図 34 左図を参考に、表 10、表 11 に基づき、住戸計画に際して構成要素同士の取り合
いで必要となる検討を表 12 に示す内容で仮定した。表 12 の右列は検討の対象となる要素
の関係を表 11 に記述した ID で列記している。例えば「3,15」の記述は ID3 の要素と ID15
の要素で取り合いを検討する必要があり、「3,15 / 3,16」の記述はそれに加えて ID3 と ID16
の関係も検討が必要なことを表している。また「4,15,34」とした記述は、3 要素の相互関
係を検討する必要性を示している。 
 
表 12 Case1：住戸計画に対する検討内容の仮定 
 
 
  
検討の内容
相互関係する
構成要素のID
MB/PSに間口方向大梁が掛かる場合はMB/PSの有効面積を確保する 2,36
ユニットバスや吊戸棚に奥行方向大梁が掛かる場合は梁欠きを設ける 3,15 / 3,18
レンジフードに奥行方向大梁が掛かる場合は換気扇位置やフードの形状
を調整する
3,19
住戸内PSに奥行方向大梁や小梁が掛かる場合はPSの有効面積を確保す
る
3,37 / 4,37
小梁下にユニットバス上の屋内乾燥機を設置する場合は有効寸法を確保
する
4,15,34
小梁や床下がりと間仕切間の隙間には2重天井の設置を検討する 4,5,10
小梁下にレンジフードを設置する場合はダクトの取り回しを検討する 4,19
200㎜程度の床下がりは段差部分に小梁を配置する 4,5
配管用の床下がりには二重床を設置する
5,28,11 /
5,29,11
同じ外壁に複数の開口を設ける場合はそれらの間に鉄筋を配筋できる寸
法を確保する
6,8
排水管敷設部分は配管の勾配を考慮して床段差を設定する 5,29
MB/PSに直結できない排水管敷設付近には住戸内PSを設ける 29,37
ダクト解放部は構造上問題無い部分で間口方向大梁の貫通を検討する 2,31
ダクトは小梁を横切って吊り込みできない 4,31
直天井にダクトを吊り込む場合は梁型を設ける 14,31
コンセントを柱、外壁面に設置する場合はBOX部分を欠き込む 1,35 / 6,35
コンセントを耐震壁に設置する場合はBOXを埋め込む 7,35
二重天井にダウンライトを設ける場合は小梁や床下がりの位置を確認して
懐寸法を確保する
10、25
ユニットバス設置部分はカタログ値に合わせて床下がりを設ける 5,15
ユニットバス、洗面化粧台、システムキッチン、便器には排水管を接続する
15,29 / 16,29 /
17,29 / 20,29
屋内乾燥機、レンジフードにはダクトを接続 19,31 / 31,34
壁掛エアコン設置予定場所には200Vのコンセントを設ける 22,35
壁掛エアコン設置予定場所付近の外壁にはカーテン溜まりを考慮してレジ
スターを設ける
8,22.27
間口方向大梁側面に壁掛エアコンの設置スペースが無い場合は補強板を
設置できる壁にスペースを確保する
2,6,22
エアコン室外機設置予定部分にはそれが隠れる寸法の外壁を残す 8,23
レジスター付近にエアコン室外機を設置する 23,27
レジスターと開口の間は配筋やコンクリート打設が可能な寸法を確保する 6,8,27
床暖房敷込部分はスラブ上部に欠込を設ける 5,24
給湯器設置場所は同じ巾以上の外壁を設ける 6,26
給湯器には床板に埋設された給水給湯管、追い炊き管を外壁貫通して接
続する
6,28 / 6,30 /
26,28 / 26,30
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表 12 に基づいて対称行列を作成し、Girvan-Newman 法を用いたクラスタリングにおけ
る Q 値の推移を図 35、クラスタリングの過程をあらわすデンドログラムを図 36 に示す。
Q 値が最大となる 0.465 を示すのは 3 つのクラスタに区分した時である。この結果をデン
ドログラムと比較すれば、Case1 の構成要素集合は表 13 のモジュールに分割される。 
図 37 は、先に述べた対称行列をグラフ表現し、表 13 のモジュールで要素を集めたもの
である。図 37 から次のことを把握できる。第 1 に、モジュール間をつなぐ結線が、モジュ
ール 1 と 2 の間に 1 本、1 と 3 の間に 2 本、2 と 3 の間に 5 本の計 8 本を確認でき、その
中で 6 本の結線はモジュール間でトライアドを構成している。第 2 に、モジュール 1 と 2
の内部構造は複数のトライアドが重複している。その内の 10 は先のモジュール間の結線に
接続している。このような関係は、モジュール内外で調整を繰り返しながら納まりに関す
る問題を収束させる検討が必要なこと意味しており、Case1 はアーキテクチャがインテグ
ラル、それを構成するモジュールの内部構造もインテグラルと解釈できる。 
 
 
図 35 Case1：クラスタリングに対する Q 値の推移 
 
 
図 36 Case1：クラスタリングに対するデンドログラム 
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表 13 Case1：構成要素のモジュール 
 
 
 
 
 
図 37 Case1：クラスタリング結果のグラフ表現 
  
モジュール ID 部位・部材 種別 モジュール ID 部位・部材 種別
1 柱 躯体 3 奥行方向大梁 躯体
2 間口方向大梁 躯体 4 小梁 躯体
6 外壁 躯体 5 床版 躯体
7 耐震壁 躯体 10 部分二重天井 内装
8 開口 外装 14 梁型 内装
22 壁掛エアコン 設備 15 ユニットバス 設備
23 エアコン室外機 設備 18 吊戸棚 設備
26 給湯器 設備 19 レンジフード 設備
27 レジスター 設備 24 床暖房 設備
30 追炊き管 設備 25 照明器具 設備
35 コンセント 設備 31 ダクト 設備
36 MB/PS 共用設備
スペース
34 屋内乾燥機 設備
11 部分二重床 内装 37 住戸内PS 共用設備
スペース
16 洗面化粧台 設備
17 システムキッチン 設備
20 便器 設備
28 給水給湯管 設備
29 排水管 設備
1
3
2
Module1
Module2
Module3
88 
 
Case2：タワー型超高層の純ラーメン構造 
以下の分析では、Q 値の推移の掲載を割愛する。また、Case2 と Case3 のデンドログラ
ムは図 38 にあわせて掲載する。 
Case2 は、図 34 右図の住戸計画に際して構成要素同士の取り合いで必要となる検討を表 
14 に示す内容で仮定した。Case2 と Case1 の仮定で異なる点は、フラットスラブを採用し
て小梁を無くし、戸界壁と外壁を乾式と仮定したことである。 
クラスタリングの結果、4 つに区分した時の Q 値が 0.612 と最大で、Case2 の構成要素
の集合は表 15 に示すモジュールに区分された。 
要素同士の関係とモジュールの状態を表現した図 39 のグラフからわかるように、モジュ
ール 4 は独立しており、モジュール 1 と 2、1 と 3 は各々、モジュール 1 の ID15 ユニット
バスを介した 1 つの結線だけで結ばれている。また、非連結の要素が 6 つある。表 8 から
各モジュールは、モジュール 1 が間口方向大梁と MB/PS やユニットバスの関係、モジュー
ル 2 が水回り設備機器と総二重床など平面計画の関係、モジュール 3 が奥行方向大梁と吊
戸棚やレンジフード、ダクト、総二重天井など天井裏の関係、モジュール 4 が外壁とバル
コニー設置機器の関係と表現できる。モジュール 4 は複数のトライアドで構成された比較
的密な状態だが、それが重複しているわけではない。他 3 つのモジュールはダイアドだけ
で構成されたシンプルな構造である。Case2 は、Case1 と比較してアーキテクチャ、モジ
ュールの内部構造が共にモジュラーと言える。 
 
表 14 Case2：住戸計画に対する検討内容の仮定 
 
 
検討の内容
相互関係する
構成要素のID
MB/PSに間口方向大梁が掛かる場合はMB/PSの有効面積を確保する 2,36
ユニットバスが間口方向大梁と干渉する場合は梁欠きを設ける 2,15
レンジフードに奥行方向大梁が掛かる場合は換気扇位置やフードの形状
を調整する
3,19
同じ外壁に複数の開口を設ける場合はALCの割り付けを考慮する。 8,9
ユニットバス、洗面化粧台、システムキッチン、便器には排水管を接続する
15,29 / 16,29 /
17,29 / 20,29
屋内乾燥機、レンジフードにはダクトを接続 19,31 / 31,34
機械換気設備にはダクトを接続する 31,32
エアコン室外機設置部分にはそれが隠れる寸法の外壁を残す 8,23
エアコン室外機には冷媒管をALCの割り付けを考慮して外壁貫通して接続
する
9,33 / 23,33
給湯器設置場所は同じ巾以上の外壁を設ける 9,26
給湯器には給水給湯管、追い炊き管をALCの割り付けを考慮して外壁貫
通して接続する
9,28 / 9,30 /
26,28 / 26,30
レジスターはALCの割り付けとカーテン溜まりを考慮して設置する 8,9,27
排水管の勾配を確保できる床下有効寸法を確保する必要がある 13,29
ダクトを吊り込む天井懐寸法を確保する必要がある 12,31
ユニットバスや吊戸棚が奥行方向大梁と干渉する場合は梁欠きを設ける 3,15 / 3,18
レンジフードに奥行方向大梁が掛かる場合は換気扇位置やフードの形状
を調整する
3,19
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図 38 Case2、Case3：クラスタリングに対するデンドログラム 
 
表 15 Case2：構成要素のモジュール 
 
 
 
Case2 Case3
4 3 2 1 4 3 2 1
1 1
5 5
21 21
24 24
25 25
35 35
2 2
15 15
36 36
15 15
16 16
17 17
20 20
29 29
3 3
8 8
9 9
12 12
18 18
19 19
23 23
26 26
27 27
28 28
30 30
31 31
32 32
33 33
34 34
モジュール ID 部位・部材 種別 モジュール ID 部位・部材 種別
2 間口方向大梁 躯体 8 開口 外装
15 ユニットバス 設備 9 乾式外壁 外装
36 MB/PS 共用設備
スペース
23 エアコン室外機 設備
13 総二重床 設備 26 給湯器 設備
16 洗面化粧台 設備 27 レジスター 設備
17 システムキッチン 設備 28 給水給湯管 設備
20 便器 設備 30 追炊き管 設備
29 排水管 設備 33 冷媒管 設備
3 奥行方向大梁 躯体 1 柱 躯体
12 総二重天井 内装 5 床版 躯体
18 吊戸棚 設備 12 総二重天井 内装
19 レンジフード 設備
21
天井カセットエ
アコン
設備
31 ダクト 設備 24 床暖房 設備
32 機械換気 設備 25 照明器具 設備
34 屋内乾燥機 設備 35 コンセント 設備
2
1
4
3 -
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図 39 Case2：クラスタリング結果のグラフ表現 
 
Case3：タワー型超高層のダブルチューブ構造 
Case3 は、Case2 と同じ考え方で構成要素同士の取り合いで必要と考えられる検討を表 
16 に示す内容で仮定した。クラスタリングの結果、4 つに区分した時の Q 値が 0.617 と最
大で、Case3 の構成要素の集合は、表 17 に示すモジュールに区分された。 
図 40 のグラフからわかるように、モジュール 3 と 4 は独立、モジュール 1 と 2 は 1 つ
の結線だけで結ばれており、非連結の要素は 7 つである。表 10 に示す各モジュールは、モ
ジュール 3 がダクトとそれに接続する機器の関係に変わっただけで、他は Case2 と同じで
ある。Case3 は、Case1 と比較してアーキテクチャ、モジュールの内部構造が共にモジュ
ラーと言える。また Case2 との比較では、モジュール間の結線が 1 つ少ないだけで、アー
キテクチャ、モジュールの内部構造ともに顕著な違いを確認できない。 
 
表 16 Case3：住戸計画に対する検討内容の仮定 
 
Module4
Module1
Module2
Module3
検討の内容
相互関係する
構成要素のID
MB/PSに間口方向大梁が掛かる場合はMB/PSの有効面積を確保する 2,36
ユニットバスが間口方向大梁と干渉する場合は梁欠きを設ける 2,15
同じ外壁に複数の開口を設ける場合はALCの割り付けを考慮する。 8,9
ユニットバス、洗面化粧台、システムキッチン、便器には排水管を接続する
15,29 / 16,29 /
17,29 / 20,29
屋内乾燥機、レンジフードにはダクトを接続 19,31 / 31,34
機械換気設備にはダクトを接続する 31,32
エアコン室外機設置部分にはそれが隠れる寸法の外壁を残す 8,23
エアコン室外機には冷媒管をALCの割り付けを考慮して外壁貫通して接続
する
9,33 / 23,33
給湯器設置場所は同じ巾以上の外壁を設ける 9,26
給湯器には給水給湯管、追い炊き管をALCの割り付けを考慮して外壁貫
通して接続する
9,28 / 9,30 /
26,28 / 26,30
レジスターはALCの割り付けとカーテン溜まりを考慮して設置する 8,9,27
排水管の勾配を確保できる床下有効寸法を確保する必要がある 13,29
ダクトを吊り込む天井懐寸法を確保する必要がある 12,31
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表 17 Case3：構成要素のモジュール 
 
 
 
図 40 Case3：クラスタリング結果のグラフ表現 
 
5.3. 考察 
5.3.1. 各ケースにおける住戸計画の特徴の比較 
Q 値は、Case1 が 0.465、Case2 が 0.612、Case3 が 0.617 で、Case1 だけが格段に低く、
Case2 と 3 の差は僅かである。一般に Q 値は 0.3～0.7 の値を示すとされ、Q 値が低いほど
インテグラル、高いほどモジュラーなアーキテクチャとされる[12]。Q 値の比較からは、Case1
がインテグラル型、Case2 と 3 がモジュラー型のアーキテクチャと判断できる。 
Case1 は 3 つのモジュールに区分されるが、モジュール同士の相互関係は密な状態にあ
る。モジュール間を跨ぐ結線で連結した 10 要素の中で、ID5 床版（床段差）、ID37 住戸内
PS は、直上階の住戸計画に応じて決まる要素である。また、これらと連結する ID15 ユニ
ットバス、ID29 排水管は ID5 とトライアドを構成し、ID5、ID15 とトライアドを構成す
る ID4 小梁は ID37 と連結している。これら 5 要素の密な関係は、中層集合住宅の住戸の
断面計画と設備機器の配置が密接な影響関係にあるとする、門脇[71]の意見と符合する。 
また、要素同士の相互関係が密であるモジュール 1 と 2 の部分グラフから次数 1 の葉頂
点を除くと、モジュール 1 は ID2、6（躯体）、ID22、23、26、27、30、35（設備）、ID8
モジュール ID 部位・部材 種別 モジュール ID 部位・部材 種別
2 間口方向大梁 躯体 8 開口 外装
15 ユニットバス 設備 9 乾式外壁 外装
36 MB/PS 共用設備
スペース
23 エアコン室外機 設備
13 総二重床 設備 26 給湯器 設備
16 洗面化粧台 設備 27 レジスター 設備
17 システムキッチン 設備 28 給水給湯管 設備
20 便器 設備 30 追炊き管 設備
29 排水管 設備 33 冷媒管 設備
12 総二重天井 内装 1 柱 躯体
19 レンジフード 内装 5 床版 躯体
31 ダクト 設備 18 吊戸棚 設備
32 機械換気 設備
21
天井カセットエ
アコン
設備
34 屋内乾燥機 設備 24 床暖房 設備
25 照明器具 設備
35 コンセント 設備
-
3
1
4
2
Module4
Module1
Module2
Module3
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（外装）の関係、モジュール 2 は ID3、4、5（躯体）、ID15、19、31、34（設備）、ID10
（内装）、ID37（共用設備スペース）の関係で、高いクラスタ度を推測できる。これらのこ
とから Case1 の住戸計画は、モジュール内で主に躯体と設備の取り合い、モジュール間で
断面計画と設備機器配置の関係といった、生産設計的なノウハウを要する調整が絡み合っ
ていると解釈できる。 
Case2 と Case1 の仮定で異なる点は、フラットスラブを採用して小梁を無くし、戸界壁
と外壁を乾式としたことである。このことにより Case2 は、非連結の 6 要素と、4 つのモ
ジュールに分類される。2 本だけ存在するモジュール間の結線は、ID15 ユニットバスに対
する ID3 奥行方向大梁と ID29 排水管の連結である。これらの結線は、ユニットバスの設
置範囲を明示することで解消できる。各モジュールの部分グラフでは、各々で次数の高い
要素（ID2、29、31、9）にノウハウが集まっていると解釈できる。例えば開口位置や外壁
周りの設備機器配置を検討するモジュール 4 は、ID9 乾式外壁を中心に 7 つの要素が緊密
に結合している。しかしこの部分の納まりは、ALC のパネルサイズや切断・穴あけに関す
る材料規格を明示することで相互依存の低減が期待できる。Case2 の生産設計アーキテク
チャは、フラットスラブ等の採用、すなわちダクトや排水管の敷設に対する冗長性を確保
することで断面計画が容易となり、ユニットバスなどの設備機器の設置範囲や材料の規格
を若干明示するだけで生産設計的ノウハウを要する調整の低減が可能な点に、Case1 との
違いを見出すことができる。 
Case3 が Case2 と異なる仮定条件は、ダブルチューブ構造とすることで ID3 奥行方向大
梁が不要となることである。この生産設計アーキテクチャに唯一残されたモジュール間を
跨ぐ結線は ID15 と ID29 の連結だが、これは Case2 と同じ考え方で解消できる。ID3 の消
滅で、ID15、19 レンジフードの次数が少なくなり、ID18 吊戸棚は非連結要素となる。Case3
は、Case2 と比較して水回り設備の設置可能範囲が広くなる。 
 
5.3.2. インテグラル型とモジュラー型の分類に影響を与える要素の考察 
次に、インテグラル型とモジュラー型を区分する要因を考察する。モジュラー化とは、
モジュール間の依存関係が削減される、すなわちモジュール間のインターフェイスが削除
あるいは集約されることである[12]。そこで、住戸計画のアーキテクチャがインテグラル型
と位置付けた Case1 を構成する要素同士の相互依存関係における中心的な要素を抽出し、
その要素がモジュラー型と位置付けた Case2 でどのような位置付けに変化しているかを比
較する。 
表 18、表 19 は、構成要素間の相互関係の多さを示す次数中心性（D）とその関係の中
で重要な要素であることを示す媒介中心性（B）を乗じて平方根をとった数値（√(B×D)）、
つまり関係が多くかつ重要な要素ほど相対的に高スコアとなる数値の上位 16要素を各々抽
出したものである70。 
                                                  
70 本章では次数中心性と媒介中心性の数値を同じレベルで扱うことができるように、算出した数値の標準
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Case1 の 1 位である ID6 の外壁は Case2 で ID9 乾式外壁に変更した要素で、Case2 の
ID9 は次数中心性が高いものの媒介中心性が低いため 6 位となっている。これは、総二重
床としたことで ID28 を介した他のモジュールとの連結が消滅したことが影響している。 
Case1 で 2 位の ID5 床板は、Case1 が床段差を設け、Case2 がフラットスラブで床段差
を設けない仮定とした要素である。Case1 では次数中心性、媒介中心性共に高いスコアを
示すが、Case2 では両中心性がゼロ、つまり非連結要素となる。 
Case2 は、フラットスラブ採用にあたり総二重床と総二重天井の仮定とした。それに関
連するのが、Case1 で 3～5 位の要素である。3 位の ID29 排水管、5 位の ID31 ダクトは
Case2 でも 3 位、5 位で、どちらのケースでも重要度が高いが、4 位の ID28 給水給湯管は
Case2 で媒介中心性がゼロとなり、重要度が大きく低下する。一方、Case2 の ID12 総二重
天井、ID13 総二重床は媒介中心性がゼロである。ID12 は ID31、ID13 は 29 との連結だけ
で、それらの間にだけパラメータが存在する。 
Case1 の 6 位は、Case2 で存在しないと仮定した ID4 小梁である。ID4 は、次数中心性
が高い半面、媒介中心性が低く、計画全体に対する調整の中心的位置という観点では、床
板と比較して重要度が低い。ID4 は、図 37 からわかるように直接連結する要素が全てモジ
ュール 2 に含まれていることから、当該モジュールでの中心的な検討要素と推測できる。
一般に、小梁をなくすためにフラットスラブを採用するわけだが、小梁は床板に比して住
戸計画ノウハウのアーキテクチャに与える影響が低いと解釈できる。 
 
表 18 Case1 を構成する各要素の中心性 
 
 
 
  
                                                                                                                                                  
化を行っている。 
ID 部位・部材 次数中心性（D） 媒介中心性（B） D*Bの平方根
6 外壁 26.667 36.139 31.044
5 床版 23.333 30.216 26.552
29 排水管 23.333 21.449 22.371
28 給水給湯管 13.333 28.707 19.564
31 ダクト 16.667 22.213 19.241
4 小梁 23.333 14.581 18.445
2 間口方向大梁 13.333 21.102 16.774
35 コンセント 13.333 13.103 13.217
15 ユニットバス 16.667 9.295 12.447
22 壁掛エアコン 16.667 6.828 10.668
3 奥行方向大梁 13.333 7.341 9.893
10 部分二重天井 10.000 6.667 8.165
11 部分二重床 10.000 5.916 7.692
19 レンジフード 10.000 4.904 7.003
8 開口 13.333 3.218 6.550
27 レジスター 13.333 3.218 6.550
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表 19 Case2 を構成する各要素の中心性 
 
 
5.3.3. 住戸設計アーキテクチャのモジュラー化 
以上の分析結果は、フリープラン対応技術を採用した集合住宅の住戸計画におけるデザ
イン・ルール（設計基準）として次の 5 点にまとめられる。 
1). 乾式外壁、フラットスラブの採用はフリープランの必要条件である。 
2). 奥行方向大梁の有無はユニットバス配置場所、総二重床や総二重天井の懐寸法は水回
り空間配置の自由度に対する設計パラメータである。 
3). フリープランの程度は、上記 2 つの設計パラメータと躯体の天井高、水回り設備設置
範囲の関係で評価できる。 
4). 乾式外壁の設計は、それに取り付く構成要素を統合的に検討するプロセスとする。 
 
上述した 2 つのパラメータは図 39、図 40 におけるモジュール間のインターフェイスに
対する操作可能なルールである。このインターフェイス・ルールを定義することにより、
表 15、表 17 に示した 4 つのモジュールは独立並行した計画が可能となる。 
① 間口方向大梁と MB/PS やユニットバスの関係 
② 水回り設備機器と総二重床の関係 
③ ダクトとそれに接続する機器の関係 
④ 外壁とバルコニー設置機器の関係 
 
図 41 は、以上の分析を概念的に示した図である。Case1 の板状型集合住宅はコンクリー
ト躯体とそれ以外の部品が直接取り合うインターフェイスが多いため、図 37 のように 3
つのモジュール相互のインターフェイスが複雑な「外インテグラル・中インテグラル」寄
りの生産設計アーキテクチャである。これは第 2 章で述べたように、建築物の下位階層に
位置する住戸は、住宅設備、平面プラン、家具の相互依存が強く、これらの配置が共用設
備や構造の制約を受けることが理由である。このことは、図 41 の左図における躯体と住宅
ID 部位・部材 次数中心性（D） 媒介中心性（B） D*Bの平方根
15 ユニットバス 10.714 13.757 15.608
3 大梁（内部） 10.714 11.640 14.021
29 排水管 17.857 11.111 12.169
19 レンジフード 7.143 7.937 10.582
31 ダクト 14.286 6.085 9.524
9 乾式外壁 21.429 3.704 3.704
2 大梁（外部） 7.143 3.175 3.439
8 開口 10.714 0.794 0.794
33 冷媒管 7.143 0.529 0.529
26 給湯器 10.714 0.132 0.132
23 エアコン室外機 7.143 0.132 0.132
27 レジスター 7.143 0.000 0.000
28 給水給湯管 7.143 0.000 0.000
30 追炊き管 7.143 0.000 0.000
12 総二重天井 3.571 0.000 0.000
13 総二重床 3.571 0.000 0.000
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設備というモジュール同士が相互依存的であることを意味している。加えて躯体と各種開
口も直接インターフェイスを持つため、鉄筋の開口補強やそれと型枠の取り合いなど検討
事項が連鎖的に増えていく。また図 41 に表記していないが、躯体と間仕切壁など内装構造
の相互関係の調整が擦り合わせ的であることは、本章の分析データを仮定する際に述べた
通りである。 
フリープラン対応の構造体を採用することで新たに分離、追加された部品である ALC や
総二重床・総天井などの構成要素が躯体と住宅部品や間仕切壁の媒介役となり、それらと
躯体のインターフェイスが集約される。これに、先に述べたデザイン・ルールや設計パラ
メータを設定することにより「外モジュラー・中モジュラー」な生産設計アーキテクチャ
となる。このような生産設計ノウハウに対する部分の分割は、近年の自動車産業で潮流と
なっているモジュール型設計[75]と同じ意味を持つ。 
従来、総合建設業が蓄積してきた生産設計ノウハウは、主に躯体と部品の納まりに関す
るものであった。しかしフリープラン対応の構造体の採用とそれに伴うスケルトン・イン
フィルといった構成要素の分離により、住戸の生産設計アーキテクチャが変化し、生産設
計ノウハウが部分的にデザイン・ルールという標準化や設計パラメータの選択行為に置き
換えられることになる。このような生産設計アーキテクチャのモジュラー化は、総合建設
業が開発したフリープラン対応の構造体技術が誘引したものである。したがって、「技術開
発が建築物のアーキテクチャの変化をうながす」という第 2 仮説は支持される。 
 
 
図 41 フリープラン非対応と対応の生産設計アーキテクチャの違い 
 
5.3.4. 生産設計アーキテクチャの変化への対応 
先に述べたように、フリープラン対応の構造技術を採用することにより、生産設計ノウ
ハウのある部分はデザイン・ルールや設計パラメータに置き換えることが可能となる。設
計のタスク構造を 4 つのモジュールに分割し、それら互いに独立に並行して作業すること
も不可能ではない。 
例えば超高層分譲集合住宅を主力としている三井住友建設は、従来約 100 工程と認識さ
れていたマンションの設計プロセスを約 500 工程まで細分化し、その検討順序を再構築す
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ることにより、設計期間、設計工数共に約 40％短縮・低減できる急速設計システム
（Shukugen）を開発した[76]。これは、生産設計アーキテクチャがモジュラー化したことに
自社の業務プロセスを対応させた事例と言える。反対にモジュラー型の生産設計アーキテ
クチャを従来と同じような擦り合わせ型のプロセスで処理する場合、必要以上の労力を生
産設計で費やすことになる。超高層分譲集合住宅の住戸に対する生産設計では、デザイン・
ルールや設計パラメータ、これと CAD/BIM などをベースとしたライブラリを併せて整備
した業務プロセスやサプライチェーン、あるいは住戸販売を含めたバリューチェーンの見
直しが有効となる可能性を指摘できる。 
このような生産設計アーキテクチャの変化をうながした要因に遡れば、構造体の技術開
発と生産設計を一体的に考える必要性の示唆を得る。特にスケルトン・インフィルの文脈
におけるフリープランの類ではその傾向が顕著である。 
 
5.4. 本章のまとめ 
本章では、2000 年前後に総合建設業が積極的な研究開発に取り組んだ、超高層分譲集合
住宅におけるフリープラン対応の構造技術が、住戸の構成要素の取り合い検討に必要な生
産設計ノウハウに与える影響をアーキテクチャの考え方で分析した。分析の結果、総合建
設業が開発したフリープラン対応の構造体技術が住戸の生産設計アーキテクチャのモジュ
ラー化を誘引することを明らかにした。したがって「技術開発が建築物のアーキテクチャ
の変化をうながす」という第 2 仮説は支持される。生産設計アーキテクチャのモジュラー
化における特性は、次のようにまとめられる。 
 
1）フリープラン対応の構造体技術、中でもフラットスラブを採用することで、分離・追加
された部品である乾式外壁や総二重床・総天井などの構成要素が、躯体と住宅部品や間仕
切壁のインターフェイスを集約する役割を担う。 
 
2）乾式外壁に関するデザイン・ルール（納まりの標準化）、奥行方向大梁の有無、総二重
床や総二重天井の懐寸法といった設計パラメータを設定することで、超高層分譲集合住宅
の住戸に対する生産設計アーキテクチャはモジュラー型となる。 
 
3）モジュラー型の生産設計アーキテクチャを従来と同じような擦り合わせ型のプロセスで
処理することは非効率である可能性が高い。アーキテクチャに適合した業務プロセスの検
討が必要と考えられる。 
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第２部 工程アーキテクチャのモジュール化 
 
第6章 超高層分譲集合住宅における内装・設備工事のアーキテクチャ 
6.1. 工程進捗の実態調査の背景 
図 42 は、総合建設業の有価証券報告書に記載されている原価内訳から計算した、外注費
が原価に占める割合（外注費比率）の平均値の推移である[77]。対象は、大手 5 社と準大手
A とされる 6 社の総合建設業 11 社である71。建築主体系は、竹中工務店、戸田建設、長谷
工コーポレーション 3 社の平均値、建築土木混在系はその他 8 社の平均値である。建築主
体系の外注費比率は、1995 年度と 2001 年度の 73.5％がピークで、直近である 2011 年度
の 66.0％まで低下傾向にある。建築主体系は建築土木混在系と比較して常に外注費比率が
3%程度高い。つまり建築工事は土木工事と比較して外注費比率が高いと推測できる。 
建設工事における外注とは、部分工事を単位にして材料と労務を一括した請負契約のこ
とである。仮設工事、鉄骨工事、鉄筋工事、コンクリート工事、軽作業などのように労務
提供だけを対象とした請負は外注に入らない。集合住宅の内装・設備工事で労務提供だけ
を対象に請負が可能な工事は、墨出し、清掃、クリーニング程度である。内装・設備工事
のほとんどは総合建設業から専門工事会社に外注される。 
 
 
図 42 大手総合建設業 11 社の外注費比率推移 
 
集合住宅の内装・設備工事における部分工事の単位とは、住宅部品の取り付けに関する
搬入、現地組み立て、取り付けで構成される。さらに、その住宅部品が機能することを保
証できる単位で再外注が行なわれることもある。例えば、総合建設業から電気専門工事会
社に外注された部分工事は、インターホン取り付け工事、自動火災報知機取付工事、放送
設備工事、一般電気工事などに細分化して電気専門工事会社から 2 次下請けに再外注され
                                                  
71 鹿島建設、清水建設、大成建設、大林組、竹中工務店、長谷工コーポレーション、戸田建設、西松建設、
五洋建設、前田建設工業、三井住友建設。 
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る。さらに一般電気工事を請け負う電工は、工区別あるいは作業別に施工チームを細分化
して再外注する。このような再外注は、設備系の専門工事会社や間仕切・造作工事、金属
建具工事などでも確認できる。また、住宅部品が設備配管や電気配線と接続する部分にお
ける接続工事は、設備系専門工事会社の契約に含まれるのが一般的である。加えて、コン
セントを取り付けるためのボード開口や部品を取り付けるための墨出しやアンカー打設な
ど、自身の部品を取り付けるための付随作業は取り付ける側の契約に含まれる。このよう
な契約範囲は機能品質を保証する観点で責任を明確にできるメリットがある。反面、作業
順序が複雑になりやすいため施工現場の生産性を低下させる原因にもなっている。 
内装・設備工事における工程計画は躯体工事のタクトに合わせて主な作業をフロア別に
割り当てるのが一般的である。しかし後にも述べるように、実際の工程はタクトに倣うわ
けでも、同時に進捗するわけでもない。長尾らは、「タテ型」と「ヨコ型」という進捗タイ
プに注目して内装・設備工事の進捗調査を行い、間仕切壁工事のように直上階に順次施工
が進められるタテ型と、二重床工事のようにフロアごとに作業を連続して行うヨコ型が切
り替わる部分で作業が行われない空白期間（バッファ）が生じやすいと指摘している[78][79]。
佐藤らは、内装工事に多工区同期化工法を適用したプロジェクトで、職長や作業者の判断
が全体工程に与える影響を調査し、ある作業者が自らの手待ちを解消するために計画に先
行して作業を進めると、元請けの管理者や後続工程の施工チームで、事前に明示された工
程進捗の判断基準が不明瞭となる問題を指摘している[80]。三根らは、「纏り工程」と「単位
工程」という 2 つの視点から内装・設備工事の工程を詳細なレベルで把握を試み、設備関
連の工程は建築関係の工程と関連を持ちながら作業が進捗する特性があることを明らかに
した[81][82]。これらの既往研究から、内装・設備工事では、建築系の工事が切り替わる箇所
で意図しないバッファが生じやすく、自らの効率を上げることが他の施工チームの生産性
に負の影響を与えることもあり、これらに追随して作業を進めているのが設備系の施工チ
ームであることを理解できる。また、住戸単位の施工数量が同じ作業と異なる作業が混在
しているため、同じフロアでも住戸ごとの施工速度が不揃いになりやすい。このような特
質により、工程の錯綜や輻輳が生じやすく進捗管理が難しくなる。 
第 1 部で論述したように技術や生産設計のアーキテクチャがモジュラー型であっても工
程が複雑である以上、原価やサービスの改善は望めない。そこで、以上に述べたような問
題が生じるメカニズムの把握を目的に、典型的な繰り返し型工程であるタワー型集合住宅
を対象に、工程進捗パターンと工程進捗情報伝達の実態調査を実施した。調査を実施した
プロジェクトの概略は次の通りである。 
 
工程進捗パターン調査 
神奈川県、地上 59 階、総戸数 794 戸、構造 RC 造、建築面積 10,020 ㎡ 
工程進捗情報伝達パターンの調査 
東京都、地上 27 階、総戸数 99 戸、構造 RC 造、建築面積 648.79 ㎡ 
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6.2. 工程進捗パターンの調査 
6.2.1. 調査の考案 
建築工事における作業の測定方法は、工事実績の分析、工程分析、稼動分析、時間研究、
動作分析、人間工学的測定の 6 種類に分類され、実施方法に対する指針がまとめられてい
る[83]。これらの測定方法は、特定の職種や個別の住戸における作業測定や工程調査に適し
ている。しかし本調査は、内装・設備工事における作業同士の関係や作業場所の変遷を把
握することが目的であり、作業が行われている領域全体の施工状況を把握する必要があっ
た。そこで、本調査では全ての住戸での作業進捗状況を纏り工程72の単位で把握する調査方
法を新たに考案した。以下にその調査方法と手順、実施した調査内容を述べる。 
内装・設備工事は、関連する資材や職種が多く、作業量が住戸ごとに異なる上に、作業
間のインターフェイスが複雑なため、工程進捗の正確な把握が難しい。そこで、工程の進
捗度合いの計測を目的にサンプリング法を参考に考案した方法による内装・設備工事の進
捗調査と、個々の作業時間を把握するための聞き取り調査の 2 種類を平行して実施した。 
調査対象のプロジェクトは、図 43 に示すように、躯体工事のタクトに合わせて 1 フロア
を 6 日単位で順次施工するサイクル工程が組まれていた。つまり、6 日単位で分節された部
分工程が全て実施されている時点でそれらの全住戸を巡回する進捗調査を 6 日間行えばサ
イクル工程に含まれる作業を全て確認できる計算となる。このことから調査は 6 日間（2007
年 7 月 30 日～8 月 4 日の日曜日を除く連続した 6 日間）で実施した。 
進捗調査は、2～3 名の調査員で構成したグループを 3 班作成し、グループごとに 7～8
フロアを割り当て、朝礼終了後から約 2 時間間隔、1 日 3 回のタイミングで調査対象フロア
の全住戸を訪問して作業状況を記録した。調査対象は、住戸単位の作業を認識できる耐火
間仕切壁施工～フローリング張りまでとした。つまり、図 43 の工程計画における、N-4 階
～N-14 階に記載されている作業が調査対象である。記録項目は次の 7 項目とし、事前に準
備した調査用紙に記入した。 
① 住戸の訪問時刻 
② 作業者の有無 
③ 作業名称 
④ 作業内容 
⑤ 作業者の人数 
⑥ 所属会社名 
⑦ 直前の訪問時から進捗した作業内容 
 
作業時間の聞き取り調査は、2 人 1 組で調査対象のフロアを全て巡回し、そこで作業をし
ている作業者に当該作業の 1 住戸当たり所要時間と当該作業の先行作業についてヒアリン
                                                  
72 三根らは「工事の概略プロセスを表す一纏まりの工程」を纏り工程と定義している。例えば、「軽鉄下地
組」や「ダクト取付」が該当する。 
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グを行った。また、可能な範囲でストップウォッチを用いた作業時間計測を実施し、1 住戸
あたりの施工時間の把握を試みた。 
 
 
図 43 調査対象プロジェクトの内装・設備工事の工程計画 
 
6.2.2. 調査データの整理 
調査結果は、住戸を訪問する毎に記録したデータを 1 レコードとしたデータベースに整
理した。作業の進捗調査で採取したデータは、記録したタイミングにおける作業の有無と
行われていた作業をデータベースとして整理した。作業の記録は、住戸訪問時に作業者が
不在でも、前回訪問時と比較して進捗を確認できる作業を「行われていた作業」と判断す
るルールとした。また、接着剤乾燥などの養生期間は 1 つの作業とカウントした。上記の
いずれにもあてはまらない状況は、調査した住戸では作業が行われていないと判断した。
また、仮設エレベータ前の住戸はデータベースから除外した。結果、調査記録は 77 の作業
項目から成る 5,012 レコードのデータベースに整理された。 
 
計画工程と実施工程の比較 
図 44 は、縦軸に調査対象とした作業、横軸に調査対象としたフロアを置き、各作業を確
認したフロアの交点に記録数を記述したものである。網掛けのセルは、図 43 の工程計画か
施工階
延日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
バルコニー工事
施工階
延日 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48
バルコニー工事
施工階
延日 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72
バルコニー工事
施工階
延日 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96
巾木
バルコニー工事
Ｎ階 Ｎ-1階 Ｎ-2階 Ｎ-3階
Ｎ-4階 Ｎ-5階
Ｎ-12階 Ｎ-13階 Ｎ-14階 Ｎ-15階
建築系工事
在来部補修 ケレン清掃 基本墨出 外壁ALC AW枠取付
Ｎ-6階 Ｎ-7階
Ｎ-8階 Ｎ-9階 Ｎ-10階 Ｎ-11階
AWトロ詰 ガラス取付 ガラスシール ALCシール
隔板アンカー打設 設備配管突出
フローリング・木製巾木
バルコニー天井・壁吹付 二重床組 仕上墨出 間仕切壁下地組
壁・天井ボード張
コマ材取付 額縁取付
断熱材吹付 ユニットバス据付 先行間仕切・ボード
ダミー合板 器具・金物取付
耐火間仕切壁
玄関框・床石
長尺シート 家具扉吊込
木製建具吊込 仕上シール
先行家具取付 キッチンパネル取付
床暖房パネル
SD枠塗装 SD扉吊込 クロス張り
クロス張り キッチン・洗面
SD枠取付
設備系工事
排水縦管・SP配管 設備墨出 コア
天井電気配線、全熱交換機吊込、外
壁貫通部ダクト吊込・保温
外壁貫通配管止水
排水・給水給湯・ACドレン管
UB配水管接続
床暖房電気配管
水廻り配管立上
満水試験
水圧試験 浴室乾燥機取付
間仕切壁下地電気配線・配管
ダクト・SP・ACドレン管固定
間仕切壁下地組
手摺ガラス入れ バルコニー補修側溝仕上 養生期間 立上塗膜防水 雨水配管取付
建築系工事
設備系工事
バルコニー床シート張り 室外機据付・配管接続
建築系工事
設備系工事
建築系工事
設備系工事
側溝塗布防水
ボード穴明け
壁・天井器具取付、壁掛エアコン取付
ディスポーザ、水廻り給排水管接続
レンジフード・ユニットバスダクト接続
洗濯パン
取付
水圧試験、回路・絶縁
チェック、通水試験
ダクト吊込・保温
電気温水器据付
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ら判定したその作業が本来施工されているべきフロアを示している。なおフロアは、調査
階の最下階を n1 とし、上階になるにしたがって数字が増加するように記述しており、最上
階が n22 階である。 
計画では繰り返し工程としていても実際の進捗は多くの作業が複数階に亘って施工され、
躯体工事のタクトに合わせる繰り返し工程と様相が大きく異なっている。例えばシステム
収納の組み立ては 7 フロアに跨って施工されている。計画工程と実施工程の乖離は n21 階
で生じ始め、工程が進捗するにつれて拡大する。乖離幅が拡大するポイントは n13 階で、
ボード張りが行われている。また、同一フロアでの作業数が多いのは n8～n11 階で、フロ
アあたり 10 前後の作業が複数階でラップしながら行われている。 
結果として 15 フロアで 1 サイクルが完了する計画の工程は、調査対象とした 22 フロア
でも完了していない。 
 
 
図 44 工程計画と実施工程の比較 
22 21 20 19 18 17 16 15 14 13 12 11 10 9 8 7 6 5 4 3 2 1
断熱材吹付 5 1
断熱材吹付養生 3 1
ダクト配管 2 1
エコキュート配管 1 3 1 3
ダクト保温 16 1
ユニットバス組立 5 27 2
エコキュート接続（UB） 2 1
床暖房電源用配管 1 1
先行間仕切壁 1 69 6 3
天井内先行ボード張 9 10 1 3
２重床パネル敷 22 41 2
２重床乾燥期間 2 5 2
２重床際根太 15 4 3 3
２重天井用アンカー打設 4 1
間仕切壁 143 1 1 3
電気関係引込 2 1
ユニットバス電源結線 1 1
間仕切壁 89 10 2
間仕切壁内ドレン管配管 1 3 2 3
間仕切壁内給水・給湯管固定 6 5 2
間仕切壁内配線 4 60 18 3
システム収納の組み立て 1 23 6 1 3 6 1 7
システム収納養生 10 1 2
クローゼット下地組 3 14 7 3
ボード張り 8 60 79 10 1 5
コンセントボード穴あけ 4 5 7 10 1 5
キッチン裏コンセント取付 1 4 7 1 1 5
キッチンパネル取付 1 16 7 10 4
玄関石敷込 5 3 11 3
玄関ドア吊込 10 1
玄関石の養生 1 1
玄関ドア枠中塗塗装 12 12 2
クロス張 41 30 2
分電盤取付 4 2 3 1 4
分配器取付 1 1 2
ルーター取付 1 1 2
クロス張 39 6 2
コンセント取付 5 2 6 8 4
床暖房パネル敷込 6 1
レンジフード取付 1 11 2 9 4
システムキッチン組立 7 13 3 3
洗面化粧台組立 9 7 2
換気口カバー取付 2 5 4 3 1 5
スプリンクラーヘッド取付 6 1
ダミー合板・フローリング張 2 39 2
レンジフードカバー取付 7 36 16 3
作業数 4 3 4 5 6 3 7 8 4 4 5 8 10 14 9 4 5 3 3 2 2 2
作業フロア（nx）
作業名称
施工フ
ロア数
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住戸の稼働率 
住戸で作業が行われていた時間の比率を「稼働率」と定義し、調査間隔の 2 時間に住戸
が稼動していた割合（ A ）を次の式でレコードごとに算出した。 
 
2
作業時間作業の有無×
=A      …（6-1） 
 
表 20 は、フロア別にまとめた稼働率の加重平均と、当該フロアで最も多く記録された作
業の一覧である。この特徴は次のようにまとめられる。 
・ 調査対象としたフロア全体の稼働率は 23.8％であった。すなわち、内装・設備工事
の施工が可能な全住戸をある瞬間でみたときに、3/4 の住戸では作業が行われていな
い。いわば仕掛りの状態である。 
・ 稼働率の加重平均が最も高いフロアは n17 階の 54.2％、10％未満のフロアは、n2
階～n5 階および n11 階と n14 階である。フロア単位でみると総じて低いといわざる
を得ない。 
・ これを調査日別で比較すると、稼働率が 80％を超えるフロアがある一方で 0％のフ
ロアがある。作業者の過密状態はフロア単位で大きくばらついている。 
・ 表 20 の最下行に示した調査日ごとの稼働率の加重平均は、全体の稼働率の±5％以
内で推移している。全般的な傾向として繰り返し単位日数の前半は後半よりも稼働
率が高い。 
 
表 20 フロア別の稼働率 
 
フロア １日目 ２日目 ３日目 ４日目 ５日目 ６日目 加重平均 主な作業
n22 0.0% 0.0% 0.0% 23.9% 37.8% 23.7% 14.3% 給排水管設置
n21 34.0% 31.2% 19.2% 19.2% 16.7% 19.9% 23.4% ダクト吊り込み
n20 23.1% 13.5% 20.5% 19.2% 0.0% 10.3% 14.4% ＵＢ据付
n19 13.7% 28.8% 24.4% 63.3% 60.0% 52.2% 40.4% 先行間仕切壁
n18 20.0% 46.7% 22.2% 24.4% 22.2% 13.3% 24.8% ２重床
n17 18.9% 50.0% 40.0% 46.7% 88.6% 80.0% 54.2% 間仕切壁
n16 65.0% 66.5% 50.0% 31.5% 18.0% 31.3% 42.5% 間仕切壁
n15 35.3% 48.1% 41.5% 50.2% 30.6% 18.9% 37.6% 間仕切内配線
n14 12.5% 14.6% 14.1% 6.7% 4.9% 1.7% 8.9% 間仕切内配線
n13 39.2% 28.9% 22.2% 40.0% 16.7% 13.3% 26.0% ＰＢ張り
n12 30.0% 33.9% 35.6% 30.4% 40.0% 36.1% 34.6% ＰＢ張り
n11 0.0% 13.0% 6.1% 9.6% 3.9% 10.6% 7.7% コンセント穴あけ
n10 48.0% 33.3% 38.8% 38.8% 42.9% 2.8% 33.6% キッチンパネル取付
n9 39.2% 28.0% 20.7% 7.2% 0.0% 1.4% 15.8% システムキッチン
n8 65.0% 22.0% 23.3% 26.5% 25.7% 8.4% 29.6% クロス張り
n7 8.7% 7.4% 14.4% 27.8% 27.8% 12.5% 16.9% クロス張り
n6 34.0% 28.0% 31.9% 34.7% 7.7% 10.4% 24.6% クロス張り
n5 6.3% 18.8% 13.9% 13.9% 0.0% 0.0% 8.9% クロス張り
n4 0.0% 0.0% 4.2% 2.8% 5.6% 13.5% 4.3% コンセント取付
n3 8.3% 4.2% 13.9% 3.2% 0.9% 4.2% 5.8% コンセント取付
n2 8.3% 0.0% 4.2% 8.3% 5.6% 0.0% 4.7% 床暖房設置
n1 25.0% 26.0% 22.2% 19.4% 25.0% 12.5% 21.8% フローリング
加重平均 25.2% 27.0% 22.6% 25.8% 22.8% 19.3% 23.8%
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単位時間による作業の分類 
実態調査の対象とした作業を「作業場所のばらつき度合い」と「作業量の大きさ」で分
類した。「作業場所のばらつき度合い」は、特定のフロアで行われている比率が低く、多フ
ロアに亘って行われている作業ほど「ばらつきが大きい」と仮定し、作業場所のばらつき
が大きいほど高い指数となるように「作業場所のばらつき指数（B）」を下記の式で算出し
た。 
 
作業実施フロア数
住戸数当該フロアの作業実施
当該フロアの住戸数
×=∑B   …（6-2） 
 
 調査対象とした 53 の作業について、上記ばらつき指数 B の値とデータベースに入力し
た作業時間を対数変換した数値で散布図を作成し、両変数の中央値を閾値とした 4 つの象
現を作成した（図 45）。各象現を G1～G4 と呼ぶことにすると、各象現に含まれる作業は
表 21 のごとくなる。「作業場所のばらつき度合い」と「作業時間」の相関係数は 0.213 で
あり、両変数間に相関の関係はない73。 
ばらつきが大きい群である G1 と G2 は、建築系作業が 14、設備系作業が 12、ばらつき
が小さい群である G3 と G4 は、建築系作業が 13、設備系作業が 14 という構成である。ば
らつきの大きさという観点では、建築系と設備系の数に目立った差を確認できない。 
G1 は設備系作業の比率が高く、G2 は建築系作業の比率が高い。つまり、ばらつきが大
きい作業は、作業時間が短い作業で設備系、長い作業で建築系の比率が多い。 
G4 に属する作業は、縦軸と横軸の閾値近傍に分布している。これらを一括りに「ばらつ
きが小さくかつ作業時間が長い」作業と判別することに注意が必要である。むしろ、G4 に
属する作業は、作業時間が長い作業にばらつきがあり、ばらつきが少ない作業の作業時間
が短いと解釈する方が正しい。 
以上から指摘できる問題は、作業時間の長い建築系の作業で作業場所のばらつきが大き
いものをいくつか確認できる点である。例えば先行間仕切、2 重床、ボード、クロスなどの
施工は、計画や管理上のマイルストーンとなるような作業と言える。マイルストーンと考
えた作業の進捗が不規則であれば、適切な管理が難しくなる。また、それに追随する設備
系の作業の効率を低下させる要因にもなる。その反対の因果関係である可能性も否定でき
ないが、建築系作業者と設備系作業者の現場における力関係を鑑みれば、建築のばらつき
が先に生じていると考える方が妥当である。ではなぜ、作業時間の長い建築系の「主要な」
作業に作業場所のばらつきが生じているのだろうか。その理由の 1 つとして考えられるの
は、1 フロアを 6 日間で施工するという速度と作業時間の関係である。作業時間の聞き取り
調査の結果では、先行間仕切、2 重床、ボードなどが 1 住戸の施工に要する日数が 3～4 日
であった。したがって 1 人の作業者が 6 日で 2 住戸を施工できるかどうかという計算とな
                                                  
73 Pearsonの積率相関係数で算出。有意確率は 0.126であり、10％有意水準で帰無仮説を採択。 
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る。当然、作業者に施工速度の差があり、住戸ごとに施工数量や難易度が異なるので、手
の早い者、遅い者で計画フロアの上下階に作業場所が分散することになる。このことはわ
かりやすい工程計画が必ずしも管理の面で有効といえないことを示唆している。 
 
 
図 45 作業時間とばらつき度合いによる散布図 
 
表 21 作業場所のばらつき指数による作業の分類 
 
143 エコキュート配管＊ 138 給排水管墨出＊
146 エコキュート接続（UB）＊ 148 先行間仕切壁
166 システム収納の組み立て 154 ２重床際根太
167 システム収納養生 155 ２重床乾燥期間
168 間仕切壁内ドレン管配管＊ 162 遮音部分天井内部のボード張り
178 キッチン裏コンセント取付＊ 165 クローゼット下地組
179 キッチンパネル取付 169 間仕切壁内配線＊
182 システムキッチン組立 175 ボード張り
201 分電盤取付＊ 177 コンセントボード穴あけ＊
203 分配器取付＊ 180 レンジフード取付
205 ルーター取付＊ 184 玄関石敷込
213 換気口カバー取付＊ 200 クロス張
223 レンジフードカバー取付 214 コンセント取付＊
112 スプリンクラーアンカー打設＊ 107 基本墨出し
125 インターホン配線＊ 134 スプリンクラー配管＊
129 ダクト短管＊ 137 ダクト保温＊
132 断熱吹付養生 139 排水配管＊
133 断熱吹付 140 給水・給湯配管＊
135 ダクト墨出＊ 144 ユニットバス組立
136 ダクト吊り込み＊ 156 ２重床パネル敷
150 床暖房電源用配管＊ 157 電気関係引込＊
158 ユニットバス電源結線＊ 163 間仕切壁
160 ２重天井用アンカー打設 216 床暖房パネル敷込
171 間仕切壁内給水・給湯管固定＊ 218 ダミー合板・とフローリング張
183 洗面化粧台組立
185 玄関石の養生
186 玄関ドア枠中塗塗装
193 玄関ドア吊込
211 スプリンクラーヘッド取付＊
＊印は設備業者による作業を示す
作業時間が長い作業時間が短い
ば
ら
つ
き
が
大
き
い
ば
ら
つ
き
が
小
さ
い
Ｇ１ Ｇ２
Ｇ３ Ｇ４
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6.2.3. 調査結果の分析 
n20階～n22階の分析 
図 44 で計画と実施の乖離が生じ始める n21 階は、床下に格納される設備配管敷設、ダ
クト吊り込み、スプリンクラー配管、ユニットバス組立が行われている。これらの作業は
n20 階～n22 階に分布する。それを調査レベルで詳細に示したのが図 46 である。図 46 に
は示していないが、5 日目と 6 日目には n22 階で断熱材吹付、n20 階では先行間仕切の作
業が行われていた。各フロアにおける住戸の稼働率（加重平均値）はn22階から順に、14.3％、
23.4％、14.4％で、いずれも全住戸の平均値を下回る（表 20）。 
施工順序が固定している作業の関係 
・ 天井内に設置される設備は、最初にスプリンクラー配管、次にダクト吊り込み、続
いてダクト保温の順に施工される。 
・ 2 重床下に格納される設備は、給水・給湯管敷設、排水管敷設の順に施工される。 
・ ユニットバスは上記の設備工事が完了した後に施工され、ユニットバス組立完了後
に設備配管の接続が行われる。 
施工順序が固定していない作業の関係 
・ 天井内に設置される設備と 2 重床下に格納される設備には、順序関係が見られない。
床下設備の後に天井設備を施工するケース（A）と、天井設備の後に床下設備が施工
し、最後にダクト保温の施工が行われるケース（B→C）がある。 
・ 給湯器と室外機およびユニットバスを接続する追い焚き用の配管（以下、本章では
エコキュート配管と呼ぶ）は、給水・給湯管と排水管を敷設した後に施工される。
ただし、ユニットバス組立の前に施工するケース（D）と、施工後に施工するケース
（E）がある。 
・ ユニットバス組立の組み立て作業は 1 住戸ごとに完結させるわけでなく、複数の住
戸で断続的に施工される（F）。 
・ 給水・給湯管と排水管の敷設は、連続して行われるケース（G）（H）と、断続的に
行われるケース（I）がある。 
作業者に対して行ったヒアリングの結果 
・ 2 重床や先行間仕切の作業者は住戸単位の請負契約となっており、作業完了後に移動
先の住戸を各自が自由に選択している。 
・ 2 重床の施工は、際根太設置後に半日以上の乾燥期間が必要なため、隣り合う 2 つの
住戸を確保して交互に施工を行っている。 
・ 直射日光で墨が見えづらいため角部屋の作業は朝方か夕方に作業を行っている。 
・ ユニットバス工は 4 日間組立作業を行い、後半 2 日は内装工事が終ったフロアでユ
ニット内部の仕上げ作業を行っている。 
・ 設備は縦（共用）配管の系統で 2 次下請業者が異なる。3 次の請負内容は 2 次の業者
によって異なる。作業の進め方は作業者や作業者の直接所属先に一任されている。 
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・ 床下の先行ボードは間仕切工が行う。天井部分は加工が難しいため間仕切壁の際に
ボード工が施工する。 
 
 
図 46 n20 階～n22 階における作業の関係 
1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 3
ｎ22 01 スプリンクラー配管 G4 1
ダクト吊り込み G3 1
ダクト墨出 G3 1
給水・給湯配管 G4 1
排水配管 G4 1
02 給水・給湯配管 G4 1 1 1
03 給水・給湯配管 G4 1 1
04 スプリンクラー配管 G4 1
ダクト吊り込み G3 1 1
給水・給湯配管 G4 1
排水配管 G4 1 1
05 スプリンクラー配管 G4 1 1
給水・給湯配管 G4 1
排水配管 G4 1
06 スプリンクラー配管 G4 1
給水・給湯配管 G4 1
排水配管 G4 1
07 スプリンクラー配管 G4 1
給水・給湯配管 G4 1
排水配管 G4 1 1
09 エコキュート配管 G1 1
ダクト墨出 G3 1
12 スプリンクラー配管 G4 1 1
13 給排水管墨出 G2 1
14 スプリンクラー配管 G4 1
ｎ21 01 ダクト保温 G4 1
ユニットバス組立 G4 1
02 ダクト吊り込み G3 1 1
ダクト保温 G4 1
ユニットバス組立 G4 1 1 1
03 ダクト吊り込み G3 1
ダクト保温 G4 1
ユニットバス組立 G4 1
04 ダクト保温 G4 1 1 1 1
05 ダクト保温 G4 1
06 スプリンクラー配管 G4 1
07 スプリンクラー配管 G4 1
ダクト保温 G4 1
ダクト墨出 G3 1
08 給水・給湯配管 G4 1
排水配管 G4 1
09 ダクト吊り込み G3 1
ダクト保温 G4 1 1
ダクト墨出 G3 1
給水・給湯配管 G4 1
排水配管 G4 1 1 1
11 ダクト吊り込み G3 1
ダクト保温 G4 1
給水・給湯配管 G4 1
排水配管 G4 1
12 エコキュート配管 G1 1
スプリンクラー配管 G4 1
ダクト吊り込み G3 1
ダクト保温 G4 1 1
給水・給湯配管 G4 1 1
排水配管 G4 1 1
13 エコキュート配管 G1 1
スプリンクラー配管 G4 1
ダクト吊り込み G3 1
ダクト保温 G4 1
給水・給湯配管 G4 1 1 1
給排水管墨出 G2 1 1
排水配管 G4 1 1
14 エコキュート配管 G1 1
ダクト吊り込み G3 1
ダクト保温 G4 1
ダクト墨出 G3 1
給水・給湯配管 G4 1
給排水管墨出 G2 1
排水配管 G4 1
ｎ20 01 ユニットバス組立 G4 1 1 1 1
02 ユニットバス組立 G4 1 1
03 エコキュート配管 G1 1
ユニットバス組立 G4 1 1 1
04 ユニットバス組立 G4 1 1
05 エコキュート接続（UB） G1 1
ユニットバス組立 G4 1 1
07 エコキュート接続（UB） G1 1
ユニットバス組立 G4 1
11 ユニットバス組立 G4 1 1 1
13 ユニットバス組立 G4 1 1 1 1 1
14 ユニットバス組立 G4 1 1 1 1 1
先行間仕切壁 G2 1
作業名称室番フロア 属性 ５日目 ６日目１日目 ２日目 ３日目 ４日目
A
B
C
D
E
F
G
H
I
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n20 階～n22 階の進捗パターン 
図 47 は、分析結果を元に設備配管やユニットバス組立から先行間仕切を経て 2 重床際根
太の施工に至るフローをあらわしたものである。B、C のように四角枠で囲んだ複数の作業
は、直接先行・後続の関係が 1 対 1 の関係にある。これらを各々1 括りとして A～K の「作
業群」でフローが構成されている。点線は調査において順序関係を認められたが、それら
の間に支持関係（接続や作業場所へのアクセスのインターフェイス）がない関係を示す。
つまり点線で結ばれた 2 作業群は順序関係が図 47 と逆転しても施工が可能である。 
両括弧付きの記号は、図 43 の計画工程に記載されている計画上の施工階である。その順
番は、A→B のように実施で逆転しているものや、A→C（スプリンクラー配管）のように
計画が間違っていたと思われるものがある。また、N-4 に該当する作業が 7 つあり、それ
らの順序関係を推測するとそれら全てを 6 日間で施工することは難しいように思われる。 
G（UB 各種配管接続）は、その接続する配管類をユニットバス組立て後に施工すれば消
去できる作業である。図 43 の N-4 は、消去の想定で計画されていたと推測される。 
 
 
図 47 n20 階～n22 階における作業関係の整理 
スプリンクラー配管
ダクト吊り込み
ダクト保温
給水・給湯配管
排水配管
先行間仕切
床下先行ボード張り
追い炊き配管
C
B
F
I
K
２重床際根太
UB各種配管接続
J
G
ユニットバス組立
E
ユニットバス
内部工事
H
(N-4)
(N-3) (N)
(N-4)
(N-4)
(N-4)
(N-5)
(N-5)
(N-4)
(N-6)
(N-4)
発砲ウレタン吹付
A (N-4)
D (N-3)
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N9階～n12階の分析 
図 48 は、間仕切壁のボード張が完了してからシステムキッチンなど水廻り設備の取付け
が行われていた n9～n 12 階の作業分布を調査レベルで詳細に示している。 
n12 階はボード張とシステム収納組立の作業が行われている住戸が多くを占めている。ボ
ードへのコンセントの穴明けやキッチンパネルの取付け、分電盤取付の作業は、n9～n11
階に分散している。システムキッチンなどの水廻り設備の取付けは、調査日の前半に n9 階
で、後半に n10 階で作業が確認できる。各フロアにおける住戸の稼働率（加重平均値）は
n12 階から順に、34.6％、7.7％、33.6％、15.8％となり、n11 階と n9 階で全住戸の平均値
を下回る（表 20）。 
施工順序が固定している作業の関係 
・ キッチンパネルの取付けは、キッチンパネル上に位置するコンセントの穴あけが行
われた後に行われる。 
・ レンジフードの取付けは、キッチンパネルの施工が完了した後に行われる。 
・ システムキッチンの組み立ては、キッチン裏に設置されるコンセントの取付けとレ
ンジフードの取付けが完了した後に施工される。 
施工順序が固定していない作業の関係 
・ システム収納組立や洗面化粧台取付け、コンセントの穴あけの作業は、ボード張以
外に他の作業との前後関係が確認できない。 
・ システムキッチン、レンジフード、洗面化粧台の施工は同一の業者が請負っている
が、必ずしも同じパターンで施工される訳ではない（例えば、L と K）。洗面化粧台
とレンジフードは、前者が先に施工される住戸（n10-10）と、後者が先に施工され
る住戸（n9-13）がある。洗面化粧台とシステムキッチンは、多くの場合で前者が先
に施工されるが、n9-15 のように両者が同時に施工されている住戸もある。 
・ コンセントの穴あけとキッチン裏に設置されるコンセントの取付けが、同時に行わ
れる場合（M）と行われない場合（K）がある。また、それらと同時に分電盤取付け
が完了している住戸もある（N）。一方で n9～n 12 階の間に分電盤の取付けが行われ
ていない住戸も確認された。 
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図 48 n9 階～n12 階における作業の関係  
 
 
 
1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 3
n12 01 ボード張り G2 1 1
02 コンセントボード穴あけ G2 1
ボード張り G2 1 1 1 1 1
03 ボード張り G2 1 1 1 1 1 1 1 1 1
05 ボード張り G2 1
06 コンセントボード穴あけ G2 1
ボード張り G2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
07 キッチン裏コンセント取付 G1 1
コンセントボード穴あけ G2 1 1
システム収納の組み立て G1 1
ボード張り G2 1 1
08 システム収納の組み立て G1 1
09 システム収納の組み立て G1 1
11 ボード張り G2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
12 ボード張り G2 1 1 1 1 1
13 ボード張り G2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
14 ボード張り G2 1 1 1 1 1 1 1 1 1
15 ボード張り G2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
16 コンセントボード穴あけ G2 1
n11 01 キッチンパネル取付 G1 1
コンセント取付 G2 1
04 システム収納の組み立て G1 1 1 1 1 1 1
08 キッチン裏コンセント取付 G1 1
コンセントボード穴あけ G2 1
分電盤取付 G1 1
分配器取付 G1 1
09 キッチン裏コンセント取付 G1 1
コンセントボード穴あけ G2 1 1
11 キッチン裏コンセント取付 G1 1
コンセントボード穴あけ G2 1 1
12 コンセントボード穴あけ G2 1 1
13 分電盤取付 G1 1
14 レンジフード取付 G2 1
分電盤取付 G1 1 1
n10 01 キッチンパネル取付 G1 1
キッチン裏コンセント取付 G1 1
コンセントボード穴あけ G2 1 1 1
ボード張り G2 1 1 1 1 1 1
レンジフード取付 G2 1
洗面化粧台組立 G3 1
02 キッチンパネル取付 G1 1
キッチン裏コンセント取付 G1 1
システムキッチン組立 G1 1
レンジフード取付 G2 1
洗面化粧台組立 G3 1
03 キッチンパネル取付 G1 1
レンジフード取付 G2 1 1
洗面化粧台組立 G3 1
10 キッチンパネル取付 G1 1 1 1 1
キッチン裏コンセント取付 G1 1
コンセントボード穴あけ G2 1 1
システムキッチン組立 G1 1
レンジフード取付 G2 1 1
洗面化粧台組立 G3 1
11 キッチンパネル取付 G1 1
システムキッチン組立 G1 1
レンジフード取付 G2 1 1
12 キッチンパネル取付 G1 1
キッチン裏コンセント取付 G1 1
コンセントボード穴あけ G2 1
レンジフード取付 G2 1
n9 04 キッチンパネル取付 G1 1
コンセントボード穴あけ G2 1
システムキッチン組立 G1 1
分電盤取付 G1 1
05 キッチンパネル取付 G1 1
システムキッチン組立 G1 1
ルーター取付 G1 1
分電盤取付 G1 1
分配器取付 G1 1
08 キッチンパネル取付 G1 1
システムキッチン組立 G1 1
11 システムキッチン組立 G1 1
12 キッチンパネル取付 G1 1
システムキッチン組立 G1 1 1
洗面化粧台組立 G3 1 1
13 システムキッチン組立 G1 1 1
レンジフード取付 G2 1
洗面化粧台組立 G3 1
14 システムキッチン組立 G1 1
レンジフード取付 G2 1
洗面化粧台組立 G3 1
15 システムキッチン組立 G1 1
洗面化粧台組立 G3 1
５日目 ６日目１日目 ２日目 ３日目 ４日目フロア 室番 作業名称 属性
J
K
N
M
L
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n9 階～n12 階の進捗パターン 
図 49 は、n9～n12 階の分析結果を元にボード張りからクロス張りに至るフローをあら
わしたものである。作業群 B は固定された順序関係が認められた一群である。B、C、D、
E の 4 作業群は各々の間に明確な順序関係があるといえない関係である。一見して、作業
群 C、D、E は、B と比較して長いフロートを有していると推測できる。 
両括弧に示した計画上の施工階は、A→C、B（システムキッチン）、D→F の関係が逆転
している。これは、ボードとシステム収納の納めかたやクロスの後に水廻り家具を施工し
てはクロスに傷を付けやすいといった施工性の観点で計画から実施を変更したと推測され
る。このような関係は必ずしも図面上で施工順序が確定されるわけでなく、現場に裁量の
柔軟性が残されている部分と考えられる。 
 
 
 
図 49 n9 階～n12 階における作業関係の整理 
  
Kコンセント穴あけ
Kコンセント取付
コンセント穴あけ
ボード張り
キッチンパネル
レンジフード
システムキッチン
システム収納 洗面化粧台
クロス張り
B C D E
A
F
(N-9)
(N-10)
(N-10)
(N-13)
(N-13)
(N-10)
(N-8) (N-13) (N-10)
(N-11, 12)
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6.2.4. 工程進捗パターンのまとめ 
 
1）調査対象プロジェクトの内装・設備工事はフロアごとの住戸稼働率の加重平均に差があ
る。サイクル工程の前半と比較して後半が低い傾向にある。調査期間全体の稼働率の加重
平均は 28.3％で、ある瞬間でみたときに約 3/4 の住戸で作業が行われていない、つまり仕
掛り在庫の状態にある。また、計画工程と実施工程の乖離は、サイクル工程の後半になる
ほど顕著となる。 
 
2）実施工程の中盤以降では、複数のフロアに跨って施工される作業が多くなる。このよう
な作業場所のばらつき指数が大きいのは、1 住戸あたりの作業時間が短い設備系の作業と、
1 住戸あたりの作業時間が長い建築系の作業である。後者は 6 日間というタクトタイムと 1
住戸あたりの作業時間の関係に原因があると推測される。 
 
3）先行後続の順序関係が明確な「作業群」がある。一方で並行進捗可能な状態にある作業
群同士の関係が多いことも確認された。つまり、個々の作業レベルでは進捗が輻輳・錯綜
しているように見えるが、「作業群」という概念と直列・並行という視点を導入すれば、整
然とした順序に従って施工されている。また、設計上の支持関係、納まりにかかわらず、
ある一定の進捗パターンがある部分と状況に応じて柔軟に対応している部分がある。 
 
4）図 43 に示すごとく、当該プロジェクトにおける内装・設備工事の工程は、単位時間が
比較的長い作業あるいは「外壁貫通配管止水・排水・給水給湯・AC ドレン管」というよう
な設備系作業のまとまりをマイルストーンとして計画されている。しかし調査結果ではこ
れらの作業間が入れ子状態となった順序関係があったり設備系作業の間にも直列・並行の
関係があったりする。つまりマイルストーン管理の考え方では、それらを施工する「順番」
を検討できるが、作業相互の「順序関係」は無視されることになる。このことが計画と実
施の食い違いを生じさせる直接的な原因である。 
 
5）個々の作業の進め方は、作業者や施工チーム74による自律的な判断をかなりの程度で許
容している部分がある。また、給排水衛生工のように 1 フロアを水平工区分割して複数の
施工チームに再外注している場合もある。この場合、2 次下請け以下の施工チームごとに作
業の進め方が異なる可能性や、図 43 で異なる施工階に割り付けられた担当作業を 6 日間と
いうタクトタイム内でこなしきれない可能性を類推できる。このような施工チームは、図 
44 のようにサイクル工程の後半が計画から大きく乖離している場合に状況に応じた判断を
随時行う必要があると推測される。  
                                                  
74 プロジェクト組織の中で最下層に位置付けられる施工を行なうチームを指す。日本の建築現場では「班」
呼ばれることもある。 
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6.3. 進捗情報伝達パターンの分析 
6.3.1. 既往研究 
前項で述べたように、集合住宅の内装・設備工事における一般的な工程計画手法と思わ
れる、マイルストーン管理に基づいたタクト的な繰り返しは、作業相互の順序関係が明示
されていないため、実施の進捗と乖離や矛盾が生じやすい。しかし超高層集合住宅の現場
では、設計上の支持関係や納まりあるいは効率的か否かにかかわらず、ある一定の進捗パ
ターンが形成されている部分と状況に応じて柔軟に対応している部分があることを先の調
査結果の分析から明らかにした。このような進捗パターンの形成や柔軟な対応は作業者や
施工チームの半ば自律的な判断で行われている可能性を先の調査のヒアリングから推測で
きる。つまり、現状の現場で作業者や施工チームは、自らの作業に直接関係する他の作業
者や施工チームと臨機応変な調整をしつつ、請負のシステムの中で自らの生産性を最大化
するという、自律的で高度な意志決定を行っていると推測される。そこで、このような可
変性に富んだ実施工程を可能とする情報伝達システムを明らかにするためのアンケート調
査を実施した。 
 
建設プロジェクト組織における施工チームの役割に関する研究は、職長の責任範囲を中
心に行われてきた。ベネット（J. Bennett, 1985）によれば、施工チームは階層化されたプ
ロジェクト組織の最下層に位置付けられ、定義された役割と責任の範囲内で、上位階層の
チームから伝達された情報に基づいて、活動の組織化や価値の取引に関する意思決定を行
なう[84]。しかし、佐々木によれば、内装・設備工事の発注は、元請けによる管理手間の低
減と専門工事会社による受注規模拡大の動機から一式化が指向される傾向を確認できるが、
組織的な対応は自らの得意範囲以外では外注を使うため、職長による施工チーム間の横の
調整に工程調整のポイントがおかれている[85]。つまり発注方式にかかわらず、工程調整の
多くは施工チームの単位で行われることになる。また、三留らは、建設プロジェクト組織
の意思決定構造をモデル化し、施工チームの職長による判断が、自らの理解力、実施結果
に対する予測力、技術力を根拠とした過去の経験に照らして選択的に行われる場合には、
調整会議で得られる情報に基づいた、局所的な意思決定に合理性と非合理性が共存する可
能性を指摘した[86]。 
これらの既往研究から、①施工チームのメンバーは限定された範囲内で意思決定を行な
う役割を担うが、②施工チームの意思決定者は局所的な合理化に傾倒しがちであることを
理解できる。このことは、異なる目的を持つ施工チームが重層的な構造で構成されるプロ
ジェクト組織において行われる、「選択的な意思決定の問題」と換言できる。そして、施工
チームに内在される意思決定の構造は一様ではなく、職場環境の状況に応じた自律的な調
整がはたらくものと考えられる。そこで、工程進捗に関する情報を処理する経路と作業の
先行後続関係の複雑性に着目して、職長や作業者が錯綜する工程進捗情報をどのように処
理して作業を進めているのかを調査・分析した。 
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6.3.2. 調査の概要 
本調査は、事前に同義を得られた 1 次専門工事会社から、同じ施工チームに所属するチ
ーム長と、チーム長が人選した作業者 1 名75を対象に実施した。調査は、調査員が対面で質
問項目を説明しながら回答者に記述してもらう方式のアンケート調査とし、チーム長と作
業者の回答が独立性を確保できるように双方を隔離して両者を同時に聞き取りした。アン
ケート調査の協力を得られた施工チームは表 22 に示す 16 職種である。二重床とフローリ
ングあるいは設備系では、同じ 1 次専門工事会社に属している施工チームもある。つまり、
元請けから見た「職長」と回答者の「チーム長」は、必ずしも合致していない。本論文に
おいてチーム長とは 2 次下請け以下の施工チームのまとめ役のことを指す。 
質問票は、表 23 に示す 12 項目とし、①回答者の属性に関する質問（Qa～Qc）と、②
工程進捗に関する情報に対する質問（Q1～Q9）で構成した。Q2、Q8 の質問は、チーム長
と作業者で能動的、受動的の違いを付けた表現とし、チーム長と作業者で別の質問票を用
意した。 
 
表 22 情報伝達調査アンケート調査の対象職種 
 
 
表 23 アンケート調査の項目 
 
  
                                                  
75 事前の調査依頼では、検証しようとしている仮説や進行中の実験の位置づけ、質問票の内容や分析方法
を伝えない「目隠し法」を採用した。チーム長が作業者を任意に選択する基準に質問調査のバイアスがか
かっていないと仮定できる。 
1 間仕切工 8 給排水衛生工 14 ユニットバス工
2 二重床工 9 ダクト工 15 システムキッチン工
3 クロス工 10 電気工 16 床暖房工
4 タイル工 11 スプリンクラー工
5 フローリング工 12 通信設備工
6 ボード工 13 ディスポーザー工
7 木製建具工
建築系 設備系 住宅設備系
質問 ID 質問 回答（括弧内は記述）
Qa 職長かどうか はい／いいえ
Qb 職種名 （職種名）
Qc 1人親方かどうか はい／いいえ
Q1 各住戸での作業完了日に対する指示 ある（指示者）／ない
Q2-1 作業を行う住戸について指示をするか する／しない／他から指示（指示者）
Q2-2 作業を行う住戸について指示があるか ある（指示者）／ない
Q3 先行工程の進捗を確認するか 自ら確認／その他（確認先）／しない
Q4 先行工程が遅延しそうな場合の相談先 相談する（報告先）／相談しない
Q5 各住戸の作業完了を誰に報告するか 後続工程／その他（報告先）／しない
Q6 不足材料搬入の依頼をするか 依頼する（依頼先）／依頼しない
Q7 先行工程の不具合を見つけた時の相談先 相談する（相談先）／相談しない
Q8-1 後続工程の進捗に応じて残業を指示するか する（理由）／しない
Q8-2 後続工程の進捗に応じて残業を行うか 自分の意志／職長の指示／その他（指
示者）／ない
Q9 材料搬入のタイミングはどう決めるか （自由記述）
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6.3.3. 施工チームの編成 
質問票調査では表 23 の質問のほか、チーム長と作業者の所属会社名を確認した。作業所
の施工体制台帳と照合したところ、調査対象の職種では、1 次専門工事会社を 1 次として、
5 次までの「会社」の階層が確認された。会社の次数を変数（n）とし、チーム長と作業者
が 1 人親方かどうかという Qc の回答（表 24：1 人親方ではない場合を「null」と表記し
ている）を重ねると、施工チームの構成は図 50 に示す 6 パターンに整理された。なお、こ
の図では「チーム長」を「作業長」と記述している。 
図 50 は、n 次、n+1 次会社から右に伸びる線を 1 人親方、下に伸びる線を 1 人親方以外
として表現している。ここで、1 人親方を外注、それ以外を会社への所属と解釈すれば、図 
50 に示した施工チームの構成パターンは以下のように説明できる。 
・ パターンⅠ：チーム長と作業者が別々に同じ会社から外注 
・ パターンⅡ：会社に所属するチーム長が作業者を外注 
・ パターンⅢ：チーム長、作業者共に同じ会社に所属 
・ パターンⅣ：n 次会社が、チーム長と作業者が所属する会社に各々外注 
・ パターンⅤ：チーム長と作業者が別の会社に所属 
・ パターンⅥ：チーム長と作業者が別の会社から外注 
 
図 50 から、建築系と住宅設備系の職種は様々なパターンに分散し、設備系のほとんどが
パターンⅢ（チーム長、作業者共に同じ会社に所属）に属していることを把握できる。ま
た、パターンⅣ、Ⅴ、Ⅵは、チーム長と作業者が異なる会社の配下にある。このような編
成では本来、チーム長と作業者への指揮命令系統が重層化する。厳密に解釈すればチーム
長は、作業者が所属している会社を通して作業者に指示を与えなければならない。このパ
ターンには、システムキッチン工、通信設備工、フローリング工、木製建具工が該当する。 
パターンⅡ（クロス工）は会社に粗属している作業者が仲間内に手間請けなどで仕事を
配分しているような関係（いわゆる応援と呼ばれる関係を含む）が推測される。パターン
Ⅰ（間仕切工、二重床工、タイル工）とパターンⅣ（フローリング工、木製建具工）は会
社と作業者が正規雇用の関係にない76。個人が会社から部屋単位などで仕事を手間で請け負
っている[87]。 
所属か外注かについては、1 人親方かどうかの回答で判断しているため、雇用か否かの区
別はできないと共に、所属や所属会社についても本人の申告のみで判断しているので曖昧
さは残る。しかし、図 50 に示すような編成の施工チームが混在していることは事実である。
つまり、現場内には多様な指揮命令系統や作業者個人の仕事に対するインセンティブが混
在していると解釈できる。 
 
                                                  
76 １人親方の実態を労働者とみなすか請負とするかについては、解釈が曖昧だが、会社に雇用されていな
いことは自明である。本研究では 1人親方を非雇用者と位置付けるが、1人親方でない者が雇用かどうか
を問うていない。 
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古川は、1963 年に上梓した著書[88]で、この図と似たような記述を残し、階層的な専属性
の強弱について指摘をしていた。当時の重層は、元請－名義人－大世話役－世話役－棒心
－労働者、となっている。その後、名義人は 1 次専門工事会社、世話役は n 次会社と会社
化・組織化され、棒心は作業長（職長）と資格化された。しかし古川が残した 50 年前の下
請機構の図と本章の調査結果による図 50 に本質的な差はほとんどない。 
 
表 24 回答者の属性 
 
 
 
図 50 施工チームの構成パターン 
 
職種 作業長 作業者 職種 作業長 作業者
間仕切工 1人親方 1人親方 給排水衛生工 null null
二重床工 1人親方 1人親方 ダクト工 null null
クロス工 null 1人親方 電気工 null null
タイル工 1人親方 1人親方 スプリンクラー工 null null
フローリング工 1人親方 1人親方 通信設備工 null null
ボード工 null null ディスポーザー工 null null
木製建具工 1人親方 1人親方 ユニットバス工 null null
システムキッチン工 1人親方 null 床暖房工 null null
１次専門工事会社 ｎ次会社
作業長
作業者
１次専門工事会社 ｎ次会社
作業長 作業者
１次専門工事会社 ｎ次会社
作業長
作業者
１次専門工事会社 ｎ次会社
作業長 作業者
ｎ+1次会社
１次専門工事会社 ｎ次会社
作業長 作業者
パターンⅠ
パターンⅡ
パターンⅢ
パターンⅤ
パターンⅣ
間仕切工
二重床工
タイル工
クロス工
ボード工
ディスポーザー工
床暖房工
給排水衛生工
電気工
ダクト工
スプリンクラー工
ユニットバス工
通信設備工
システムキッチン工
１次専門工事会社 ｎ次会社
作業長 作業者
パターンⅥ
フローリング工
木製建具工
ｎ+1次会社
施工チームの構成パターン 該当職種
ｎ+1次会社
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6.3.4. アンケート調査結果の整理 
Q1～Q9 の工程進捗情報に対する回答の内、チーム長の回答を表 25 に、作業者の回答を
表 26 に示す。表 25 と表 26 は、表 23 に示した質問の情報について、入手・伝達する相
手と各自の判断をチーム長と作業者の別に記述したものである。表中の記号の定義は次の
通りである。 
・ 「チーム長：A」、「作業者：B」、「ゼネコン（以下、元請け）：a」、「1 次専門工事会
社：b」、「所属会社：c」、「メーカー：d」、「先行作業の施工チーム：e」、「後続作業
の施工チーム：f」 
・ 複数回答はスラッシュ（/）を挟んで記述 
・ Q6 の列で矢印の右に記述した内容は、表 23 の括弧内の質問に対する回答 
・ Q9 の列は、判断者はチーム長である場合は A を、作業者である場合は B を、それ
以外は打合せの相手を記述 
 
表 25 チーム長の回答 
 
 
表 26 作業者の回答 
 
Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 Q6 Q7 Q8 Q9
間仕切工 ない A A a f A→b a A a
二重床工 a A A/a/b b/a a/b A→b a/e A A
クロス工 a A A/a c f A→b b A a
タイル工 c A A/e/a e/a f/a A→c a/c A A
フローリング工 a A A/a/b b/a a/b A→b a/e A A
ボード工 a A A a しない A→b しない A a
木製建具工 ない A A b/a しない A→b a しない b/a
給排水衛生工 b A A しない しない A→b e A b
ダクト工 ない B A しない しない A→c b A A
電気工 b A A b b A→b b A A
スプリンクラー工 ない A B しない b A→c e A しない
通信設備工 ない A A c c A→c c しない A
ディスポーザー工 b/a A/b/a b/a b/a b/a A→c b A b
ユニットバス工 a A A b/a f A→b a A b
システムキッチン工 a a A b しない A→d a A a/d
床暖房工 a A A a a A→c a A a
Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 Q6 Q7 Q8 Q9
間仕切工 A A A A A A A A A
二重床工 A A B A A A A B/A A
クロス工 B A A A A A A B A
タイル工 A A A A A A A A B
フローリング工 B A A A A A A A A
ボード工 A A B/A A A A A A null
木製建具工 A A A A A A A A A
給排水衛生工 A A B しない A/f A b/a A a/b
ダクト工 A/b A A しない A null A B A/b
電気工 A A B A A A A A B/A
スプリンクラー工 A/c B B A A A/d A B null
通信設備工 B A A A A A A A A
ディスポーザー工 A A B/d A A/f B→A/d A A null
ユニットバス工 A A A A A B→a/d A ない a
システムキッチン工 A B A A A A A A null
床暖房工 A A A A A A A A null
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表 25、表 26 の回答を組み合わせて図示することにより、現場で発生する工程進捗にか
かわる情報が施工チームの内外を流れる状態や、チーム長・作業者の意思決定の状態を可
視化できる。回答データを図示する規則は、部門同士の密接な関係、業務と人材の関係、
コミュニケーションの流れに着目し、組織の実態を表現する方法とされる、「オーガニグラ
フ（Organigraph）[89]」の概念を援用した。 
本研究では、オーガニグラフでつながりを示す「チェーン」を情報の流れ、構成要素間
のつながりがない集合体を示す「セット」を現場で発生する情報に対してチーム長や作業
者が個別に行なう探索や判断と定義し、次の規則と手順で、情報伝達経路の可視化を試み
た77。 
① 表 25、表 26 の回答に登場する人や組織を構成要素として円形の図形を配置する。構
成要素内に記述した記号の凡例は先述した通り。 
② 表 25、表 26 の回答に基づき構成要素間で伝達される情報の経路をチェーンとして、
構成要素間を有向線分で連結する。 
③ Q1、Q2、Q3、Q8、Q9 の回答の内、チーム長や作業者自身による探索・判断をセット
として四角囲みの数値で表記し、当事者の図形と有向線分で連結する。 
  
                                                  
77 企業などの組織における、ヒト・モノ・情報などのつながりや相互関係の概要を表した図。ツリー状に
表現される「組織図」に替わって、組織の本当の姿を表すものとして、ヘンリー・ミンツバーグ（Henry 
Mintzberg）、ルド・ヴァン・デル・ハイデン（Ludo Van der Heyden）らが提唱した。 
「セット：独立した組織」「チェーン：直線的につながる組織の関係」「ハブ：情報などの調整が行われる
場」「ウェブ：中心を持たない網上の組織」の基本概念とそれを表す図形を用意し、これらの組み合わせで
組織の構造や活動を表す「絵」を作っていく（4つの基本図形以外を使っても構わないとされている）。 
 
 
 
ミンツバーグによれば[88]、「ヒト、モノ、そして情報の相互関係についてそのあらましを示すことにより、
……組織が実際にどう機能しているかを……伝えることができる。」ことに、オーガニグラフの有効性があ
るという。この点に着目し、チーム内外で情報が伝達される過程を可視化する手法として、オーガニグラ
フの概念を援用した。「セット（集合体）」は本来、「機械相互あるいは人間同士の間にほとんど関係がない
場合には、その組織は機械あるいは人のセットである」と定義され、組織の型を表現する概念である。本
稿では、組織間における情報のつながりと、様々な現場の状況に基づいて行なう個人の探索・判断を区別
するために、後者における個人に集積された情報の処理行動を「セット」として解釈した。 
セット チェーン ハブ ウェブ
出所：「H.ミンツバーグ、経営論」
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図 51 情報伝達経路のオーガニグラフ 
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6.3.5. 調査結果の分析 
情報伝達経路の分析 
図 51 に示す情報伝達経路のオーガニグラフに記載している数字は、表 23 の質問 ID：
Q1～Q9 の数字部分であり、数字頭尾の矢印はその情報が流れる方向を表している。線分の
矢印は主体者間で情報が伝達される方向を示しており、両矢印の線分は、この線分で結ば
れた構成要素間に、発信する情報と受信する情報の両方が存在することを表わす。複数回
答やチーム長と作業者で内容が食い違う回答は、そのままオーガニグラフに反映している。
オーガニグラフから読み取ることができる情報伝達経路の特徴は次の通りである。 
チーム長の情報処理経路 
・ 元請け、1 次協力会社、所属会社、メーカーなど上位組織だけと情報をやり取りする
タイプが 8 チームある。 
・ 上位組織に加えて先行後続の施工チームと情報をやり取りするタイプが 8 チーム 
作業者の情報伝達経路 
・ チーム長とのみ情報をやり取りするタイプが 11 チーム、チーム長以外に情報を伝達
するタイプが 5 チームある。 
探索・判断への着目 
・ チーム長が自ら先行工程の進捗を確認する施工チームは 14 チーム、その内 11 チー
ムは作業を行なう住戸を自ら判断して作業者に指示を行い、他の 3 チームはチーム
長と作業者がそれぞれ先行工程の確認を行なう。 
・ 作業者だけが先行工程の進捗を確認するチームが 2 チーム、その内 1 つは、作業者
が作業を行なう住戸の判断も行なう。 
・ 残業は、チーム長が判断する施工チームが 14 チームあり、その内 4 チームは作業者
自身も判断する。 
・ 材料の搬入は、6 チームのチーム長がタイミングを決定し、その内 3 チームは作業者
も意思決定に参加する。それ以外の施工チームは他の主体者との打合せを通じて搬
入のタイミングを決定する。 
 
情報伝達経路からみた施工チームの類型化 
このように、情報の流れを可視化することにより項目ごとの部分的な特徴を施工チーム
間で比較できるが、情報伝達経路の形状は全て異なっており、共通した特徴を見出すこと
が難しい。そこで、図 51 のオーガニグラフを次の手順で数値化し、情報処理経路を定量的
に比較できるようにする。チェーンの数を情報伝達の経路数、セットの数を自らが探索・
判断する項目数と定義すれば、それらの合計数（以下、D 値と呼ぶ）が多いチーム長や作
業者は、工程進捗の情報処理に関与している程度が高いと仮定できる。表 27 は、図 51 の
オーガニグラフからチーム長と作業者の別に D 値を算出したものである78。 
                                                  
78 双方の D値を対数変換している理由は、平均値の線分上にプロットが重なることを避けるためである。 
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図 52 は、表 27 に示した作業長 D 値を縦軸、作業者 D 値を横軸とし、双方の D 値を対
数変換して施工チームをプロットした散布図である。散布図には、縦軸、横軸共に平均値
（縦軸=0.833、横軸=0.391）で線分を引き、4 つの象限を作成した。ここでは、左下の象
限を「Di-1」、左上の象限を「Di-2」、右下の象限を「Di-3」、右上の象限を「Di-4」と呼ぶ
ことにする。Di-1 と Di-2 は建築系と住宅設備系で占められ、Di-3 は設備系の職種で占めら
れる。Di-4 は建築系、設備系、住宅設備系の職種が混在している。各象限に該当する施工
チーム数は 3～5 の範囲であり、概ね均等に分散している。 
チーム長の D 値は 6～9、作業者は 1～6 の範囲で分散しており、チーム長と比較して作
業者の方が関与の程度が多様と言える。また、D 値の平均は、チーム長が 6.9、作業者が 2.8
である。 
 
表 27 チェーンとセットの集計 
 
 
 
図 52 チーム長と作業者の D 値による施工チームの分類 
チェーン セット 作業長D値 チェーン セット 作業者D値
間仕切壁工 4 4 8 1 0 1
二重床工 4 4 8 1 2 3
クロス工 5 3 8 1 2 3
タイル工 5 4 9 1 1 2
フローリング工 4 4 8 1 1 2
ボード工 3 3 6 1 1 2
木製建具工 3 3 6 1 0 1
給排水衛生工 3 3 6 4 1 5
ダクト工 3 4 7 2 2 4
電気工 2 4 6 1 2 3
スプリンクラー工 4 3 7 3 3 6
通信設備工 2 4 6 1 2 3
ディスポーザー工 4 2 6 3 1 4
ユニットバス工 4 3 7 3 0 3
システムキッチン工 4 2 7 1 1 2
床暖房工 3 3 6 1 0 1
平均 3.6 3.3 6.9 1.6 1.2 2.8
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ヒアリング調査 
これまでに述べたように、質問票調査から得られたデータから、作業長と作業者が情報
伝達に関与する程度で施工チームを分類できるが、そのような関与の程度になる背景が問
題となる。その 1 つとして工程の錯綜や輻輳が考えられるが、事前に入手した標準サイク
ル工程から作業相互の関係を正確に読み取ることは困難である。 
以上の理由から、作業の先行後続関係を把握するためのヒアリング調査を実施した。表 
28 は、15 職種に対してアンケートと同時に実施したヒアリング結果79のデータを、Di-1～
Di-4 の 4 分類で整理したものである。職種欄で括弧書きの内容は、当該プロジェクトでヒ
アリング対象者が、ヒアリング時に行っていた作業を示す。 
 
表 28 ヒアリング結果 
 
                                                  
79 先行後続工程の関係を、個人がどのように認識して作業を進めているかを把握することを目的に実施し
たヒアリングである。なお、タイル工は欠損データである。 
分類 職種 ヒアリングの回答
ボード工
（ 間仕切壁ボード張り ）
間仕切内配線の検査が終了した部屋の一覧が打合
せ室に貼ってあり、職長が確認している。ボードに穴
を空ける部分は事前に設備職が目印を付ける。作業
効率は間仕切壁下地のピッチに影響を受けるが、そ
の是正を誰かに訴えることはない。
木製建具工
（ 木製建具吊り込み ）
玄関石が完了しており、クリーニングの作業が始まる
前に作業を完了する。
システムキッチン
（ システムキッチン組立て ）
先行工程であるキッチンパネルが完了していれば施
工する。入り隅部分の間仕切壁の直角が出ていない
時にやりにくいが、そのことを誰かに伝える事はない。
床暖房工
（ 床暖房パネル敷き込み ）
ゼネコンが作成する月間工程に、床暖房パネル敷込
み日を明記してもらうようにしている。先行工程が終
わっていない時は職長がゼネコンに文句を言う。
間仕切壁工
（ 間仕切壁下地 ）
材料は揚重工が日程を決めて上げてくれる。天井下
地の吊りアンカーは打設して欲しい日を書くシートが
打合せ室に掲示してある。
フローリング工
（ フローリング張り ）
1フロアを5日で終わることを意識して作業をする。
給排水衛生工
（ 二重床下の配管 ）
ユニットバスへの給水給湯管の接続は事前に職長が
ユニットバス工が行うように調整をしている。
電気工
（ 天井内配線以外の作業 ）
ユニットバス廻りの配線作業、リモコン取付は事前に
職長がユニットバス工が行うように調整をしている。作
業フロアは朝のミーティングで職長から伝達される。
通信設備工
（ LANの結線 ）
クロスが終わっていれば施工する。後続する工程は
ない。
ディスポーザー工
（ ディスポーザー設置 ）
クリーニングの作業が始まる前に作業を完了する。
二重床工
（ 二重床組立て ）
先行工程は、各種床配管、ダクト保温後の清掃、ＰＳ
の貫通部処理、ＳＤ下塗り、ガラス１次クリーニングが
ある。
ダクト工
（ ダクト吊り込み ）
後工程であるユニットバスの工程が迫っている時は、
ユニットバス上部のダクトのみ先行して施工する。ユ
ニットバス完了後に乾燥機を設置する。
スプリンクラー工
（ スプリンクラー配管 ）
スプリンクラー配管は天井配管類の中で最初に施工
する。間仕切壁完了後直ぐにヘッド高さを調整する。
ユニットバス工
（ ユニットバス組立て ）
後続工程である排水管接続が迫っている時は、床部
分のみ先行して施工する。ユニットバス組み立て中
に、乾燥機へのダクト・電源接続、給水給湯配管、リ
モコンへのセンサー・電源接続の作業がある。
クロス工
（ クロス張り ）
ボードの隙間やコーナー材の浮き、残材の放置な
ど、先行する工程の作業品質によって、自らの作業能
率や品質が低下する。先行工程の品質があまりにひ
どい場合は職長、ゼネコン、先行工程の職長に訴え
ることもある。ネットで補強する範囲は室内の状況を
見て自分で判断する。
Di-3
Di-4
Di-1
D-2
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6.3.6. 情報伝達に関する考察 
考察は、図 52 に示した施工チームの分類を軸に行なう。先ず、図 51 のオーガニグラフ
から読み取ることができる各分類の情報伝達経路の特徴を記述する。次に、表 28 のヒアリ
ング結果から読み取ることができる先行後続工程との関係に対する各分類の特徴を記述す
る。最後に、情報伝達経路と先行後続工程の特徴が D 値による施工チームの分類に与える
影響について考察を加え、D 値の分類による施工チームの情報処理構造の特質を述べる。 
 
情報伝達経路の特徴 
Di-1 に該当する施工チーム 
チーム長が情報をやり取りする相手は、元請け、1 次施工会社か所属会社、メーカー等の川
上側に位置する組織に限られる。また、探索・判断の項目数は平均値の 3.3 より低い。 
作業者が情報をやり取りする相手はチーム長だけであり、探索・判断の項目数は平均値の
1.2 より低い。工程進捗の前提となる材料搬入のタイミングは、元請けからチーム長に伝達
される。 
 
Di-2 に該当する施工チーム 
チーム長は、川上側の組織に加え、先行後続工程の施工チームと工程進捗や不具合に関す
る情報をやり取りし、探索・判断の項目数は平均値より高い。 
作業者が情報をやり取りする相手はチーム長だけであり、探索・判断の項目数は平均値よ
り低い。フローリング工とタイル工のチーム長は自ら材料搬入のタイミングを判断し、間
仕切工のチーム長は自ら各住戸の作業完了日を決定する。 
 
Di-3 に該当する施工チーム 
この分類は、2 つのタイプを確認できる。1 つ目のタイプは電気工と通信設備工が該当し、
2 つ目のタイプは給排水衛生工とディスポーザー工が該当する。 
・ チーム長が情報をやり取りする相手は、1 つ目のタイプが単一の川上側組織に限られ、
探索・判断の項目数は平均値より高い。2 つ目のタイプは、川上側の組織に加えて他の
施工チームと情報をやり取りするケースと多くの川上側組織と情報をやり取りするケ
ースが存在し、探索・判断の項目数は双方のケース共に平均値より低い。 
・ 作業者が情報をやり取りする相手は、1 つ目のタイプがチーム長だけであり、探索・判
断の項目数は平均値より高い。2 つ目のタイプは作業職長以外とも情報をやりとりし、
探索・判断の項目数が平均値より低い。 
・ 1 つ目のタイプは、チーム長と作業者が材料搬入のタイミングを決定する。2 つ目のタ
イプは、作業者が自ら後続の施工チームに作業の完了を報告する。双方の共通点は、
作業者が、先行工程の進捗状況確認や残業の判断等自身の行動に限定されることと、
他の組織と情報をやり取りして工程進捗を決定づける探索・判断を行なうことにある。 
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Di-4 に該当する施工チーム 
チーム長は、川上側の組織に加え、先行後続の施工チームと情報をやり取りし、探索・判
断の項目数は平均値以上である。 
作業者は、クロス工と二重床工以外がチーム長以外と情報をやり取りし、ユニットバス工
以外は探索・判断の項目数が平均値より高い。 
 
先行後続工程の特徴 
Di-1 に該当する施工チーム 
この分類は、2 つのタイプを確認できる。1 つ目のタイプは木製建具工とシステムキッチン
工が該当し、2 つ目のタイプはボード工と床暖房工が該当する。 
1 つ目のタイプは単一の作業を先行工程として認識している。これらの施工チームの作業者
が先行作業と回答している工程は、標準サイクル工程と合致しない。 
2 つ目のタイプは、検査一覧表や月間工程への明記など、先行工程の進捗に代替する方法で
工程進捗情報を把握している。 
 
Di-2 に該当する施工チーム 
先行工程に対する回答が得られておらず、作業者が先行工程を明確に意識していないと考
えられる。 
 
Di-3 に該当する施工チーム 
この分類は、2 つのタイプを確認できる。1 つ目のタイプは、電気工と給排水衛生工が該当
し、2 つ目のタイプは情報通信工とディスポーザー工が該当する。 
1 つ目のタイプの作業者は、チーム長が前さばき的な調整を行なう。例えば、他の施工チー
ムとの工程の遣り繰りや、作業フロアのみを決定することが挙げられる。 
2 つ目のタイプは、フロートが長い作業である。例えばディスポーザーの取り付けや LAN
の結線は、クリーニングまでに完了していれば良いと作業者が回答している。 
 
Di-4 に該当する施工チーム 
・ 先行後続の工程と自らの作業の関係が複雑であることを回答から把握できる。二重
床工やスプリンクラー工の回答からは、先行後続工程との関係が多い上に密である
ことが読み取れる。ダクト工とユニットバス工の作業者は、後続工程の進捗に応じ
て自らの作業の進め方を変更すると回答している。クロス工の作業者は、数工程前
に行われる施工チームの仕事に作業能率や品質面で影響を受け、是正を求めること
もあると回答している。 
・ 作業者が先行後続工程として挙げている内容や錯綜が発生すると回答している作業
の多くは、標準サイクル工程に明示されていない。 
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類型化 
以上に記述した情報伝達経路と先行後続工程の特徴を整理すると表 29 のようになる。こ
れらの特徴がチーム長や作業者の D 値に与える影響に着目し、D 値による分類の特質を分
析する。 
 
Di-1 に該当する施工チーム「川上統制型」 
材料搬入のタイミングなど、川上側の組織から伝達された情報がチーム長を経由して作業
者に伝達される。そのため作業者は、自らの先行工程を正確に把握していなくても、代表
的な先行作業や代替指標を目安とした工程進捗が可能になる。これらの施工チームおける
チーム長と作業者の D 値が低い要因は、川上側の組織による工程進捗に対する統制力と推
測できる。 
 
Di-2 に該当する施工チーム「チーム長統制型」 
チーム長が様々な主体者とやり取りして決定した情報を作業者に伝達する。そのため作業
者は、先行工程の進捗を意識しなくてもチーム長の決定に基づいて作業を行なうことが可
能となる。これらの施工チームにおいては、チーム長の D 値が高い、すなわちチーム長の
調整機能が高いことが、作業者の D 値を低くしている要因と推測できる。 
 
Di-3 に該当する施工チーム「役割分担型」 
チーム長による調整を受けた作業者が、工程進捗にかかわる探索・判断を部分的に担当す
る。例えば、チーム長による前さばき的な段取りの範囲で、作業者が材料搬入タイミング
といった施工チーム全体の工程進捗にかかわる意思決定や情報伝達を部分的に担う。また
フロートが長い作業では、作業完了時間や先行工程の進捗確認、材料搬入タイミングの決
定等を作業者が担当する。つまりこれらの作業者は、限定的ではあるが、チームの進捗に
対して責任のある意思決定を行っていると考えられ、そのことが、チーム長の D 値が低く、
作業者の D 値が高い要因と推測できる。 
 
Di-4 に該当する施工チーム「川下調整型」 
作業相互の関係が多く錯綜している。しかし先行作業の多くが標準サイクルに明示されて
いないため、これらのチーム長や作業者は、先行後続する施工チームと臨機応変な調整を
行っている。例えばダクト工やユニットバス工の作業者は、互いに作業を遣り繰りするこ
とにより相互の効率を確保すると回答している。このように、自らの作業を効率よく進め
る上での調整をチーム長や作業者の自律的な意思決定で行っていると考えられ、このよう
な遣り繰りが、チーム長と作業者の D 値を双方共に高くしている理由と推測できる。 
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表 29 施工チームの分類と特徴 
 
 
6.3.7. 進捗情報伝達パターンのまとめ 
1）ヒアリング対象とした 16 職種で、5 種類の施工チーム編成パターンを確認した。その内
3 種類（4 職種が該当）は作業長と作業者が同じ会社に所属していない。また、2 種類（5
職種）は作業長、作業者ともに非雇用である。このように多様な指揮命令系統の施工チー
ムが混在して現場の工程が進捗している。 
 
2）作業進捗に関する意思決定や進捗情報伝達の経路の違いで施工チームを 4 類型した。「川
上統制型」は総合建設業の計画通り、「チーム長統制型」や「役割分担型」はチーム長を中
心とした調整の結果に基づき、「川下調整型」は自律的とも言える現場での調整に基づいて
進捗に関する意思決定が行なわれる。 
 
3）図 53 は、情報伝達パターンによる類型とそれに属する施工チームの編成パターンを重
ね合わせたものである。この図からわかるように情報伝達パターンと施工チーム編成パタ
ーンに依存関係は確認できない。つまり情報伝達パターンによる類型は、先天的に与えら
れた条件に起因したものではなく、作業順序関係の複雑さなど後天的な影響によるものと
考えられる。 
 
分類 職種系統 情報処理構造の特徴 先行後続工程の特徴
Di-1 建築
住宅設備
川上側から伝達された
情報が作業長を経由し
て作業者に伝達される
作業者は、自らの先行
工程を正確に把握して
いなくても工程の進捗
状況を把握できる
Di-2 建築
住宅設備
作業長が川上側組織と
調整した情報を作業者
に伝達する
作業者は、自らの先行
工程の進捗を意識する
必要がない
Di-3 設備 作業長による調整は限
定的で、作業者が工程
進捗を決定付ける情報
伝達経路において責任
の高い役割を部分的に
担当する
作業者は、ある程度の
自由度が確保された状
況下で作業を行う
Di-4 建築
設備
住宅設備
作業長による調整と作
業者による自身の進捗
に対する自律性が混在
する
作業者は、先行後続工
程の関係が複雑な状況
下で作業を行う
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図 53 情報伝達パターンと施工チーム編成の比較 
 
6.4. 本章のまとめ 
本章では、超高層分譲集合住宅の内装・設備工事において工程が輻輳・錯綜しながら進
捗する状態が生じるメカニズムの把握を目的とした、工程進捗パターン、工程進捗情報伝
達パターンという 2 つの調査とその分析について論述した。得られた知見は以下のように
まとめられる。 
超高層集合住宅の内装・設備工事における工程計画では、躯体に合わせたタクト的な工
程が計画される。しかし、マイルストーンとして設定した作業の施工順番を検討できたと
しても、全工程要素の順序関係は作業者に明示されない。つまり、計画した工程の管理手
段や基準が示されないまま工事が進められている。そのため、工程要素相互の順序関係が
複雑な部分を担当する施工チームは、作業長や作業者が現場で得られる断片的な情報に基
づいた自律的な調整や意思決定に頼らざるを得ない。超高層分譲集合住宅の内装・設備工
事では、このような現地現物の調整が繰り返され、プロジェクト固有の進捗パターンに落
ち着いていると推測される。 
このような計画は、元請けや 1 次専門工事会社などの管理側が理解しやすい一方で、施
工チームや作業長、作業者といった施工側に進捗管理の主導権を部分的に委ねたものであ
る。現場の判断に基づいた臨機応変な調整機能は、技能や経験に裏付けられた高い能力で
ある反面、計画の不完全さの現場におけるつぎはぎ的な補正とも言え、結果として、工期
や延労働者数など元請け側からみた効率指標の上昇に結びついていないと指摘できる。こ
れを概念化すれば、計画・管理の手段とその基準が不完全なため、現場で得られる断片的
な情報に基づいた自己都合的な意思決定に工程進捗の大部分を委ねざるを得ないというこ
とになる。つまり、現場調整によるインテグラルな工程進捗は、強みでなく、改善の余地
が多く残されていると指摘できる。  
「川上統制型」
川上側の組織から伝達された情報が職長
を経由して作業者に伝達
施工チーム編成パターン
Ⅲ：ボード工、床暖房工
Ⅳ：システムキッチン工
Ⅵ：木製建具工
「作業長統制型」
職長が様々な主体者とやり取りして決定し
た情報を作業者に伝達
施工チーム編成パターン
Ⅰ：間仕切壁工
Ⅵ：フローリング工
「役割分担型」
職長による前さばきや方針の元、作業者が
工程進捗の意思決定を行う
施工チーム編成パターン
Ⅲ：給排水衛生設備工、電気工、ディス
ポーザー工
Ⅴ：情報通信設備工
「川下調整型」
職長、作業者の区別無く、各人が自律的に
工程進捗の意思決定を行う
施工チーム編成パターン
Ⅰ：二重床工
Ⅱ：クロス工
Ⅲ：ダクト工、スプリンクラー工、ユニットバ
ス工
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第7章 モジュール型工程の計画手法 
7.1. 本章の概要 
前章で分析したように、集合住宅の内装・設備工事は、作業相互の順序関係における固
定化と並行化に注目した「作業群」の概念を用いた工程の整理に生産性向上の鍵が隠され
ている。この問題は、現状の不完全な進捗情報に基づいた施工チームによる部分最適な意
思決定に対し、断片的な情報に基づく意思決定がおよぶ範囲に限界を設けるように工程を
計画することで解決できる可能性がある80。つまり、タイムモデュールという単位日数によ
る境界を設け、その中で工程進捗の複雑な意思決定システムの管理権限を管理側と施工側
で階層化すればよい。そのためには、工程を細分化して直列施工すべき作業群と並列施工
すべき作業群に分類し、前者は数理的に導き出されるマイルストーンの作業群、後者は繰
り返しの単位時間内で余裕時間（フロート）を持つ作業群とする。 
この意思決定に関わる断片的な情報を作業相互のインターフェイスと捉えるならば、意
思決定システムの階層化は工程アーキテクチャのモジュール化と同じ意味である。本章で
は、外注の単位である分業システムと工程アーキテクチャが複雑な関係にあることを認識
しつつ、生産性やリスクの観点を踏まえたモジュール化の方法を提案する。 
このような考え方の先駆的な研究として、安藤、浦江らによるインターフェイス・マト
リクス（Interface Matrix：IFM）の概念を用いた演算で抽出した作業の属性や資源配分上
の問題を把握・対処しながら多工区同期化の工程計画理論がある[90]。この手法を極端に要
約すれば、複雑な相互関係にある工程要素集合を、インターフェイスがなるべく少ないま
とまりでジョブ工区と呼ぶ工程モジュールに分割しようとするものである。本章では、躯
体工事を中心に研究が重ねられてきたこの方法を集合住宅の内装・設備工事に適用できる
ように拡張する。 
 
7.2. 従来手法と提案手法の違い 
図 54 は、従来手法と提案手法による工程計画手順の違いを比較したものである。従来手
法では、先ず、内装・設備工事の全体工期であるサイクル工期を決定する。サイクル工期
は、主要工程が 1 フロアを施工する日数を「タクト」と称し、タクトとその繰り返し数の
乗算である。この決定は、「内装・設備工事」などと表記された 1 本線でマスター工程表に
記載される。 
次に、「タクト工程表」と称される、主要工程の施工順番が記載された管理表を計画する。
これは、図 43（p.100）に示した工程計画のことを指す。同図から把握できるように、主
要工程とは、主観的に抽出した管理単位であり、工程要素、それを複数列記した表現、工
事単位の表現が混在している。これまでの調査結果では、約 50 程度の主要工程でタクト工
                                                  
80「人間は彼の行為をとりまく状態について、断片的な知識以上のものは決してもっていないし、また、
現在の環境についての知識から将来の結果を導き出すことを可能にする規則性や法則についても、わずか
ばかりの洞察以上のものをもっていない」とサイモン合理性の限界について述べている[103]。 
128 
 
程が計画されていることが多い。この計画には主要工程を施工する順番とタクトが示され
ている。したがって、マイルストーンの管理資料であるとともに、専門工事会社を調達す
る際の資料となる。 
内装・設備工事が始まると、月間の実施工程が作成される。この工程表は、住戸ごとに
主要工程のスケジュール（多くの場合で現実の進捗と月末の目標）が記載されたものであ
る。このように従来手法による工程計画は、いわば、モジュラーな状態からインテグラル
な状態へと細分化するような手順で行われる。したがって、実際の工程要素間における順
序関係や作業者の投入資源量が十分に計画されていない。そのため、前章で明らかにした
ように、タクト工程と実施工程の乖離が生じやすく、現場での随時的な調整が不可欠とな
り、生産性の上昇が難しいという問題がある。 
提案手法は、従来手法と反対に、インテグラルな状態からモジュラーな状態を構築する。
詳細な計画手順は後に詳述するが、概要は次のように要約される。先ず、約 200 程度ある
全工程要素を抽出し、それらの相互関係を、設計の構造関係、構成材取付の付随作業、作
業箇所へのアクセスなどに基づいて正確に定義する。この定義は、インターフェイス・マ
トリクスと呼ばれる行列に記述する。次にこの行列を用いて、目的や制約に応じた工程分
節を演算する。ここでいう目的や制約とは、所定の工期、あるいは労働者数の削減などが
ある。この演算では、繰り返し単位時間、工程要素の組み合わせ、1 フロアの水平工区分割
数、担当工程要素や投入作業者数といった施工チーム編成を併せて計画する。演算の結果
として、全工程要素の施工順番や繰り返し単位時間内での作業開始・終了時刻を表記した
スケジュールの一覧表が作成される。この手法は全工程要素の相互関係の定義を計画の出
発点としているので、演算結果の一覧表に工程要素相互の順序関係や作業者の投入資源量
に矛盾は生じない。 
 
 
図 54 従来手法と提案手法の工程計画手順の違い 
 
① 全体工程の決定
繰り返し単位日数、繰り返し回数
⇒サイクル工期（1本線で表記）
② タクト工程表の計画
約50の主な工程の施工順番をフロ
ア単位で計画
③ 実施工程（月間など）の作成
約50の主な工程の施工スケジュー
ルを住戸単位で記述
従来型の工程計画・管理手法
モジュラー
⇒
インテグラル
① 全工程要素の相互関係を把握
設計の構造関係＋構成材取り付けの
付随作業＋作業箇所へのアクセス
② 目的・制約に応じた工程の分節
工期制約、資源制約
⇒時間、工程、空間、組織
③ 実施工程の計画
モジュールごとに全工程要素の施工
スケジュールをサイト工区単位で記述
提案する工程計画・管理手法
インテグラル
⇒
モジュラー
調達・着工
調達・着工
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本章で提案するモジュール型工程は、従来の工程と比較して計画に対する考え方が次の
点で異なっている。 
第 1 に、従来の工程計画は、主観的に定義したマイルストーンを施工する「順番」しか
示していない。それに対し、提案手法は住戸を構成する要素間の支持関係に基づいた工程
要素間の正確な「順序関係」を明示し、作業長や作業者が現場の状況に合わせて自律的に
調整していた日々のスケジュールを、事前に調整・共有することが可能となる。 
第 2 に、従来の工程計画が対象としていなかった、同時刻に同じ施工チームが作業をし
なければならない問題すなわち「リソース競合81」の問題を提案手法では扱う。このことに
より、繰り返しの単位日数であるタイムモデュール内で施工チームが最少必要人数で手持
ちの工程要素を全て完了できることを保証する。 
第 3 に、従来の工程計画が計画時点でバッファを明瞭に示していないことに対し、提案
手法はタイムモデュール内のフロートを全ての工程要素について明示する。このことによ
り施工チームは、自らが持つ余裕時間を詳細に把握でき、その範囲内で自律的な選択的意
思決定が可能となる。 
以上のように本章で提案するモジュール型工程は、従来のマイルストーン管理に基づく
タクト的な繰り返し工程と比較して緻密なスケジュールを提示するだけでなく、施工にか
かわる管理側と施工側の関係者が対等で自律的な関係を維持できる情報を提供できるモデ
ルを提示することに最大の目的がある。このような工程を提示することにより、超高層分
譲集合住宅の内装・設備工事における主体者の意思決定と行動の新しいパターンがもたら
されると期待する。 
 
7.3. 多工区同期化によるモジュール型工程の位置付け 
7.3.1. 繰り返し型工程に対する既往研究のレビュー 
繰り返し型工事の計画は、作業空間の分割（水平工区分割）、繰り返し単位の作業群、繰
り返しの単位日数、施工チーム編成、サイクル工期の適切な組み合わせを見出す問題であ
る。その検討方法に関して躯体工事を中心に多くの研究事例がある。その代表的な事例と
して、松本による「マルティ・アクティビティ・チャート（MAC）[91]」、大沢らによる「施
工プロセスチャート方法[92][93][94]」をレビューし、本章で提案する集合住宅の内装・設備工
事における多工区同期化の考え方によるモジュール型工程の位置付けを述べる。 
松本は、施工計画を工法計画と作業計画に分類した上で、後者は施工チームや施工機械
が一定のリズムで繰り返し作業を進めることを前提とし、その計画に有効なツールとして
MAC を提案した。MAC は繰り返し工程の 1 サイクルに注目し、その中で手待ちの排除に
よる労務費と生産設備費の最少化を目的に、水平工区分割、サイクル時間、施工チーム編
成、各施工チームの作業手順と作業日程、施工設備の転用計画を検討するためのタイムテ
                                                  
81同一資源が異なるタスクを同時刻に行なわなくてはならない状況。参考文献[100]では、あるワーカーに
作業が集中して掛け持ちタスクになるパスがクリティカルパスを超える可能性を指摘している。 
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ーブルである。MAC を用いて作業の時間割を可視化することで、複数の作業を同じ施工チ
ームが同時に施工できないリソース競合に配慮した施工チームの稼働率が高い計画を容易
に検討できる。 
大沢らは、工程編成において重点的に把握・計画しなければならない要点を、①部位や
部材などの建物要素、②工区・作業フロア・作業箇所などの作業空間、③職種・作業者数・
建設機械の台数・施工チームなどの投入資源、④纏り作業や単位作業などの作業内容、⑤
作業日・所要時間などの作業時間、の 5 項目に整理した。これらを、作業内容と建物要素
の関係、作業時間と作業空間の関係という 2 つの観点から投入資源を順次的に明確にする
施工プロセスチャート方法を提案した。この方法は、組織の中で標準化した計画事項およ
びその立案プロセスに基づいて、作業の並行化・協調化、平準化を優先すべき施工チーム
に注目したプロセスチャートを描くことで、上述した 5 要点、2 分類の検討を論理的かつ視
覚的に進めることが可能である。 
これら 2 つの方法は、繰り返し型工事における検討すべき要点の順次的な検討を可能と
している。但し、経験やノウハウといった主観に頼る部分も多くあり、評価が曖昧となる
可能性のほか、1 サイクルの作業数や施工チームの掛け持ち作業が多い工事に適用すること
の難しさを指摘できる。これらの他、なにがしかの最適解を求めるアルゴリズムの研究事
例が多くある82。しかし工程計画への要求は多様なため、計画者の意思を具現化した解に至
る検討を支援する技法が必要と考える。 
このような問題に対して安藤、浦江らは、IFM と呼ぶ行列を用い、多工区同期化による
繰り返し型工事の工程検討に必要な情報を数理的に求める方法を提示した[90][95][96][97]。IFM
は、n 個の構成材や工程要素に対応した（n×n）型の行列で、i 行目に取り合う j 列目の交
点（i≠j）、および構成材や工程要素自身である対角要素（i=j）にインターフェイス（IF）、
すなわち「1」を記述したものである。IFM は一般的なネットワークと異なり構成材同士の
取り合いに作業が存在すると考え、その全てに IF を記述した冗長性を持つ構造のため、全
体や部分における任意の要素間の関係や特定要素の性質を数理的に、かつ主観的な選択決
定を排除して求めることができる。また、所要時間や担当施工チームなど各作業の属性を
IFM と連動することで工程計算や投入資源の過不足評価が容易となる。つまり IFM は、作
業数が多くそれらが複雑に関係する工程においても、ある工程要素がどの工程要素に IF を
持つかという 2 つの工程要素間の局所的な関係を定義することで、全体や部分の工程、あ
るいは資源配分を俯瞰しながら多工区同期化における繰り返し単位の作業群であるジョブ
工区83を比較的容易に造り込む技法を提供できる。 
 
                                                  
82例えば、Local Searchを組み込むことで、TOC（Theory of Constraint：制約条件付き理論）に意味付け
られた 3 種のパラメータを同時に効率よく変更しながら準最適解の探索を可能にした参考文献[105]など。 
83 繰り返しの単位時間であるタイムモデュールを基準として作業を纏めた作業群[94]。 
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7.3.2. タクトと多工区同期化の関係 
繰り返し型の建築工事や製造業で広く用いられる生産計画の用語にタクトがある。建築
工事の工程計画の実務では、繰り返し型工程のことをタクト工程と呼ぶことが多い。ここ
では、タクトの考え方と多工区同期化を比較することで後者の考え方に対する明確な定義
を行う。なおタクトの事例は、建築工事と比較して用語の定義が明確な自動車メーカーの
組立ラインを取り上げる84。 
建築工事の全体工期に該当するのが自動車メーカーの組立ラインである。組立ラインを
シャシー廻りやエクステリアなど大まかな分類で区切った部分をゾーンと呼ぶ。ゾーンに
区切ったラインを工程単位で区切った空間はステーションと呼ばれる。ステーションには 1
～2 人の作業者が常駐する。ステーションで 1 人の作業者が受け持つ要素作業の集合を工程
と呼ぶ。要素作業の所要時間の合計が当該ステーションの工程リードタイムである。自動
車メーカーのラインでは、加工対象がステーションを通過する時間をタクトと呼ぶ。全て
のステーションで、タクトに対する工程リードタイムの割合を高い水準で均一化すること
を平準化と呼ぶ。 
以上を多工区同期化の用語に当てはめれば、ゾーンに区切ったラインは「サイクル工程」、
ステーションは作業空間である「サイト工区」、工程は繰り返し 1 単位分の工程要素を組み
合わせた「ジョブ工区」、タクトは繰り返しの単位日数を示す「タイムモデュール」に該当
する。多工区同期化における施工チームの「稼働率」は、施工チームが担当する工程要素
の所要時間合計がタイムモデュールに占める割合で示され、それを高い水準で揃えること
が「フル稼働」に基づく平準化である。フル稼働の十分条件として、作業者がジョブ工区
間を移動しながら担当する工程要素をタイムモデュール内で完了できる「完全同期化」の
理論的な保証がある。 
しかし建築工事は、自動車産業におけるラインのように工程が割り当てられたステーシ
ョンと作業者が一対一の関係にあるわけではない。施工チームの掛け持ち作業が多く、そ
れが複数のジョブ工区に分散していることに決定的な違いがある。図 55 は、筆者が 2009
年に実施した超高層分譲集合住宅の内装・設備工事に対する工数調査データを集計し、担
当する工程要素数が多い施工チームの上位 20 を抽出したものである85。最大は潜熱回収型
給湯器を利用した温水による暖房システムを施工する給湯設備工の 18 工程要素で、電気工
の 13 工程要素、給排水衛生工と造作大工の 12 工程要素、ダクト工の 10 工程要素と続く。
責任施工の観点で外注区分が決まるため、設備のようなシステム系の工事では、施工チー
ムの担当作業数が多くなる傾向を確認できる。担当工程要素数が多い施工チームでは、担
当する工程要素がジョブ工区内で他の工程要素と順序関係を持つ場合にリソース競合が生
じる可能性が高くなる。 
                                                  
84 この記述は、自動車組み立てメーカーに生産用の ITシステム導入のコンサルティングをしている企業に
ヒアリングしたものである。 
85 調査内容は工程要素間の先行後続関係を明らかにしようとしたもの。調査を実施したプロジェクトの概
要：東京都、地上 44 階、総戸数 850 戸、構造 RC 造、建築面積 5268.63 ㎡。 
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図 55 施工チームごとの担当作業数 
 
以上から、タクトと多工区同期化の関係は、次ようにまとめられる。 
① タクトが工程と作業者が一対一の関係であるのに対し、多工区同期化はジョブ工区と
施工チームが多対多の関係である。 
② 多工区同期化は、サイト工区に割り付けられたジョブ工区を施工チームが移動しなが
ら進捗する。ジョブ工区と施工チームが一対一の関係となる特殊な状況に限り、多工
区同期化とタクトは同じ計画となる。つまり、建築工事で一般にタクト工程と呼ばれ
る計画は多工区同期化の特殊解として位置づけられる。 
 
7.3.3. 超高層分譲集合住宅の内装・設備工事における多工区同期化の意義 
先にも述べたが、超高層分譲集合住宅の内装・設備工事は先ず、「1 フロアを 6 日ピッチ
で上がる」というように、繰り返し単位の作業空間であるサイト工区（一般的な意味での
工区）と繰り返しの単位日数であるタイムモデュールに対する方針が示される。そして、
図 56 に示すイメージのように、住戸の完成に必要な一連の作業（サイクル工程）を分節し
た作業の纏り（J1～J4）が、繰り返し単位日数（M1～M10）で、サイト工区（S1～S7）
を順次移動するように工程が計画される。 
しかし工程計画の実務では、図 43（p.100）に示したように、細かな工程要素を約 50 の
主要な工程に置き換えて、それを施工する順番と施工完了日の目標をフロア単位で示した、
マイルストーン管理に軸足を置いた「タクト工程」と称される、タクト的な工程計画を策
定する86。このような考え方の計画では、マイルストーン間に存在する、管理対象でない工
程要素が無視される。この可視化されていない工程要素を複数担当する施工チームの作業
者は、それを施工できる住戸を上下左右に探し回りながら隙間を縫うように工事を進める
のが常態となる。そのため前章で明らかにしたように、計画したタクトに倣うわけでも同
                                                  
86 計画表に記載した主要な工程と施工チームが一対一の関係にあると暗黙的に仮定していることから、従
来手法をタクト的と表現する。 
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期的に進捗するわけでもない変則的なパターンが事後的に形成される。そこに「リソース
競合」が生じた場合、計画上十分な作業者数が投入されていても工程遅延が生じやすい。
その不確実性に対処するため、経験と勘に基づいて適当なバッファを見込むとされる。し
かしそれは、不確実なイレギュラーに対処するバッファの意識的な配置というよりも、断
片的な情報に基づいた施工チームの功利的な意思決定の集合が均衡して生じたバッファと
その固定化であると解釈する方が自然と考える。 
このように集合住宅専有部の内装・設備工事は、異なるジョブ工区に散在する工程要素
を同じ施工チームが担当するため、従来のマイルストーン管理に基づいたタクト的な工程
計画では次に述べる課題がある。 
① 作業者が入れ替わる、あるいは他の作業が着手できるタイミングを切れ目としたまと
まり作業のレベルで工程要素の順序関係が不明瞭である。 
② リソース競合が生じやすい施工チームが複数存在する。 
その結果、所定の工期と効率的な進捗の達成に向けた調整・改善が現場で行われる。 
 
 
図 56 内装工事の工程計画のイメージ 
 
このような計画と実施の進捗が乖離する背景を課題とみて、それを解消することで、工
期短縮や延べ労働者数削減など分譲集合住宅の内装・設備工事における生産性上昇の可能
性が広がる。そのためには、サイクル工期、資源配分、発注区分などプロジェクトの環境
に応じて異なる要求と、作業順序に矛盾が無くかつ施工チームが高い効率で施工できるジ
ョブ工区の内部構造、およびジョブ工区間相互の関係を併せて検討する必要がある。しか
し、そのような数理演算的手法はこれまでに整備されていない。本章では、躯体工事を中
心に研究が進められてきた IFM を用いた多工区同期化の考え方を発展させ、クリティカル
パスに関連する工程要素集合とそれ以外を並行進捗できるようにジョブ工区を分節するこ
とで、工期とリソース競合リスクのバランス、施工チームの高い稼働率を可能とする集合
住宅の内装・設備工事を対象としたモジュール型工程の計画手法を提案する。 
図 57-A は、一般的な集合住宅の工程計画をあらわしている。水平 2 工区分割した躯体工
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事と水平工区が 1 の内装工事が共に 1 工区/6 日の施工速度で進捗する。躯体工事は 2 つの
工区を千鳥で交互に施工し、3 日ピッチでコンクリートを打設する計画である。しかし内
装・設備工事は 1 フロア単位の進捗なので、躯体工区の 1 つ目は躯体工事完了後に 3 日の
空白期間が生じている。これに対して図 57-B は、躯体工事と同様に内装工事を水平 2 工区
分割した場合をあらわしている。この場合の内装・設備工事はサイト工区の施工量が A の
1/2 となるため、A と同じ投入資源水準でも 1 工区/3 日の速度で施工できる。したがって、
内装工事のサイクル工期は、その差分である 3 日×サイクル工程の分割数だけ短縮する計
算となる。ただし現実は、部屋請けという専門工事会社と作業者個人との請負契約が制約
となり、1 人当たりの施工量を工程計画の都合で変えにくい工程要素があるので、サイト工
区数を 2 倍してもサイクル工期が単純に半減するわけではない。しかし、内装・設備工事
の水平工区分割数を増やすことにより、延べ労働者数を変えずに躯体と内装・設備を合わ
せた全体工期を短縮できる可能性を図 57 から容易に想像できる。 
 
 
図 57 内装工事における多工区同期化のイメージ 
 
このように、整然と繰り返されるサイクル工程の分節を、実行可能な内容かつ現実的な
検討時間で造り込む手法が課題となる。この課題を解く鍵は、前章で把握した「作業群」
の概念、つまり工程要素相互における直列施工、並列施工の関係の分類にある。 
なるべく多くの工程要素相互が並行進捗できるようにサイクル工程を分節すれば、それ
らの進捗に関する意思決定の権限の多くをタイムモデュールの範囲内で施工チームに委ね
ることが可能となる。これは、全工程要素のスケジュールや進捗を仔細に把握・共有・伝
達しなくとも、不確実性をタイムモデュールという時間区分の範囲内で吸収できる工程の
計画となる。しかし、全ての工程要素が並行進捗できるように分節した工程は、必要以上
にサイクル工期が長くなると容易に想像できる。そこで、サイクル工程の最短経路である
クリティカルパスを中心とした直列施工の工程要素群と、それ以外の工程要素による並列
施工の工程要素群が混在するようにサイクル工程を分節し、その工程モジュールを繰り返
し施工する計画が考えられる。 
この計画では、直列施工の工程要素群の進捗は緻密に管理すべきである。可能であれば
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リアルタイムに進捗情報を共有した方がよい。他方で、並列施工の工程要素群は、タイム
モデュール内に完了していることを確認できればよい。この工程要素の進捗情報は、施工
チームで共有するだけで構わない。管理側は、タイムモデュールという基準で進捗状況を
評価することになる。このような多工区同期化の考え方によるモジュール型工程計画手法
は、次の点で従来手法と明らかに異なっている。 
1) 代表的な工程要素だけではなく、現場で行われている全ての工程要素を対象とした
繰返し型工程を計画する。この工程要素数は後で詳述するように約 200要素となる。
これらの工程要素相互の順序関係は、計画に先立って解消されている。 
2) 経験や勘に基づいて主観的に設定するマイルストーンではなく、工程要素の順序関
係から理論的に導出した直列施工の作業群を重点管理工程要素群として位置付ける。
また、マイルストーンの進捗を管理するのではなく、タイムモデュールを進捗管理
の評価基準とする。 
3) 施工場所のばらつきが大きかった従来の実施に対し、水平工区分割とタイムモデュ
ール、ジョブ工区を対応することで、ある日にち、ある時間における施工場所を特
定して明示する。 
4) 従来の計画で問題の対象としていなかったリソース競合を前提に計画することで、
完全同期時におけるフル稼働を保証する。 
5) 以上によりタイムモデュール単位の最小必要作業者数を施工チームごとに算出、す
なわち、いつ、どの職種が、どれだけ必要かに基づいた計画を提示する。 
 
7.4. 多工区同期化とインターフェイス・マトリクス 
7.4.1. インターフェイス・マトリクスとインターフェイスの定義 
提案手法では、工程要素の相互関係を正確に記述する仕組みとして、インターフェイス・
マトリクス（Interface Matrix：IFM）を利用する。IFM とは、n 個の工程要素に対応した
（n×n）型の行列で、i 行目に取り合う j 列目の交点（i≠j）、および構成材などの工程要素
自身である対角要素（i=j）にインターフェイス（IF）を記述した行列である。より具体的
に言えば、設計上の構成材を列記し、それら相互の支持関係を IFM に記述する。これは、
設計構造の記述と換言できる。さらに、施工、付随作業、施工性の制約に基づいたアクテ
ィビティの項目を追加し、それらの取り付く先にインターフェイスを記述する。構成材と
アクティビティの項目を合わせて、工程要素と呼ぶことにする。 
図 58 は、工程要素集合 C={cn} (n=1,2,…,19)による IFM の例である。行と列の番号（ID）
は工程要素をあらわしている。Time はその工程要素の施工にかかる所用時間、Team はそ
の工程要素の施工を担当するチーム名である。 
i≠j の IF は、cjが ciに IF を持つという工程要素間の「ありよう」をあらわす。例えば、
図 58 の 1 行目は工程要素 c1に、{ c2, c10, c16 }が IF を持つ状態の記述である。それは同時
に、工程要素 c1が{ c2, c10, c16 }に直接先行するという施工の順序関係を意味する。したがっ
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て、ある工程要素 cij に対して、列に直接先行する工程要素、行に直接後続する工程要素に
IF が記述されている。また、i=j の対角にある IF は、構成材や工程要素自身に対するアク
ティビティをあらわす。例えば、「資材 1 の取り付け」というような、ものに対する行為＝
「こと」を指す。したがって、全ての工程要素は対角上に IF を常に持つ。 
これらの IF に所要時間や担当施工チームなど各作業の属性を IFM と連動することで、
全体や部分の工程、あるいは資源配分を俯瞰しながら多工区同期化におけるジョブ工区を
比較的容易に造り込む数理的演算が可能になる。また、IFM を用いて計画する工程の精度
は、実施レベルと同程度に細分した工程要素で漏れがないことと、IFM に記述した工程要
素同士の IF の正確さの 2 点に依存する。IF の定義は次のように分類される。 
 
 
図 58 IFM の例 
 
a）構成材間の直接的な取合いによって決められる IF の定義 
a-1）支持関係による IF。 
a-2）仕上・下地の区分による IF。 
a-3）勝ち負けによる IF。 
a-4）「重い・硬い・強い構成材－軽い・軟らかい・弱い構成材」間の関係による IF。 
 
b）作業上の取合い（工程要素の取合い）によって決められる IF 
b-1）同一構成材に付随する一連の作業の性質によって定義される IF。構成材と 1 対 1 に
対応しない作業を独立した工程要素とみなす。例えば、墨出し、穴開け、清掃、接
続など。 
b-2）作業箇所にアクセスできることによって関係付けられた IF。構成材間に直接的な取
合いは無いが、ある構成材 B が先に施工されてしまうと構成材 A を取り付けられな
ID Time Team 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19
1 4 A 1 1 1 1
2 16 B 1 1
3 4 B 1 1 1
4 4 A 1 1
5 12 D 1 1
6 4 C 1 1
7 24 F 1 1
8 20 G 1 1
9 20 H 1
10 4 C 1 1 1
11 8 D 1 1
12 4 D 1 1 1
13 4 C 1 1 1
14 4 D 1 1
15 8 A 1 1
16 4 E 1 1 1
17 4 E 1 1
18 8 A 1 1
19 4 C 1 1
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い場合。例えば、ダクトと天井下地の関係、間仕切壁施工後に荷姿の大きなものを
運び込めないなど。あるいは電気配線の上に漏水の可能性がある配管を設置しない、
床暖房パネルの上に直接脚立を乗せないなど故障や傷の被害を防ぐ場合。 
 
c）内装・設備工事特有の IF 
c-1）躯体工事の進捗に制約を受ける内装・設備工事以外の工程要素に関係付けられた IF。
その工程要素Cの施工が終わらなければ内装工事の工程要素D施工に支障が生じる
場合。例えば、直上階の仮設開口を止水しなければボードを取り付けできない、仮
設エレベータが着床しなければ資材を揚重できないなど。 
c-2）検査・試験に関連付けられる IF。直接取合いのある構成材 E と構成材 F の間に位
置付けられる、構成材と 1 対 1 に対応しない独立した工程要素。例えば、中間検査、
水圧試験など。 
 
7.4.2. 構工法と IFの対応 
構工法に対応して工程要素同士の IF や部分分割が変わる工程要素集合がある[98]。分割に
対応して部分間の IF は変わる。あるいは、IF の関係構造を変えるためにありようとしての
部分を分割する場合もある。以下に内装・設備工事で特徴的な例を挙げる。 
 
1）工程要素の IF が変わる 
例えば、間仕切壁の墨出しという工程要素は、壁先行ではパーマネント支保工の解体と
いう工程要素に IF を持つが、床先行では 2 重床システムという構成材に IF を持つ。 
 
2）部分分割が変わる 
2-1）部材分割が変わる 
例えば、床先行は、2 重床←間仕切壁/天井下地←ボードの順序関係だが、壁先行は、間
仕切壁/天井下地←ボード（遮音部部分）←2 重床←ボード（非遮音部分）の順序関係とな
る。つまりボードという構成材が遮音機能を受け持つ部材とそれ以外に分割される。 
2-2）発注・調達区分が変わる 
例えば、間仕切壁/天井の下地材を木軸から LGS に替えることで、ある施工チームが担当
する「間仕切壁/天井/造作/木建具枠等」という一連のプロセスのまとまりが、施工チーム A
が担当する「間仕切壁/天井下地（LGS）」←施工チーム B が担当する「造作/木建具枠等」
の関係に分割されうる。 
2-3）プレファブ化による構成材の集約 
例えば、強電・電話・LAN のケーブルを 1 まとめとしたユニットケーブルの採用。 
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3）作業空間の分割を変える 
例えば、ダクトをユニットバス上部の部分とその他の部分に分割することで、後者とユ
ニットバスを並行作業可能とする。 
 
7.4.3. IFMによる主な諸計算 
以上に述べたように IFM は、設計構造を出発点に工程要素の順序関係を定義することに
特徴がある。つまり、PEART/CPM のように WBS（Work Brakedown Structure）的な考
え方に依拠した、プロジェクトの成果物を主観的に多段階分解した要素に対応するアクテ
ィビティの順番を定義したネットワークと異なり、工程要素相互の順序関係を建築の構造
（ありよう）と工程（やりよう）の事実関係を全て網羅した積み上げ型の行列である。IFM
を用いることで次に述べる工程計画に関する数理的演算が可能となる[90]。本章で提案する
多工区同期化によるモジュール型工程の計画手法は、これらの演算を組み合わせて計画ア
ルゴリズムを構築する。 
 
到達可能行列 
IFM はある工程要素に対する直接の IF が記述されている。この行列を二乗することで、
2 パスで到達できる関係を算出できる。図 59 は、図 58 の IFM を二乗した行列である。
黒字に白抜きのセルが 2 パスで到達する工程要素の関係を示す。例えば図 58 で直接の IF
を持つ ID1 と ID3 には、ID1←ID2←ID3 のと ID2 を経由したパスがあることを図 58 か
ら認識できる。この乗算を、演算結果を 0 か 1 の 2 値であらわすブール代数演算のもとで
繰り返すと、最終的にセルの数値が変化しない状態となる。この行列は、任意の工程要素
の到達可能なパスが全て記述された行列である。この行列を「到達可能行列」と呼ぶ。 
 
 
図 59 IFM の二乗行列 
ID Time Team 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19
1 4 A 1 2 1 0 0 0 0 0 0 2 1 0 1 0 0 2 1 0 1
2 16 B 0 1 2 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0
3 4 B 0 0 1 2 1 1 0 0 0 0 0 2 0 1 0 0 0 0 0
4 4 A 0 0 0 1 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
5 12 D 0 0 0 0 1 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
6 4 C 0 0 0 0 0 1 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
7 24 F 0 0 0 0 0 0 1 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
8 20 G 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
9 20 H 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
10 4 C 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 2 0 2 1 0 0 1 0 0
11 8 D 0 0 0 0 2 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0
12 4 D 0 0 0 0 0 2 1 0 0 0 0 1 0 2 1 0 0 0 0
13 4 C 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 1 0 2 1 0
14 4 D 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 2 0 0 0 0
15 8 A 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0
16 4 E 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 2 1 2
17 4 E 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0
18 8 A 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0
19 4 C 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
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誘引要素、平行要素 
到達可能行列を用いることで、任意の 2 工程要素間に先行と後続の IF を持つ「誘引要素」
と、IF を持たない「平行要素」を抽出できる。この関係を図示したものを図 60 に示す。
この図では白抜き文字の工程要素が誘引要素や平行要素の関係にある。 
IFM は cjが ciに IF を持つという工程要素間の関係を記述した行列である。したがって、
到達可能行列の行はその工程要素の後続 IF のベクトル、列は先行 IF のベクトルである。
図 61 は、図 59 の演算を進めて得られた到達可能行列である。この行列で、ID3 が後続 IF
を持つ工程要素集合は{ 4, 5, 6, 7, 8, 9, 12, 14, 15 }、ID6 が先行 IF を持つ工程要素集合は{ 1, 
2, 3, 4, 5, 10, 11, 12 }である。したがって、ID:3 を先行、ID6 を後行とした場合の誘因要素
集合は{ 4, 5, 12 }、平行要素集合は{ 13, 16, 17, 18, 19 }を抽出できる。 
この演算は次のように定式化される。先行する工程要素集合 P(ck)、後行する工程要素集
合 S(ck)、それらの誘引要素集合を I、平行要素集合を L とすれば、I=P(ck)∩S(ck)、L=P(ck)
∪S(ck)の余集合。 
 
 
図 60 誘引要素と平行要素 
 
 
図 61 到達可能行列 
 
  
A B C D
E
誘引要素
A B C D
E
平行要素
ID Time Team 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19
1 4 A 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
2 16 B 0 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0
3 4 B 0 0 1 1 1 1 1 1 1 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0
4 4 A 0 0 0 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
5 12 D 0 0 0 0 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
6 4 C 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
7 24 F 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
8 20 G 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
9 20 H 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
10 4 C 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 0 1 1 1 0 1 1 0
11 8 D 0 0 0 0 1 1 1 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0
12 4 D 0 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0
13 4 C 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 1 1 1 0 1 1 0
14 4 D 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0
15 8 A 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0
16 4 E 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1
17 4 E 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0
18 8 A 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0
19 4 C 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
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トポロジカル・オーダリング 
ループのない IFM の到達可能行列において、各工程要素を順序付けして、どの工程要素
もその後続 IF を持つ工程要素より前にくるように並べることである。具体的には、列の集
計が 1 の工程要素をレベル 1 とし87、その工程要素の行を全て 0 にする。次に列の集計が 1
の工程要素をレベル 2 とし、その工程要素の行を全て 0 にする。これを行列が空集合にな
るまで繰り返せば、工程要素を施工すべき順序をレベル値で得られる。また同じレベルで
抽出された工程要素は平行要素の関係にある。 
到達可能行列を利用した演算では最早順序、その転置行列を用いた演算では最遅順序の
トポロジカル・オーダリングとなる。この計算は、先行 IF が同時に消滅する工程要素集合
にレベル値という順番属性を持たせる処理と言い換えることができ、その概念を図 62 に示
す。 
 
 
図 62 トポロジカル・オーダリングの概念 
 
時間計算 
繰り返しとなるが IFM はある工程要素に対する直接の IF が記述されている。したがっ
て、ある工程要素の所要時間は直接後続する工程要素の最早終了時刻となる。図 63 は、図 
58 の IFM（トポロジカル・オーダリング済み）を用いて最早終了時刻を計算した例である。
対角に各工程要素の最早終了時刻が記述されている。 
ID1 の所要時間は（4）のため、（4）が自分自身のアクティビティである対角に代入され
る。これが ID1 の最早終了時刻である。それに後続する IF には ID1 の終了時刻として（4）
が代入される。ID2 は先行 IF 集合の最大値が最早開始時刻となり、それに自分自身の所要
時間（16）を加えた時刻が最早終了時刻となる。ID2 に後続する ID3 との IF は、ID2 の最
早終了時刻が代入される。この計算を最終行まで繰り返せば、最早終了時刻行列を得るこ
とができる。 
最遅終了時刻行列は IFM の転置行列を用い、最大値を最小値と読み替えて計算すればよ
い。また、最早（最遅）終了時刻から自分自身の所要時間を減算すれば最早（最遅）開始
時刻を得る。最早終了（開始）時刻と最遅終了（開始）時刻が同じ工程要素はクリティカ
ルパスである。 
 
                                                  
87 自分自身（対角）にだけ IF を持つ工程要素。 
A B C D
E
① ② ③
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図 63 最早終了時刻行列 
 
  
ID Time Team 1 2 10 11 3 4 5 12 6 13 16 7 14 17 19 15 18 8 9
1 4 A 4 4 4 4
2 16 B 20 20
10 4 C 8 8 8
11 8 D 16 16
3 4 B 24 24 24
4 4 A 28 28
5 12 D 40 40
12 4 D 28 28 28
6 4 C 44 44
13 4 C 12 12 12
16 4 E 8 8 8
7 24 F 68 68
14 4 D 32 32
17 4 E 16 16
19 4 C 12 12
15 8 A 40 40
18 8 A 24 24
8 20 G 88 88
9 20 H 108
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7.5. 内装・設備工事における多工区同期化の工程計画手法 
7.5.1. 内装・設備工事におけるジョブ工程分割問題と工程のモジュール化 
多工区同期化手法は、タイムモデュールという時間区分で一連の工程を区分することで、
施工チームが担当する工程要素を手待ちがなるべく少なくなるように、ジョブ工区を移動
しながら施工することが可能となる。このような同期化が行なわれている状態を完全同期
化と定義する。 
図 64 は、工程要素 1～19 を、A～F の施工チームが担当する場合の多工区同期化をイメ
ージした模式図である。工程要素間の矢印は順序関係を示している。矢印を持たない工程
要素はタイムモデュール内で自由に開始終了できる平行要素である。また、異なるジョブ
工区にある工程要素同士の順序関係は、タイムモデュールという時間区分の概念を導入す
ることで、ジョブ工区という工程要素集合同士の IF に集約される。この図では、3 つのジ
ョブ工区でサイクル工程が構成されている。それらが全て同じタイムモデュールで施工さ
れている状態が完全同期化である。その十分条件は、リソース競合がない、つまり実行可
能なジョブ工区分節とチーム編成で、必要条件がなるべく多くの工程要素を平行要素の関
係としてジョブ工区に割り付けることと後に詳述する完全同期化条件を満たす施工チーム
編成である。 
このように多工区同期化のジョブ工区分節分割問題とは、一連の工程における工程要素
間の IF を集約して階層化するという、工程のモジュール化問題と換言できる。モジュール
への分割は、チーム編成という関係者間の合意と、構成要素の構造を写像した IFM に基づ
くため、計画した工程がどのようなアーキテクチャであるのかを明示する必要がある。つ
まり実施がどのように保証され、実現可能性があるのかを元下請間が手持ちのリソースを
考慮しながら検討できる資料の提示が求められる。以降、本章では IFM を用いた数理的演
算による、工程アーキテクチャのモジュール化、すなわち多工区同期化の手法について論
述する。 
 
集合住宅の内装・設備工事は 1 住戸あたりの所要時間が短い工程要素が多いため、多工
区同期化において次に述べる問題がある。 
① サイクル工期を最短とするには各工程要素の最早終了時刻がタイムモデュール以下と
なるように工程を分割してジョブ工区に割り付ければ良いが、ジョブ工区内でインタ
ーフェイスを持つ工程要素が多くなるためリソース競合の回避、すなわち完全同期化
条件の達成が難しくなる。 
② 反対にリソース競合を排除するには、全ての工程要素が平行要素88となるように工程を
分割してジョブ工区に割りつければ良いが、ジョブ工区内の余裕時間が長い、すなわ
ち仕掛在庫状態の住戸が多く必要以上にサイクル工期が長くなりがちとなる。 
 
                                                  
88 ある工程要素の集合に対して直接先行・直接後続双方のインターフェイスを持たない要素の集合。 
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本章では、この二律背反の解消を目的に、サイクル工期を決定付けるクリティカルパス
に関連する工程要素集合を最短となるように分節し、それ以外の工程要素を先の分節に平
行要素としてジョブ工区に割り付け可能とする多工区同期化工程の計画手法を提示する。
提案するアルゴリズムのフローチャートを図 65 に示す。フローチャート中の角括弧内の数
字はその項目について記述している章番号をあらわす。 
 
 
図 64 多工区同期化のイメージ 
 
 
図 65 提案する多工区同期化工程計画のフローチャート  
完全同期化条件の検討[7.5.2.]
最少ジョブ工区分節数（CP”k）の導出[7.5.3.]
水平工区分割数（Sn）、タイムモデュール（Mn）、1日の作業時間（H）を設定
IFMの作成[7.4.1.]
施工チーム編成の仮定 完全同期化条件検討 各施工チームの作業者数算出
クリティカルパス算出 クリティカルパス分節 CPkの導出
CPkの誘因要素算出 CPkに含める CP’kの導出
CP'k、CP'k+1に直接先行・
後続する工程要素の算出
CP'kかCP'k+1に含める
或いはその間に独立
CP”kの導出
CP"kでリソース競合チェック[7.5.5.]
ジョブ工区分節の検討[7.5.4.]
CP"kを縮約したIFMでトポ
ロジカル・オーダリング
最早順序（ELn）、最遅
順序（LLn）の算出
リソース競合リスク低位型
分節したジョブ工区でリソース競合チェック[7.5.5.]
Finish
YesNo
リソース競合リスク中位型
リソース競合リスク高位型
No Yes
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7.5.2. 完全同期化条件の検討 
全ての工程要素とその歩掛りおよび数量、もしくは 1 住戸当たりの所要時間、それを担
当する施工チームを把握できている場合、次の手順で完全同期化条件を満たす投入資源水
準を算出できる。1 日の作業時間を H、作業 ciの 1 住戸あたりの所要時間を tiとすれば、
その作業に必要な人工 ni=ti/H となる。また、基準階住戸数を Rn、1 フロアのサイト工区分
割数を Snとすれば、サイト工区における ciの人工 wni=ni×Rn/Sn（少数点第 1 位切り上げ）
となる。 
作業はタイムモデュール Mn日内で完了することが前提なので、施工チーム p に必要最小
限の人数 Wpiは、p が担当する作業の wni/Mnの最大値以上で仮定される…（7-1）式。Wpi
は工期を通して一定という仮定を置けば、p が担当する ci のサイト工区における所要時間
tpi は（7-2）式であらわされる。ここで、p における tpi の合計がタイムモデュールの時間
換算値以下とする（7-3）式が完全同期化条件となる。 
それを満たさない施工チームはチームメンバー数の増員（Wpi の増加）やチーム編成の
再検討が必要となる。また、施工チームの稼働率は、∑tpi[p]/(Mn×H)×100（％）で評価
できる。しかし各工事が階層的な請負契約である以上、稼働率の高低は専門工事会社の調
達内容、つまり施工チームへの外注範囲で限界点が決まる。 
 
Wpi≧MAX{wni[p]/Mn}   ･･･（7-1） 
tpi=(wni×H)/Wpi    ･･･（7-2） 
Σtpi[p]≦(Mn×H)    ･･･（7-3） 
 
7.5.3. 最少ジョブ工区分節数の導出 
クリティカルパスの分節 
内装・設備工事の全体工期はサイト工区分割数を増加することで短縮が可能だが、躯体
工事を含めた全体工期の短縮はサイクル工期、つまりジョブ工区分節数を少なくすること
が有効である。理論上の最少分節数は、一連の工程の最短経路であるクリティカルパスを
中心とした検討で導出される。以下に、図 58 の IFM をグラフ表現した図 66 を用い、最
少ジョブ工区分節数の導出方法を述べる。 
ここに、基準階サイクル工程における全工程要素の集合を C、工程要素を ci、クリティカ
ルパス集合を CP、その構成要素を cpi とすれば、C={ci}、CP={cpi}、CP⊆C とあらわすこ
とができる。工程要素間の IF と各要素の所要時間から CP（図 66 中の 1～9）が算出され、
最早終了時刻 EFtiで Max{EFti∈CP}≦(Mn×H)となる分節を CPkとする（図 66 の実線囲
み）。 
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クリティカルパス分節（CPk）の誘因要素算出 
{ci}∉CP で、{cpi}∈CPk に先行かつ後続の IF を持つ工程要素の集合（12）は、その先行
要素と後続要素の間で施工されなければならない。このような工程要素を CPk の誘引要素
集合 I(CPk)と呼ぶことにする。I(CPk)の先行要素集合を P(CPk)、後続要素集合を S(CPk)
とすれば、それらの共通部分を、I(CPk)=P(CPk)∩S(CPk)と定式化できる。先の施工条件か
ら、図 66 の一点鎖線に含まれる工程要素集合 CP’k は、CP’k=CPk∪{I(CPk)}であらわされ
る。 
 
CP’k、CP’k+1に直接先行・後続する工程要素の算出 
隣接する 2 つの CP’k を（CP’k,CP’k+1）とあらわせば、{ci∈CP’k}に後続し、{ci∈CP’k+1}
に先行する工程要素の集合（10、11）は、I(CP’k,CP’k+1)=S(CP’k)∩P(CP’k+1)で同定される。
これらは CP’k における自由後続、CP’k+1 における自由先行要素であり、Max{EFti∈CP’k}
≦(Mn×H)、あるいは Max{EFti∈CP’k+1}≦(Mn×H)の条件を満たす限りで CP’k もしくは
CP’k+1と同じジョブ工区内で、またその条件を満たさない場合は図 66 の破線四角のごとく
CP’k’と CP’k+1の間で施工されなければならない。さらに、I(CP’k,CP’k+1)に直接先行、ある
いは直接後続する工程要素{ci∉CP’k∪I(CP’k,CP’k+1)}は、例えば CP’k∪I(CP’k,CP’k+1)とした
時に I((CP’k∪I(CP’k,CP’k+1)),CP’k+1)となる可能性がある。そのため（CP’k,CP’k+1）に
I(CP’k,CP’k+1)を加えながら S(CP’k)∩P(CP’k+1)=φとなるまで演算を繰り返す必要がある。
演算が終了した状態の CP’kを CP”kとする（図 66 最外の点線囲み）。 
CP”k は、施工チーム編成や設計を変更しない限りその数を削減できない。したがって
CP”k の数を、仮定した資源水準一定下における理論上最少のジョブ工区分節数と同定でき
る。次に、残りの工程要素である{ci∉CP”k}と CP”kの関係を検討する。 
 
 
図 66 作業相互の順序関係の例 
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7.5.4. ジョブ工区分節検討 
最早順序（ELn）、最遅順序（LLn）の算出 
CP”kを IFM の部分行列として縮約89すれば、図 66 のグラフは図 67 のごとく表現され
る（以下、CP”kを縮約した要素を cp”kとする）。先述した通り CP”kはクリティカルパス構
成要素、あるいは CP’kに先行かつ CP’k+1に後続 IF を持つ工程要素を含んでおり、CP”kだ
けで構成される一連のパスが存在する。したがって工期制約的な場合のジョブ工区分節は
CP”kに対する{ci∉CP”k}の割り付け方を検討することになる。 
一方、投入資源水準一定下の条件では、同一の施工チームが担当する工程要素にジョブ
工区内の開始・終了の時間拘束が生じない、つまり、{cp”k}∪{ci∉CP”k}が全て平行要素とな
るジョブ工区分節が有利となる。前者は最少ジョブ工区分節数でサイクル工程を達成でき
る反面、リソース競合発生リスクが高くなる。後者はジョブ工区数が理論上の最少数から
増加する可能性が高い反面、リソース競合の回避が容易である90。双方のストラテジーはメ
リットとデメリットがトレードオフのため、一方の視点による初期解から他方の視点に向
けた調整で妥協点を見出すことが現実的と考える。そのためには、CP”kを縮約した IFM で
{cp”k}∪{ci∉CP”k}の要素同士の順序関係を可視化する必要がある。 
CP”kを縮約した IFM の到達可能行列 R’とその転置行列 R’’を用いたトポロジカル・オー
ダリングの演算から、レベル（Ln）と呼ぶ平行要素の組が求められ、R’のオーダリングで
最早順序のレベル（ELn）、R”のオーダリングで最遅順序のレベル（LLn）を得る。表 30
は、図 67 に基づいて作成した IFM によるトポロジカル・オーダリングの演算結果である。 
同一の ELnあるいは LLnの集合でジョブ工区を分節すれば、前者は最早、後者は最遅の
順序で各要素の並行進捗が保障される。これは先に述べた完全同期化の前提で投入資源水
準一定下の条件を満足するジョブ工区分節の典型的な解の 1 つである91。 
ELn=LLn でその値が同じ要素の集合は互いに IF を持たないため平行要素の関係と同定
される（表 30 中の{ 13、cp”2、16 }、{ 14、17 }、{ 15、18 }）。また、ある要素 a と b の関
係において、ELn(a)≦ELn(b) ⋀ LLn(b)≦LLn(a)の場合、両者の間に IF が存在しないため
平行要素の組み合わせと同定される（{ 14、17、cp”3 }、{ 15、18、cp”3 }、{ cp”3、19 }、{ cp4”、
19 }）。つまり、ELn≠LLn の{ci∉CP”k}は ELn=LLn の{cp”k}に対して ELn(ci)≦Ln(cp”k)≦
LLn(ci)であれば当該 cp”kに対する平行要素である（{ cp"4、19 }）。 
上記以外、例えば ELn(a)≧ELn(b) ⋀ LLn(b)≧LLn(a)の組み合わせ（{ cp”2、14、17 }）、
あるいは ELn=LLn の要素における n と n+1 間（{ 14、18 }）等の順序関係はレベル値で同
定できないため、CP”kを縮約した IFM の到達可能行列を用いた誘引要素や平行要素の判定
に依らざるを得ない。但し、cp”kと cp”k+1の間における IF の存在が保証されているのは先
に述べた通りであり、したがって、cp”kに与えられた ELn～LLnの値がトポロジカル・オー
                                                  
89 行列において複数の要素を 1つの要素に置き換え、元の要素に付随する全てのインターフェイスを新し
い要素に付け替える操作。 
90 {CP”k}だけが時間制約を持つ工程要素となるため。 
91 リソース競合を解消すれば、最早・最遅順序以外に複数解が得られる。 
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ダリングで得られる Lnの値を網羅するのは自明である。 
 
 
図 67 図 66 の縮約グラフ 
 
表 30 図 67 に対するトポロジカル・オーダリングの結果 
 
 
ジョブ工区分節の検討 
表 30 に示したトポロジカル・オーダリングの結果を元にジョブ工区分節を検討すること
になる。図 68 は、表 30 の ELnで分節した IFM である。IFM の網掛け部分は ELnでまと
められた工程要素による IFM の部分行列をあらわしている。仮にこのまとまりをジョブ工
区とするならば、EL1の工程要素集合{ c1, c2, c10, c11 }に接続する 4 つの IF は、それらの施
工が終わった時点で物理的に消滅する。この点が多工区同期化を工程のモジュール化に展
開できる原理的な裏づけである。 
IFM の右側に設けた表「施工チームと工程要素」は、工程要素とそれを担当する施工チ
ームの交点に、その工程要素に IF を持つ工程要素数を記述している。その数字に対する網
掛けは当該工程要素が同じ ELnの他の工程要素が IF を持っていることをあらわしている。
例えば施工チーム A が受け持つ工程要素 c1は、c2, c10が IF を持つ。 
このようにジョブ工区に分節された工程要素集合は、ジョブ工区間にある IF の消滅によ
り IFM 上での独立性が保障される。しかし実際は、複数のジョブ工区に分散して工程要素
を受け持つ施工チームを介した IF が残っている。例えば図 68 の施工チーム A が担当する
工程要素集合は、{c1, c4, c15, c18}で、それらは 3 つのジョブ工区（EL1、EL2、EL4）に分散
している。それらの内、c1, c4は各々が割付けられているジョブ工区内で他の工程要素が IF
を持つ。すなわち、c1, c4 はタイムモデュール Mn の中で施工可能な時刻に制約がある。そ
してその時刻制約いかんによっては（7-3）式の完全同期条件を満たしていても、担当する
工程要素の全てを Mn内で施工できない状態となる。これをリソース競合と呼ぶことにする。 
以上から、トポロジカル・オーダリングの結果からジョブ工区分節を検討する際に、そ
の割り付け方によってリソース競合が生じる可能性（以下、リソース競合リスクと呼ぶ）
13
16
cp”1 cp”3cp”2
14 15
17 18
19
cp”4 cp”5
ID CP"1 13 CP"2 16 14 17 CP"3 15 18 CP"4 19 CP"5
ELn 1 2 2 2 3 3 3 4 4 5 3 6
LLn 1 2 2 2 3 3 4 4 4 5 5 6
ELn-LLn 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 2 0
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が変わることを直感的に理解できる。ここでは、リソース競合リスクとジョブ工区数の関
係に注目して、リソース競合リスク低位型、中位型、高位型と呼ぶ 3 通りの割り付け方法
を提示する。 
 
 
図 68 表 30 の ELnで分節した IFM 
 
A：リソース競合リスク低位型（ELnあるいは LLnの集合によるジョブ工区分節） 
CP”kはクリティカルパスを中心とした相互に IF を持つ工程要素を Mnで分節した部分集
合である。そのため、全ての工程要素を完全並行とした場合と比して CP”k自身に短工期の
性質があると共に、CP”k に起因するリソース競合の可能性が残されている。このことから
Max{Ln}をジョブ工区分節数とし、ELn=LLn の要素に対する平行要素を割り付けたジョブ
工区分節は、ある程度短工期である程度リスク回避的なストラテジーと解釈できる。 
 
B：リソース競合リスク中位型（最少ジョブ工区数への自動ジョブ工区分節） 
ここで、ELn=LLnの工程要素を liとすれば、{li}={ci∉CP”k | ELn-LLn=0}とあらわされる。
さらに、li のレベル値を ELn=LLn→Ln、cp”k のレベル値を ELn→Ln として考える92。ここ
で、{cp”k | Ln}∪{li | Ln}を CLnとする。CLn(cp”k≠φ)を CLkと呼べば、CLkと CLk+1の間
にある CLn(cp”k=φ)は、CLk に直接後続 CLk+1 に直接先行する工程要素集合である。最遅
終了時刻である Max{LFti}が Mn を超えない限りで CLn(cp”k=φ)を、それに先行する CLk
に含める。その工程要素集合を CP’’’k とする。CP’’’k は CP’’’k=CLk∪{Ln[CLk] < {CLn+x} < 
Ln[CLk+1]}と定式化できる。縮約要素 cp”kを工程要素集合 CP”kに還元した CP’’’kの誘引要
素集合と、CP’’’k に直接後続 CP’’’k+1 に直接先行する要素集合を Max{LFti}≦Mn の条件で
CP’’’k あるいは CP’’’k+1 に含めた集合を CP’’’’k とすれば、CP’’’’k=CP’’’k∪I(CP’’’k)∪I(CP’’’k, 
                                                  
92 cp”kのレベル値は、LLn→Lnと考えても差し支えない。 
ELｎ ID 1 2 10 11 3 4 5 12 6 13 16 7 14 17 19 15 18 8 9 A B C D E F G H
1 1 1 1 1 4
2 1 1 16
10 1 1 1 4
11 1 1 8
3 1 1 1 4
4 1 1 4
5 1 1 12
12 1 1 1 4
6 1 1 4
13 1 1 1 4
16 1 1 1 4
7 1 1 24
14 1 1 4
17 1 1 4
19 1 1 4
15 1 1 8
18 1 1 8
5 8 1 1 20
6 9 1 20
4
IFMのジョブ工区部分行列 施工チームと工程要素
1
2
3
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CP’’’k+1)とあらわされる。 
CP’’’’kの縮約要素を cp’’’’kとした IFM で、最早・最遅のトポロジカル・オーダリングを演
算すれば、リソース競合リスク低位型より少ない数のレベル値を得る。ただし、CP’’’’kを構
成する工程要素相互で IF を持つ可能性を否定できないため、リソース競合リスク低位型と
比較して競合リスクは高くなる。 
 
C：リソース競合リスク高位型（手作業によるジョブ工区分節） 
cp”kと ELn=LLnの{ci∉CP”k}でジョブ工区分節数は任意に決定される。ジョブ工区数 L と
サイクル工期 T およびタイムモデュール Mn の間には、T=Mn×L の関係が成り立つため、
Max {Ln}をジョブ工区分節数の初期解とし、ELn≠LLnの cp”kに対してELn≦Ln(cp”k)≦LLn
となる ELn=LLnの{ci∉CP”k}を平行要素として割り付け直せば、ジョブ工区分節数を最少値
に近づけることができる。但し、ELn=LLnの{ci∉CP”k}同士が IF を持つ可能性があるため、
リソース競合およびジョブ工区割り付け済みの要素集合 Jk 内における Max{EFti∈Jk}≦
(Mn×H)の条件に注意する必要がある。 
決定したジョブ工区分節数で{cp”k}と ELn=LLn の{ci∉CP”k}を割り付けた Jk に対して未
割当の要素である ELn≠LLn の {ci∉CP”k}の内、ELn({ci∉CP”k})≦ELn{Jk} ⋀  LLn{Jk}≦
LLn({ci∉CP”k})、つまり Jkに割り付け済みの要素対する平行要素を当該ジョブ工区に割り付
ける。この際、同一ジョブ工区に割り付けた全要素の ELnあるいは LLnが同じであればそ
れらは平行要素の関係にある。そうでない要素同士は IF が存在する可能性があるため、リ
ソース競合および Max{EFti∈Jk}≦(Mn×H)の条件に注意する必要がある。 
以上のジョブ工区に対し、割付済みの要素と残りの工程要素がなるべく平行要素となる
ように割り付ける。この検討は、CP”kを縮約した IFM を用いた誘引要素あるいは平行要素
の判定に従うことになる。あるジョブ工区に割り付け済みの要素集合における誘引要素は
リソース競合および Max{EFti∈Jk}≦(Mn×H)の条件に注意して当該ジョブ工区に割り付
けざるを得ない。平行要素は ELn あるいは LLn が同じである割付済みの ELn≠LLn の
{ci∉CP”k}に IF をもたないが、それ以外の組み合わせには IF の存在を否定できない。 
 
7.5.5. リソース競合の判定 
ここでは、先に述べたリソース競合の判定方法について述べる。ジョブ工区の部分行列
ごとに工程計算を行なえば、全工程要素についてタイムモデュール内での最早開始時刻
（ESti）、最早終了時刻（EFti）、最遅開始時刻（LSti）、最遅終了時刻（LFti）を得られる。
その計算結果を施工チームごとに集約すれば、そのチームが Mn 内で担当する全工程要素
を施工できるかどうかを判定できる。 
ある施工チームが担当する工程要素集合において、LFti と ESti の関係が、LFti－
ESti<Mn(Mn×H)、つまりジョブ工区内で拘束時刻を持つ工程要素集合の EFti が小さい順
から i=1,2,…,n と表記すれば、この集合による施工チームのリソース競合は次式のように定
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式化できる。 
 
EFti≦LSti+1（i>1 ⋀ ESti<EFti-1 ⋀ LSti>EFti-1の場合、EFti=EFti-1+tpi） ･･･（7-4） 
 
また、Mn における時間推移 t において、拘束のない時間（空き時間）の集合 Fti は次の
ようにあらわすことができる。 
 
Fti {t－(E,L)Sti, t－(E,L)Fti－(E,L)Sti+1, …t－(E,L)Ftn-1－Mn}  ･･･（7-5） 
 
他方、LFti－ESti=(Mn×H)、つまりジョブ工区内で拘束時刻を持たない工程要素による
当該施工チームのリソース競合は、所要時間 tpi の部分集合と空き時間集合 Fti のマッチン
グで判定できる。 
 
複数作業を担当する施工チームは、時間拘束のある工程要素が 1 つでもある場合、（7-3）
式の完全同期化条件を満たしていてもリソース競合が発生する可能性がある。リソース競
合の解消は、増員による作業の所要時間短縮、施工チーム編成変更、設計や構工法の変更
に加え、当該チームの担当作業を割り付けるジョブ工区の変更、つまりジョブ工区内にお
ける拘束時刻の操作が有効な手段となる。 
 
7.5.6. 提案手法の注意点 
以上に述べた多工区同期化によるモジュール型工程の計画手法は、サイト工区の施工量
が全て同じとみなしてジョブ工区分節を検討している。しかし実際の分譲集合住宅は多様
なプランや面積の住戸で構成されており、平均値をもって住戸面積を一律と仮定して完全
同期化条件や時間計算を行うことに違和感を覚える場合もあると思われる。ただし本提案
手法は住戸に依拠して基礎的情報を整理するものの、その演算では施工歩掛りに換算する
ため住戸という単位の概念が取り払われるところに特徴がある。つまり住戸あたりの所用
時間の差や上階での住戸数減少をサイト工区という概念で吸収でき、同期化に影響を与え
ない理論が成立している。このことから、実務においては次の点に注意する必要がある。 
1) サイト工区の施工量がなるべく等しくなるように水平工区を分割する。このため躯
体工事のように空間的にまとまった範囲を工区分割の基礎とするのではなく、数量
的に平均化される範囲で工区分割を検討する考え方によらなければならない。 
2) ただし部屋請けに代表されるようにサイト工区を分割することが難しい工程要素も
多々ある。このような住戸では、施工速度の速い（腕の立つ）作業者を割り当てる
あるいは複数作業者の共同作業にするなど、住戸単位で施工速度が平均から大きく
逸脱しないように、元請側（総合建設業と専門工事会社）が施工チームの資源配分
に対して示唆を与える必要がある。  
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7.6. 内装・設備工事の多工区同期化におけるサイト工区分割数の特性 
7.6.1. サンプルデータを用いた分析の内容 
工期制約的なプロジェクトでは、内装・設備工事 1 フロアの施工速度を躯体 1 フロアの
施工速度以下となるように、内装・設備工事 1 フロアのサイト工区分割数（以下、サイト
工区分割数）とタイムモデュールを計画するのが効率的である。図 69 は、内装・設備工事
のサイクル工期を統一し、躯体工事と内装・設備工事におけるタイムモデュールの関係を
比較したものである。 
 図 69-a は躯体工事と比較して内装・設備工事のタイムモデュールが長い場合であり、
上階に進むほど躯体工事完了から内装・設備工事開始のタイムラグが大きくなる。
つまり躯体工事と内装・設備工事を合わせた全体工期が間延びする。 
 図 69-b は、両工事のタイムモデュールが同じ場合である。実際の計画では一般的に
このタイプで計画することが多いと思われる。 
 図 69-c は躯体工事と比較して内装・設備工事のタイムモデュールが短い場合である。
このタイプでは下階で躯体工事完了から内装・設備工事開始のタイムラグが生じる。
下階にフリープランのオプションが設定されている場合に有利である。 
 
実際のプロジェクトでは、所与の全体工期を期限として躯体工事と内装・設備工事の工
期配分を決め、その範囲でタイムモデュール、投入資源水準、施工チームの稼働率、労務
工数、サイクル工期のバランスを評価することになる。一般的には図 69-b のように躯体工
事のタイムモデュールに内装・設備工事のタイムモデュールを揃えて検討することが多い
と考える。そこで、サイト工区分割数×タイムモデュールを一定とした場合の投入資源水
準、その稼働率、サイクル工期の関係について、サンプルデータの IFM を用いて考察する。 
 
 
図 69 躯体工事と内装・設備工事におけるタイムモデュールの関係 
a 躯体Mn < 内装・設備Mn
b 躯体Mn = 内装・設備Mn
c 躯体Mn > 内装・設備Mn
躯体工事 内装・設備工事
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検討する内容は、サイト工区分割数（Sn）、タイムモデュール（Mn）、サイクル工期（Tn）、
投入資源の稼働率（OR）の関係、それらと建物規模の関係とした。そこで、Sn×Mn=6 と
なるように、Sn：Mnが 1：6、2：3、3：2、6：1 の 4 ケースを、規模については基準階住
戸数（Rn）が 24、12、6 の 3 ケースを仮定し、表 31 に示す 12 ケースを比較する。 
 
表 31 検討ケース 
 
 
投入資源量は、同一工程要素は 1 人/1 住戸の密度制約を置き、（7-1）～（7-3）式で必要
最少人員数を算出する。これは、施工量が変わらない限り、つまり表 31 における同じ基準
階住戸数の 4 ケースで投入資源一定の仮定である。密度制約を超える場合は、施工チーム
を複数のグループに分割し、担当する工程要素間の順序が近い、すなわち IFM の IF をノ
ードとしてみた場合のノード間の距離が近い工程要素を最少必要人数で施工できるように
配分する。この場合、グループ数を少なくする考え方と、グループ数を多くする考え方が
ある。前者と後者は、グループあたりの作業者数とグループあたりの担当工程要素数が「前
者>後者」の関係にある。ここでは前者の考え方を採用した。また、1 住戸当たりの歩掛り
がタイムモデュールを超える工程要素は、サイト工区を 1 住戸単位に細分し、複数のジョ
ブ工区に跨って作業を行うと考えた。このように定義した 12 ケースの Sn、Mn、施工チー
ム編成の組み合わせで、最少ジョブ工区分節数（CP”k）を算出する。なお、CP”kを算出し
た段階でリソース競合が生じた施工チームは、チームのグループ分割で競合を解消した。 
各ケースを比較する指標は次の通りとした。 
・ 最少ジョブ工区数：CP”k数、 
・ 最多ジョブ工区数：Ln数 
・ 最短サイクル工期（t-min）：t-min=CP”k×Mn 
・ 最長サイクル工期（t-max）：t-max＝Ln×Mn 
・ 労務工数：完全同期時の技能者数 
・ 平均稼働率（OR）：完全同期時におけるグループ[g]の稼働率（∑tpi[g] / (Mn×H)×
100%）を施工チームで平均し、さらに全施工チームで平均した値（H＝7 時間）。 
 
検討に用いた IFM のサンプルデータは 16 階建ての集合住宅で、間仕切壁/天井下地は木
軸、壁と床の関係は壁先行、ガス供給による温水利用の暖房システムの仕様を想定し、過
去に実施した作業調査の結果を参考に住戸内を対象とした 161 の工程要素を抽出した。そ
れらの IF、担当施工チーム、1 住戸当たりの歩掛も調査結果を参考に仮定した。なお、歩
掛りは約 80 ㎡/3LDK で推定し、工程要素の担当施工チームは総合建設業から見て 2 次レベ
1：6 2：3 3：2 6：1
24 Case1-1 Case1-2 Case1-3 Case1-4
12 Case2-1 Case2-2 Case2-3 Case2-4
6 Case3-1 Case3-2 Case3-3 Case3-4
基準階住戸数
Rn
Sn：Mn
153 
 
ルの会社で 46 種を仮定した。これらの一覧を表 32 に示す。 
 
表 32 検討対象としたサンプルデータの工程要素 
 
ID 作業名 職種 歩掛り 先行作業ID ID 作業名 職種 歩掛り 先行作業ID
101 基本・戸境壁墨出し 墨出し工 0.29 181 間仕切組下地組 造作大工（間仕切） 12.00
105, 122, 136, 141, 144,
150, 158, 159, 161, 166,
167, 169, 170, 172, 174,
175, 176, 177, 178, 179,
180
102 ALC立ち上りPCブロック 左官工 0.57 101 182 システム収納組立 システム収納工 0.43 181
103 PS内縦配管 給排水衛生工 0.57 101 183 玄関下足入れ組立 システム収納工 0.57 181
104 外壁ALC建込 ALC工 1.00 101, 102 184 間仕切壁内電気配線・BOX取付 電気工 1.00 181
105 間仕切壁芯墨出し 造作大工 0.29 101, 104 185 間仕切壁内給水給湯配管固定 給排水衛生工 0.14 181
106 AW取付 金属建具工（AW） 0.57 104 186 スプリンクラーヘッド固定 スプリンクラー工 0.57 181
107 ALC外部面コンセント墨出し 電気工 0.14 101, 104 187 点検口検査 衛生サブコン 0.07 181
108 ALC外部面コンセント枠取付 電気工 0.21 104 188 分電盤取付（結線込） 電気工 0.43 183
109 ALCダクトコア墨出し ダクト工 0.29 101, 104 189 情報分電盤取付 電気工 0.14 182, 183
110 ALCドレンコア墨出し 空調工 0.14 101, 104 190 ボード張前BOX検査 電気サブコン 0.29 184
111 ALC冷媒コア墨出し 空調工 0.29 101, 104 191 システム収納扉取付 システム収納工 0.29 182, 188
112 電気：天井・壁墨出し 電気工 0.29 105 192 下足入れ扉取付 システム収納工 0.14 188
113 床設備関連墨出し 設備サブコン 0.29 105 193 壁・壁ボード張 ボード工 3.00
147, 165, 182, 184, 185,
186, 187, 190
114 外壁ALCコア抜き ALC工 0.14
104, 105, 107, 109, 110,
111
194 壁コンセント類穴開け 電気工 0.57 193
115 AWトロ詰め 左官工 0.57 106 195 天井照明類穴開け 電気工 0.43 193
116 スプリンクラー墨出し スプリンクラー工 0.21 105 196 制気口穴開け ダクト工 0.36 117, 193
117 制気口墨出し ダクト工 0.14 105 197 二重床組立前清掃 土工 0.29 193, 195, 196
118 温水暖房配管墨出し ガス工（温水暖房） 0.14 105 198 二重床組立 二重床工 1.00 197
119 外壁面コマ材 造作大工 0.57 104, 105, 114 199 レンジフード取付 システムキッチン工 0.25 198
120 天井冷媒配管 空調工 0.86 113 200 洗面化粧台据付 システムキッチン工 0.21 198
121 給湯器下地アングル取付 ガス工（温水暖房） 0.29 113, 114 201 トイレ手洗カウンター取付 システムキッチン工 0.14 198
122 電気墨出し検査 電気サブコン 0.21 112, 113 202 逆梁部カウンター石取付 石工 0.29 198
123 給水・給湯サヤ管取り付け 給排水衛生工 0.07 114 203 玄関上り框・巾木石取付 石工 0.43 198
124 追炊サヤ管取り付け ガス工（温水暖房） 0.07 114 204 吊戸棚取付 システムキッチン工 0.14 199
125 ガスサヤ管取り付け 給排水衛生工 0.07 114 205 レンジフードダクト接続 ダクト工 0.14 199
126 ドレン管サヤ管取り付け 空調工 0.07 114 206 玄関床石張 石工 0.57 191, 192, 203
127 AWガラス取付 ガラス工 0.29 115 207 システムキッチン組立て システムキッチン工 0.21 204
128 天井内電気配線支持材貼付 電気工 0.29 112, 122 208 SD枠・扉ダイノックシート張 ダイノックシート工 0.57 203, 206
129 天井電気配線アンカー打設 電気工 0.21 112, 122 209 風量測定 空調サブコン 0.14 205
130 AWガラス、サッシ、ALCシール シール工 0.57 115, 127 210 キッチン周りSUSパネル張り 造作大工 0.43 207
131 天井内電気配線 電気工 0.57 128, 129 211 システムキッチン内コンセント取付 電気工 0.07 207
132 スプリンクラー配管 スプリンクラー工 0.57 116, 131 212 水回り設備類給水給湯管接続 給排水衛生工 0.14 200, 201, 207
133 AWクロス巻込用下地取付 造作大工 0.43 105, 106, 115, 130 213 ガスコンロガス管接続 給排水衛生工 0.07 207
134 AW窓台 造作大工 0.43 105, 106, 115, 130 214 SD扉吊込 金属建具工（SD） 0.07 208
135 遮音壁保護管 電気工 0.14 105, 112, 122, 131 215 キッチンパネル張り キッチンパネル工 0.14 210
136 電気区画貫通処理 電気工 0.21 131 216 SD金物取付→施錠管理 金属建具工（SD） 0.21 214
137 戸境壁下地組立 耐火間仕切工 0.43 101, 103, 104, 105, 135 217 お湯出し試験 衛生サブコン 0.07 212
138 天井カセットAC吊込 空調工 0.57 113, 132 218 キッチン他天板シール シール工 0.14 210, 215
139 天井ダクト吊込（UB上部） ダクト工 0.14 113, 117, 132 219 天井・壁パテ処理 クロス工 2.00
194, 202, 203, 204, 210,
215, 216
140 HEX吊り込み ダクト工 0.14 117, 132 220 水回り排水管接続 給排水衛生工 0.21 218
141 スプリンクラー目視検査 衛生サブコン 0.14 132 221 ディスポーザー取付 ディスポーザー工 0.07 218
142 SD枠取付 金属建具工（SD） 0.29 105, 137 222 天井・壁クロス貼り クロス工 3.00 219
143 天井ドレン管配管 空調工 0.57 126, 131, 138 223 システムキッチン排水管接続 給排水衛生工 0.21 221
144 冷媒目視検査 空調サブコン 0.07 120, 138 224 クローゼットハンガーパイプ取付 造作大工 0.07 222
145 SD枠沓擦モルタル詰め 左官工 0.07 142 225 カーテンレール取付 金属工（雑金物） 0.07 222
146 インターホン配線 電気工 0.07 131, 142 226 ピクチャレール取付 造作大工 0.07 222
147 天井カセットACドレン管接続 空調工 0.14 138, 143 227 トイレ・洗面タオル掛け取付 金属工（雑金物） 0.07 222
148 ALCドレン管貫通口処理 空調工 0.07 126, 143 228 トイレ鏡取付 鏡工 0.14 222
149 SD枠ロックウール詰め 土工 0.07 137, 142, 146 229 コンセントカバー取付 電気工 0.57 222
150 ドレン通水・満水試験 空調サブコン 0.43 143, 147 230 インターホン機器取付 インターホン工 0.29 222
151 戸境壁ボード張 耐火間仕切工 1.00
127, 130, 137, 142, 146,
149
231 煙感知器取付 防火設備工 0.14 222
152 床追炊管敷設 ガス工（温水暖房） 0.14 118, 124, 151 232 天井照明器具取付 電気工 0.43 222
153 床ガス管敷設 給排水衛生工 0.29 113, 125, 151 233 スプリンクラーヘッド取付 スプリンクラー工 0.14 222
154 天井ダクト吊込（一般部） ダクト工 0.57 113, 117, 132, 143, 151 234 天井カセットACカバー取付 空調工 0.07 222
155 床排水管敷設 給排水衛生工 0.57 103, 113, 151 235 洗濯パン取付 給排水衛生工 0.21 222
156 UB床組立 ユニットバス工 0.29 105, 139, 151 236 壁掛エアコン取付 空調工 0.14 222
157 床給水給湯管敷設 給排水衛生工 0.29 113, 123, 151, 153 237 スピーカー取付 放送設備工 0.07 222
158 UB壁組立 ユニットバス工 0.71 156 238 リモコン取付 ガス工（温水暖房） 0.07 173, 215, 222
159 UB排水管接続 給排水衛生工 0.07 155, 156 239 制気口穴取付 ダクト工 0.43 196, 222
160 給湯機設置・配管類接続 ガス工（温水暖房） 0.14 121, 152, 153 240 WD枠ケーシング取り付け 造作大工 0.43 181, 222
161 天井フレキシブルダクト取付 ダクト工 0.57 139, 140, 154 241 UB内器具取付、シール ガス工（温水暖房） 0.43 165, 168, 173, 238
162 ALCダクト貫通口処理 ダクト工 0.07 154 242 TV端子・分配器取付・配線接続 視聴設備工 0.29 183, 189, 229
163 ALC追炊貫通口処理 ガス工（温水暖房） 0.07 124, 152 243 LAN・TEL端子・HUB取付導通試験 通信設備工 0.43 183, 189, 229
164 ALCガス貫通口処理 給排水衛生工 0.07 125, 153 244 トイレ等床セラミックタイル張 タイル工 0.57 227, 228
165 UB照明電源接続 電気工 0.07 131, 158 245 床暖房パネル ガス工（温水暖房） 0.14 232, 233, 234
166 UB給水給湯管接続 給排水衛生工 0.07 157, 158 246 マルチ室外機対向試験 空調サブコン 0.14 234
167 UB追炊管接続 ガス工（温水暖房） 0.07 152, 158 247 インターホン試験（住戸内） インターホン工 0.07 230
168 UB浴室乾燥機取付 ガス工（温水暖房） 0.43 158 248 回路検査 電気サブコン 0.21 188, 211, 229, 232
169 衛生区画貫通処理 電気工 0.14 153, 155, 157 249 調光検査・調整 電気サブコン 0.07 232
170 排水勾配検査 衛生サブコン 0.07 159 250 ディスポーザー試験調整 ディスポーザー工 0.07 212, 220, 221, 223
171 ALC給水・給湯貫通口処理 給排水衛生工 0.07 123, 157 251 ダミー合板・フローリング張 フローリング工 2.50 244, 245
172 発砲ウレタン吹付 断熱工 0.21
108, 115, 119, 121, 133,
134, 148, 151, 162, 163,
164, 171
252 各所仕上シール シール工 0.43 206, 210, 222, 244
173 UB内部工事 ユニットバス工 0.71 158, 167 253 木質系巾木取付 巾木工 0.43 244, 251
174 UB浴室乾燥機ダクト接続 ダクト工 0.14 139, 168 254 木製建具吊込 木製建具工 0.57 240, 251
175 現地配線ジョイント 電気工 0.29 131, 140, 158, 168 255 便器取付 給排水衛生工 0.14 244, 253
176 給水水圧試験 衛生サブコン 0.29 157, 160, 166 256 漏水・ガス漏れ検査 設備サブコン 1.00
212, 213, 220, 223, 231,
233, 235, 255
177 AWカーテンBOX 造作大工 0.57 105, 119, 172 257 温水暖房データ取り試験調整 ガス工（温水暖房） 0.43 160, 234, 238, 239, 256
178 先行冷媒配管 空調工 0.43 172 258 クリーニング クリーニング工 1.00
209, 217, 224, 225, 226,
229, 230, 236, 237, 241,
242, 243, 246, 247, 248,
249, 250, 252, 254, 256,
257
179 ダクト目視検査 空調サブコン 0.14 140, 161, 174 259 網戸取付・AW調整 金属建具工（サッシ） 0.43 258
180 天井ダクト保温 ダクト工 0.29 139, 154, 162, 179 260 消防検査 消防署 1.00 205, 259
261 レンジフードカバー取付 システムキッチン工 0.07 205, 260
154 
 
7.6.2. サイト工区分割数、サイクル工期、稼働率の関係 
各ケースのシミュレーション結果の一覧を表 33、最短サイクル工期とサイト工区分割数
の関係を図 70、平均稼働率とサイト工区分割数の関係を図 71 に示す。 
Tn=Jn×Mn、Mn×Sn=A（Jn はジョブ工区分節数、A は定数）なので、サイクル工期（Tn）
とサイト工区分割数（Sn）の関係は、Tn=A (Jn / Sn)の反比例曲線となる。したがって、効
果は逓減するものの、Snが大きいほど Tnが短くなるのは自明である。 
図 70 に描かれた 3 つの曲線は、同じ Snであれば規模が大きいケースほどサイクル工期
が長く、その差は Sn が多いほど小さくなる。完全同期の前提では、1 住戸当たりの歩掛り
が十分に小さい施工チーム（グループ）は、受け持つ工程要素の施工量が多い＝サイト工
区分割数が少ないほど、タイムモデュール内の作業時間が長くなる。そのような工程要素
がクリティカルパスとなる場合、規模の大きいケースは小さいケースと比較して CP”k数が
多くなる。この状態でサイクル工期を短縮しようとすれば、これらの施工チーム（グルー
プ）は投入資源量を増加させる必要が生じる。 
最短サイクル工期（t-min）は、Sn=1 から Sn=2 で約 43％、Sn=2 から Sn=3 で 23％前後、
Sn=3 から Sn=6 で 27～31％短縮する。規模別に完全同期時の技能者数を比較するとサイト
工区分割数によらず投入資源量は概ね一定である（図 71）。Sn が大きいほど稼働率が若干
低下する傾向を確認できる。これは、各 Snに対応する Mnに近い tpiの工程要素を担当する
グループの稼働率が若干下がるためである。その結果、完全同期時の作業者数はどの規模
においても Snが大きいほど多くなっている（表 33）。内装・設備工事の場合、所要時間が
半日より大きい工程要素が影響して、サイクル工期と投入資源量の間に若干のトレードオ
フがあると解釈できる。 
表 33 に示すように、サイクル工期を決定付けるジョブ工区分節数の最小数である CP”k
数と最多数である Ln数の比は、Snが大きくなるに従って小さくなる。これは Mnが小さい
ほどクリティカルパスの分節数（CPk）が多くなるためである。Mn が十分に小さい計画で
は、Sn が大きいほど（1 フロアのサイト工区分割数が多いほど）リソース競合リスクが低
下するといい換えられる。 
以上から、集合住宅の内装・設備施工時における多工区同期化のサイト工区分節数には、
次に挙げる特性があると解釈できる。 
・ サイト工区分割数が大きいほどサイクル工期は短くなる 
・ 所要時間が短い工程要素を多く担当する施工チーム（グループ）は、サイト工区分
割数が少ないほど稼働率が犠牲になりやすい 
・ 所要時間が比較的長い工程要素を担当する施工チーム（グループ）には、サイクル
工期と投入資源量の間に若干のトレードオフがある 
・ サイト工区分割数が十分に大きい計画では、リソース競合リスクが低下する 
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表 33 検討結果の一覧 
 
 
 
図 70 最短サイクル工期とサイト工区分割数の関係 
 
 
図 71 平均稼働率とサイト工区分割数の関係 
 
最少数 最多数 最短 最長
CP"k Ln t-min t-max 人 OR
Case1-1 29 42 174 252 299 83.3%
Case1-2 33 45 99 135 299 83.3%
Case1-3 38 49 76 98 305 82.5%
Case1-4 52 57 52 57 303 81.1%
Case2-1 27 41 162 246 159 74.6%
Case2-2 31 45 93 135 161 73.7%
Case2-3 35 49 70 98 163 73.3%
Case2-4 50 56 50 56 163 72.1%
Case3-1 24 39 144 234 94 61.2%
Case3-2 27 40 81 120 95 59.3%
Case3-3 31 46 62 92 97 59.8%
Case3-4 45 53 45 53 99 59.0%
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7.7. 提案手法の検証 
7.7.1. 検証プロジェクトの概要と仮定条件の設定 
これまで述べた多工区同期化の工程計画手法について実プロジェクトの内装・設備工事
のデータを用いて検証する。対象とした集合住宅プロジェクトの概要を表 34 に示す。 
このプロジェクトは、間仕切壁下地が木軸、間仕切壁と二重床の関係が壁先行、ガス供
給による温水利用の暖房システムという設計仕様である。当該プロジェクトの工事担当者
が事前に計画していた内装工事の工程は、46 の主要作業で構成した 1 サイクルの工程を 20
に分節し、1 フロアを 6 日間隔で施工する、サイクル工期が 120 日のタクト的な計画であ
った。 
 
表 34 検証プロジェクトの概要 
 
 
当該プロジェクトにおける総合建設業の内装、設備担当職員、設備サブコンの職員と共
同で、バルコニーを含む専有部で行なわれる工程要素を検討し、表 35 に示す 210 の工程
要素を抽出した。さらにそれらの IF を定義した。定義した IF の数は、自分自身（i=j）の
210 を除いて 710 であった。これらの工程要素に、当該プロジェクトの平均住戸面積であ
る約 80 ㎡の 3LDK における 1 住戸あたりの所要時間（ti）を推定し93、施工チームと担当
作業の組み合わせを当該プロジェクトの調達情報と、未決の契約は先の担当者の経験に基
づいて仮定した。なお、躯体職、消防署、設備サブコンのチーム編成は詳細に検討してい
ない94。 
検証は 3階～17階を対象に 1フロアを 2サイト工区に分割し、タイムモデュールを 3日、
1 日の作業時間を実働 8 時間95と仮定した。同一作業の作業者数を 1 住戸 1 人以下という資
源密度の仮定を置いた上で、（7-3）式の完全同期化条件を確認し、それを満たさなかったガ
ス工（給湯）、シール工、システムキッチン工、スプリンクラー工、ダクト工、給排水衛生
工、金属建具工（サッシ）、空調工、造作大工、電気工の 10 チームは、複数のグループで
作業を分担する編成とした。 
 
  
                                                  
93 同一フロアで住戸面積が最小と最大で 2 倍弱の差があるが、サイト工区内で所用時間の差を吸収でき、
同期化に影響を与えないと考えた。 
94 これら 3者については、（8-3）式の完全同期化条件を満たさない場合は無条件に人員増加で対処した。 
95 8：00～18：00までの作業で、昼食を含めた休憩が 2時間という仮定による。 
建設地 東京都内 住戸面積（2階） 65.58㎡～90.21㎡
構造 RC造 住戸面積（3～6階） 50.03㎡～90.21㎡
住戸フロア数 17 住戸面積（7～11階） 65.58㎡～92.55㎡
基準階専有部床面積 515.71㎡（8住戸） 住戸面積（12～17階） 65.58㎡～100.62㎡
住戸数 全113戸 住戸面積（18階） 65.58㎡～128.86㎡
部屋タイプ 1LDK～3LDK 3～17階平均住戸面積 81.04㎡
専有部床面積合計 9121.71㎡
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表 35 工程要素間の IF 
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また、間仕切壁下地組は、設備の工程要素との IF を定義するために、335：間仕切組下
地組と 336：間仕切組下地組（先行ボード/天井）の 2 要素に分割した。さらに、1 住戸あ
たりの所要時間がタイムモデュールを上回る、335：間仕切壁下地組（63 時間：約 8 日）、
311：ボード張り（42 時間：約 5 日）、天井・壁パテ処理（28 時間：約 4 日）、天井・壁ク
ロス張り（35 時間：約 5 日）は、tpi≦(Mn×H)となるように工程要素を分節する考え方で
計画することにした。このように設定した施工チームごとの必要最少人数 Wpiと、（8-2）
式に基づくタイムモデュール内の所要時間合計∑tpiを表 36 に示す。 
先の 3 者を除いた作業者数の合計は 46 チーム 69 グループで、完全同期時のタイムモデ
ュールあたりの労働者数は 132 人、各施工チームの稼働率平均は 65.3％、各チームの人員
数を加味した加重平均は 75.9％となった。 
 
表 36 施工チームの人数設定 
 
  
職能 施工チーム グループ Wpi ∑tpi 稼働率(%) 職能 施工チーム グループ Wpi ∑tpi 稼働率(%)
ALC工 A 2 16 66.6% A 1 24 100.0%
ガラス工 A 1 8 33.3% B 2 22 91.6%
キッチンパネル工 A 1 4 16.6% C 2 24 100.0%
クリーニング工 A 2 14 58.3% D 2 23 95.8%
クロス工 A 12 63 87.3% E 1 18 75.0%
A 4 20 83.3% F 1 24 100.0%
B 1 16 66.6% 放送設備工 A 1 2 8.3%
ダイノックシート工 A 1 4 16.6% 防火設備工 A 1 2 8.3%
タイル工 A 1 16 66.6% インターホン工 A 1 8 33.3%
フローリング工 A 3 18.7 77.9% 視聴設備工 A 1 8 33.3%
A 1 8 33.3% 情報通信設備工 A 1 10 41.7%
B 8 42 87.5% A 1 8 33.3%
巾木工 A 1 12 50.0% B 1 16 66.6%
金属建具工（SD） A 1 16 66.6% C 2 18 75.0%
A 1 16 66.6% D 1 24 100.0%
B 1 12 50.0% E 1 12 50.0%
金属工（LGS) A 1 24 100.0% A 2 21 87.5%
金属工（雨水排水） A 1 10 41.6% B 1 8 33.3%
金属工（雑金物） A 1 12 50.0% ディスポーザー工 A 1 2 8.3%
左官工 A 4 22.5 93.7% A 1 22 91.6%
手摺工 A 1 12 50.0% B 2 24 100.0%
収納工 A 4 23 95.8% C 1 22 91.6%
石工 A 1 22 91.6% D 2 23 95.8%
A 1 16 66.6% A 1 22 91.6%
B 1 24 100.0% B 3 22.9 95.4%
C 1 12 50.0% C 1 24 100.0%
造作大工（間仕切） 16 84 87.5% D 1 20 83.3%
耐火間仕切工 A 1 24 100.0% A 1 22 91.6%
断熱工 A 1 6 25.0% B 2 14 58.3%
塗装工 A 1 24 100.0% A 1 24 100.0%
土工 A 1 6 25.0% B 1 6 25.0%
長尺シート工 A 1 4 16.6% ユニットバス工 A 3 20.8 86.6%
二重床工 A 4 21 87.5%
墨出し工 A 1 8 33.3%
木製建具工 A 1 16 66.6%
斫り工 A 1 2 8.3%
防水工 A 3 18.7 77.9%
建築
設備
住設
給排水衛生工
金属建具工（サッシ）
空調工
造作大工
電気工
ガス工（給湯）
シール工
システムキッチン工
スプリンクラー工
ダクト工
ボード工
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7.7.2. 最少ジョブ工区数の導出 
表 37 は、表 35 に基づいて作成した IFM と表 36 のチーム編成で計算した CP”kの導出
結果である。CPk 列に数値を記述した工程要素はクリティカルパス構成要素で、37 要素が
抽出された（ID335 は 4、ID331、303、304 は 2 分割している）。これらは｛EFti≦(Mn×
H)｝の判定で 27 の CPkに分節される。その番号を CPk 列に示す。各 CPkで誘引要素集合：
I(CP’k)は抽出されなかったため、CPk 列の CPkがそのまま CP’kとなる。 
隣接する 2 つの CP’kの工程要素に一方で先行かつ他方に後続の IF を持つ工程要素集合：
I(CP’k, CP’k+1)は、ID102、ID850 の 2 要素が抽出された。これらは Max{EFti∈CP}≦(Mn
×H)の条件を満たす限りで先行・後続する CP’kのいずれに含めても良い。本検証では先行
CP’kの自由後続要素とした。 
これらを加えた隣接 CP’k間に先行・後続要素を持つ工程要素は抽出されなかったため表 
37 の CP”k 列に示した 27 分節が CP”k数となる。CP”kを導出した段階でリソース競合をチ
ェックしたが、競合は生じていなかった。 
以上から、39 の工程要素で構成される 27 の CP”kを得た。 表 38 に CP”kの稼働率であ
る(Max{EFti∈CP”k}) / (Mn×H)を示す。27 の内、半数以上を占める 15 の CP”kで 70％以
上を確認できる96。表 39 は、CP”k の縮約要素である cp”k と、残り 171 工程要素の順序関
係を示す。 
  
                                                  
96 多工区同期化は「フル稼働」を目的としているため、ジョブ工区の稼働率の高低よりも施工チームの稼
働率の高低に注目する。例えば、施工チームの稼働率を高く設定できるのであれば、工程要素の存在しな
いジョブ工区があっても構わないと考える。 
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表 37 CP”kの導出結果 
 
 
表 38 CP”kの稼働率 
 
  
CPk CP'k CP"k ID 工程要素名 施工チーム Gp Wpi ∑tpi ESt EFt LSt LFt
1 1 1 101 型枠解体 躯体職 A 2 14 0 14 2 16
1 1 1 344 基本・戸境壁墨出し 墨出し工 A 1 8 14 22 16 24
1 102 パーマネントサポート解体（立入禁止） 躯体職 A 2 8 14 22 16 24
2 2 2 214 ALC・バルコニー戸境立上ブロック 左官工 A 4 4 0 4 6 10
2 2 2 201 外壁ALC建込 ALC工 A 2 14 4 18 10 24
3 3 3 210 AW取付 金属建具工（サッシ） A 1 16 0 16 6.5 22.5
3 3 3 216 AWトロ詰め 左官工 A 4 1.5 16 17.5 22.5 24
4 4 4 330 AWクロス巻込用下地取付 造作大工 B 1 12 0 12 0 12
4 4 4 332 AW窓台 造作大工 B 1 12 12 24 12 24
5 5 5 513 天井カセットAC吊込 空調工 B 2 4 6 10 20 24
5 5 5 337 発砲ウレタン吹付 断熱工 A 1 6 0 6 14 20
6 6 6 512 天井ドレン管配管 空調工 C 1 16 0 16 8 24
7 7 7 504 ドレン通水・満水試験 空調サブコン A 1 12 0 12 8 20
7 7 7 517 天井カセットACドレン管接続 空調工 C 1 4 16 20 20 24
8 8 8 335_1 間仕切組下地組_1 造作大工（間仕切） A 4 21 0 21 3 24
9 9 9 335_2 間仕切組下地組_2 造作大工（間仕切） B 4 21 0 21 3 24
10 10 10 335_3 間仕切組下地組_3 造作大工（間仕切） C 4 21 0 21 3 24
11 11 11 336 間仕切組下地組（先行ボード/天井） 造作大工（間仕切） D 4 21 0 21 3 24
12 12 12 325 収納組立 収納工 A 4 21 0 21 3 24
13 13 13 311_1 ボード張_1 ボード工 B 4 21 0 21 3 24
14 14 14 311_2 ボード張_2 ボード工 C 4 21 0 21 3 24
15 15 15 340 二重床組立前清掃 土工 A 1 4 0 4 20 24
16 16 16 342 二重床組立 二重床工 A 4 21 0 21 3 24
17 17 17 404 洗面化粧台据付 システムキッチン工 A 1 4 0 4 16 20
17 17 17 405 トイレ手洗カウンター取付 システムキッチン工 A 1 4 4 8 16 20
17 17 17 407 洗面・トイレ手洗い天板石取付 システムキッチン工 B 1 4 4 8 20 24
18 18 18 303_1 天井・壁パテ処理_1 クロス工 A 4 21 0 21 3 24
19 19 19 303_2 天井・壁パテ処理_2 クロス工 B 4 7 0 7 17 24
20 20 20 304_1 天井・壁クロス貼り_1 クロス工 C 4 21 0 21 3 24
21 21 21 304_2 天井・壁クロス貼り_2 クロス工 D 4 14 0 14 10 24
22 22 22 309 トイレ等床セラミックタイル張 タイル工 A 1 16 0 16 8 24
23 23 23 310 ダミー合板・フローリング張 フローリング工 A 3 18.7 0 18.7 5.2 24
24 24 24 312 木質系巾木取付 巾木工 A 1 12 0 12 6 18
24 24 24 851 洗濯パン取付 給排水衛生工 D 1 6 12 18 18 24
24 850 便器取付 給排水衛生工 D 1 4 18 22 20 24
25 25 25 806 漏水・ガス漏れ検査 衛生サブコン C 2 14 0 14 10 24
26 26 26 901 消防検査 消防署 A 2 14 0 14 8 22
26 26 26 406 レンジフードカバー取付 システムキッチン工 B 1 2 14 16 22 24
27 27 27 302 クリーニング クリーニング工 A 2 14 0 14 10 24
37 37 39
凡例
Gp ： グループ Wpi ： グループの作業者数 ∑tpi ： サイト工区の所要時間
ESｔ、EFｔ、LSｔ、LFｔ ： { CP"k } ( k=1,2,…,27 ) における、最早開始時刻、最早終了時刻、最遅開始時刻、最遅終了時刻
CP"k 1 2 3 4 5 6 7 8 9
工程要素数 3 2 2 2 2 1 2 1 1
Max EFti 22 18 17.5 24 10 16 16 21 21
CP"kの稼働率 91.7% 75.0% 72.9% 100.0% 41.7% 66.7% 66.7% 87.5% 87.5%
CP"k 10 11 12 13 14 15 16 17 18
工程要素数 1 1 1 1 1 1 1 3 1
Max EFti 21 21 21 21 21 4 21 8 21
CP"kの稼働率 87.5% 87.5% 87.5% 87.5% 87.5% 16.7% 87.5% 33.3% 87.5%
CP"k 19 20 21 22 23 24 25 26 27
工程要素数 1 1 1 1 1 3 1 2 1
Max EFti 7 21 14 16 18.7 15 14 14 14
CP"kの稼働率 29.2% 87.5% 58.3% 66.7% 77.9% 62.5% 58.3% 58.3% 58.3%
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表 39 CP"kの縮約要素（cp”k）と工程要素間の IF 
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7.7.3. ジョブ工区分節の検討 
本項では前項の仮定条件に基づき、リソース競合リスク低位型と中位型の 2 ケースを検
討する。なお、結論を先にいえば検証対象のプロジェクトに採用された計画は前者である。 
 
リソース競合リスク低位型のジョブ工区分節 
表 39 に示した CP”kの縮約要素である cp”kと残り 171 工程要素から成る IFM でトポロ
ジカル・オーダリングを演算した結果を表 40 に示す。ELnは最早順序のレベル、LLnは最
遅順序のレベルを示している。cp”kの ELnのレベル値と97、cp”k以外の工程要素の内で ELn
－LLn=0 の工程要素のレベル値をジョブ工区（Jn）とし、その番号を最左列に示している。
なお、最左列が空欄の工程要素は ELn≠LLnの工程要素であり、それらは ELnのレベル値
で区切り線を入れている。 
Jnは 35 となり、27 の cp”kと 28 の ELn=LLnの工程要素による計 55 の要素で構成され
ている。27 の cp”kの内、ELn≠LLnの要素は 6 つあり、cp”3（2）、cp”4（3）、cp”6（3）、cp”7
（3）、cp”12（1）、cp”22（1）である（括弧内の数字は ELn－LLnの値を示す）。残り 143 の
工程要素を表 40 の ELnのレベル値と同じ番号の Jnに割り付ければ、Jn内で他の工程要素
および cp”kと平行要素の関係となる98。ELn=Jnとしたリソース競合リスク低位型のジョブ
工区分節結果と、ジョブ工区内における工程要素間の順序関係をあらわすガントチャート
を、図 72～図 74 に示す。 
これらの図で CP 列に 1 と記述された工程要素はクリティカルパス構成要素、2 と記述さ
れた工程要素はタイムモデュールによるクリティカルパスを分節した{CPk}、あるいは{CP’k, 
CP’k+1}の誘因要素で、これらが CP”kの構成要素である。なお、ジョブ工区分節結果のリソ
ース競合をチェックしたところ、リソース競合はどのグループにも生じていなかった（図 
75～図 77）。 
このリソース競合リスク低位型のジョブ工区分節は、CP”k の数である最少ジョブ工区分
節数の 27 と比較して 8 つ多い。暦日のサイクル工期は、最少ジョブ工区数が 81 日、リソ
ース競合リスク低位型が 105 日で、後者が前者と比較して 24 日（約 1 カ月）長い。しかし、
検証対象プロジェクトの工事担当者が事前に計画していた 120 日との比較では 15 日、約 2
週間の短縮となるため、この計画案が採用された。 
検証対象プロジェクトの住戸フロア数は 17 で、1 フロアのサイト工区分割数を 2 と仮定
しているため、総サイト工区数は 34 となる。それに対して本検討で算出したジョブ工区数
が 35 であるため、この計画は完全同期状態となるタイムモデュールが 1 度もないことにな
る。 
  
                                                  
97 ELn≠LLnの cp”kは、LLnのレベル値を Jnとしても問題はない。また、同じ Jnに割り付けられなければ、
ある縮約要素は LLn、他は ELnというように、混在させても構わない。ただし、cp”kはクリティカルパスを
含むため、それをなるべく早く施工する ELnのレベル値を Jnとするのが妥当と考える。 
98 全要素を LLnのレベル値で Jnに割り付けても、他の工程要素および cp”kと平行要素の関係となる 
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表 40 cp"kと残りの工程要素のトポロジカル・オーダリング結果 
 
 
Jn ID 工程要素名/縮約要素 ELn LLｎ
Elｎ
-LLｎ
ID 工程要素名/縮約要素 ELn LLｎ
Elｎ
-LLｎ
ID 工程要素名/縮約要素 ELn LLｎ
Elｎ
-LLｎ
1 1 cp"1 1 1 0 220 バルコニー側溝左官型枠 3 5 2 627
ALCバルコニー面コンセント取
付
12 32 20
2 2 cp"2 2 2 0 331 外壁面コマ材 3 7 4 805 排水管満水試験 12 19 7
3 3 cp"3 3 5 2 505 天井カセットAC墨出し 3 7 4 826 VC取付 12 34 22
3 610
ALCバルコニー面コンセント墨
出し
3 3 0 523 外壁面木レンガ取付 3 7 4 315 網戸取付・AW調整 13 34 21
3 813 ALCダクト墨出し 3 3 0 614 天井・壁電気関連墨出し 3 12 9 316
バルコニー雨樋（本設）取り付
け
13 34 21
3 506 ALCドレンコア墨出し 3 3 0 712 床給湯墨出し 3 11 8 322 バルコニー手摺建込 13 31 18
3 507 ALC冷媒コア墨出し 3 3 0 807 床給排水衛生関連墨出し 3 8 5 341 バルコニー長尺シート張 13 30 17
3 701 ALC面SUSプレート墨出し 3 3 0 808 スプリンクラー墨出し 3 7 4 412
UB内装仕上工事（器具取付、
シール）
13 34 21
4 4 cp"4 4 7 3 830 床ダクト関連墨出し 3 6 3 709 給湯機設置・配管類接続 13 15 2
4 202 外壁ALCコア抜き・穴明け 4 4 0 203 AWガラス取付 4 11 7 802 給水水圧試験 14 16 2
5 702 ALC面SUSプレート取付 5 5 0 207 AW-ALC/躯体シール 4 11 7 819 UB浴室乾燥機ダクト接続 13 15 2
6 836 給水・給湯サヤ管取り付け 6 6 0 217 バルコニー土間モルタル 4 6 2 318 バルコニー隔板取付 14 33 19
6 703 追炊サヤ管取り付け 6 6 0 219 SD枠沓擦モルタル詰め 4 6 2 319 バルコニー物干し金物取付 14 34 20
6 837 ガスサヤ管取り付け 6 6 0 613
玄関インターホンBOX・サヤ管
取付
4 5 1 502 ダクト目視検査 14 16 2
7 839 ALC給水・給湯貫通口処理 7 7 0 615
天井内電気配線（弱電）支持材
貼付
4 13 9 520 スリムダクト取付 14 31 17
7 705 ALC追炊貫通口処理 7 7 0 616
天井内電気配線（強電）支持材
貼付
4 13 9 518 バルコニーAC室外機据付 15 32 17
7 840 ALCガス貫通口処理 7 7 0 618 天井照明BOXアンカー打設 4 16 12 521 室外機冷媒管接続 16 33 17
7 713
ALC面SUSプレートロックウー
ル詰
7 7 0 809 スプリンクラー配管（住戸内） 4 8 4 324 バルコニー内側手摺復旧 17 34 17
8 5 cp"5 8 8 0 817 HEX吊り込み 4 12 8 845 間仕切壁内給水給湯配管固定 17 19 2
9 6 cp"6 9 12 3 838 床排水管敷設 4 13 9 321 クロス下左官仕上 18 24 6
9 816
天井ダクト吊込（一般部/チャン
バー含）
9 9 0 205 AWガラスシール 5 34 29 515 冷媒遮音処理 18 19 1
10 7 cp"7 10 13 3 206 AWシール 5 11 6 516 ドレン管遮音処理 18 19 1
10 408 UB床組立 10 10 0 211
バルコニー戸境壁・チャンバー
下地組
5 7 2 622 電気遮音処理 18 19 1
11 409 UB壁組立 11 11 0 213
バルコニー雨樋（仮設）取り付
け
5 33 28 804 点検口チェック 18 19 1
12 708 UB浴室乾燥機取付 12 12 0 218
バルコニー側溝モルタル仕上
げ
5 34 29 810
スプリンクラーヘッド高さ調整・
固定
18 19 1
13 707 UB追炊管接続 13 13 0 224 SD枠ロックウール詰め 5 6 1 822 ダクト遮音処理 18 19 1
14 8 cp"8 14 14 0 509 ドレン管サヤ管取り付け 5 6 1 828 ダクト高さ調整 18 19 1
15 9 cp"9 15 15 0 510 冷媒サヤ管取り付け 5 7 2 844 床配管遮音処理 18 22 4
16 10 cp"10 16 16 0 608 天井電気配線（強電） 5 16 11 326 収納扉取付 19 34 15
17 11 cp"11 17 17 0 611
ALCバルコニー面コンセント枠
取付
5 6 1 605 ルーター類取付 19 33 14
17 621
間仕切壁内コンセント類BOX取
付
17 17 0 617 天井内電気配線（弱電） 5 16 11 628 分電盤取付（結線込） 19 34 15
18 12 cp"12 18 19 1 704 給湯器下地アングル取付 5 7 2 308 SD枠・扉ダイノックシート張 22 23 1
18 620 間仕切壁内電気配線・結線 18 18 0 803 排水勾配チェック 5 16 11 333
クローゼットハンガーパイプ取
付
22 26 4
19 602 ボード張前BOX検査 19 19 0 812 スプリンクラー配管（引込み） 5 13 8 403 吊戸棚取付 22 24 2
20 13 cp"13 20 20 0 815 天井ダクト吊込（バルコニー部） 5 6 1 623 壁コンセント類穴開け 22 24 2
21 14 cp"14 21 21 0 212 バルコニー軒天下地組 6 8 2 624
システムキッチン裏コンセント取
付
22 23 1
22 15 cp"15 22 22 0 223 戸境壁ボード張 6 7 1 625 天井照明類穴開け 22 24 2
23 16 cp"16 23 23 0 514 ALCドレン管貫通口処理 6 7 1 823 制気口穴開け 22 24 2
24 17 cp"17 24 24 0 612 電気サヤ管取付 6 7 1 301 キッチンパネル張り 23 24 1
24 327 玄関上り框・巾木石取付 24 24 0 801 スプリンクラー目視検査 6 19 13 313 SD扉吊込 23 33 10
25 18 cp"18 25 25 0 821 ALCダクト貫通口処理 6 7 1 402 レンジフード取付 23 25 2
26 19 cp"19 26 26 0 827 天井ダクト吊込（ウレタン前部） 6 7 1 603 室外インターホン機器取付 23 35 12
27 20 cp"20 27 27 0 619 電気区画貫通処理 7 17 10 314 SD金物取付 24 34 10
28 21 cp"21 28 28 0 706 床追炊管敷設 7 12 5 334 WDケーシング枠・床見切取付 24 26 2
29 22 cp"22 29 30 1 829 バルコニーダクト高さ調整 7 9 2 401 システムキッチン組立て 24 26 2
29 630 天井照明器具取付 29 29 0 834 PS内縦配管 7 12 5 824 レンジフードダクト接続 24 33 9
29 811 スプリンクラーヘッド取付 29 29 0 841 床ガス管敷設 7 13 6 328 玄関床石張 25 33 8
29 519 天井カセットACカバー取付 29 29 0 842 床給水給湯管敷設 7 9 2 831 ディスポーザー取付 25 31 6
29 631 スピーカー取付 29 29 0 208
バルコニー軒天ケイカル・チャ
ンバーボード張
8 10 2 846 水回り排水管接続 25 32 7
30 710 床暖房パネル 30 30 0 832 衛生区画貫通処理 8 19 11 847 水回り設備類給水給湯管接続 25 32 7
31 23 cp"23 31 31 0 833 ガス区画貫通部処理 8 18 10 848 ガスコンロガス管接続 25 32 7
32 24 cp"24 32 32 0 835
PS内縦配管グラスウール巻付
け
8 13 5 849 システムキッチン排水管接続 26 32 6
33 25 cp"25 33 33 0 307 バルコニーケイカル部シール 9 11 2 305 水回りシール 29 34 5
34 26 cp"26 34 34 0 511 天井冷媒配管 9 12 3 317 カーテンレール取付 29 34 5
35 27 cp"27 35 35 0 338 バルコニー塗装養生 10 12 2 320 トイレ・洗面タオル掛け取付 29 34 5
215 バルコニー外壁補修 2 7 5 522 天井カセットAC冷媒管接続 10 13 3 607 室内インターホン機器取付 29 34 5
221 バルコニー鼻先モルタル補修 2 5 3 818 天井ダクト保温 10 13 3 629 コンセントカバー取付 29 32 3
222 戸境壁下地組立 2 3 1 820 天井フレキシブルダクト取付 10 13 3 632 火災報知器取付 29 33 4
225 SD足元斫り 2 3 1 339 バルコニー天井・壁塗装 11 13 2 711 リモコン取付 29 34 5
329 間仕切壁芯墨出し 2 5 3 503 冷媒目視検査 11 16 5 825 制気口穴取付 29 34 5
508
躯体空調・スプリンクラースリー
ブ清掃
2 7 5 843 UB排水管接続 11 18 7 306 各所仕上シール 30 34 4
609 躯体電気スリーブ処理・清掃 2 13 11 323 バルコニー給気パネル取付 12 34 22 501 風量測定 30 35 5
814 躯体ダクトスリーブ処理・清掃 2 8 6 343
バルコニー床仕上（ウレタン防
水）
12 29 17 601 回路チェック 30 35 5
852 排水集合管取付 2 11 9 410 UB内部工事 12 33 21 604 TV端子・分配器取付・配線接続 30 33 3
204 ALC回りシール 3 10 7 411 UB給水給湯管接続 12 13 1 606
LAN・TEL端子・HUB取付導通
試験
31 34 3
209 SD枠取付 3 4 1 626 給湯器設置場所コンセント取付 12 14 2 345 木製建具吊込 32 34 2
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図 72 リソースリスク低位型ジョブ工区分節結果（J1～J6） 
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図 73 リソースリスク低位型ジョブ工区分節結果（J7～J18） 
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図 74 リソースリスク低位型ジョブ工区分節結果（J19～J35） 
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図 75 グループごとのガントチャート：リソース競合リスク低位型（１） 
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図 76 グループごとのガントチャート：リソース競合リスク低位型（２） 
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図 77 グループごとのガントチャート：リソース競合リスク低位型（３） 
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リソース競合リスク中位型のジョブ工区分節 
表 40 に示した、CP”k とそれ以外の工程要素によるトポロジカル・オーダリングの結果
から CP’’’kを作成し、CP’’’k∪I(CP’’’k)∪I(CP’’’k, CP’’’k+1)による CP’’’’kを導出した。CP’’’’kを
導出した結果、ALC 工とダクト工 C グループにリソース競合が生じたため、前者は 1 グル
ープを 2 グループに分割して、A グループ（201 外壁 ALC 建込：2 人）、B グループ（202
外壁 ALC コア抜き・穴明け：1 人）とした。後者はグループの人数を 3 人から 4 人に増員
して対処した。 
表 41 は、CP”k、CP’’’k 、CP’’’’kで構成要素を比較したものである。構成要素の数は CP”k
が 39、CP’’’k が 67、CP’’’’k 77 である。CP”kから CP’’’kにかけて 38 の工程要素が増加し、
その間には約 2 倍の開きがある。増加している工程要素集合は 7 で、特に増加が多いのは、
CP”4→CP’’’’4（2→20）、CP”21→CP’’’’21（1→6）である。増加分の工程要素は、202 外壁 ALC
コア抜き・穴明け（CP’’’’4）、408UB 床組立（CP’’’’7）、409UB 壁組立（CP’’’’7）、411 UB 給
水給湯管接続（CP’’’’7）、327 玄関上り框・巾木石取付（CP’’’’17）の 6 工程要素を除いた 32
工程要素を設備職能の施工チームが担当する工程要素が占めている。CP”k に比較的、建築
職能の工程要素が多いことと対象的と言える。 
これら 77 工程要素から成る 27 の CP’’’’k を縮約した要素を cp’’’’k とし、それと残り 133
工程要素との IF を表 42 に示す。表 43 は、表 42 に基づいて作成した IFM によるトポロ
ジカル・オーダリングの結果である。Jn は 29 となり、27 の cp’’’’kと 17 の ELn=LLnの工
程要素による計 44 の要素で構成されている。ELn≠LLnの cp’’’’kは、cp’’’’2、cp’’’’3、cp’’’’4の
3 つで、いずれも ELn－LLn=2 である。残り 128 の工程要素を ELnと同じ番号の Jnに割り
付ければ、Jn 内で他の工程要素および cp’’’’k と平行要素の関係になる。表 43 における
ELn=Jnとしたリソース競合リスク中位型のジョブ工区分節結果と、ジョブ工区内における
工程要素間の順序関係をあらわすガントチャートを図 78～図 80に示す。これらの図でCP
列に 1 と記述された工程要素は CP’’’’k の構成要素である。この計画においてもジョブ工区
分節後のリソース協業は生じていなかった（図 81～図 83）。 
このリソース競合中位型ジョブ工区分節のジョブ工区数 29 は、暦日 87 日（3.5 カ月）と
計算される。これは、検証対象プロジェクトで事前に計画されていた 120 日より 27.5％、
低位型 105 日より 16.7％少ない。ただし、ジョブ工区 4 は工程要素数が低位型の 14 から
31 に、ジョブ工区内の IF が 1 から 14 へと大きく増加している。このジョブ工区を 3 日間
で完了させる管理上の工夫が必要である。 
また、ジョブ工区数がサイト工区数を下回ることから、完全同期状態のタイムモデュー
ルが 6 回繰り返される計画となった。 
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表 41 CP''''kの構成要素 
 
  
CP"k CP'''k CP''''k ID 工程要素名 施工チーム グループ 変更点
1 1 1 101 型枠解体 躯体職 A
1 1 1 102 パーマネントサポート解体（立入禁止） 躯体職 A
1 1 1 344 基本・戸境壁墨出し 墨出し工 A
2 2 2 201 外壁ALC建込 ALC工 A
2 2 2 214 ALC・バルコニー戸境立上ブロック 左官工 A
3 3 3 210 AW取付 金属建具工（サッシ） A
3 3 3 216 AWトロ詰め 左官工 A
3 3 506 ALCドレンコア墨出し 空調工 A
3 3 507 ALC冷媒コア墨出し 空調工 A
3 3 610 ALCバルコニー面コンセント墨出し 電気工 A
3 3 701 ALC面SUSプレート墨出し ガス工（給湯） A
3 3 813 ALCダクト墨出し ダクト工 A
4 4 4 330 AWクロス巻込用下地取付 造作大工 B
4 4 4 332 AW窓台 造作大工 B
4 4 202 外壁ALCコア抜き・穴明け ALC工 A B（1人）
4 4 702 ALC面SUSプレート取付 ガス工（給湯） A
4 4 703 追炊サヤ管取り付け ガス工（給湯） A
4 4 705 ALC追炊貫通口処理 ガス工（給湯） A
4 4 713 ALC面SUSプレートロックウール詰 ガス工（給湯） A
4 4 836 給水・給湯サヤ管取り付け 給排水衛生工 A
4 4 837 ガスサヤ管取り付け 給排水衛生工 A
4 4 839 ALC給水・給湯貫通口処理 給排水衛生工 A
4 4 840 ALCガス貫通口処理 給排水衛生工 A
4 509 ドレン管サヤ管取り付け 空調工 A
4 510 冷媒サヤ管取り付け 空調工 A
4 514 ALCドレン管貫通口処理 空調工 A
4 611 ALCバルコニー面コンセント枠取付 電気工 A
4 612 電気サヤ管取付 電気工 A
4 704 給湯器下地アングル取付 ガス工（給湯） A
4 815 天井ダクト吊込（バルコニー部） ダクト工 A
4 821 ALCダクト貫通口処理 ダクト工 A
4 827 天井ダクト吊込（ウレタン前部） ダクト工 C 3人→4人
5 5 5 337 発砲ウレタン吹付 断熱工 A
5 5 5 513 天井カセットAC吊込 空調工 B
6 6 6 512 天井ドレン管配管 空調工 C
6 6 816 天井ダクト吊込（一般部/チャンバー含） ダクト工 C 3人→4人
7 7 7 504 ドレン通水・満水試験 空調サブコン A
7 7 7 517 天井カセットACドレン管接続 空調工 C
7 7 408 UB床組立 ユニットバス工 A
7 7 409 UB壁組立 ユニットバス工 A
7 7 707 UB追炊管接続 ガス工（給湯） B
7 7 708 UB浴室乾燥機取付 ガス工（給湯） B
7 411 UB給水給湯管接続 ユニットバス工 A
8 8 8 335_1 間仕切組下地組_1 造作大工（間仕切） A
9 9 9 335_2 間仕切組下地組_2 造作大工（間仕切） B
10 10 10 335_3 間仕切組下地組_3 造作大工（間仕切） C
11 11 11 336 間仕切組下地組（先行ボード/天井） 造作大工（間仕切） D
11 11 621 間仕切壁内コンセント類BOX取付 電気工 C
12 12 12 325 収納組立 収納工 A
12 12 602 ボード張前BOX検査 電気サブコン A
12 12 620 間仕切壁内電気配線・結線 電気工 C
13 13 13 311_1 ボード張_1 ボード工 B
14 14 14 311_2 ボード張_2 ボード工 C
15 15 15 340 二重床組立前清掃 土工 A
16 16 16 342 二重床組立 二重床工 A
17 17 17 404 洗面化粧台据付 システムキッチン工 A
17 17 17 405 トイレ手洗カウンター取付 システムキッチン工 A
17 17 17 407 洗面・トイレ手洗い天板石取付 システムキッチン工 B
17 17 327 玄関上り框・巾木石取付 石工 A
18 18 18 303_1 天井・壁パテ処理_1 クロス工 A
19 19 19 303_2 天井・壁パテ処理_2 クロス工 B
20 20 20 304_1 天井・壁クロス貼り_1 クロス工 C
21 21 21 304_2 天井・壁クロス貼り_2 クロス工 D
22 22 22 309 トイレ等床セラミックタイル張 タイル工 A
22 22 519 天井カセットACカバー取付 空調工 B
22 22 630 天井照明器具取付 電気工 E
22 22 631 スピーカー取付 放送設備工 A
22 22 710 床暖房パネル ガス工（給湯） B
22 22 811 スプリンクラーヘッド取付 スプリンクラー工 A
23 23 23 310 ダミー合板・フローリング張 フローリング工 A
24 24 24 312 木質系巾木取付 巾木工 A
24 24 24 850 便器取付 給排水衛生工 D
24 24 24 851 洗濯パン取付 給排水衛生工 D
25 25 25 806 漏水・ガス漏れ検査 衛生サブコン C
26 26 26 406 レンジフードカバー取付 システムキッチン工 B
26 26 26 901 消防検査 消防署 A
27 27 27 302 クリーニング クリーニング工 A
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表 42 CP’’’’kの縮約要素（cp''''k）と工程要素間の IF 
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表 43 cp’’’’kと残りの工程要素のトポロジカル・オーダリング結果 
 
  
Jn ID 工程要素名/縮約要素 ELn LLｎ
Elｎ
-LLｎ
ID 工程要素名/縮約要素 ELn LLｎ
Elｎ
-LLｎ
ID 工程要素名/縮約要素 ELn LLｎ
Elｎ
-LLｎ
1 1 cp''''1 1 1 0 523 外壁面木レンガ取付 3 6 3 322 バルコニー手摺建込 13 25 12
2 2 cp''''2 2 4 2 614 天井・壁電気関連墨出し 3 8 5 341 バルコニー長尺シート張 13 24 11
2 222 戸境壁下地組立 2 2 0 712 床給湯墨出し 3 7 4 709 給湯機設置・配管類接続 13 29 16
2 225 SD足元斫り 2 2 0 807 床給排水衛生関連墨出し 3 7 4 845 間仕切壁内給水給湯配管固定 13 14 1
3 3 cp''''3 3 5 2 808 スプリンクラー墨出し 3 6 3 318 バルコニー隔板取付 14 27 13
3 209 SD枠取付 3 3 0 830 床ダクト関連墨出し 3 5 2 319 バルコニー物干し金物取付 14 28 14
4 4 cp''''4 4 6 2 203 AWガラス取付 4 20 16 321 クロス下左官仕上 14 19 5
4 613
玄関インターホンBOX・サヤ管
取付
4 4 0 207 AW-ALC/躯体シール 4 20 16 520 スリムダクト取付 14 25 11
5 224 SD枠ロックウール詰め 5 5 0 217 バルコニー土間モルタル 4 15 11 844 床配管遮音処理 14 17 3
6 223 戸境壁ボード張 6 6 0 219 SD枠沓擦モルタル詰め 4 5 1 326 収納扉取付 15 28 13
7 5 cp''''5 7 7 0 615
天井内電気配線（弱電）支持材
貼付
4 9 5 518 バルコニーAC室外機据付 15 26 11
8 6 cp''''6 8 8 0 616
天井内電気配線（強電）支持材
貼付
4 9 5 605 ルーター類取付 15 27 12
8 511 天井冷媒配管 8 8 0 618 天井照明BOXアンカー打設 4 12 8 628 分電盤取付（結線込） 15 28 13
9 7 cp''''7 9 9 0 809 スプリンクラー配管（住戸内） 4 7 3 521 室外機冷媒管接続 16 27 11
9 522 天井カセットAC冷媒管接続 9 9 0 817 HEX吊り込み 4 8 4 308 SD枠・扉ダイノックシート張 17 18 1
9 818 天井ダクト保温 9 9 0 838 床排水管敷設 4 9 5 324 バルコニー内側手摺復旧 17 28 11
9 820 天井フレキシブルダクト取付 9 9 0 205 AWガラスシール 5 28 23 333
クローゼットハンガーパイプ取
付
17 21 4
10 8 cp''''8 10 10 0 206 AWシール 5 20 15 403 吊戸棚取付 17 19 2
11 9 cp''''9 11 11 0 211
バルコニー戸境壁・チャンバー
下地組
5 16 11 623 壁コンセント類穴開け 17 19 2
12 10 cp''''10 12 12 0 213
バルコニー雨樋（仮設）取り付
け
5 27 22 624
システムキッチン裏コンセント取
付
17 18 1
13 11 cp''''11 13 13 0 218
バルコニー側溝モルタル仕上
げ
5 28 23 625 天井照明類穴開け 17 19 2
14 12 cp''''12 14 14 0 608 天井電気配線（強電） 5 12 7 823 制気口穴開け 17 19 2
14 515 冷媒遮音処理 14 14 0 617 天井内電気配線（弱電） 5 12 7 301 キッチンパネル張り 18 19 1
14 516 ドレン管遮音処理 14 14 0 706 床追炊管敷設 5 8 3 313 SD扉吊込 18 27 9
14 622 電気遮音処理 14 14 0 803 排水勾配チェック 5 12 7 402 レンジフード取付 18 20 2
14 804 点検口チェック 14 14 0 812 スプリンクラー配管（引込み） 5 9 4 603 室外インターホン機器取付 18 29 11
14 810
スプリンクラーヘッド高さ調整・
固定
14 14 0 212 バルコニー軒天下地組 6 17 11 314 SD金物取付 19 28 9
14 822 ダクト遮音処理 14 14 0 801 スプリンクラー目視検査 6 14 8 334 WDケーシング枠・床見切取付 19 21 2
14 828 ダクト高さ調整 14 14 0 619 電気区画貫通処理 7 13 6 401 システムキッチン組立て 19 21 2
15 13 cp''''13 15 15 0 829 バルコニーダクト高さ調整 7 18 11 824 レンジフードダクト接続 19 27 8
16 14 cp''''14 16 16 0 834 PS内縦配管 7 8 1 328 玄関床石張 20 27 7
17 15 cp''''15 17 17 0 841 床ガス管敷設 7 9 2 831 ディスポーザー取付 20 25 5
18 16 cp''''16 18 18 0 842 床給水給湯管敷設 7 8 1 846 水回り排水管接続 20 26 6
19 17 cp''''17 19 19 0 208
バルコニー軒天ケイカル・チャ
ンバーボード張
8 19 11 847 水回り設備類給水給湯管接続 20 26 6
20 18 cp''''18 20 20 0 832 衛生区画貫通処理 8 14 6 848 ガスコンロガス管接続 20 26 6
21 19 cp''''19 21 21 0 833 ガス区画貫通部処理 8 13 5 849 システムキッチン排水管接続 21 26 5
22 20 cp''''20 22 22 0 835
PS内縦配管グラスウール巻付
け
8 9 1 305 水回りシール 24 28 4
23 21 cp''''21 23 23 0 307 バルコニーケイカル部シール 9 20 11 317 カーテンレール取付 24 28 4
24 22 cp''''22 24 24 0 338 バルコニー塗装養生 10 21 11 320 トイレ・洗面タオル掛け取付 24 28 4
25 23 cp''''23 25 25 0 410 UB内部工事 10 27 17 607 室内インターホン機器取付 24 28 4
26 24 cp''''24 26 26 0 503 冷媒目視検査 10 12 2 629 コンセントカバー取付 24 26 2
27 25 cp''''25 27 27 0 802 給水水圧試験 10 12 2 632 火災報知器取付 24 27 3
28 26 cp''''26 28 28 0 819 UB浴室乾燥機ダクト接続 10 11 1 711 リモコン取付 24 28 4
29 27 cp''''27 29 29 0 843 UB排水管接続 10 13 3 825 制気口穴取付 24 28 4
215 バルコニー外壁補修 2 16 14 339 バルコニー天井・壁塗装 11 22 11 306 各所仕上シール 25 28 3
221 バルコニー鼻先モルタル補修 2 14 12 412
UB内装仕上工事（器具取付、
シール）
11 28 17 501 風量測定 25 29 4
329 間仕切壁芯墨出し 2 4 2 502 ダクト目視検査 11 12 1 601 回路チェック 25 29 4
508
躯体空調・スプリンクラースリー
ブ清掃
2 6 4 805 排水管満水試験 11 14 3 604 TV端子・分配器取付・配線接続 25 27 2
609 躯体電気スリーブ処理・清掃 2 9 7 323 バルコニー給気パネル取付 12 28 16 345 木製建具吊込 26 28 2
814 躯体ダクトスリーブ処理・清掃 2 7 5 343
バルコニー床仕上（ウレタン防
水）
12 23 11 606
LAN・TEL端子・HUB取付導通
試験
26 28 2
852 排水集合管取付 2 7 5 626 給湯器設置場所コンセント取付 12 28 16 606
LAN・TEL端子・HUB取付導通
試験
28 30 2
204 ALC回りシール 3 19 16 627
ALCバルコニー面コンセント取
付
12 26 14
220 バルコニー側溝左官型枠 3 14 11 826 VC取付 12 28 16
331 外壁面コマ材 3 6 3 315 網戸取付・AW調整 13 28 15
505 天井カセットAC墨出し 3 6 3 316
バルコニー雨樋（本設）取り付
け
13 28 15
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図 78 リソースリスク中位型ジョブ工区分節結果（J1～J5） 
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図 79 リソースリスク中位型ジョブ工区分節結果（J6～J15） 
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図 80 リソースリスク中位型ジョブ工区分節結果（J16～J29） 
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図 81 グループごとのガントチャート：リソース競合リスク中位型（１） 
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図 82 グループごとのガントチャート：リソース競合リスク中位型（２） 
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図 83 グループごとのガントチャート：リソース競合リスク中位型（３） 
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7.7.4. リソース競合リスク低位型と中位型の比較 
モジュラーの程度 
リソース競合リスク低位型のデータを用いて中位型のデータを構築した時点で 2 つの施
工チームにリソース競合が生じた。このことからもこれらの計画手法をリソース競合リス
ク低位型・中位型と呼ぶことの確からしさを確認できる。ここではもう少し踏み込んで双
方の手法によるジョブ工区分節結果のリソース競合リスクに関する分析を試みる。 
先に述べた通りジョブ工区分節とは、IFM をタイムモデュールという時間区分に依拠し
た部分行列に分割し、それをまたがる工程要素間の IF を消滅させる操作である。表 44 は、
リソース競合リスク低位型の IFM をジョブ工区ごとに並び替えた行列で、J1と J2が表示さ
れた部分を抜き出したものである。IFM は行の工程要素に対して 1 が記述された列の工程
要素が IF を持つと読む。表 44 からわかるように、最初のタイムモデュールで J1を施工す
れば、次のタイムモデュールで J2 を施工する際に J1 の工程要素と J2 の工程要素間にある
IF は施工済みということになる。つまり、それらの工程要素間の IF は、Jnと Jn+1の順序
関係に置き換えられる。一方、ジョブ工区内における ci≠cjの IF が多いほどリソース競合
リスクが高いと解釈できる。これはジョブ工区というモジュールの内部構造がモジュラー
かどうかの判定に役立つ。 
ci≠cjの IF 数が 1 以上のジョブ工区数は、リソース競合リスク低位型が 9/35（図 72～図 
74）、高位型が 12/29（図 78～図 80）で、前者と比して後者はモジュラーの程度が低いジ
ョブ工区が多いと解釈できる。また、低位型はその全てが 1～2 であるのに対し、高位型は、
J4が 14、J9が 6 というように ci≠cjの IF 数が多いジョブ工区がある。これらは、CP”kと
それ以外の工程要素によるトポロジカル・オーダリングの結果で得られる CP”kが含まれな
い Lnを、CP”kが含まれる Lnに統合した CP’’’kにおける CP’’’k∪I(CP’’’k)∪I(CP’’’k, CP’’’k+1)
で生じた IF である。 
 
表 44 ジョブ工区の部分行列 
 
 
リソース競合リスク低位型と高位型ともに、CP”kや CP’’’’kの工程要素の内で ci≠cjの IF
を持つ工程要素は、ジョブ工区内で開始・終了の時間拘束がある。したがって、あるグル
ープが担当する複数の工程要素の中に時間拘束を持つ工程要素がある場合、その施工の遅
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延が他のジョブ工区の工程要素の遅延に影響する可能性がある。このことを遅延リスク関
係と呼ぶことにする。このような工程要素が複数のジョブ工区に割り付けられている場合、
それらのジョブ工区間には当該施工チームを介した相互関係が残るため、ジョブ工区間で
工程要素間の IF が完全に消滅したとはいいきれない。他方、全工程要素がジョブ工区内で
平行要素の関係にあれば遅延リスクはゼロである。 
そこで、あるグループが担当する工程要素を{a, b, c}とし、それらが割り付けられた各々
のジョブ工区の中で a だけが ci≠cjの IF を持つときに、a は b, c に対して双方向の IF があ
ると考える。それを、それらが割り付けられているジョブ工区間の IF と置き換えたジョブ
工区の行列に記述したものは、遅延リスク関係をあらわす行列となる。この遅延リスク行
列グラフから求めたネットワーク密度は、そのジョブ工区分節における遅延リスクの高低
を示すインデックスと解釈できる。図 75～図 77 によるリソース競合リスク低位型の遅延
リスク行列を表 45 に、図 81～図 83 による中位型の遅延リスク行列を表 46 に示す。こ
れらから計算されるネットワーク密度は、リソース競合リスク低位型が 0.13、中位型が 0.23
で、前者と比して後者が高い。この状態を可視化したものを図 84 に示す（Start：J01→
End：J35/J29）。低位型と比して中位型のモジュラー度が高いことが一目瞭然である。 
以上から、IFM をジョブ工区分節した多工区同期化工程計画は、分割したジョブ工区間
の関係とジョブ工区内における構成要素間の関係からモジュラーの程度を定量的に把握で
き、前者が遅延リスク、後者がリソース競合リスクの程度を示す。このように多工区同期
化によるモジュール型工程のアーキテクチャは、稼働率やサイクル工期のほかに、遅延リ
スクとリソース競合リスクの関係で評価できる。本検証におけるリソース競合リスク低位
型と中位型の比較では、前者に比して後者がジョブ工区間の関係とジョブ工区内における
工程要素間の関係の双方ともにモジュラー度が低い結果であった。 
 
表 45 遅延リスク隣接グラフ（リソース競合リスク低位型） 
 
J01 J02 J03 J04 J05 J06 J07 J08 J09 J10 J11 J12 J13 J14 J15 J16 J17 J18 J19 J20 J21 J22 J23 J24 J25 J26 J27 J28 J29 J30 J31 J32 J33 J34 J35
J01 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J02 1 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J03 0 1 0 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J04 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J05 0 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J06 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J07 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J08 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0
J09 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J10 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
J11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J14 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J18 0 1 1 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J21 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J22 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0
J25 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0
J26 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0
J27 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0
J28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0
J29 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
J30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0
J31 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0
J32 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0
J33 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0
J34 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
J35 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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表 46 遅延リスク隣接グラフ（リソース競合リスク中位型） 
 
 
 
図 84 ネットワーク表現による遅延リスクの可視化 
 
生産性 
次に、リソース競合リスク低位型と中位型を生産性の側面から比較する。表 36 に示した
施工チーム（グループ）の人数設定や、ジョブ工区分節の際に生じるリソース競合を解消
するために操作した人数調整は完全同期時に焦点した必要最小限の人員配置である。しか
しながら本検証で検討した多工区同期化における完全同期化状態は、リソース競合リスク
低位型がゼロ、中位型が 6 タイムモデュールという結果であった。本検証のような 20 階前
J01 J02 J03 J04 J05 J06 J07 J08 J09 J10 J11 J12 J13 J14 J15 J16 J17 J18 J19 J20 J21 J22 J23 J24 J25 J26 J27 J28 J29
J01 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J02 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J03 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
J04 0 1 1 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
J05 0 1 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
J06 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J07 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
J08 0 0 0 1 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J09 0 0 0 0 1 0 0 1 0 1 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0
J10 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J11 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J13 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
J14 0 1 1 1 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0
J15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J17 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
J19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0
J20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0
J21 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0
J22 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0
J23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
J24 0 0 1 1 1 0 1 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0
J25 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0
J26 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0 0
J27 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0
J28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
J29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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後の集合住宅では、完全同期時以外の期間が圧倒的に多くなる。したがって、労務工数予
測や生産性評価をおこなう場合は完全同期時以外の期間を考慮する必要がある。 
完全同期状態に向かうまでと迎えた後ではタイムモデュール内におけるジョブ工区の組
み合わせが異なる。そのため、「完全同期時における労務工数×ジョブ工区分節数/2」のと
いうような単純計算では労務工数やその推移を正確に予測できない。これらを正確に予測
して評価するためには、J1から順に後続ジョブ工区の工程要素を加えながら式（7-1）～（7-3）
の完全同期化条件を計算する必要がある。この計算によりタイムモデュール単位でグルー
プの最少必要人数を予測できる。 
表 47 は、リソース競合リスク低位型と中位型のジョブ工区分節数、サイクル工期、延べ
労働者数を比較したものである。全ての値において中位型は低位型と比較して優位な値を
示している（ただし、サイクル工期に 18 日、延べ労働者数に 83 人の差があるだけなので、
実務の側面ではインパクトのある差といえない）。また、低位型に対する中位型の延べ労働
者数の削減割合は、建築職能（0.6％減）よりも、設備職能（4.1％減）の方が大きい。 
図 85 は両ケースの労務山積みをタイムモデュール単位で建築職能と設備職能の別に集
計したものである。横軸はタイムモデュールの繰り返し回数をあらわしており、低位型が
68、高位型が 62 である99。 
低位型の労務工数合計は完全同期状態がないため、35 タイムモデュール目の 137 人をピ
ークに尖った形状となる。また、建築職能と設備職能を合計した労務工数の推移は概ね左
右対称の形状だが、建築職能は後半、設備職能は前半の労務工数が多い傾向を確認できる。 
中位型の合計は 26～35 タイムモデュール目に 135～137 人で安定した期間が 10 回分（30
日）ある。設備職能は低位型と同様に前半の労務工数が多い傾向を確認できるが、建築職
能は 10 タイムモデュール目より後の増え方が低位と比較して急であり、前半と後半の労務
工数に顕著な差がみられない。 
図 87 は、タイムモデュールごとに計算した施工チームのグループごとの稼働率（∑tpi / 
(Mn×H））の加重平均の推移である。低位型と中位型に共通した傾向として、前半は後半
に比して稼働率が高い。中位型は完全同期化状態が存在することから、建築、設備の両職
能で、工期中盤に 70％を超える稼働率が安定して継続する期間を確認できる。また後半に
おける低下の角度は、建築職能と設備職能で傾向が異なっている。建築職能が低位型と比
較して高位型が急であるのに対し、設備職能は工期末期における稼働率の落ち込みが低位
型と比して高位型が大きい。 
以上から、リソース競合リスク中位型は、低位型と比較して延べ労働者数が少なく、稼
働率が高位安定している期間が長いことを理由として、総合的に生産性が高いと評価でき
る。また設備職能は建築職能と比較して、中位型の工程計画を選択することによる生産性
改善の恩恵が大きい。 
                                                  
99 Mnの繰り返し回数=Jn+((Sn×Fn)-1)。（Jn：ジョブ工区分節数、Sn：1 フロアのサイト工区分割数、Fn：
住戸階フロア数）。 
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表 47 ジョブ工区分節結果の比較 
 
 
 
図 85 労務工数予測の山積み比較 
 
 
図 86 労務工数予測の累積曲線比較 
 
 
図 87 稼働率加重平均予測の推移比較 
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7.7.5. 計画工程情報の共有と管理 
本章で提示した多工区同期化によるモジュール型工程の計画手法は、先に論述したアル
ゴリズムをプログラムに実装し、検証対象のプロジェクトで試験適用を実施した。 
このプログラムは、Microsoft EXCEL で記述した IFM を読み込んで図 65（p.143）の
フローチャートに示す計算を自動実行するものである。さらに、CP”k を縮約した IFM で
{cp”k}∪{ci∉CP”k}の順向・逆向のトポロジカル・オーダリングで得られる ELnのレベル値を
ジョブ工区とし、それに{cp”k|ELn}と ELn=LLn の工程要素集合を自動で割り付け、図 88
のジョブ工区分節検討画面を表示する。図 88 の「ジョブ工区」と表示している欄にある
BOX がジョブ工区をあらわしており、左から右にジョブ工区の施工順序で並んでいる。そ
の中にある文字列が自動割付された工程要素である。その下の欄は、{ci∉CP”k|ELn≠LLn}、
つまり未割り付けの工程要素が列記される場所で、ここからジョブ工区の BOX にドラッグ
&ドロップで工程要素を割り付ける。その下にある工程要素が列記されたウィンドウは、任
意に選択した 1 つあるいは複数のジョブ工区内の全工程要素に対する平行要素や誘引要素
を抽出する機能である。 
この状態からジョブ工区ごとに抽出した平行要素を当該ジョブ工区に割り付ければ、リ
ソース競合リスク低位型のジョブ工区分節となる。あるいは、cp”kが存在しないジョブ工区
の ELn=LLnの工程要素を cp”kが存在する先行（後続）のジョブ工区に移動して図 65 のジ
ョブ工区分節以降の演算を行えば、cp’’’’kと ELn=LLnの工程要素を割り付けたジョブ工区分
節検討画面が表示され、これに先と同様に、平行要素をジョブ工区に割り付ければ、リソ
ース競合リスク中位型のジョブ工区分節となる。さらに、リソース競合リスク低位型や中
位型のジョブ工区分節を基本として、平行要素や誘引要素を確認しながら割り付け済みの
工程要素をジョブ工区の BOX 間で移動することができる。その際、工程要素をクリックす
ると、その工程要素に直接先行、直接後続する工程要素が強調表示される。 
さらに、7.5.5 節で論述したリソース競合判定アルゴリズムを実装しているため、計画後
あるいは計画途中のジョブ工区分節でリソース競合が生じているか否かを施工チームの一
覧表で確認できる。 
計画したジョブ工区分節は、図 89 に示すごとく住戸ごとの日めくり方式スケジュール冊
子として出力される。このスケジュール冊子は、ジョブ工区ごとに 1 枚の紙で工程要素間
の順序関係を記述している。用紙をめくれば、その下から次のジョブ工区があらわれる仕
組みである。検証対象プロジェクトでは、全住戸の日めくりスケジュール冊子を共用廊下
に掲示し、工程要素単位の計画と進捗を共有できるようにした（図 90）。作業者にはガン
トチャートの部分に施工開始・終了のチェックを依頼し、どの住戸でどの工程要素が完了
したのかをフロア単位で一望できるようにした。これは、進捗状況の可視化である。また、
タイムモデュールの最終日にめくった用紙を回収して正味の施工時間を収集している。こ
のことは、実施結果の評価につながる。この進捗管理手法は安藤、浦江らが提案した POP
（Point of Production）システム[99]に発想を得ている。 
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図 88 多工区同期化工程計画支援ツール 
 
 
図 89 日めくり方式のジョブ工区スケジュール表 
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図 90 掲示した日めくり方式のスケジュール冊子（撮影日：2012 年 10 月 12 日） 
 
7.7.6. 計画と実施の比較 
検証対象プロジェクトでは、本検証で計画したリソース競合リスク低位型の多工区同期
化工程を出力した日めくり方式のスケジュール冊子を図 90 のごとく掲示し、提案手法の妥
当性を確認した。スケジュール冊子は全住戸分作成し、共用の階段室を出た正面に当該フ
ロアの分をまとめて掲示した。掲示は 2012 年 8 月 1 日から行い、1 カ月ごとに実際の進捗
を加味してスケジュールのメンテナンスを実施しながら内装・設備工事が完了するまで行
う予定である100。掲示を始めた時点で既に 8 階で J8 の 337 発泡ウレタン吹付を施工してい
る状況であった。したがって、計画した工程を実施したわけではない。 
掲示開始から 1 カ月後に、計画した工程と実施の差を確認するための進捗パターン調査
を実施した。調査は第 6 章で提案した方法に準じ、1 日あたりの住戸訪問回数を午前と午後
の 2 回に変更し、8 月 27 日～9 月 8 日の 2 週間にわたり実施した。調査記録を整理した結
果、2,992 レコードのデータベースを得た。 
図 91 は、計画と実施を 3 日単位で比較したものである。計画は 1 フロアを 2 サイト工
区に分割し、タイムモデュールが 3 日の工程であった。図 91 の各表は、縦軸をフロア、横
軸をジョブ工区としており、M_1（8 月 27 日～29 日）～M_4（9 月 6 日～8 日）の各期間
で、各ジョブ工区とその施工が計画されていたフロアの交点を網掛けにしている。各セル
に入力している数値は調査記録のデータ数である。例えば M_1 の表で、J1 に割り付けた工
程要素を 16 階で記録したデータは 16-J1 のセルにある数値に加算されている。 
多くのジョブ工区で多層フロアに分散して施工されている工程要素を確認できるが、第 6
章の図 44（p.101）に示した過去の調査記録のように全体的に乖離が生じているわけでは
ない。また、図 91 をみる限り、多くの工程要素が最遅順序の志向で施工されていると推測
できる。その一方で、最早順序志向の工程要素も少なからずある。このように計画と実施
は極端に乖離していない。本章で提案した計画手法の妥当性は概ね評価できると考える。 
                                                  
100 当該プロジェクトでは 9月末に納品遅れや作業者不足のトラブルが発生したため、10月 1日からのスケ
ジュールのタイムモデュールを 5日に変更している。図 90の写真は、スケジュール変更後のものである。 
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一方で、J21 以降にみられるように投入資源水準が低いため遅れが生じているジョブ工区
や、J1～J16 で確認できる最早や最遅を志向する施工チームなど、計画と実施の相違を確
認した。この結果から、多工区同期化というモジュラーな工程を実行する要諦は計画を遵
守するルール、あるいは計画を目標として共有する合意形成で、それらが不在の場合には
工程アーキテクチャがインテグラルな方向に向かいやすいという仮説を得る。 
 
 
図 91 リソース競合リスク低位型計画と調査記録の比較 
189 
 
7.8. 本章のまとめ 
本章では、第 6 章で把握した集合住宅の内装・設備工事における工程や進捗情報伝達の
錯綜という課題を解決するために、一連の工程をタイムモデュールという時間軸の概念で
ジョブ工区と呼ぶ工程要素群に分節する多工区同期化によるモジュール型工程の計画手法
を提案した。本章の成果と知見を以下にまとめる。 
 
1）超高層分譲集合住宅の内装・設備工事における工程計画の手順は従来手法と提案手法で
次のように異なっている。 
・ 従来手法による内装・設備工事の工程計画は次の手順で行われる。 
① 全体工程計画時：繰り返し単位日数と繰り返し回数の関係からサイクル工期を検
討する。この時点の計画では内装・設備工事という大括りなまとまりの工程への
分解はされていない。 
② 関連する専門工事会社の調達前：内装・設備工事という大括りなまとまりを約 50
の主要な工程に分解し、それを繰り返し単位の日数分節に割り当てたタクト的な
工程を計画する。これは主要な工程について施工完了日の目標をフロア単位で明
示した工程表である。 
③ 施工実施時：約 50 の主要な工程で住戸単位の施工スケジュールを計画する。この
月間工程表を参考に各施工チームは現場内で相互に調整して工程要素の施工を行
う。 
・ 本章で提案したモジュール型工程の計画手順は次の通り。 
① 住戸の設計が完了した時点で全ての工程要素（約 200）がリストアップされ、全体
工期や躯体工程との兼ね合いから多工区同期化の工程が計画され、内装・設備工
事のサイクル工程が決定される。同時に施工チーム編成と各チームの労務山積み
予想が明示される。 
② 計画した工程は日めくり方式のスケジュールに展開され、全ての工程要素の施工
時期と施工場所が明示される。 
・ この計画手順の違いにより、次に挙げる効果が期待できる。 
① 精度の高い労務山積み予想に基づいた労働生産性を考慮した専門工事会社との調
達交渉。 
② 全ての工程要素で計画された実施可能性が保証された日めくり方式スケジュール
の共有による、内装・設備工事着手時点から計画と実施の合致。 
 
2）多工区同期化を内装・設備工事に適用することの特徴は次の通りである。 
・ サイト工区数増加による、同一資源水準での内装・設備工事の短工期化。 
・ 完全同期条件を満たすことによる、繰り返し工程計画の実施可能性の保証。 
・ ジョブ工区間の IF が消滅することによるジョブ工区の独立性の保証。 
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3）従来の多工区同期化に対する本章提案手法の独自性は次の通りである。 
・ クリティカルパスを中心とした重点管理工程要素群とそれ以外を分類し、前者をタイ
トに、後者を平行要素とするインテグラル/モジュラー混在型のジョブ工区分節アルゴ
リズムを開発したこと。つまり、全ての工程要素を時間管理するのではなく、タイム
モデュールの時間分節を境界とした施工チームの自律的意思決定の範囲すなわちジョ
ブ工区内のインテグラル寄り/モジュラー寄りの操作を可能としたこと。 
・ 従来 MAC の表示で視覚的に排除していたリソース競合の概念を定式化し、ジョブ工区
分節検討の任意の段階で数理的チェックを可能としたこと。さらに、リソース競合に
着想を得て施工チームを介したジョブ工区間の IF という概念を導入し、計画したジョ
ブ工区間すなわち多工区同期化による工程計画全体のモジュラー度を計測可能とした
こと。 
 
4）本章の成果は次の通りである。 
・ 上述した多工区同期化の拡張により、多工区同期化による工程のモジュール化に対す
る考え方を明瞭に示した。本章ではこの考え方に基づく多工区同期化を「モジュール
型工程」と呼ぶ。 
・ このモジュール型工程の計画アルゴリズムを開発し、工程要素数が膨大な内装・設備
工事での実効性を示した。さらに実プロジェクトのデータを用いた検証で提案手法の
妥当性を示した。 
・ このアルゴリズムのプログラム実装、日めくり方式のスケジュール冊子の開発を行っ
た。これらを実プロジェクトに試適用し、実用可能性を示すことでモジュール型工程
の管理方法の一例を提示した。このことにより、モジュール型工程の理論と実務の谷
を埋めることに貢献した。 
・ 以上により、モジュール化という概念のもとで管理側と施工チームの自律的な関係を
可能とする工程のモデルとそれを実現する仕組みの素地を提示できたと考える。また
モジュラーな工程を実行する要諦が計画を目標として全ての関係者が共有する合意形
成あるいはルールにあることを指摘した。そのためには住戸を構成する要素間の支持
関係に基づいて定義した工程要素相互の正確な「順序関係」を提示する必要があるこ
とを示した。 
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エンディング  
 
第8章 まとめ 
8.1. 本論文のまとめ 
本論文は、日本の総合建設業が蓄積してきた技術や能力を「モジュール化」という観点
で総体的に再解釈することにより、建築業が抱える問題や将来のありかたに対する新たな
知見を得ることを目的に考察を重ねたものである。これは、複雑な状態をどのように複雑
であるか、その状態変化の経緯や可能性に関する研究と換言できる。研究の方法は、建築
物を顧客企業のバリュー・ネットワークの構成要素の 1 つであるという視点を導入し、そ
の生産をマネージする主体として総合建設業を位置付け、技術（研究開発）、設計（生産設
計）、施工（工程計画）を中心とした一連の建築生産システムについて、超高層分譲集合住
宅を対象に、技術、生産設計、工程の各視点のアーキテクチャを検討することとした。 
第 2 章では経済学の分野で発展しているアーキテクチャ研究の経緯をレビューしつつ本
研究の立ち位置を述べるとともに、アーキテクチャ概念による建築の記述について整理し
た。第 1 部は、建築物の「ありよう」が分析の対象である。ここでは、技術と生産設計と
いう日本の総合建設業における特徴的な組織能力に対し、アーキテクチャの概念から分析
を試みた。第 3 章では建築分野でモジュール化が進んでいる住宅部品を取り上げ、分譲集
合住宅においてモジュール化が進展した背景について論述した。第 4 章では総合建設業の
製品とも言える技術開発に注目し、研究開発活動の異業種連携と技術的多角度の観点から
販売目的建築と自己使用目的建築における技術アーキテクチャのポジショニング・シフト
を比較分析した。第 5 章では技術とアーキテクチャの関係に注目し、住戸の設計アーキテ
クチャにフリープラン対応の構造体技術が与える影響を分析した。続く第 2 部は、建築物
の「やりよう」、すなわち、工程アーキテクチャに対する論述である。第 6 章では超高層分
譲集合住宅の工程進捗に対するフィールド・リサーチを実施し、計画工程と実施工程が乖
離するメカニズムの分析から、現状の工程アーキテクチャがインテグラル型であることを
明らかにした。第 7 章では多工区同期化の理論を拡張したモジュール型工程の計画手法を
提案し、内装・設備工事の工程マネージメント革新の可能性について論じた。 
 
分譲集合住宅は発注者であるディベロッパーからみた建築物の利用目的が「販売目的」
の建築である。このことは、分譲集合住宅という建築物が、住戸という発注者の製品の集
合体と言い換えられる。そのため、ディベロッパーの建築物に対する価値基準は、製品で
ある住戸の付加価値、つまり価格差別につながる価値にある。本論文はこのような視点か
ら、アーキテクチャの概念、中でもモジュール化の考え方に注目して超高層分譲集合住宅
の建築生産システムについて論じた。 
分譲集合住宅は高度経済成長期に施工の合理化の観点から、住宅から分離しやすい部分
の部品化とその採用が進む。一通りの部品化が済んだ 1980 年頃から住宅部品は「分離」「交
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換」「追加」「削除」「抽出」「転用」のモジュール化オペレーションが繰り返され、建築物
から独立して進化が進む。モジュール化の潮流において分譲集合住宅の建築ものづくりの
分業構造は、住宅部品を中心に専門分化が進み、それらの市場が拡充する。このようにア
ーキテクチャの変化する過程において、住宅部品のメーカーは、工業化の担い手から自ら
価値を創出するモジュールサプライヤーへと転身する。さらに、分譲集合住宅の価値観が
量から質に変わるにつれて、住宅部品に関する技術開発のリーダーシップは、公的機関や
総合建設業から住宅部品メーカーに移転した。 
この住宅部品というモジュールの独立性は、建築物の「中アーキテクチャ」における複
雑なインターフェイスを調整業務が集約することで保証された。住戸計画では生産設計、
施工では施工チームの自律的な改善がインターフェイスの集約に該当する。このような建
築ものづくりに関する知識や経験に基づいたインテグラルな生産システムが、分譲集合住
戸におけるモジュール型アーキテクチャの進化を支え、それがもたらす価値をディベロッ
パーが、分譲集合市場拡大の恩恵を建築ものづくり企業が享受し続けてきた。 
1990 年代の後半に分譲集合住宅市場で制度改革による超高層化市場創出の可能性が見え
始めると、総合建設業は、超高層分譲集合住宅を実現するための構造体の技術開発に傾注
する。2000 年前後に大手の総合建設業は、改修性や施工性に優れたフリープラン対応の構
造技術を一斉に上市する。この技術の採用により、生産設計という業務が集約していた構
造、内装、住宅部品相互におけるインターフェイスに複雑性が解消され、住戸の生産設計
アーキテクチャはモジュラー型に転換する。しかし、生産設計や施工の業務は、歴史的に
積み上げられてきたインテグラル型プロセスの延長線上にあり、プロダクトのアーキテク
チャとプロセスのアーキテクチャが上手くかみ合っていない可能性がある。 
以上が本論文で明らかにした、アーキテクチャの概念からみた超高層分譲集合住宅にお
ける建築生産システムの変遷である。本論文では従来の分譲集合住宅と比較した超高層分
譲集合住宅のアーキテクチャを、技術や生産設計の側面からみて「中モジュラー・外モジ
ュラー」のポジションにあると結論付ける。 
また、上述したような建築物のアーキテクチャの変化は、総合建設業にとって不可避で
あることを指摘した。むしろ、バリュー・ネットワークの中で総合建設業は、構造的なア
ーキテクチャのモジュラー化に対して能動的である。ただし、分譲集合住宅における技術
進化の方向性と総合建設業の業務改善の方向性が違っている可能性も示唆される101。この
問題を解く鍵は、建築ものづくり企業の中核を担う総合建設業の組織能力にあると考える。
以下に、アーキテクチャの変化が建築生産プロセスのあり方にどのような影響を与えるの
か、アーキテクチャと組織能力の関係を中心に、本論文全体に対する考察を加える。 
                                                  
101 このことは、日本の総合建設業が、ICT（Information Communication Technology）を上手く活用でき
ていないという点にも通じる。例えば、筆者が参加している日本建築学会 材料施工委員会 建築生産運営
委員会 建築生産 BIM 小委員会が主催したシンポジウム等では、分業構造の思想で発展した BIM（Building 
Information Model）を擦り合わせ型業務に適用しようとして課題があると指摘する声が多い一方で、それ
を上手く使いこなしているユーザーからは、BIMに合わせて業界全体に亘るプロセスを変えることが重要
と説く声もある。 
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8.2. 全体の考察 
8.2.1. アーキテクチャのポジショニングと業務プロセス 
本論文では分譲集合住宅のアーキテクチャは、技術と生産設計の両面から「中モジュラ
ー・外モジュラー」のポジションにシフトしていることを示した。このようなポジショニ
ングの変化は、顧客企業である発注者の事業環境の変化に対応した建築ものづくり企業、
中でも総合建設業の合理的な企業行動と結論付けられる。藤本によればこのポジションに
位置する製品の一般的な特徴は次の通りである[2]。 
 一方では設計合理化によって共通部品・標準部品を活用しながら、他方で完成品を
モジュラー・システム向けの標準品として販売し、二重に量産効果を得る。設計費
用も販売費用も節約でき、コスト競争力がポイントになる。 
 このポジションは、大胆な投資や量産効果の追求、徹底した標準化など、いわば力
技の勝負になりやすく、きめ細かい技で勝負するタイプの日本企業にとっては、や
や苦手なセルであることが多い。むしろ、本社の構想力が高い米国企業、資金や意
思決定の集中力が高い韓国企業、優良な低賃金労働力の動員力に長ける中国企業な
どが、このポジションで高い業績を発揮する傾向にある。 
 日本企業は、製品の標準化により、事後的にこのポジションに入ってしまう場合が
ある。このポジションでは、日本産業の多くは苦戦するが、中には、粘り強く事業
を続けた結果、他社が先に脱落し、いわゆる「残存者利益」を得ることもある。ま
た、低賃金国に生産現場、場合によっては開発現場も移し、そこで事業として生き
残る方策もある。 
 
このような特徴は、近年の分譲集合住宅市場で総合建設業が置かれた環境と符合する部
分が多いように思われる。また、日本国内の住宅需要が縮小し、近い将来にやや高級路線
の住宅需要が拡大すると予想される開発途上国で韓国や中国の企業と対峙するためには、
分譲集合住宅のアーキテクチャが現在このポジションにあることを認識しておく必要があ
る。総合建設業が品質や工期の面で技術的に、国内他社あるいは海外企業に比較優位があ
るとしても、その差が圧倒的でない限り、このポジションではコスト競争力がポイントと
なる。つまり生産性（価値/コスト）の分母を改善することが課題となる。 
第 5 章で明らかにしたように、フリープラン対応の構造技術を採用した超高層分譲集合
住宅は、若干のデザイン・ルールと設計パラメータを設定することで住戸のアーキテクチ
ャがモジュラー型となる。つまり企画から生産設計にかけたプロセスの分業と並行進捗へ
の可能性が広がる。このことは近年普及が進んでいる BIM と相性が良い。BIM は不変部分
と可変部分を設定したパラメトリックなモデリングを実装したオブジェクトを組み合わせ
て仮想建築を構築する設計手法である。また、第 7 章で提案したように、モジュール型工
程への転換により、労働生産性向上に基づいた工事原価の改善が期待できる。この改善に
より、建設技能者不足や彼らへの待遇向上が期待できる。 
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これら「中モジュラー」の利点を組み合わせた建築生産システムを構築することは可能
である。しかしそのためには、第 5 章や第 7 章で示したように、的確なルールの作り込み
が十分条件である。つまりモジュール化のために擦り合わせ的な検討が必要である。超高
層分譲集合住宅の生産システムでは、半ば不可避的なアーキテクチャのポジショニングの
変化に対して、ものづくりの良い流れを擦り合わせる組織能力が必要になってきたと指摘
できる。 
 
8.2.2. アーキテクチャと企業内組織 
分譲集合住宅を例とした「販売目的」の建築物におけるアーキテクチャのモジュール化
は、発注者にとって住戸という商品の価値増大につながる。また、アーキテクチャのモジ
ュール化は、専門特化の進展と同期的に進行する。この変化の性質は、第 4 章で「自己使
用目的」の建築物の例にみた、技術体系の非連続な変化がもたらすモジュール化と構造が
まるで異なる。連続的な変化のタイプは顧客の事業環境の変化への適応が背景にあるとし
ても、サプライヤーの側がその方向性をある程度予測することが可能である。それに対し、
非連続な変化のタイプは発注者の意思が「外アーキテクチャ」の変化に強く影響するため、
中長期的にその予見が難しい。また、発注者の事業環境で新しい課題が生じた際に、前者
はこれまでの軌道の延長でより専門的に、後者は探索的に課題解決に向けた研究開発活動
が行われる。つまり「販売目的」の分譲集合住宅には常にモジュラー化の慣性がはたらい
ており、専門領域での技術の深耕へと進む。他方はインテグラルへの揺り戻しを想定して
おく必要がある。このように発注者の建築物に対する「利用目的」によって、建築物の技
術アーキテクチャが変化する方向性は異なっている。そのため、大手の総合建設業におい
ては、1 つの企業に内在する複数のアーキテクチャに対してどのように対応するのか、特に
業務や人材の評価の点において課題があると指摘できる。 
例えば、第 5 章の分析ではフリープラン対応の構造技術を採用した超高層分譲集合住宅
の生産設計アーキテクチャがモジュラー型に変化していることを明らかにした。しかし、
総合建設業が受注する分譲集合住宅は超高層だけでなく従来の板状型も相当数ある。つま
り「分譲集合住宅」と一括りしても、モジュラー型とインテグラル型のアーキテクチャが
混在している。もちろん、第 4 章で明らかにしたように、技術的なアーキテクチャのポジ
ショニングは発注者の利用目的に応じて変化の軌道が異なる。このように総合建設業が手
掛ける建築物は、アーキテクチャやそのポジショニングが多様となっている。それを実務
では、全てのタイプの建築物を同じプロセスや人事評価で対処している可能性が高い。こ
の傾向は、第 6 章で認識したように、施工の現場においても同じである。 
高度経済成長からバブル経済にかけて建築物の「ありよう」を試行錯誤していた時代に
は、どの建築物も「中インテグラル・外インテグラル」のポジションにあり、それに対応
することで、日本の建築業がものづくりの競争力を構築してきた。しかし建築技術が進展
し、市場が縮小する中で、継続的な需要を予測できる建築物の構造的あるいは技術的な支
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配的デザインは、概ね完成形をみている。今日では、明らかになりつつあるアーキテクチ
ャや、そのポジショニングに対応してプロセスや評価軸を柔軟に使い分けてもよいはずで
ある。むしろ現場では、第 7 章で論じたように、積極的なモジュール化が労働生産性の向
上につながる。構造的アーキテクチャと業務システムの整合を考えるとき、これまで蓄積
してきた知識や経験をどのように伝承し、どのように配置換えすべきかという問題の試行
錯誤に、総合建設業が取り組むべき改善の余地が生じると指摘できる。 
 
8.2.3. モジュール化あるいはモジュラー化とイノベーション 
総合建設業を中核とした建築技術の近代化を構工法の歴史と捉えるならば、それは約 50
年の歴史である。建築業一般では 1960 年に国産初のタワークレーンが開発され、5 年後の
1965 年に霞が関ビルが竣工し、超高層時代が幕をあけた。集合住宅の分野では、第 3 章で
詳述したように 1960 年代から住宅部品の工業化が始まった。1960 年代は建築物のありよ
う（構造的なるもの）とやりよう（施工的なるもの）を一体的に考える技術進化が始まっ
た時期と解釈できる。この潮流と経済成長期における高層化や大型化、大空間化、分譲集
合住宅における便利さの追求や高級化などの新しい建築や建築技術に対する探索はハード
ウエアを中心としたラディカル（革新的）なイノベーションを多く創出した。このような
技術の探索は成熟経済に転換した後にどちらかといえば構工法の「構」に重きが置かれ、
2000 年頃まで続いた。ダブルスキンのカーテンウォールなど部分の高機能化、免震や制振
など地震動に対する技術、パイルド・ラフトのような高度な計算、第 3 章でみた省エネ技
術と住宅部品の連結、第 5 章でみたようなフリープラン対応の構造技術などの技術が代表
的な例である。ここでは建築技術の専門的な高度化というハードウエアを中心としたイン
クリメンタル（漸進的）なイノベーションが主流であった。このような構工法の歴史的経
緯と建築物を利用したビジネス環境の変化が相俟って、建築物はその利用目的に対応して、
あるタイプは「外モジュラー・中モジュラー」に、ほかのタイプは「外モジュラー・中イ
ンテグラル」になどと異なるポジションへと技術アーキテクチャがシフトしてきた。そし
て 1960 年代から半世紀を迎えた現在は、持続的な建築需要を予測できる建築物のタイプに
対し、構工法に関する一応のエレメントが出揃った状況にあると考える。 
超高層分譲集合住宅では、第 4 章で詳述した通り、ハードウエアのイノベーションに関
する総合建設業の役割が建築物全般から構造体分野に限定しつつ今日に至っている。この
ような流れにおいて総合建設業は、これからどのようなイノベーションを興すことができ
るのかが課題になりつつある。 
その 1 つの回答として本論文では第 7 章で「モジュール型工程」を提案した。これは工
程をモジュール化することで施工チームの稼働率や平準化率を大きく向上することが目的
で、俗な言葉で表現すれば、皆で儲けようという仕組みである。このモジュール型工程は、
第 6 章で認識した従来のマイルストーン管理や現場調整力に依存した工程計画や工事の進
め方と本質的に異なっている。つまり第 7 章では、工程マネージメントのイノベーション
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の方向性や方法論を提案したつもりである。また、第 4 章で例示したように、生産設計を
中心とした設計の業務プロセスをモジュラー型のアーキテクチャに適応させて組み替えた
総合建設業もある。これは、生産設計マネージメントのイノベーションと言える。さらに
は、モジュラー化の特質を活かした消費者が住戸計画に参加するような新しい住戸供給サ
ービスのイノベーションの可能性も期待できる。 
このように超高層分譲集合住宅の現状のアーキテクチャを認識して受け入れ、モジュー
ル化あるいはモジュラー化の効用を積極的に利用したマネージメントへの変革による生産
性の上昇が建築ものづくりの業界に必要と考える。しかし第 6 章で分析したように、建築
生産システムには多くの関係者が多様な関わり方をしているため、このような変革は自然
発生的に生じない。むしろ、その実践においては周到な理論構築と、擦り合わせ的な計画
や合意が必要であるということは第 7 章で述べた通りである。マネージメント・イノベー
ションを興すには「建築生産システムのモジュール化」に対する総合建設業の意図的な取
り組みが必要であると指摘できる。 
 
8.3. 建築生産システムの発展に対する本研究の意味 
本研究は、主に超高層分譲集合住宅を事例とした建築生産システムをモジュール化の観
点から分析、考察を行った。超高層分譲集合住宅の事例を通じ、建築生産システムに対し
て得られた示唆は次の通りである。 
1) 本研究では、超高層分譲集合住宅がモジュール化の流れにあることを明らかにした。
その背景には、第 1 に、同じビルディングタイプの建設を繰り返すことによる、ノ
ウハウ蓄積、合理化、産業構造の分業化が志向されること、第 2 に、それが分譲集
合住宅という販売目的の建築物に対する発注者の価値基準と整合的であることにあ
る。このような実情をどう捉えるかが総合建設業の新たな課題になるのではないだ
ろうか。具体的には、発注者である顧客企業における建築物の利用目的に対応した
建築物のアーキテクチャを認識するとともに、それを前提とした技術開発や業務改
革の戦略が重要である。また、本研究では、建築物のアーキテクチャ分析の基本形
を提供した。このことは、他のビルディングタイプを含めたポジショニングのポー
トフォリオ検討に本研究が貢献できる点である。 
2) 本研究では、モジュール型工程の計画・管理手法を通じて、タスク構造のモジュー
ル化手法を提案した。施工に関しては、積年の課題である生産性向上、近年問題が
顕在化しつつある技能者不足への解決に貢献できる。このようなプロセスの変革に
は、その構造の概念化と理論的な再構築が必要である。その意味では、モジュール
化工程の計画・管理手法の出発点が設計構造にあるため、本研究の成果は、設計プ
ロセス、建築生産システムの合理化に応用可能である。建築物のアーキテクチャは、
短期的には市場に合わせて選択するものだが、長期的には市場に提案していくもの
であるかもしれない。 
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8.4. 各章のまとめ 
図 92 は、機能・構造・工程の相関でアーキテクチャをあらわしたものである[100]。建築
物の機能と構造の対応付けを本論文では技術開発として第 4 章で扱った。この部分では、
部品、構造体などへの専門特化が進行し、技術アーキテクチャのポジショニングが「中モ
ジュラー・外モジュラー」にシフトしていることを明らかにした。構造と工程の対応付け
は、生産設計として第 5 章で扱った。この部分は盛んに擦り合わせが行われていて、イン
テグラルの性格が強い。しかし、フリープラン対応の構造体を採用することで、検討ノウ
ハウの構造がモジュラー化している事実もあった。工程の部分は、計画・管理の手法とそ
の基準が未熟であることに起因して現場の実態が非効率であることを第 6 章で明らかにし
た。それに対して第 7 章では、工程のモジュール化による、計画・管理の合理化を提案し、
その可能性について検証した。 
各章で得られた知見を以下に要約する。 
 
 
図 92 本論文とアーキテクチャの関係 
 
第 1章 
建築物を民間の発注者である顧客企業のバリュー・ネットワークに組み込まれたコンポ
ーネントの 1 つと考える本研究の視座を定義した。ここでは建築物を商取引の観点で分類
することの意義を論じ、「販売目的」「自己使用目的」「賃貸目的」という顧客企業の建築物
の「利用目的」による分類を提案した。またアーキテクチャという研究の分析枠組み、研
究の背景、研究の目的を述べ、「建築物のアーキテクチャが変化する方向性は、顧客企業が
建築を利用する目的で異なる」、「技術開発が建築物のアーキテクチャの変化をうながす」
という 2 つの仮説を提出した。さらに研究の対象である超高層集合住宅を選定した理由、
本論文の構成を述べ、集合住宅とアーキテクチャに関する用語の定義を行った。 
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第 2章 
経営学・経済学におけるアーキテクチャ研究の流れを概観し、技術進化に起因した中・
外の製品アーキテクチャの変化に自社の業務プロセスや組織構造を適合させていく組織能
力に関する研究の必要性を論じた。さらに、建築物のアーキテクチャの一般的特性と構造
－機能と業務・組織とアーキテクチャの関係について整理を試み、建築物の利用目的別に
建築物の製品アーキテクチャのポジショニングを観念的に記述することで、建築物に製品
アーキテクチャの概念や分析枠組みを利用するための共通認識を提示した。その要点は以
下にまとめる。 
1) 建築物のアーキテクチャは、①土地の制約、②モニュメント性、③オープン部品を
多用したインテグラル設計、④躯体のノンシステムという 4 つの性質により、他の
人工物と比較してインテグラルに振れやすい一般的な特性を持つことを論じた。 
2) 建築物の機能－構造関係を記述することで、各々の階層と業務や組織の対応関係を
下記のように体系的に整理した。 
・ 全体機能から要求機能への分解：基本設計 
・ 要求機能を担保するスペックの決定：仕様決定 
・ スペックに対応した構造/部位の選択的決定；実施設計、見積り 
・ 構造/部位の部品/材料への機能展開、部品/材料とスペック整合性確保、部品/材
料相互におけるディテール検討：生産設計 
・ 顧客に評価されるための構造/部位の技術的進化：研究開発活動 
・ 構造/部位の施工：専門工事会社 
3) 建築物を、賃貸利用目的建築、自己使用目的建築、販売目的建築という顧客の利用
目的に対応した分類の考え方を提案した。また、各々で建築物のアーキテクチャを
簡単に記述することで、それらが全て異なるポジショニングに位置することや、従
来の建築種別と比較して提案した分類の方がアーキテクチャのポジショニングと整
合的である可能性を指摘した。 
 
第 3章 
住宅部品の発展経緯をモジュール化という観点で概観し、躯体、内装、住宅部品相互の
インターフェイスに対する考察を加え、日本の住宅部品がモジュールとして高度に発展し
た背景の把握を試みた。考察の結果、躯体、内装、住宅部品間を擦り合わせ領域しておく
ことが、住宅部品のモジュール化やその進展に貢献している可能性を指摘した。 
 
第 4章 
分譲集合住宅における技術アーキテクチャの変化を総合建設業の研究開発活動という側
面から分析した。分析は、研究開発活動を代表するデータとして公開特許情報を代替し、
エントロピーの概念とネットワーク分析の手法を用いて特許分類と共同出願の 10年単位の
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動態を定量的分析から可視化した。さらに、技術アーキテクチャが変化する方向性が顧客
事業における建築物の利用目的で異なることを検証するために、自己使用目的の事例とし
て電子デバイス・半導体製造施設を取り上げ、販売目的である分譲集合住宅と技術アーキ
テクチャの変化について比較分析を試みた。分析と考察の結果、「販売目的」と「自己使用
目的」で技術アーキテクチャのポジショニングが異なる軌道で変化しており、異なる軌道
となる背景が、顧客企業の建築物に対する価値基準に起因した技術体系の変化にあること
を明らかにした。このことから「建築物のアーキテクチャが変化する方向性は、顧客企業
が建築を利用する目的で異なる」という第 1 仮設は支持された。 
 
第 5章 
集合住宅の住戸は、建築側の構造（躯体、内装）がインターフェイスの複雑性を吸収す
る役割を担っており、それが生産設計という調整業務に集約されている。このことが、1990
年代までの住戸アーキテクチャのモジュラー性を担保していたと推測できる。この章では、
2000 年前後に総合建設業が積極的な研究開発に取り組んだ、超高層分譲集合住宅における
フリープラン対応の構造技術が、住戸の構成要素の取り合い検討に必要な生産設計ノウハ
ウに与える影響をモジュール化の視点から分析した。分析の結果、総合建設業が開発した
フリープラン対応の構造体技術が住戸の生産設計アーキテクチャのモジュラー化を誘引す
ることを明らかにした。具体的には、フリープラン対応の構造体技術、中でもフラットス
ラブを採用することで、分離・追加された部品である乾式外壁や総二重床・総天井などの
構成要素が、躯体と住宅部品や間仕切壁のインターフェイスを集約する役割を担う。また、
乾式外壁に関するデザイン・ルール（納まりの標準化）、奥行方向大梁の有無、総二重床や
総二重天井の懐寸法といった設計パラメータを設定することで、超高層分譲集合住宅の住
戸に対する生産設計アーキテクチャは高度にモジュール化する。このことから「技術開発
が建築物のアーキテクチャの変化をうながす」という第 2 仮説は支持された。 
 
第 6章 
集合住宅の内装・設備工事では部分工事請負という外注化が大勢を占めている。この章
ではその発注形態に起因した施工現場における工程の輻輳や錯綜が生じるメカニズムやそ
の問題を把握するため、工程進捗パターンと工程進捗情報伝達パターンの実態調査を実施
した。得られた知見は次の通りである。 
1) 超高層集合住宅の内装・設備工事における工程計画では、躯体に合わせたタクト的
な工程が計画される。しかしその考え方の基盤がマイルストーン管理にあるため、
マイルストーンとした作業を施工する順番は検討できても作業相互の順序関係が明
示されない。したがって、工程の中でも作業の順序関係が複雑な部分を担当する施
工チームは、作業長や作業者が自律的に調整しながら作業を進める状態とならざる
を得ず、計画工程と実施工程が乖離することになる。 
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2) このように輻輳・錯綜が生じるメカニズムは、やや大雑把なまとまりで施工の順番
が示されたマイルストーン管理に基づく計画に起因したものと言える。このような
計画は元請けや 1 次専門工事会社といった管理側において理解しやすい一方で、施
工チームや作業長、作業者といった施工側に進捗管理を部分的に委ねる仕組みであ
る。この仕組みでは、現場の調整が幾度も繰り返された結果としてプロジェクト固
有の変則的な進捗パターンに落ち着くと推測される。このような調整機能は一見、
高度な摺り合わせが現場内で行われているように思われるが、計画の不完全さを現
場で補正しているに過ぎず、工期や労働者数など元請け側からみた効率の上昇に結
びついていない。 
 
第 7章 
この章では、第 6 章で把握した集合住宅の内装・設備工事における工程や進捗情報伝達
の錯綜という課題を解決するために、一連の工程をタイムモデュールという時間軸の概念
でジョブ工区と呼ぶ工程要素群に分節する多工区同期化によるモジュール型工程の計画手
法を提案した。このモジュール型工程は、従来の工程と比較して計画に対する考え方が次
の点で異なっている。 
 従来の工程計画は、主観的に定義したマイルストーンを施工する「順番」しか示して
いない。それに対し、提案手法は住戸を構成する要素間の支持関係に基づいた工程要
素間の正確な「順序関係」を明示し、作業長や作業者が現場の状況に合わせて自律的
に調整していた日々のスケジュールを、事前に調整・共有することが可能となる。 
 従来の工程計画が対象としていなかった、同時刻に同じ施工チームが作業をしなけれ
ばならない問題すなわち「リソース競合」の問題を提案手法では扱う。このことによ
り、繰り返しの単位日数であるタイムモデュール内で施工チームが最少必要人数で手
持ちの工程要素を全て完了できることを保証する。 
 従来の工程計画が計画時点でバッファを明瞭に示していないことに対し、提案手法は
タイムモデュール内のフロートを全ての工程要素について明示する。このことにより
施工チームは、自らが持つ余裕時間を詳細に把握でき、その範囲内で自律的な意思決
定が可能となる。つまり管理の方法と基準を定義できる。 
本章の成果は次の通りである。 
・ 上述した多工区同期化の拡張により、工程のモジュール化に対する数理的演算手法を
開発した。 
・ 工程要素数が膨大な内装・設備工事でモジュール型工程の実効性を示した。さらに実
プロジェクトのデータを用いた検証で提案手法の妥当性を示した。 
・ 工程モジュール化手法のプログラム実装、日めくり方式のスケジュール冊子の開発を
行った。これらを実プロジェクトに試適用し、実用可能性を示すことでモジュール型
工程の管理方法の一例を提示した。このことにより、モジュール型工程の理論と実務
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の谷を埋めることに貢献した。 
 
以上が本研究で得られた知見である。また各章では、アーキテクチャを認識・比較する
ための定量分析方法を適宜開発した。これらを含めて本研究の成果である。 
 
8.5. 残された課題 
1) 本論文の範囲は超高層分譲集合住宅に限られている。集合住宅は総合建設業が手が
ける建築の中で唯一、「販売目的」の建築という特殊な建築物である。本論文では超
高層分譲集合住宅の技術や生産設計のアーキテクチャがモジュラー化の方向にある
ことと、施工のモジュール型マネージメントの可能性について言及した。建築物の
「利用目的」とアーキテクチャの関係の観点を建築生産システム一般に適用するた
めには、ほかの利用目的の建築に対する研究が不可欠である。 
2) 工程アーキテクチャのモジュール化手法の核となる IFM は、集合住宅住戸の構成材
相互の構造的関係が出発点である。つまり、提案手法から生産設計アーキテクチャ
に遡ることが可能である。このようなプロセスから設計構造や分業構造を見直す研
究が今後に残されている。 
 
8.6. 結語 
建築業は一品生産の現地施工という建築物の特性から、擦り合わせを信条としている傾
向が強い。しかし、インテグラルなものは擦り合わせ的にモジュラーなものは組み合わせ
的にという考えがあってもよいはずである。むろん、インテグラル型のプロセスを否定す
るわけではないし、そのようなプロセスでなければ実現できない建築物もある。あるいは
擦り合わせ型の強みを追求するビジネスモデルもある。どのようなポジションを選択する
かは企業の戦略である。 
本論文の主張は、建築物をモジュール化という階層システム的視点でみれば、そのアー
キテクチャが画一的でなく、総合建設業はその全てを扱っているため、アーキテクチャと
プロセスとの整合性に注意を向けるべきという点にある。そのためには、現状のアーキテ
クチャを正しく認識・解釈でき、これまでの経験や慣習、習慣に捉われずそれに正しく対
応する組織能力が求められる。 
それに対して本論文では、超高層集合住宅を事例として、アーキテクチャあるいはモジ
ュール化という概念や分析枠組みを建築物に適用するための考え方、分析手法、マネージ
メントの改善に対する理論と実践に関して知見や示唆のいくばくかを提供した。さらに、
工程計画を通じてタスク構造のモジュール化手法を提案した。これらの成果は、バリュー・
ネットワークという視座からのアプローチにより、建築生産システムのモジュール化とい
う古くて新しい命題に一石を投じることができたと考える。 
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A Research on Modularity of the Building Production Systems 
- Case of the high-rise condominium building - 
 
Summary 
1. Introduction 
By analyzing the technologies and competence of the Japanese construction industry 
using the concept of "modularity", the author aims to obtain new knowledge to the 
problems of the construction industry in this study. Target of this study is the activity of 
the general contractor in the project of high-rise condominium building. Originality of 
this research is to analyze quantitatively the change of “Architecture” in the three 
different phases “R&D, production design, process planning” The framework of research 
in this paper is the perspective that the buildings are incorporated into the value 
network of the client companies. It is means how to classify for the purpose that the 
client companies uses the building. The classification is the following three. The first is 
sale. Second is rent. Third is capital. In this paper, it pays attention to the high-rise 
condominium which is classified into “sale” and it analyzes in the concept of 
“architecture ". The hypothesis for the analysis is two. 
1. The directionality which the architecture in the building changes into depends on the 
purpose that the customer company uses the architecture. 
2. The change of the architecture at the building undergoes influence by the technical 
development result. 
 
2. The concept of architecture is a framework of research 
As the generalization, the architecture at the building is integral. The reason why the 
building is integral is because it is affected at four factors which are described next. 1) 
Non-molding of the land and structure of the underground. 2) Art of architecture. 3) 
Designing with a lot of ready-made parts. 4) Shape of the structure can be determined 
freely. Assume them; we analyzed the architecture of the building in the classification of 
"Purpose of Use". “ sale ” is externally modular and internally integral, “ rent “ is 
externally integral and internally modular, “ capital ” is externally -and- internally 
integral. 
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3. The history of modularized housing components 
Industrialization of housing components in Japan began in the 1950s. Stainless steel 
kitchen and bath unit has been developed as private products of Housing and Urban 
Development Corp. initially. Several years later, it switched over to the authorization 
system by Center for Better Living and a lot of manufacturer joined housing 
components industry. After that, the market was magnified by the housing components 
and it developed to the modular-unit system via the independent evolution, the 
connection and the addition. The biggest factor was to do being of the fact that the 
shape of the building can be freely decided by the production design work.  
 
4. The Shift of Positioning of Japanese General Contractors’ R&D Activities 
Japanese general contractors, the giants in particular, have been leading R&D activities 
since the period of high economic growth. Assuming that their R&D activities are 
directed to their customers’ needs and that the specific needs create specific value 
network of the market, this chapter analyzed patents applied for relating the two 
contrasting building markets, i.e. condominiums and semi-conductor factories, 
differentiating the role of general contractors. The analyses using ‘entropy’ of the groups 
of patents in regard to the patent classification and the networks of joint appliers has 
revealed the fact that the positioning of general contractors’ R&D in the condominium 
building market has shifted from the internally-and-externally integral to the 
internally-and-externally modular quadrant whereas with semi-conductor factories 
their positioning appears to have converged in the externally modular and internally 
integral quadrant, suggesting that their R&D activities do depend upon the value 
network of their customer industries. 
 
5. On the modularity of ‘skeleton-infill architecture’ in terms of infill planning of 
condominiums 
The need for flexible floor/unit planning and the growing interest in customers’ 
participation in unit planning has brought forth recent developments by general 
contractors in skeleton design for high-rise blocks of condominiums. This chapter 
analyzes the capacity in flexible planning of prevalent skeleton designs of recent years, 
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i.e. RC/SRC-frame slab-shaped blocks around 1990, RC-frame tower block with flat floor 
slabs around 2000 and double-tube tower blocks (also with flat floor slabs) around 2010, 
focusing on the modularity of ‘skeleton-infill architecture’. The analyses, done primarily 
by using graph theory and a clustering (Girvan-Newman) method to articulate and 
visualize modular components (sub-sets of components), has proven that there is a 
evident trace of modularization during the course of the developments and that the 
modularization has been achieved firstly by adopting flat floor slab systems and then by 
eliminating cross beams. The way to free planning has thus been paved as far as 
planning is concerned, but the authors foresee the next stage need for modularizing 
infill construction which consists of numerous components, suppliers and different 
skills and eventually hinders, for remaining ‘too integral’, its implementation. 
 
6. The characteristic of the interior finish work of the high-rise condominium 
The interior-finish-work at the condominium in Japan does not progress as in the 
schedule plan. Japanese general contractors have challenged to this issue since the 
1970s, but there is no example established as a standard method for management of 
interior finish work. We investigated the process of the interior finish work and 
analyzed the obtained data, which revealed that the problems were in the relation of 
product structure, scheduling and work assignment. At the construction management of 
the interior finish work of the high-rise condominium, a milestone management 
technique is used. However, in the milestone management, the order relation which is 
mutual in the work is not specified even if the order to build work can be reviewed. 
Therefore, because a self-regulation is done in the building site, the plan and the reality 
shift. This thing is the factor which obstructs the rise of the productivity. 
 
7. The proposal of the theory of modularity scheduling 
The state of the art of interior finish work, including services, of high-rise condominium 
buildings is far from being well planned and controlled because of the numerous 
components/activities and complicated interfacial relationship between them. The 
authors have attempted to apply the synchronized multi-site scheduling method using 
the interface matrix (IFM) developed by the authors to deduce possible optimum 
scheduling solution under fully synchronized condition (100% operating rate). A new 
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method developed and employed in this paper is the further application of IFM to 
output resource- conflict-free scheduling. Our solution to a sample project shows the 
possibility of fully modularizing interior finish work while enabling full operating rate 
within much shorter time. 
 
8. Conclusions 
The following conclusion can be drawn from the above chapters. 
1) Concept of “Architecture” towards “modular” in high-rise condominium building. 
2) “Architecture” of building construction process in GC is likely to correspond to 
“Integral” regardless of building types. 
3) It is important for GC to carry out R&D and business innovation considering building 
type and business system of building owners. 
This result suggests the new direction of research frame work of building production 
system. 
 
